




マークのご説明

契約
概要

共済商品の内容をご理解
いただくための事項

注意喚
起情報

�����������������

ご契約者にとって不利益になる事項等
特にご注意いただきたい事項

はじめに

日頃より、当組合をお引き立て賜り厚く御礼申し上げます。
このご契約のしおりは、自動車共済契約の補償内容等の大切なことがらについて
ご説明したものです。詳しくは、普通共済約款や特約条項をご一読いただき、内
容をよくご確認くださるようお願いいたします。
今後とも、当組合をご愛顧賜りますようお願い申し上げます。

１．ご契約のしおりの構成
この冊子は次の構成となっております。
●ご契約にあたって
共済商品の仕組みやご契約に関する重要な事項について、ご説明をしてい
ます。ご契約前・ご契約時・ご契約後においても共済証書のご契約内容と
合わせてご一読ください。

●事故が起こった場合の手続き
事故が起こった場合、共済金のお受取りまでの流れ等をご説明しておりま
す。

●自動車共済約款
ご契約内容を定めた普通共済約款や特約条項を掲載しております。

２．組合加入資格について
当組合の組合員として加入できる方は、商業、工業、鉱業、運送業、サービス
業、その他の事業を行う小規模の事業者および小規模の事業者で構成する団体
等となっております。 （定款第９条（組合員の資格））

自動車共済をご契約いただける方（共済契約者）は、当組合の組合員に限られ
ます。ただし、中小企業等協同組合法に定める範囲内で組合員以外の方も利用
することができます。 （自動車共済規程事業方法書第３条（共済契約者の範囲））

３．出資金および員外利用料について
自動車共済をはじめてご契約の場合には、ご契約に際して以下の出資金または
員外利用料をお払込みいただきます。
出資金および員外利用料は、ご契約いただくお車の台数に関係ありません。
●組合員資格者の場合：出資金（１口１，０００円）
●組合員資格者以外の場合：員外利用料
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４．自動車検査証等のご提示について
当組合では、ご契約者が新たに自動車共済をご契約される場合、またはご契約
のお車を入れ替えられる場合、ご契約のお車の正確な確認による適正な共済掛
金算出および割引・割増の適用のため、自動車検査証等の写しのご提出をお願
いしております。
なお、確認させていただいた書類についてはコピーをいただくこととしており
ますので、あらかじめご了承ください。

５．ご契約者とご契約のお車を主に使用される方が異なる場合
ご契約者とご契約のお車を主に使用される方（記名被共済者）が異なる場合に
は、その方にもご契約内容やこの冊子の内容をご説明ください。

６．共済代理所の業務について
共済代理所は、当組合との委託契約に基づき、共済契約の締結・共済掛金の領
収・共済掛金等領収証の交付・契約の管理業務等の代理業務を行っておりま
す。
したがいまして、共済代理所とご締結いただいて有効に成立したご契約につき
ましては、当組合と直接契約されたものとなります。

７．共済証書の発行について
ご契約後に共済証書をお送りしますので、共済証書記載のご契約内容につい
て、お申込内容と相違がないか必ずご確認をお願いします。
万一、共済証書の記載内容に、お申込内容と相違がございましたら、速やかに
共済代理所または当組合までご連絡ください。
また、ご契約後１か月を経過しても共済証書が届かない場合は、共済代理所ま
たは当組合までご連絡ください。

８．ご不明な点などのお問い合わせ先
ご不明な点がある場合は、共済代理所または当組合までご連絡ください。
また、共済募集において不適切な行為等があった場合や重要な事項についてご
理解いただいていない場合は、恐れ入りますが、当組合までご連絡ください。

●お問い合わせ窓口
西日本自動車共済協同組合 お客さま相談室 電話番号：０９２‐２３５‐３３５５
〈受付時間〉 平日：午前９時～午後５時

（土日・祝祭日および１２月２９日～１月３日を除きます。）
※巻末「西日本自動車共済協同組合の事業部・支部支局、サービスセン
ター」に記載の各事務所でも受け付けしております。
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ご契約にあたって

共済商品の仕組みやご契約に関する重要な事項について、ご説明を

しています。詳しくは、自動車共済普通共済約款・特約条項をご参

照ください。

〇ご契約前には、

「ご契約前にご確認いただきたいこと」をお読みいただき、

お申込みくださるようお願いいたします。

〇ご契約時には、

「ご契約時にご確認いただきたいこと」をご確認のうえ、

お申し出いただくようお願いいたします。

〇ご契約後には、

「ご契約後にご確認いただきたいこと」をお読みいただき、

該当する事項がある場合にはただちに共済代理所または当組合

までご連絡ください。

ご契約前・ご契約時・ご契約後においても共済証書のご契約内容と

合わせてご一読ください。

お分かりになりにくい点がござ

いましたら、お気軽に共済代理

所または当組合におたずねくだ

さい。



ご契約前にご確認いただきたいこと

� 自動車に関する共済の仕組み
契約
概要

〈自賠責共済〉
自賠責共済は、自動車事故の被害者救済が目的の共
済であり、補償される範囲は対人事故の損害のみと
なります。
補償額は、自動車損害賠償保障法等により被害にあ
われた方１名につき、定型・定額化されています。
・死亡の場合：最高３，０００万円
・後遺障害の場合：最高４，０００万円
・傷害の場合：最高１２０万円

〈自動車共済〉
自動車事故に関する相手への賠償、ご自身とご家族
の補償、ご契約のお車の補償につき、次の補償種類
（補償種目）を用意しております。補償内容は、補
償種目により異なります。
※補償内容を十分にご確認のうえ、お申込みください。

補償種類 補償種目

�相手への賠償
対人賠償共済
対物賠償共済

�ご自身と搭乗者
などの補償

人身傷害共済
搭乗者傷害共済

�お車の補償 車両共済

強制共済

法律で加入が義務
付けられていま
す。

自動車共済

任意共済

お客様のご希望に
よりご加入いただ
く共済です。

自動車に関する共済（保険）には、法律で加入が義務付けられた強制共済・保険
（自動車損害賠償責任共済・自動車損害賠償責任保険）と、任意にご加入いただ
く任意共済・保険の２つに分かれています。
当組合が取扱う自動車の共済は、下記の共済となっています。

ご
契
約
前
の
ご
確
認
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� 約款とは
契約
概要

普

通

共

済

約

款

�基本的な補償内容を定めた条項

賠償責任条項
対人賠償

相手への賠償
対物賠償

人身傷害条項
ご自身と搭乗者などの補償

搭乗者傷害条項

車両条項 お車の補償

�共済契約の成立・終了・管理・事故時の対応などに関する
権利・義務を定めた条項

基本条項

特

約

特約は普通共済約款に定められた基本的な補償内容や契約条
件を変更・追加・削除するもので次の２種類があります。

自動セット の特約
ご契約の内容により必ず
セットされる特約

オプション の特約
お申し出により任意にセッ
トできる特約

約款とは、ご契約者・被共済者（補償を受けられる方）等と当組合のそれぞれの
権利・義務など共済契約の内容を定めたもので、「普通共済約款」と「特約条項」
から構成されています。

ご
契
約
前
の
ご
確
認
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� 用語のご説明
この冊子で使用している用語を説明しています。

あ行

相手自動車
その所有者がご契約のお車の所有者と異なる自動車（原動機付自転車を含みま
す。）をいいます。したがって、ご家族でも所有者が異なっていれば相手自動車
になります。

一家の支柱
被共済者が属する家庭の生計を維持すべき収入の大部分を得ている方で、その方
が欠けることによって、その家族の生活が著しく困難になる方をいいます。

運転者として運転中
運転者本人が自ら運転席に着席してお車の各種装置を操作し、発進、速度および
進行方向の維持または変更、停止等お車の走行について必要な措置を取っている
間をいい、駐車または停車中を含みません。
たとえば、交通渋滞、信号待ち等のために運転者として運転席に座りながら停止
している間は、お車の走行について必要な措置を取っている間と考えられるた
め、停車には含まれず運転に含みます。

か行

解除
ご契約者または当組合からの意思表示によって、契約の効力を将来に向かって失
わせることをいいます。なお、ご契約者からの意思表示による解除のことを解約
ともいいます。

解約日
共済期間の中途でご契約を解約された日をいいます。

既経過期間
共済期間中、共済期間の初日から変更日、解約日または解除日までの既に経過し
た期間をいいます。 （関連用語：未経過期間）

危険物
「道路運送車両の保安基準（国土交通省令）」に定める高圧ガス、火薬類、危険
物、可燃物または「毒物及び劇物取締法」第２条に定める毒物または劇物をいい
ます。

家族
記名被共済者の配偶者、記名被共済者またはその配偶者の同居の親族および別居
の未婚のお子さま（未婚のお子さまとは、これまでに一度も法律上の婚姻歴がな
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いお子さまをいいます。）をいいます。

記名被共済者
ご契約のお車を主に使用される方で、共済契約申込書および共済証書の記名被共
済者欄に記載された方をいいます。
「主に使用される方」とは、ご契約のお車を事実上自分の所有物とし、自由に支
配・使用している方（ご契約のお車の貸与権、使用許諾権等を持つ方）をいいま
す。ご契約のお車を使用される方が複数おられる場合は、任意に１名を選択しま
す。
なお、共済契約申込書の記名被共済者欄が空欄の場合は、ご契約者本人を記名被
共済者として設定されたものとみなします。

急激かつ偶然な外来の事故
突発的な予知されない出来事に伴う外部からの作用をいいます。

競技・曲技
競技とは、ロードレース（山岳ラリー、タイムラリー）やサーキットレース等を
いい、これらに出場するための練習を含みます。また、曲技とは、サーカス、ス
タントカー等をいい、これらのための練習を含みます。

共済掛金
ご契約いただいた共済契約の内容に応じて、ご契約者にお払込みいただく金銭の
ことをいいます。

共済期間
ご契約いただいた共済契約で補償の対象となる期間（ご契約期間）をいいます。

共済金
自動車事故等により損害または傷害が生じた場合に、当組合が被共済者または共
済金請求権者にお支払いする金銭（補償額）をいいます。

共済金額
共済契約で共済金をお支払いする事故が生じた場合に、当組合がお支払いする共
済金の限度額（補償限度額）をいいます。
自動車共済約款においては、共済証書記載の共済金額をいいます。

共済金請求権者
当組合に、共済金の支払いを請求することができる方をいいます。

共済証書
ご契約いただいた内容を証明するために、当組合が作成しご契約者に交付する書
面をいいます。

協定共済価額
ご契約者または車両共済の被共済者と当組合がご契約のお車の価額として共済契
約締結時に協定した価額をいい、共済契約締結時におけるご契約のお車と同一の
用途車種、車名、型式、仕様および初度登録年月または初度検査年月で同じ損耗
度の自動車の市場販売価格相当額により定めます。
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契約者
ご契約の当事者として、共済契約の締結や共済掛金のお払込みなど共済契約上の
さまざまな権利・義務を持たれる方で、共済証書などの共済契約者欄に記載され
ている方をいいます。

契約のお車
共済契約の補償の対象となるお車で、共済証書に記載の自動車（被共済自動車）
をいいます。

原動機付自転車（原付バイクともいいます。）
道路運送車両法で定める「原動機付自転車」をいいます。原動機の総排気量が１２５
�以下または定格出力が１．００キロワット以下の二輪車や原動機の総排気量が５０�
以下または定格出力が０．６キロワット以下の側車付二輪または三輪以上の車両を
いいます。

告知義務
ご契約時に、当組合に対し、告知事項について知っている事実を告げ、また、正
しい事実を告げなければならないという、ご契約者または記名被共済者（車両共
済の被共済者を含みます。）の義務のことをいいます。

さ行

自家用８車種
用途車種が次に該当する自動車をいいます。
�自家用普通乗用車、�自家用小型乗用車、�自家用軽四輪乗用車、
�自家用小型貨物車、�自家用軽四輪貨物車、�自家用普通貨物車（最大積載量
０．５トン以下）、	自家用普通貨物車（最大積載量０．５トン超２トン以下）、
特種
用途自動車（キャンピング車）

市場販売価格相当額
ご契約のお車と同一の用途車種、車名、型式、仕様および初度登録年月または初
度検査年月で、同じ損耗度（走行距離、メンテナンスなど、使用の状態が同程度
であること。）の自動車を、自動車販売店等が顧客に販売する店頭渡現金販売価
格相当額をいいます（消費税を含みます。）。
ただし、税金、自賠責共済掛金・保険料、登録などにともなう費用等は含みませ
ん。

失効
ご契約いただいた内容の全部または一部についての効力を、将来に向かって失う
ことをいいます。

自動車取扱業者
次の�から
までのいずれかの業を営む者をいい、これらの者の使用人およびこ
れらの者が法人である場合はその理事、取締役または法人の業務を執行するその
他の機関を含みます。
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�自動車修理業、�駐車場業、�給油業、�洗車業、�自動車販売業、�陸送業、
�運転代行業、	�から�まで以外の自動車を取り扱う業

初回共済掛金
年間共済掛金を分割してお払込みいただく場合の、第１回目にお払込みいただく
分割共済掛金をいいます。
なお、共済掛金を一括してお払込みいただく場合は、共済掛金の総額をいいま
す。

所有者（車両所有者）
ご契約のお車を所有されている方で、共済契約申込書および共済証書の車両所有
者欄に記載されている方をいいます。車両所有者は、原則としてご契約のお車の
自動車検査証の所有者欄に記載されている方となります。
なお、共済契約申込書の車両所有者欄が空欄の場合には、ご契約者本人を車両所
有者とみなします。

親族
６親等内の血族、配偶者および３親等内の姻族のことをいいます。

正規の乗車装置
乗車人員が動揺、衝撃等により転落または転倒することなく安全な乗車を確保で
きる構造を備えた「道路運送車両の保安基準」に定める乗車装置をいいます。

全損
お車を修理できない場合、または修理費が共済金額以上となる場合をいいます。

損害の発生および拡大の防止のために必要または有益であった費用
事故が発生した際に二次的な被害発生が具体的に想定されるような状況で、その
二次的な被害の発生および拡大を防止するための費用をいいます。なお、損害の
発生および拡大の防止の行為が現実に効果をもたらしたかどうかは問いません。
たとえば、事故により崖から転落しそうな状態のご契約のお車をクレーン移動し
た際の費用は、二次的な被害が切迫していることからこれにあたります。

た行

台風・洪水または高潮
基本的には以下の気象学上の定義によりますが、具体的には気象庁の発表に基づ
くものをいいます。
・台風とは、北西太平洋または南シナ海に存在する熱帯低気圧のうち、低気圧区
域内の最大風速がおよそ毎秒１７メートル（３４ノット、風力８）以上のものをい
います。

・洪水とは、河川の水位や流量が異常に増大することにより、平常の河道から河
川敷内に水があふれること、および砂堤または堤防からの
水が起こり河川敷
の外側に水があふれることをいいます。集中豪雨等による窪地への溜水、下水
溝よりの
水、小川の小規模な氾濫等は洪水に該当しません。

・高潮とは、台風など強い気象じょう乱に伴う気圧降下による海面の吸い上げ効
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果と風による海水の吹き寄せ効果のため、海面が異常に上昇する現象をいいま
す。

通知義務
ご契約後や共済期間の中途にご契約の内容に変更が生じた場合は、その事実・変
更内容を遅滞なく当組合に伝えなければならないという、ご契約者および被共済
者の義務のことをいいます。

同居
生活の本拠地として同一家屋に居住している状態をいい、同一生計や扶養関係の
有無または住民票記載の有無は問いません。
同一家屋とは、建物の主要構造部のうち、外壁、柱、小屋組、はり、屋根のいず
れをも独立して具備したものをいいます。ただし、台所等の生活用設備を有さな
い「はなれ」、「勉強部屋」等も同一家屋として取扱います。
【別居として取り扱う例】
・マンション等の集合住宅で、各戸室の区分が明確な場合（賃貸・区分所有の別
を問いません。）

・同一敷地内であるが、別家屋で居住している場合（同一生計の有無は問いませ
ん。）

・二世帯住宅で、建物内部で行き来ができず、各世帯の居住空間の区分が明確な
場合

・単身赴任の場合
・就学のために下宿しているお子さま（住民票記載の有無は問いません。）

搭乗中
自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（隔壁などにより通行できな
いように仕切られている場所を除きます。）に搭乗中のことをいいます。

特約（特約条項）
普通共済約款の内容を補充・変更・削除・追加する内容を定めたものをいい、ご
契約の内容により必ずセットされるもの（自動セット）とご希望により任意にセッ
トできるもの（オプション）があります。

な行

年間共済掛金
共済掛金の総額をいいます。

ノンフリート契約
１契約者が所有し、かつ、使用する自動車の総契約台数が９台以下の契約をいい
ます。
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は行

配偶者
婚姻の相手方をいい、原則として内縁の相手方を含みます。
内縁の相手方とは、婚姻の届出をしていないために、法律上の夫婦と認められな
いものの、婚姻の意思を持ち、同居により夫婦同様の共同生活を送っており事実
上婚姻関係と同様の事情にある方をいいます。

払込期日
共済掛金のお払込期日をいいます。なお、口座振替で共済掛金をお払込みいただ
くご契約の場合は、当組合が定める所定の振替日となります。

判決による遅延損害金
訴訟の判決により支払いが命じられる、判決主文に定められた日から支払いの日
までの期間に対する利息に相当する遅延損害金をいいます。

被共済者
共済契約により補償の対象となる方をいいます。

付属品
自動車に定着（ボルト、ナット、ネジ（チョウネジを含む。）等で固定されてお
り、工具等を使わなければ容易に取りはずせない状態をいいます。）または装備
（自動車の機能を充分に発揮させるために備品として備え付けられている状態を
いいます。）されているものをいいます。
なお、車室内でのみ使用することを目的としてご契約のお車に固定されている
カーナビゲーションシステム、ETC車載器は、固定の方法がボルトなど以外で
あっても付属品として取り扱います。
【付属品として取り扱うものの例】
・自動車に定着されているステレオ、カーナビゲーションシステムなど
・自動車に装備されているスペアタイヤ（１本）、標準工具など
・法令等により自動車に定着または装備されている消火器、座席ベルトなど
・オイル類のうち、潤滑油、バッテリーの電解液など
【付属品として取り扱わないものの例】
・燃料／ガソリン、軽油、プロパンガス（LPG）など
・法令等により自動車に定着または装備することを禁止されているもの、エアー
スポイラー（法令に違反するもの）、オーバーフェンダー（標準装備、運輸支
局の許可を得たものを除きます。）など

・通常装飾品とみなされる、マスコット類、クッション、花ビン、膝掛など
・その他の自動車用品／洗車用品、ボディーカバーなど

普通共済約款
基本となる補償内容および契約手続等に関する原則的な事項を定めたものです。

フリート契約
１共済契約者が所有し、かつ、使用する自動車の総契約台数が１０台以上の契約を
いいます。
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分割共済掛金
年間共済掛金を分割してお払込みいただく場合の、１回分の共済掛金をいいま
す。

変更日
共済期間の中途で、共済契約申込書に記載した内容を変更する日をいいます。

ま行

未経過期間
共済期間中、変更日、解約日または解除日から共済期間の末日までの期間をいい
ます。 （関連用語：既経過期間）

無効
共済契約のすべての効力が、共済契約締結の時から生じなかったものとして取り
扱うことをいいます。

無免許運転（法令に定められた運転資格を持たない状態）
次のいずれかに該当する方がお車を運転されている状態をいいます。
・道路交通法など法令に定められた運転免許を持たない方
ただし、運転免許証記載事項の変更届出中、紛失などによる再交付申請中また
は運転免許証不携帯の場合を除きます。

・運転免許の効力の一時停止処分を受けている方
・運転免許によって運転できる自動車の種類に違反している方

免責
共済金をお支払いする事故において、ご契約者などの故意や戦争、地震、噴火、
津波による事故による損害など、特定の事情が生じたときに、例外的に共済金を
お支払いしないことをいいます。

免責金額
共済金をお支払いする事故が生じた場合に、当組合が支払共済金の計算にあたっ
て損害の額から差し引く金額をいい、すなわち被共済者の自己負担額をいいま
す。

や行

用途車種
用途とは、自家用または営業用（事業用）の自動車の使用形態の区分をいい、車
種とは普通乗用車、小型乗用車、小型貨物車等の自動車の種類の区分をいいます。
なお、用途車種の区分は、登録番号標、車両番号標または標識番号標上の分類番
号、色等に基づき定めた、自家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪
乗用車、二輪自動車、原動機付自転車等の区分をいいます。

（注）ダンプ装置がある場合などは、自動車検査証などの記載内容と同一であるとは限りません。
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� 補償内容

1 注意喚
起情報

契約
概要

� 共済金をお支払いする場合

一例：他の自動車と衝突した一例：歩行者をはねた

� 被共済者

補償内容の詳細は、自動車共済約款によりご確認ください。
なお、以下の補償種目の条項・特約とともに、これらに共通して適用される「基
本条項」（Ｐ１２２）もあわせてご確認ください。

相手への賠償

対人賠償共済（普通共済約款 １ 賠償責任条項）

ご契約のお車を運転中等の事故により他人を死傷させ、法律上の損害賠償責任
を負った場合に、共済金をお支払いします。

次の�～�のいずれかに該当する方が被共済者となります。
� 記名被共済者
� ご契約のお車を使用または管理中の次のア～ウのいずれかの方
ア．記名被共済者の配偶者
イ．記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
ウ．記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚のお子さま

� 記名被共済者の承諾を得て、ご契約のお車を使用または管理中の方
ただし、自動車取扱業者が業務として受託したご契約のお車を使用または管
理している間を除きます。

� 記名被共済者の使用者
ただし、記名被共済者がご契約のお車をその使用者の業務に使用している場
合に限ります。
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� お支払いする共済金

共済金の種類 お支払方法

�対人賠償共済金

他人を死傷させたことにより損害賠償責任を負った場合に、自
賠責共済等により支払われるべき金額を超える損害賠償責任の
額について、被害者１名につき、共済証書記載の対人賠償共済
の共済金額を限度としてお支払いします。

�費用
（Ｐ４３：費用の

ご説明）

ご契約者または被共済者が実際に負担された次の費用につい
て、対人賠償共済金とあわせてお支払いします。

示談交渉費用・争訟費用

対人賠償共済金 ＝
損害賠償
責任の額

＋
・損害防止費用
・権利保全行使費用
・緊急措置費用

－
自賠責共済等で
支払われる金額

ご注意
自賠責共済等の加入義務がない自動車※（構内のみで使用する自動車等）の
場合でも、自賠責共済等で支払われる金額に相当する額は差し引いてお支払
いしますので、自賠責共済等をご契約いただくことをおすすめします。
※農耕作業用自動車を除きます。

事故被害者の先取特権（さきどりとっけん）について
保険法の定めにより、賠償事故においては、被害者の損害に対して損害賠償
金が優先的に支払われることになります。
●当組合に対し、被共済者からの対人賠償共済金請求と被害者からの損害賠
償金請求のいずれもあった場合には、被害者へ優先して損害賠償金をお支
払いします。

●当組合に対し、被共済者からの対人賠償共済金請求があった場合には、被
害者からの承諾が得られた場合になります。

� 共済金をお支払いできない主な場合（免責事由等）

� ご契約者、記名被共済者、被共済者の故意によって生じた損害
� 台風、洪水または高潮によって生じた損害
� 地震、噴火、津波、戦争、外国の武力行使、暴動、核燃料物質などによっ
て生じた損害

� ��の事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基
づいて生じた損害

� ご契約のお車を競技もしくは曲技（競技または曲技のための練習を含みま

ご
契
約
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の
ご
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2 注意喚
起情報

契約
概要

� 共済金をお支払いする場合

一例：他人の家の塀を壊した一例：他人の車を壊した

� 被共済者

す。）のために使用すること、またはご契約のお車を競技もしくは曲技を目
的とする場所において使用中に生じた損害

� 被共済者が第三者と約定した加重賠償責任により生じた損害
� 次のア～オのいずれかの方が死傷されたことによって生じた損害
ア．記名被共済者
イ．ご契約のお車を運転中の方またはその父母、配偶者もしくはお子さま
ウ．被共済者の父母、配偶者またはお子さま
エ．被共済者の業務（家事を除きます。以下同じとします。）に従事中の従
業員

オ．被共済者の使用者の業務に従事中の他の従業員（被共済者がご契約のお
車をその使用者の業務に使用している場合に限ります。）ただし、ご契約
のお車の所有者および記名被共済者が個人の場合は、記名被共済者が被っ
た損害については補償されます。

対物賠償共済（普通共済約款 １ 賠償責任条項）

ご契約のお車を運転中等の事故により、他人の財物（自動車・積荷、家屋・家
財、店舗・商品等）に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負った場合に、共
済金をお支払いします。

次の�～�のいずれかに該当する方が被共済者となります。
� 記名被共済者
� ご契約のお車を使用または管理中の次のア～ウのいずれかの方
ア．記名被共済者の配偶者
イ．記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
ウ．記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚のお子さま

� 記名被共済者の承諾を得て、ご契約のお車を使用または管理中の方
ただし、自動車取扱業者が業務として受託したご契約のお車を使用または管
理している間を除きます。

� 記名被共済者の使用者
ただし、記名被共済者がご契約のお車をその使用者の業務に使用している場

ご
契
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� お支払いする共済金

共済金の種類 お支払方法

�対物賠償共済金

他人の財物に損害を与えたことにより損害賠償責任を負った場
合に、損害賠償責任の額から免責金額を差し引いた額につい
て、１回の事故につき共済証書記載の対物賠償共済の共済金額
を限度としてお支払いします。

�費用
（Ｐ４３：費用の

ご説明）

ご契約者または被共済者が実際に負担された次の費用につい
て、対物賠償共済金とあわせてお支払いします。

示談交渉費用・争訟費用

対物賠償
共済金 ＝ 損害賠償

責任の額 ＋

・損害防止費用
・権利保全行使費用
・緊急措置費用
・落下物取片づけ費
用

－

被共済者が
代位取得す
るものがあ
る場合は、
その価額※

－
共済証書
記載の
免責金額

ご注意
次の対物賠償事故については、対物賠償共済金額が１０億円を超える場合（「無
制限」の場合を含みます。）であっても、お支払いする対物賠償共済金の額
は１回の事故につき１０億円を限度とします。
� ご契約のお車またはご契約のお車がけん引中のお車に積載されている危
険物の火災、爆発または漏えいに起因する対物事故

� 航空機の損壊

� 共済金をお支払いできない主な場合（免責事由等）

合に限ります。

※被共済者が損害賠償請求権者に対して損害賠償金を支払ったことにより、代位取得するも
のがある場合

� ご契約者、記名被共済者、被共済者の故意によって生じた損害
� 台風、洪水または高潮によって生じた損害
� 地震、噴火、津波、戦争、外国の武力行使、暴動、核燃料物質などによっ
て生じた損害

� ��の事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基
づいて生じた損害

� ご契約のお車を競技もしくは曲技（競技または曲技のための練習を含みま
す。）のために使用すること、またはご契約のお車を競技もしくは曲技を目
的とする場所において使用中に生じた損害

ご
契
約
前
の
ご
確
認

20



� 免責金額

� 被共済者が第三者と約定した加重賠償責任により生じた損害
� 次のア～ウのいずれかの方が所有、使用または管理する物に生じた損害
ア．記名被共済者
イ．ご契約のお車を運転中の方またはその父母、配偶者もしくはお子さま
ウ．被共済者またはその父母、配偶者またはお子さま

対物賠償共済では、免責金額を設定する場合があります。なお、ご契約のお車
の用途車種によりご選択いただく免責金額に制限があります。
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3 注意喚
起情報

契約
概要

� 共済金をお支払いする場合

一例：歩行中、自動車にはねられた一例：同乗中の家族がケガ

○：共済金をお支払いします ×：共済金をお支払いできません

事故の種類

ご契約タイプ

ご契約のお車に
搭乗中の事故

他の自動車に
搭乗中の事故

歩行中および
自転車などを
運転中の
自動車事故

基本補償（注１） ○ ○ ○

ご契約車搭乗中のみ補償（注２） ○ × ×

（注１）基本補償は、「�傷害危険の被共済自動車搭乗中のみ補償特約」をセットしない場
合をいいます。

（注２）ご契約車搭乗中のみ補償は、「�傷害危険の被共済自動車搭乗中のみ補償特約」を
セットする場合をいいます。

（注３）記名被共済者またはそのご家族が基本補償タイプでご契約の場合は、同じ補償が重
複する場合がありますので、他のご契約の補償内容を十分にご確認ください。

ご自身と搭乗者などの補償

人身傷害共済（普通共済約款 ２ 人身傷害条項）

自動車事故により、死傷された場合に共済金をお支払いします。

●ご契約タイプ
人身傷害共済で共済金のお支払い対象となる事故の範囲は、次の２つのタイ
プからお選びいただけます。

ご
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� 被共済者

ご契約タイプ 被共済者

基本補償

� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者
の同居の親族

� 記名被共済者またはその配偶者
の別居の未婚のお子さま

� �～�以外の方で、ご契約のお
車の正規の乗車装置または当該
装置のある室内に搭乗中の方

� 被共済自動車の保有者
� 被共済自動車の運転者
（注）�または�の方がご契

約のお車の運行に起因
する事故により身体に
傷害を被り、かつそれ
によってこれらの方に
生じた損害について自
動車損害賠償保障法第
３条に基づく損害賠償
請求権が発生しない場
合に限ります。

ご契約車搭乗中
のみ補償

ご契約のお車の正規の乗車装置また
は当該装置のある室内に搭乗中の方

����������������������������

� お支払いする共済金

共済金の種類 お支払方法

�人身傷害共済金

被共済者が死傷された場合に、治療費、休業損害、精神的
損害、逸失利益、将来の介護料、葬儀費等の損害について、
被共済者の過失分を含め、被共済者１名につき、共済証書
記載の人身傷害共済の１名共済金額を限度（注）としてお
支払いします。
（注）ただし、被共済者に組合が定める重度の後遺障害が発生

し、介護が必要と認められる場合で、共済証書記載の共
済金額が無制限以外のときは、共済金額の２倍の金額を
限度とします。

�費用
（Ｐ４３：費用のご説明）

被共済者が実際に負担された次の費用について、人身傷害
共済金とあわせてお支払いします。

損害防止費用・権利保全行使費用

ご契約タイプ別に、次のいずれかに該当する方が被共済者となります。

ただし、以下の方は、被共済者になりません。
�自動車に極めて異常かつ危険な方法で搭乗している方
�業務として自動車を受託している自動車取扱業者の方
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ご注意
�損害額の決定は、当組合の自動車共済約款に記載された基準「普通共済約
款〈別紙〉人身傷害条項損害額基準」（P１４６）に従い当組合で行わせてい
ただきます。

�相手からの賠償金や労働者災害補償制度による給付等、被共済者の損害を
補償するために支払われる額については、原則として損害額からその額を
差し引いて共済金をお支払いします。

�ケガの治療を受ける際は、健康保険などの公的制度をご利用ください。

� 共済金額

参考 総損害額の事例（年齢別男子有職者の平均的な損害額）

年齢 被扶養者 死亡された場合 重度後遺障害（注）の場合

５５歳
あり（２名の場合） ６，０００万円 １億１，０００万円

なし ５，０００万円 １億１，０００万円

４５歳
あり（２名の場合） ７，０００万円 １億４，０００万円

なし ６，０００万円 １億４，０００万円

３５歳
あり（２名の場合） ７，０００万円 １億４，０００万円

なし ６，０００万円 １億４，０００万円

２５歳
あり（２名の場合） ６，０００万円 １億３，０００万円

なし ５，０００万円 １億３，０００万円

（注）上表例における重度後遺障害とは、普通共済約款〈別表１〉後遺障害等級表（Ｐ
１３７）の表１の第１級の後遺障害が生じた場合をいいます。

� 共済金をお支払いできない主な場合（免責事由等）

事故による損害に対して、被共済者の過失分も含めて共済金額を限度に共済金
をお支払いします。共済金額は、補償を受けられる方の年齢、収入、ご家族の
構成等をお考えのうえ、下表を参考に適正な共済金額をお決めください。

� 被共済者の故意または重大な過失によって、その本人に生じた損害
� 無免許運転、酒気を帯びた状態での運転または麻薬・危険ドラッグなどの
影響を受けた状態での運転により、その本人に生じた損害

� 被共済者が、自動車の使用について正当な権利を有する方の承諾を得ない
で自動車に搭乗中に、その本人に生じた損害

� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によってその本人に生じた
損害

� 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によってその本人に生じた損害
� 共済金を受け取るべき方の故意または重大な過失によって生じた損害につ
いてその方の受け取るべき金額部分
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4 注意喚
起情報

契約
概要

� 共済金をお支払いする場合

一例：崖から転落、運転中に落下物でケガ一例：ご契約のお車に搭乗中の事故でケガ

� 被共済者

����������������������������

� 治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症による損害
� 地震、噴火、津波、戦争、外国の武力行使、暴動、核燃料物質などによっ
て生じた損害

� �の事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基づ
いて生じた損害

� ご契約のお車またはご契約のお車以外の自動車を競技もしくは曲技（競技
または曲技のための練習を含みます。）のために使用すること、またはご契
約のお車を競技もしくは曲技を目的とする場所において使用中に生じた損害

� 被共済者が、被共済者の使用者の業務のために、被共済者の使用者が所有
するご契約のお車以外の自動車を運転中に、その本人に生じた損害

� 被共済者が、ご契約のお車以外の記名被共済者、その配偶者、それらの方
の同居の親族が所有または常時使用する自動車に搭乗中に生じた損害

	 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚のお子さまが、ご契約のお車
以外の自ら所有または常時使用する自動車を運転中に生じた損害


 被共済者が、ご契約のお車以外の二輪自動車、原動機付自転車に搭乗中に
生じた損害、ご契約のお車以外の事業用自動車（注）を運転されている場合
に生じた損害 等

（注）自動車検査証の用途欄に「事業用」と記載された自動車をいいます。

搭乗者傷害共済（普通共済約款 ３ 搭乗者傷害条項）

ご契約のお車に搭乗中の事故により死傷された場合に共済金をお支払いします。

ご契約のお車の正規の乗車装置またはその装置のある室内に搭乗中の方となり
ます。
ただし、以下の方は、被共済者になりません。
�ご契約のお車に極めて異常かつ危険な方法で搭乗している方
�業務として自動車を受託している自動車取扱業者の方
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� お支払いする共済金

被共済者の状態 お支払いできる共済金の種類

被共済者が負傷された場合 �医療共済金〈部位・症状別払〉

被共済者に後遺障害が生じた場合

�後遺障害共済金

�重度後遺障害特別共済金

�重度後遺障害介護費用共済金

被共済者が死亡された場合 �死亡共済金

共済金の種類 お支払方法

�医療共済金
〈部位・症状別払〉

事故日からその日を含めて１８０日以内に、被共済者が入院また
は通院された場合に、次の金額をお支払いします。（注１）（注２）

�後遺障害共済金

事故日からその日を含めて１８０日以内に、被共済者に後遺障害
が生じた場合に、その障害の程度（注）に応じて、次の金額を
お支払いします。
（注）「普通共済約款〈別表１〉後遺障害等級表」（Ｐ１３７）に定め

る支払割合を適用します。

後遺障害共済金 ＝
共済証書記載の
搭乗者傷害共済
１名共済金額

×
４％～
１００％

�重度後遺障害
特別共済金

事故日からその日を含めて１８０日以内に、被共済者に重度後遺
障害が生じ、介護を必要とすると認められる場合に、�後遺障
害共済金とは別に次の金額をお支払いします。（１００万円限度）

重度後遺障害
特別共済金

＝
共済証書記載の
搭乗者傷害共済
１名共済金額

× １０％

医師の治療のために病
院または診療所に入院
または通院した日数

お支払いする医療共済金の額

５日未満の場合 一律１万円

５日以上の場合

傷害の部位・症状に応じ、「普通
共済約款〈別表２〉医療共済金
支払額基準」（Ｐ１４２）に定める
部位・症状別入通院共済金の額
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� 共済金をお支払いできない主な場合（免責事由等）

� 被共済者の故意または重大な過失によって、その本人に生じた損害
� 無免許運転、酒気を帯びた状態での運転または麻薬・危険ドラッグなどの
影響を受けた状態での運転により、その本人に生じた損害

� 被共済者が、ご契約のお車の使用について正当な権利を有する方の承諾を
得ないでご契約のお車に搭乗中に、その本人に生じた損害

� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によってその本人に生じた
損害

� 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によってその本人に生じた損害
� 共済金を受け取るべき方の故意または重大な過失によって生じた損害につ
いてその方の受け取るべき金額部分

� 治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症による損害
	 地震、噴火、津波、戦争、外国の武力行使、暴動、核燃料物質などによっ
て生じた損害


 	の事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基づ
いて生じた損害

� ご契約のお車を競技もしくは曲技（競技または曲技のための練習を含みま
す。）のために使用すること、またはご契約のお車を競技もしくは曲技を目
的とする場所において使用中に生じた損害 等

�重度後遺障害
介護費用共済金

事故日からその日を含めて１８０日以内に、被共済者に重度後遺
障害が生じ、介護を必要とすると認められる場合に、�後遺障
害共済金とは別に次の金額をお支払いします。（５００万円限度）

重度後遺障害
介護費用共済金

＝ �後遺障害共済金 × ５０％

�死亡共済金
事故日からその日を含めて１８０日以内に、被共済者が死亡され
た場合に、次の金額をお支払いします。
共済証書記載の搭乗者傷害共済１名共済金額

（注１）「�搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約」をセットした場合は、上記�医
療共済金はお支払いできません。

（注２）「
搭乗者傷害共済の医療共済金倍額払特約」をセットした場合は、上記�医療共
済金を２倍にしてお支払いします。

ご
契
約
前
の
ご
確
認

27



5 注意喚
起情報

契約
概要

� 共済金をお支払する場合

〈例〉
・他の自動車との衝突・接触による事故
・車庫入れ失敗
・台風・洪水・高潮などの災害
・盗難
・いたずら
・火災・爆発 など

一般車両
衝突、接触、火災、爆発、盗難、いたずら、物の落下・
飛来、あて逃げ、墜落、転覆等の偶然な事故全般につい
て共済金をお支払いします。

車対車＋危険限定
（注１）

相手自動車との衝突・接触事故および火災・爆発・盗
難・いたずら等の事故に限り、共済金をお支払いしま
す。
ただし、自動車との衝突・接触事故の場合には、相手自
動車ならびにその運転者（または所有者）が確認できた
場合に限り共済金をお支払いします。

車対車（注２）

相手自動車との衝突・接触事故に限り、共済金をお支払
いします。ただし、相手自動車ならびにその運転者（ま
たは所有者）が確認できた場合に限り共済金をお支払い
します。

（注１）車対車＋危険限定は、「�車対車衝突危険限定特約」および「�車両危険限定特
約」をあわせてセットした場合をいいます。

（注２）車対車は、「�車対車衝突危険限定特約」をセットした場合をいいます。

お車の補償

車両共済（普通共済約款 ４ 車両条項）

衝突、接触等の偶然な事故により、ご契約のお車に損害が生じた場合に共済金
をお支払いします。

●ご契約タイプ
車両共済で共済金のお支払い対象となる事故の範囲は、ご契約タイプで異な
ります。次の３つのタイプからお選びいただけます。
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○：共済金をお支払いします ×：共済金をお支払いできません

事故例

ご契約タイプ

車対車の
衝突・接触

火災・爆発
台風・たつ巻
洪水・高潮

盗難
窓ガラス破損
いたずら
落書き

一般車両 ○ ○ ○ ○（注） ○
車対車＋危険限定 ○（条件付） ○ ○ ○ ○

車対車 ○（条件付） × × × ×

事故例

ご契約タイプ

飛来中・
落下中の他物
との衝突

あて逃げ
自転車との
衝突・接触

電柱・ガード
レール等との
接触・衝突

墜落・転覆

一般車両 ○ ○ ○ ○ ○
車対車＋危険限定 ○ × × × ×

車対車 × × × × ×

（条件付）相手自動車ならびにその運転者（または所有者）が確認できた場合に限り共済金をお支払
いします。ただし、「ご契約のお車の所有者」が所有する別のお車との衝突・接触事故の場合
は共済金をお支払いできません。

（注）ご契約のお車が二輪自動車または原動機付自転車の場合、「�二輪・原付盗難対象外特約」が
自動セットされますので、盗難に対しては共済金をお支払いできません。

� 被共済者

� お支払いする共済金

ご契約タイプと補償範囲

ご契約のお車の所有者となります。

共済金の種類 お支払方法

�車両共済金

ご契約のお車に損害が生じた場合に、損害額（修理費等）から
免責金額を差し引いた額について、共済証書記載の車両共済金
額を限度としてお支払いします。
ただし、全損の場合は免責金額を差し引かずにお支払いします。

車両共済金 ＝
損害額

（修理費等）
－

共済証書記載の
車両共済免責金額

（注）車両共済金額が時価額を著しく超える場合は、時価額を車両
共済金額とみなして共済金をお支払いします。
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� 共済金額

ご契約のお車の用途車種 共済金額の定め方

自家用普通乗用車・自家用小型乗用車
自家用軽四輪乗用車・自家用小型貨物車
自家用軽四輪貨物車

用途車種、車名、型式、仕様、初度登録
年月※をご確認いただき、「自動車共済
車両標準価格表」に記載の価格帯の範囲
内でお決めいただきます。

上記以外の用途車種

用途車種、車名、型式、形状、仕様、初
度登録年月をご確認いただき、「自動車
共済車両標準価格表」等に記載の市場販
売価格（時価）を参考にお決めいただき
ます。

※軽自動車の場合は、初度検査年月となります。

�����������������������������������������
������������������������������

ご契約のお車の用途車種により、共済金額の定め方が異なります。

�費用
（Ｐ４３：費用の

ご説明）

被共済者が実際に負担された下記の費用について、車両共済金
と別にお支払いします。
ただし、応急処置費用、運搬費用および引取費用については、
１回の事故につき合計で１５万円を限度とします。
（注）応急処置費用および運搬費用については、ロードアシスタン

ス特約の共済金をお支払いする場合はお支払いできません。

損害防止費用・権利保全行使費用・応急処置費用・運搬費
用・引取費用・共同海損分担費用

�全損時
諸費用共済金

（注１）

ご契約のお車が全損となる場合に、次の共済金をお支払いしま
す。（２０万円限度） （�車両全損時諸費用特約）（注１）

全損時諸費用共済金 ＝
共済証書記載の
車両共済金額

× １０％

（注１）「�車両全損時諸費用特約」は、ご契約のお車の用途車種が自家用８車種（レンタ
カー等を除きます。）の車両共済付き契約に自動セットされます。
�全損時諸費用共済金は、「�車両全損時諸費用対象外特約」をセットされた場合
には、お支払いできません。

（注２）「�車両新価特約」をセットされ、同特約から再取得時諸費用共済金をお支払いす
る場合には、�全損時諸費用共済金をお支払いできません。

ご
契
約
前
の
ご
確
認

30



� 免責金額

� 共済金をお支払いできない主な場合（免責事由等）

免責金額には、定額方式と増額方式（２回目以降の事故に適用される免責金額
を１回目の事故より高い金額で設定する方式）があります。
ご契約のお車の用途車種、ご契約内容によりご選択いただく免責金額に制限が
あります。
なお、「増額方式」において、車両無過失事故に関する特則（Ｐ３２）が適用さ
れる事故または所定の費用のみをお支払する事故がすでに発生している場合、
これらの事故は、免責金額の適用上の事故回数に含めません。

� ご契約者、被共済者または共済金を受けるべき方などの故意または重大な
過失によって生じた損害

� 無免許運転、酒気を帯びた状態での運転または麻薬・危険ドラッグなどの
影響を受けた状態での運転によって生じた損害

� 地震、噴火、津波、戦争、外国の武力行使、暴動、核燃料物質などによっ
て生じた損害

� �の事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基づ
いて生じた損害

� 差押えなど国または公共団体の公権力の行使によって生じた損害
� 詐欺または横領によって生じた損害
� ご契約のお車を競技もしくは曲技（競技または曲技のための練習を含みま
す。）のために使用すること、またはご契約のお車を競技もしくは曲技を目
的とする場所において使用中に生じた損害

	 ご契約のお車に存在する欠陥、摩滅、腐しょく、さび、その他の自然消耗
によって生じた損害


 故障損害
� ご契約のお車から取り外された部分品や付属品の損害
� ご契約のお車に定着されていない付属品の単独損害

 タイヤの単独損害（ご契約のお車の火災、盗難によりタイヤに生じた損害
は除きます。）

� 法令により禁止されている改造を行った部分品および付属品に生じた損害
等
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車両無過失事故に関する特則
相手自動車の衝突・接触事故（注１）による車両共済金のお支払いについて、
下記の「該当する条件」のいずれかを満たすときは、次のとおり取扱います。
●当組合と締結する継続後のご契約の等級および事故有係数適用期間の決定
においてノーカウント事故として取扱います。

●車両共済において事故件数によって免責金額が設定されている場合、次回
事故時の免責金額の決定において事故件数に数えません。

【該当する条件】
①相手自動車の「追突」、「センターラインオーバー」、「赤信号無視」または、
「駐停車中のご契約のお車への衝突・接触」による事故においてご契約の
お車の運転者および所有者に過失がなかったと当組合が判断した場合

②相手自動車との衝突・接触事故の発生に関して、ご契約のお車の運転者お
よび所有者に過失がなかったことが確定した場合

（注１）「相手自動車」および「その運転者または所有者」が確認された事故に限ります。
（注２）次の特約の共済金をお支払いする場合は、この特則は適用されません。

・�車両新価特約 ・�車両超過修理費用特約
（注３）フリート契約Ｂ方式の場合は、ご契約者ごとにこの特則を対象外とすることができ

ます。 （�車両無過失事故に関する特則の対象外特約 Ｐ２０１）
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6 注意喚
起情報

契約
概要

重複注意

各種特約

特約の概要を記載しております。特約には、次の２種類があります。
詳細は、それぞれの特約によりご確認ください。

必ず付帯される特約 自動セット
ご希望により付帯
できる特約

オプション

記名被共済者またはそのご家族がこれらの特約をセット
した共済契約をすでにご契約の場合は、同じ特約をセッ
トすると補償が重複する場合がありますので、他のご契
約の補償内容を十分にご確認ください。

相
手
へ
の
賠
償
に
関
わ
る
特
約

�自賠責適用除外車対人賠償特約 オプション Ｐ１６３

ご契約のお車が自賠責適用除外車であるご契約にセットできます。

ご契約のお車を運転中等の事故により他人を死傷させ、法律上の損害賠償責
任を負った場合に、自賠責共済等により支払われる金額を含め共済金をお支
払いします。

�対物超過修理費用特約 オプション Ｐ１６３

対物賠償共済をセットしたご契約にセットできます。

対物賠償共済において共済金お支払い対象となる事故により相手自動車に損
害が生じ、その修理費がその自動車の時価額を上回る場合で、修理費と時価
額の差額を負担するときに、その差額分の修理費に過失割合を乗じた額を共
済金としてお支払します。相手自動車１台あたり５０万円を限度とします。
ただし、相手自動車が事故日の翌日から６か月以内に修理される場合に限ります。

�レンタカーの対物賠償特約 自動セット Ｐ１６５

レンタカーで対物賠償共済を適用したご契約に自動セットされます。

レンタカーの借受人が、記名被共済者（レンタカー業者）の財物に損害を与
えた場合に負担する損害賠償責任の額について、対物賠償共済で共済金をお
支払いします。
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�傷害危険の 自動セット オプション Ｐ１６５

被共済自動車搭乗中のみ補償特約

記名被共済者が「法人」の場合で、人身傷害共済または「�無共
済車傷害特約」をセットされたご契約に自動セットされます。
記名被共済者が「個人」の場合で、人身傷害共済をセットされた
ご契約にご希望により本特約をセットできます。

人身傷害共済においてお支払いの対象となる事故の範囲を限定し、ご契約の
お車に搭乗中に生じた事故により死傷された場合に限り、共済金をお支払い
します。また、「�無共済車傷害特約」についても、ご契約のお車に搭乗中
の事故に限り共済金をお支払いします。
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�無共済車傷害特約 自動セット Ｐ１６８

対人賠償共済に自動セットされます。

無共済車等との事故により、傷害を被り、死亡された場合または後遺障害が
生じた場合で、相手の方から十分な補償が得られないときに、本特約により
次の共済金をお支払いします。（注）
●無共済車傷害共済金
相手の方が負担すべき損害賠償額から、無共済車等の自賠責共済等より支
払われる金額等を差し引いた額について、被共済者１名につき、対人賠償
共済の共済金額と同額を限度としてお支払いします。
●費用
実際に負担された次の費用について、無共済車傷害共済金とあわせてお支
払いします。
�損害防止費用 �権利保全行使費用

（注）相手の方が負担すべき損害賠償額について人身傷害共済金が支払われる場合
は、無共済車傷害特約の共済金を重ねてお支払いしません。すでに人身傷害共
済から共済金が支払われている場合は、その額を差し引いてお支払いします。

�自損事故傷害特約 自動セット Ｐ１７３

対人賠償共済に自動セットされます。ただし、人身傷害共済が付
帯されている場合を除きます。

自賠責共済等からお支払いを受けることができない事故により、ご契約のお
車の保有者、運転者やご契約のお車に搭乗中の方が死傷された場合に本特約
により次の共済金をお支払いします。
●死亡共済金
死亡された場合に、１，５００万円をお支払いします。
●後遺障害共済金
後遺障害が生じた場合に障害の程度に応じて５０万円～２，０００万円をお支払
いします。
●介護費用共済金
重度後遺障害が生じ、介護が必要と認められる場合に、２００万円をお支払
いします。
●医療共済金
入通院された場合に、治療が必要と認められない程度に治った日までの日
数に応じて、入院日数１日につき６，０００円、通院日数１日につき４，０００円を
お支払いします。ただし、１００万円を限度とします。

（注）人身傷害共済がセットされていないフリート契約の場合は、この特約を対象
外とすることができます。 （�自損事故傷害対象外特約 Ｐ１７７）

�搭乗者傷害共済の医療共済金倍額払特約 オプション Ｐ１６６

搭乗者傷害共済をセットされたご契約にセットできます。（注）

搭乗者傷害共済の医療共済金（部位・症状別払）の額を２倍にしてお支払いします。
（注）「�搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約」をセットしたご契約には、

本特約をセットできません。
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�搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約 オプション Ｐ１６６

搭乗者傷害共済をセットされたご契約にセットできます。（注１）

ご契約のお車に搭乗中の事故により傷害を被った場合で、事故日からその日
を含めて１８０日以内に入通院されたときに、治療が必要と認められない程度
になおった日までの治療日数に応じて、入院日数１日につき入院共済金日
額、通院日数１日につき通院共済金日額を医療共済金としてお支払いしま
す。（注２）
（注１）搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約のお引受けは終了しています。
（注２）この特約をセットすることにより、搭乗者傷害共済の医療共済金を部位・

症状別払から日数払へ変更してお支払いします。

�バスの人身傷害共済金支払特約 自動セット Ｐ１６５

ご契約のお車の用途車種がバスの場合で、人身傷害共済をセット
されたご契約に自動セットされます。

人身傷害共済の共済金額として１事故限度額を設定していただきます。
ただし、被共済者ごとにお支払いすべき共済金の合計額が１事故限度額を超
える場合は、被共済者ごとの共済金の被共済者全員の共済金の合計額に対す
る割合を、１事故限度額に乗じて被共済者ごとの共済金の額を決定します。

�バスの搭乗者傷害共済金支払特約 自動セット Ｐ１６７

ご契約のお車の用途車種がバスの場合で、搭乗者傷害共済をセッ
トされたご契約に自動セットされます。

搭乗者傷害共済の共済金額として１事故限度額を設定していただきます。
ただし、被共済者ごとにお支払いすべき共済金の合計額が１事故限度額を超
える場合は、被共済者ごとの共済金の被共済者全員の共済金の合計額に対す
る割合を、１事故限度額に乗じて被共済者ごとの共済金の額を決定します。
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�車対車衝突危険限定特約 オプション Ｐ１８７

二輪、原付、Ａ種工作車および農耕作業用自動車を除くお車で、
車両共済をセットされたご契約にセットできます。

ご契約の車両共済においてお支払い対象となる事故の範囲を限定し、相手自
動車との衝突・接触事故に限り、共済金をお支払いします。
ただし、相手自動車およびその運転者（または所有者）が確認できた場合に
限ります。

�車両危険限定特約 オプション Ｐ１８８

「�車対車衝突危険限定特約」を車両共済にセットされたご契約
にセットできます。

ご契約の車両共済においてお支払い対象となる事故の範囲を限定し、火災・
爆発・盗難・台風・たつ巻・洪水・高潮・いたずら等のご契約のお車の走行
に起因しない事故に限り、共済金をお支払いします。

ご
契
約
前
の
ご
確
認

35



ご
自
身
の
自
動
車
の
補
償
に
関
わ
る
特
約

�車両価額協定共済特約 自動セット Ｐ１７７

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種（レンタカーを除きま
す。）で、車両共済をセットされたご契約に自動セットされます。

契約締結時における市場販売価格相当額をご契約のお車の価額として協定
し、その価額を共済金額として定め、共済期間中は実際の車両時価額に関係
なく共済金額を限度とし共済金をお支払いします。
お車の修理費が共済金額以上（修理ができないときを含みます。）となった
場合は、共済金額を共済金としてお支払いします。（注）
（注）協定したお車の価額が時価額を著しく超える場合は、時価額を共済金額とみ

なして共済金をお支払いします。

�車両新価特約 オプション Ｐ１８０

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で車両共済をセットされ
たご契約で、ご契約の満期日がご契約のお車の初度登録年月から
６１か月以内の場合に、セットできます。

車両共済金お支払いの対象となる事故によりご契約のお車に大きな損害（注
１）が生じ、お車の買替または修理をされる場合に、次の共済金（新車買替
費用等）をお支払いします。ただし、事故日の翌日から９０日以内に、代替の
お車を取得またはご契約のお車を修理される場合に限りお支払いします。
●共済金
�代替のお車を取得される場合
新車買替費用（車両本体価格＋付属品＋消費税）について、新車共済金額
を限度としてお支払いします。
�ご契約のお車を修理される場合
新車共済金額を限度として、修理費用をお支払いします。
�お車の買替およびご契約のお車を修理されない場合または盗難（注２）の
場合
車両共済の共済金額を限度として、共済金をお支払いします。
●再取得時諸費用共済金（注３）
代替のお車を取得される場合（ただし、盗難されたお車が発見されない場
合を除きます。）は、新車共済金額の１５％相当額（４０万円限度）または１０
万円のいずれか高い額をお支払いします。

（注１）「大きな損害」とは、次のいずれかに該当する場合をいいます。
●損害額（修理費等）が新車共済金額の５０％以上となる場合（お車の内外
装、外板部品以外の部分に著しい損害が生じていない場合を除きます。）

●修理費が車両共済の共済金額以上となる場合
●お車の損傷を修理できない場合

（注２）盗難の場合は、お車が発見されない場合を除きます。
（注３）再取得時諸費用共済金をお支払いする場合、「�車両全損時諸費用特約」

の全損時諸費用共済金はお支払いできません。
（注４）「�車両超過修理費用特約」をセットしたご契約には、本特約をセットで

きません。

ご
契
約
前
の
ご
確
認

36



ご
自
身
の
自
動
車
の
補
償
に
関
わ
る
特
約

�車両超過修理費用特約 オプション Ｐ１８５

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で車両共済をセットされ
たご契約で、ご契約の満期日がご契約のお車の初度登録から３７か
月を超えている場合に、セットできます。

車両共済金お支払いの対象となる事故によりご契約のお車に損害が生じた場
合で、その修理費が車両共済の共済金額を上回るときに、その超過する修理
費について、５０万円を限度として共済金をお支払いします。
ただし、事故日の翌日から６か月以内にご契約のお車の損傷を修理される場
合に限ります。
（注）「�車両新価特約」をセットしたご契約には、本特約をセットできません。

�車両全損時諸費用特約 自動セット Ｐ１８６

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種（レンタカーを除きま
す。）で、車両共済をセットされたご契約に自動セットされます。

衝突・接触等の偶然な事故により、ご契約のお車が全損となった場合に、次
の共済金をお支払いします。
ただし、「�車両新価特約」をセットされたご契約で、同特約から再取得時
諸費用共済金をお支払いする場合は、下記の共済金はお支払いできません。
●全損時諸費用共済金
ご契約のお車が全損となる場合に、車両共済金額の１０％（２０万円限度）を
お支払いします。

（注）この特約を対象外とすることができます。
（�車両全損時諸費用対象外特約Ｐ１８７）

�ロードアシスタンス特約 自動セット Ｐ１９１

すべてのご契約に自動セットされます。

ご契約のお車が事故、故障またはトラブルにより走行不能となったことによ
り発生するレッカー費用および応急処置費用に対し、１５万円を限度に共済金
をお支払いします。（注１）
（注１）この特約により、当組合指定の専用デスクにご連絡いただき「自動車共済

ロードサービス」をご利用いただけます。
詳細は、ロードアシスタンス利用規定（P２５４）をご確認ください。

（注２）フリート契約の場合は、ご契約者ごとにこの特約を対象外とすることがで
きます。 （�ロードアシスタンス対象外特約Ｐ１９４）

�ロードアシスタンス超過費用特約 オプション Ｐ１９４

ご契約のお車が大型自動車等（注１）で、ロードアシスタンス特約
をセットされたご契約にセットできます。

ご契約のお車が事故、故障またはトラブルにより走行不能となったことによ
り発生するレッカー費用および応急処置費用に対し、ロードアシスタンス特
約の共済金と合わせて１００万円を限度に共済金をお支払いします。
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（注１）大型自動車等とは、用途車種が次に該当する自動車をいいます。
・自家用普通貨物車（最大積載量２トン超）
・営業用普通貨物車（最大積載量２トン以下・２トン超）
・自家用バス、営業用バス
・小型ダンプカー、普通型ダンプカー（最大積載量２トン以下・２トン超）
・砂利類運送用普通貨物車

（注２）ロードアシスタンス特約のお支払いの対象となる場合に限ります。

�ロードアシスタンス宿泊移動費用特約 オプション Ｐ１９５

ご契約のお車の用途車種が営業用以外で、ロードアシスタンス特
約をセットされたご契約にセットできます。

ご契約のお車が事故、故障またはトラブルにより走行不能となり、かつ、レッ
カーけん引された場合（注）に次の宿泊・移動・引取費用をお支払いします。

●宿泊費用共済金
宿泊せざるを得なかったために事故現場の最寄りのホテル等に臨時に宿泊
する場合に、被共済者が負担された一泊分の費用（飲食費用は除きます。）
について、被共済者１名あたり１万円を限度としてお支払いします。
●移動費用共済金
事故現場からご自宅または出発地もしくは当面の目的地へ移動するため
に、被共済者が負担された交通費について、被共済者１名あたり２万円を
限度としてお支払いします。ただし、タクシー、レンタカーを利用された
場合は、１事故１台に対し２万円を限度としてお支払いします。
●引取費用共済金
修理工場などへご契約のお車を引き取るために要した往路１名分の交通費
について、１事故に対し１５万円を限度としてお支払いします。

（注）ロードアシスタンス特約の運搬費用のお支払いの対象となる場合に限りま
す。
詳細は、ロードアシスタンス利用規定（P２５４）をご確認ください。

�ロードアシスタンス代車費用特約 オプション Ｐ１９７

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で、ロードアシスタンス
特約をセットされたご契約にセットできます。

ご契約のお車が事故、故障またはトラブルにより走行不能となり、かつ、レッ
カーけん引された場合（注１）に、修理などでご契約のお車を使用できない
期間など所定の支払対象期間のレンタカー費用をお支払いします。
（注１）ロードアシスタンス特約の運搬費用のお支払いの対象となる場合に限りま

す。
（注２）お支払いの対象となる期間は、「レンタカーのご利用開始日からその日を

含めて３０日」かつ「事故発生日などの翌日から起算して１年以内」を限度
とします。
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�事故・故障時代車費用特約 オプション Ｐ１９９

ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で、車両共済をセットさ
れたご契約にセットできます。

ご契約のお車が事故、故障またはトラブルにより走行不能となり、かつ、レッ
カーけん引された場合（注１）、または事故によりご契約のお車に損害が生
じた場合（注２）に修理などでご契約のお車を使用できない期間など所定の
支払対象期間のレンタカー費用をお支払いします。
（注１）ロードアシスタンス特約の運搬費用のお支払いの対象となる場合に限りま

す。
（注２）車両共済のお支払いの対象となる場合に限ります。
（注３）お支払いの対象となる期間は、「レンタカーのご利用開始日からその日を

含めて３０日」かつ「事故発生日などの翌日から起算して１年以内」を限度
とします。

�二輪・原付盗難対象外特約 自動セット Ｐ１８８

ご契約のお車の用途車種が二輪自動車または原動機付自転車で、
車両共済をセットされたご契約に自動セットされます。

ご契約のお車の盗難による損害については車両共済の共済金をお支払いできません。

�機械装着車「車両損害」特約 自動セット Ｐ１８９

ご契約のお車の用途車種が特種用途自動車（キャンピング車以外）
で、車両共済をセットした精密機械を装着したお車のご契約に自
動セットされます。

ご契約のお車に定着または装備された付属機械装置にお車の他の部分と同時
に損害が生じた場合、または火災・盗難による損害が生じた場合に限り、付
属機械装置の価額が車両共済の共済金額に含まれていることを条件に共済金
をお支払いします。

�特殊車「車両」補償範囲特約 自動セット Ｐ１８９

ご契約のお車が工作用自動車、農耕作業用自動車、消防自動車、
タンク車、ふん尿車等で、車両共済をセットされたご契約に自動
セットされます。

ご契約のお車に装着された部分品・機械装置について、お車の他の部分と同
時に損害が生じた場合、または火災・盗難による損害が生じた場合に限り車
両共済金をお支払いします。
また、お車の積載付属品等（タンク車の場合にはホースを含みます。）につ
いては、車両共済のお支払い対象になりません。

�工作用自動車ブーム対象外特約 オプション Ｐ１９０

ご契約のお車が、ブームがある工作用自動車で、車両共済をセッ
トされたご契約にセットできます。

車両共済において、ブーム部分をご契約のお車から除外してお引受けします。
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�他車運転特約 自動セット Ｐ２０１

記名被共済者が個人の場合で、ご契約のお車の用途車種が自家用
８車種のご契約に自動セットされます。

記名被共済者、その配偶者、それらの方の同居の親族またはそれらの方の別
居の未婚のお子さまが、友人・知人等から臨時に借りたお車（注１）を運転
中（駐車または停車中を除きます。）に生じた事故について、臨時に借りたお
車をご契約のお車とみなしてご契約のお車のご契約条件に従い、共済金（注
２）（注３）をお支払いします。
また、臨時に借りたお車の共済契約等に優先して共済金をお支払いすること
ができます。
（注１）自家用８車種の場合に限ります。また、記名被共済者、その配偶者、それ

らの方の同居の親族が所有または常時使用される自動車および別居の未婚
のお子さまが所有または常時使用される自動車を自ら運転中の場合を除き
ます。

（注２）本特約によりお支払いする共済金は、対人賠償共済、対物賠償共済、�自
損事故傷害特約および�臨時費用特約でお支払いする共済金となります。

（注３）臨時に借りたお車を壊したことによるその持ち主への法律上の損害賠償責
任については、ご契約の対物賠償共済金額を限度に共済金をお支払しま
す。ただし、ご契約のお車の車両共済のご契約条件で共済金をお支払いで
きる場合に限ります。

（注４）本特約により共済金をお支払いした場合、次契約の等級および事故有係数
適用期間の決定における事故件数のカウントは、ご契約のお車を運転中の
事故の場合と同様になります。

�臨時代替自動車特約 自動セット Ｐ２０３

記名被共済者が法人のご契約に自動セットされます。

ご契約のお車が整備、修理、点検等のために整備工場等の管理下にあって使
用できない間に、代替として記名被共済者が臨時に借りたお車（注１）をご
契約のお車とみなしてご契約のお車のご契約条件に従い、共済金（注２）（注
３）をお支払いします。
また、臨時に借りたお車の共済契約等に優先して共済金をお支払いすること
ができます。
（注１）臨時に借りたお車には、記名被共済者、記名被共済者の役員および記名被

共済者の使用人が所有するお車を除きます。
（注２）本特約によりお支払いする共済金は、対人賠償共済、対物賠償共済、人身

傷害共済、搭乗者傷害共済、�無共済車傷害特約、�自損事故傷害特約お
よび�臨時費用特約でお支払いする共済金となります。

（注３）臨時に借りたお車を壊したことによるその持ち主への法律上の損害賠償責
任については、ご契約の対物賠償共済金額を限度に共済金をお支払しま
す。ただし、ご契約のお車の車両共済のご契約条件で共済金をお支払いで
きる場合に限ります。

（注４）本特約により共済金をお支払いした場合、次契約の等級および事故有係数
適用期間の決定における事故件数のカウントは、ご契約のお車を運転中の
事故の場合と同様になります。
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�原付バイク特約（人身傷害あり） 重複注意 オプション Ｐ２０５

ノンフリート契約で、ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で、
記名被共済者が個人の場合に、セットできます。

記名被共済者、その配偶者、それらの方の同居の親族またはそれらの方の別
居の未婚のお子さまが、１２５�以下の原動機付自転車（臨時に借りた原動機
付自転車を含みます。）を運転中の事故について、ご契約のお車を運転中の
事故の場合と同様に、対人賠償共済金、対物賠償共済金、人身傷害共済金を
お支払いします。

�原付バイク特約（人身傷害なし） 重複注意 オプション Ｐ２０７

ノンフリート契約で、ご契約のお車の用途車種が自家用８車種で、
記名被共済者が個人の場合に、セットできます。

記名被共済者、その配偶者、それらの方の同居の親族またはそれらの方の別
居の未婚のお子さまが、１２５�以下の原動機付自転車（臨時に借りた原動機
付自転車を含みます。）を運転中の事故について、ご契約のお車を運転中の
事故の場合と同様に、対人賠償共済金、対物賠償共済金、自損事故共済金を
お支払いします。

�弁護士費用特約 重複注意 オプション Ｐ２０９

すべてのご契約にセットできます。

自動車による事故で、被共済者が死傷された場合や被共済者が所有、使用ま
たは管理する財物に損害が生じたことにより、被共済者（被共済者が死亡さ
れた場合は法定相続人）が被った損害について、相手方に対し損害賠償請求
を行うために弁護士等費用や法律相談費用を負担されるときに、次の共済金
をお支払いします。
（注１）法律上の損賠賠償請求に関する訴訟などのために弁護士などへ委任を行う

場合は、その委任契約の内容が記載された書面の提出により、あらかじめ
当組合の承認を得ることが必要となります。

（注２）被共済者または被共済者の使用者の業務に使用する財物および業務に関連
して受託した財物については除きます。ただし、ご契約のお車の損害は含
みます。

（注３）お支払いの対象となる共済金は、あらかじめ当組合の同意を得て支出され
た費用に限ります。

●弁護士等費用共済金
相手方への損害賠償請求を行う場合に、弁護士報酬、司法書士報酬、行政
書士報酬や訴訟費用等について、対象事故１回につき、被共済者１名あた
り３００万円を限度としてお支払いします。
●法律相談費用共済金
弁護士、司法書士または行政書士に法律相談を行う場合に、法律相談費用
について、対象事故１回につき、被共済者１名あたり１０万円を限度として
お支払いします。
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�臨時費用特約 オプション Ｐ２１４

すべてのご契約にセットできます。

対人賠償事故により、被共済者が法律上の損害賠償責任を負う場合に、被共
済者が被害者の見舞い等のために臨時に支出した費用に対して、次の金額を
限度に臨時費用共済金をお支払いします。
� 被害者が死亡した場合
被害者１名につき５０万円

� 被害者に「普通共済約款〈別表１〉後遺障害等級表」（Ｐ１３７）の表１の第１級お
よび第２級または表２の第１級から第３級のいずれかの後遺障害が生じた場合
共済証書記載の共済金額

� 治療日数 支払割合
１８０日を超えたとき １００分の６０
９０日を超えたとき １００分の４０
３０日を超えたとき １００分の２０
１４日を超えたとき １００分の１０
３日を超えたとき １００分の２

被害者が３日を超える医師の治療を要し
た場合には、治療日数に応じ、共済証書
記載の共済金額に右の支払割合を乗じた
額

なお、被害者が死亡した場合および後遺障害等級表の表１の第１級および第２級ま
たは表２の第１級から第３級のいずれかの後遺障害が生じた場合には１５万円、治療
日数が１４日を超えた場合は３万円、治療日数が３日を超えた場合は１万円を見舞金
等に必要とした額とみなしてお支払いします。

お
手
続
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�被共済自動車の入替自動補償特約 自動セット Ｐ２４８

「�全車両一括特約」がセットされた契約以外のご契約に自動セッ
トされます。

ご契約のお車を廃車、譲渡または返還され、新たに取得した自動車と入替を
される場合であって、所定の条件を満たすときは、新たな自動車の取得日の
翌日から３０日以内に書面による入替手続をお取りいただくことにより、取得
日から当組合が承認するまでの期間について、新たな自動車をご契約のお車
とみなして補償します。

�継続契約の取扱いに関する特約 自動セット Ｐ２５０

ノンフリート契約に自動セットされます。

ご契約の満期時に継続手続を失念した場合であって、所定の条件を満たすと
きは、満期日の翌日から３０日以内に継続手続をお取りいただくことにより、
継続前のご契約と同一の条件で継続されたものとみなして補償します。

�全車両一括特約 オプション Ｐ２５１

フリート契約にセットできます。

ご契約者が所有・使用される１０台以上のすべてのお車を１共済証書で一括し
てご契約いただく契約方式です。
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■費用のご説明■
費用のご説明は次のとおりです。

損害防止費用
損害の発生および拡大の防止のために必要または有益であった
費用

権利保全行使費用
他人に損害賠償の請求をすることができる場合に、その権利保
全または行使に必要な手続きをするために要した費用

緊急措置費用

損害の防止または軽減のために必要または有益と認められる手
段を講じた後に法律上の損害賠償責任のないことが判明した場
合に、その手段を講じたことに要した費用のうち、応急手当、
護送、診療、治療、看護その他緊急措置のために要した費用、
およびあらかじめ当組合の書面による同意を得て支出された費
用

落下物取片づけ費用
事故によりご契約のお車に積載していた動産が落下し、当組合
の同意を得て落下物を取り片付けるために被共済者が負担され
た費用

示談交渉費用

対人賠償事故または対物賠償事故に関して、被共済者が当組合
の同意を得て行われた折衝または示談の費用、および当組合が
示談交渉サービスを行う際に被共済者が組合に協力するために
要した費用

争訟費用

損害賠償に関する争訟について、被共済者が当組合の書面によ
る同意を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲裁、和解、調
停に要した費用、その他権利の保全・行使に必要な手続きをす
るために要した費用

応急処置費用

ご契約のお車が走行不能となった場合に、その走行不能となっ
た地においてご契約のお車を自力で走行できる状態に復旧する
ために要した応急の処置の費用。
（注）当組合が必要と認める処置のために生じる費用に限ります。

運搬費用

ご契約のお車が走行不能となった場合に、その走行不能となっ
た地から被共済者の指定する修理工場または当組合が指定する
場所まで、陸送車等によりご契約のお車を運搬するために要し
た費用。
ただし、ご契約のお車の修理等を行う場所として社会通念上妥
当と認められる場所までご契約のお車を運搬するために生じる
費用に限ります。
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引取費用

次のアまたはイのいずれかの引取費用。ただし、ご契約のお車
の引取場所として社会通念上妥当と認められる場所においてご
契約のお車を引き取るために生じる費用に限ります。
ア．共済金のお支払いの対象となる事故によりご契約のお車
が走行不能となった場合に、修理工場等においてご契約の
お車の損傷の修理が完了した後、ご契約のお車を引き取る
ために要した費用
イ．盗難にあったご契約のお車を引き取るために要した費用
のうち、応急処置費用もしくは運搬費用またはア以外の費
用

共同海損分担費用
船舶によって輸送されている間に生じた共同海損に対するご契
約のお車の分担額

（注１）費用には収入の喪失を含みません。
（注２）応急処置費用および運搬費用の費用に付随して発生した現場清掃の費用を被共済者が

負担した場合は、その費用を含みます。
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� 運転者の範囲
契約
概要

注意喚
起情報

（「Ⅰ．運転者の範囲に関わる特約」（Ｐ１６０）をセットした契約の取扱い）

○：セットできます ×：セットできません

ご契約の別
特約

ノンフリート契約
フリート
契約ご契約のお車の

用途車種

記名被共済者

法人 個人

� 運転者年齢条件特約

・自家用の乗用車
（普通・小型・軽四輪）
・二輪自動車
・原動機付自転車 （注）

○ ○

×
� 運転者家族限定特約

自家用の乗用車
（普通・小型・軽四輪）（注）

× ○
� 運転者本人・配偶者
限定特約

（注）ご契約のお車がレンタカーおよび教習車の場合はセットできません。

� 運転者年齢条件特約をセットした場合

年齢条件区分
年齢を問わず補償 ２１歳以上補償
２６歳以上補償 ３０歳以上補償
３５歳以上補償

（注）ご契約のお車が原動機付自転車の場合は、「年齢問わず補償」または「２１歳
以上補償」のいずれかの選択になります。

運転者の範囲に関わる特約をセットすることにより、補償の対象となる運転者の
範囲を限定することができます。ご契約のお車を運転される方の範囲にあわせ
て、補償の対象となる運転者の範囲を設定してください。
運転者の範囲に関わる特約をセットできる共済契約は、ノンフリート契約で、ご
契約のお車の用途車種が自家用乗用車（普通・小型・軽四輪）、二輪自動車また
は原動機付自転車の場合にセットできます。

（�運転者年齢条件特約 Ｐ１６０）

運転者年齢条件をセットした場合は、運転者年齢条件を満たす方がご契約のお
車を運転中の事故に限り、共済金をお支払いします。運転者年齢条件を満たさ
ない方は、原則として共済金をお支払いできませんのでご注意ください。
ご契約の「記名被共済者」が個人または法人の別により、年齢条件の対象とな
る方が異なります。運転される方全員の年齢をご確認のうえ、最も若い方の年
齢に合わせて年齢条件を設定してください。

【運転者年齢条件の区分】
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【運転者の年齢条件が適用される方】

記名被共済者が個人の場合 記名被共済者が法人の場合

� 記名被共済者

運転される方全員

� 記名被共済者の配偶者

� ��の同居の親族

�
�～�のいずれかの方の業務（注）に従事中の
使用人

�
お車の所有者が法人の場合で記名被共済者がそ
の法人の役員であるとき、その法人の業務（注）
に従事中の使用人

（注）家事を除きます。

� 運転者を限定する特約をセットした場合

【運転者限定特約と運転者年齢条件が適用される方】
○：共済金をお支払いします ×：共済金をお支払いできません

運転者の範囲

�
記名
被共済者

�
記名被共済
者の配偶者

�
��の同
居の親族

�
��の別居の
未婚のお子さま

�
�～�
以外の方

運転者限定なし ○ ○ ○ ○ ○

家族限定 ○ ○ ○ ○ ×

本人・配偶者限定 ○ ○ × × ×

運転者年齢条件 年齢条件を適用します 年齢条件を適用しません（注）

（注）�または�の方であっても、�～�のいずれかの方の業務に従事する使用人の場合
は、その方も含めて年齢条件を設定してください。

（�運転者家族限定特約 Ｐ１６１）

（�運転者本人・配偶者限定特約 Ｐ１６２）
運転者限定をセットした場合は、運転者限定の条件を満たす方がご契約のお車
を運転中の事故に限り、共済金をお支払いします。運転者限定の条件を満たさ
ない方は、原則として共済金をお支払いできませんのでご注意ください。
●運転者家族限定特約
ご契約のお車を運転中の事故については、運転者が次の�～�のいずれかの
方の場合に限り、共済金をお支払いします。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚のお子さま

●運転者本人・配偶者限定特約
ご契約のお車を運転中の事故については、運転者が記名被共済者およびその
配偶者の場合に限り、共済金をお支払いします。
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� 共済掛金の決定と各種割引・割増制度

1 契約
概要

� 等級・事故有係数適用期間

� 各種割引

� 掛金区分

2 契約
概要

以下の共済掛金の決定方法や割引・割増の適用にあたっては、それぞれ一定の適
用条件があります。詳しくは共済代理所または当組合におたずねください。

共済掛金の決定
共済掛金は、ご契約の別（ノンフリート、フリート）、ご契約のお車の用途車
種、共済金額、適用される割引・割増等によって決定されます。
なお、実際の共済掛金につきましては、共済契約申込書にてご確認ください。

過去の共済事故歴などに応じてご契約者毎に等級および事故有係数適用期間が
設定され、それにより共済掛金は割引または割増になります。
詳しくは「�－２．ノンフリート等級別割引・割増率制度」（Ｐ４７）をご確認
ください。

共済掛金の割引の内容につきましては、「�－３．フリート契約制度」（Ｐ５６）、
「�－４．各種割引制度」（Ｐ５８）、「�－５．団体制度」（Ｐ６２）をご確認くだ
さい。

自家用乗用車（普通・小型）の共済掛金率は、対人賠償共済・対物賠償共済・
人身傷害共済・搭乗者傷害共済・車両共済の補償種目ごとに「掛金区分（１～
９区分）」により細分化され、自動車の型式ごとの事故の実績を反映するもの
となっています。
毎年１回見直しを行っているため、補償内容や等級・事故有係数適用期間によ
る割引・割増率が前年と同一の場合でも掛金区分の変更に伴い、共済掛金は前
年のご契約と異なる場合があります。

ノンフリート等級別割引・割増率制度
ご契約がノンフリート契約の場合はノンフリート等級別による割引・割増が適
用されます。１等級～２０等級の区分、事故有係数適用期間により共済掛金が割
引・割増される「ノンフリート等級別割引・割増率制度」を採用しています。

（注１）継続前のご契約以前の適用等級・共済事故の有無および事故発生時の損害に関する
事項などについては、共済組合・保険会社などの間で確認させていただいておりま
す。
なお、共済事故は未払事故および未請求事故を含みます。

（注２）ノンフリート等級別割引・割増率制度や割引・割増率は将来変更になる場合があります。
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等級 係数 割引・割増率
６Ｆ ０．８１ １９％

割引５ ０．８７ １３％
４ ０．９８ ２％
３ １．１２ １２％

割増２ １．２８ ２８％
１ １．６４ ６４％

【ノンフリート等級別割引・割増率表】
●前契約がある場合

等級
無事故係数 事故有係数

係数 割引・割増率 係数 割引・割増率
２０ ０．３７ ６３％

割引

０．５６ ４４％

割引

１９ ０．４５ ５５％ ０．５８ ４２％
１８ ０．４６ ５４％ ０．６０ ４０％
１７ ０．４７ ５３％ ０．６２ ３８％
１６ ０．４８ ５２％ ０．６４ ３６％
１５ ０．４９ ５１％ ０．６７ ３３％
１４ ０．５０ ５０％ ０．６９ ３１％
１３ ０．５１ ４９％ ０．７１ ２９％
１２ ０．５２ ４８％ ０．７３ ２７％
１１ ０．５３ ４７％ ０．７５ ２５％
１０ ０．５５ ４５％ ０．７７ ２３％
９ ０．５７ ４３％ ０．７８ ２２％
８ ０．６０ ４０％ ０．７９ ２１％
７Ｆ ０．７０ ３０％ ０．８０ ２０％

●前契約がない場合

ご契約のお車の

用途車種
運転者年齢条件

初めてのご契約 複数所有新規契約（注２）

等級 係数 割引・割増率 等級 係数 割引・割増率

自家用普通乗用車

自家用小型乗用車

自家用軽四輪乗用車

自家用二輪自動車

原動機付自転車（注１）

年齢を問わず補償 ６Ａ １．２８ ２８％割増 ７Ａ １．１１ １１％割増

２１歳以上補償 ６Ｂ １．０３ ３％割増 ７Ｂ ０．８９ １１％割引

２６歳以上補償 ６Ｃ ０．９１ ９％割引 ７Ｃ ０．６０ ４０％割引

３０歳以上補償 ６Ｅ ０．９１ ９％割引 ７Ｅ ０．６０ ４０％割引

３５歳以上補償 ６Ｇ ０．９１ ９％割引 ７Ｇ ０．６０ ４０％割引

上記以外の用途車種 ６Ｄ １．０４ ４％割増 ７Ｄ ０．６１ ３９％割引

（注１）ご契約のお車の車種が原動機付自転車の場合、ご選択いただける運転者年齢条件は
「年齢を問わず補償」または「２１歳以上補償」のいずれかになります。

（注２）複数所有新規契約の適用条件については、所定の条件があります。
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事故有係数適用期間
「事故有係数適用期間」とは、事故があった場合に「事故有係数」を適用す
る期間（共済期間の初日における残り適用年数）を示すものとして、ご契約
ごとに設定する値をいいます。
「事故有係数適用期間」は、「３等級ダウン事故」１件につき３年、「１等級
ダウン事故」１件につき１年となり、年数は積算されます。（上限６年、下
限は０年となります。）
ご契約後１年間経過するごとに、翌年のご契約に適用される「事故有係数適
用期間」が１年減算されます。
「事故有係数適用期間」が「０年」の場合は「無事故係数」を適用し、「１年
～６年」の場合は「事故有係数」を適用します。

� 新たにご契約される場合の等級および事故有係数適用期間（前契約がない場合）

複数所有新規契約
ノンフリート契約者が２台目以降のお車をご契約のお車としてご契約いただ
く場合で、新たなご契約の共済期間の初日時点で他の自動車のご契約があ
り、次の適用条件をすべて満たす場合には、７等級でご契約いただくことが
でき、運転者年齢条件に応じた上表の「ノンフリート等級別割引・割増率表：
前契約がない場合」の割引・割増率が適用されます。事故有係数適用期間は
０年となります。
●新たなご契約に前契約に該当する契約が存在しないこと
●新たなご契約の記名被共済者が他の自動車のご契約の次のいずれかであ
り、かつ、個人であること
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者または配偶者の同居の親族

●新たなご契約のお車の所有者が他の自動車のご契約の次のいずれかであ
り、かつ、個人であること
� お車の所有者
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者または配偶者の同居の親族

●他の自動車のご契約の等級が１１～２０等級であること
●他の自動車と新たなご契約の用途車種が自家用８車種であること

� ノンフリート等級
初めてご契約される場合の等級は、６等級が適用され運転者年齢条件に応じ
た上表の「ノンフリート等級別割引・割増率表：前契約がない場合」の割引・
割増率が適用されます。

� 事故有係数適用期間
事故有係数適用期間は「０年」となります。
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（注１）他の自動車のご契約が当組合以外であっても、ご利用いただけます。ご利用に際
しては、他の自動車のご契約の共済証書・保険証券を確認させていただきます。
他の自動車のご契約が当組合以外の契約で、かつ、共済期間・保険期間が１年を
超える場合は、お取扱いが異なります。詳しくは、共済代理所または当組合まで
おたずねください。

（注２）他の自動車のご契約に適用されている等級が１１等級以上であれば、ご契約に適用
される「事故有係数適用期間」の年数（０または１～６の別）および係数（「無
事故係数」または「事故有係数」の別）は関係ありません。

（注３）フリート契約は「他の自動車のご契約」に含めません。
（注４）新たなご契約のお車がレンタカーおよび教習車の場合はご利用いただけません。
（注５）所有権留保条項付売買契約における自動車の買主、および１年以上を期間とする

賃貸借契約により借り入れたリースカーの借主も、自動車の所有者とみなして取
扱います。

� 継続してご契約される場合の等級および事故有係数適用期間（前契約がある場合）

※他社から当組合へご契約を移行される場合を含みます。

ご契約を継続される場合は、継続後の等級および事故有係数適用期間は以下の
とおりに決定します。
等級および事故有係数適用期間別の割引・割増率は「ノンフリート等級別割
引・割増率表：前契約がある場合」（P４８）をご参照ください。
� 等級
継続前のご契約に適用されている等級に対して、１年間共済事故がなかった
場合は「１」を加え、３等級ダウン事故があった場合は１件につき「３」を
引き、１等級ダウン事故があった場合は、１件につき「１」を引き、それぞ
れ継続後のご契約に適用される等級を決定します。

� 事故有係数適用期間
継続前のご契約の事故有係数適用期間に応じて次のとおり取り扱います。
ただし、６年を上限とし、０年を下限とします。
� 継続前のご契約の事故有係数適用期間が１～６年の場合は、継続前の
ご契約の事故有係数適用期間に対して「１年」を引いた後に、３等級ダ
ウン事故１件につき「３」を、１等級ダウン事故１件につき「１」を加
えます。

� 継続前のご契約の事故有係数適用期間が「０年」の場合は、継続前の
ご契約の事故有係数適用期間に対して３等級ダウン事故１件につき
「３」を、１等級ダウン事故１件につき「１」を加えます。

（注）継続前のご契約に事故有係数適用期間の適用がない場合であっても、新たな
ご契約の契約期間の初日を含めて過去１３か月以内に共済責任を有していた「継
続前のご契約より前のご契約」以前に事故有係数適用期間の適用があったと
きは、そのご契約以後のご契約にも事故有係数適用期間の適用があったもの
として積算したうえで、新たなご契約の事故有係数適用期間を決定します。
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当年度ご契約 1年後 2年後 3年後 4年後 

無事故係数 

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 

20等級 
63％割引 
（0年） 

20等級 
63％割引 
（0年） 

17等級 
38％割引 
（3年） 

18等級 
40％割引 
（2年） 

19等級 
42％割引 
（1年） 

事故 

当年度ご契約 1年後 2年後 3年後 4年後 

無事故係数 

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 

20等級 
63％割引 
（0年） 

20等級 
63％割引 
（0年） 

19等級 
42％割引 
（1年） 

18等級 
40％割引 
（1年） 

19等級 
55％割引 
（0年） 

事故 

事故 

当年度ご契約 1年後 2年後 3年後 4年後 

無事故係数 

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 
適 用 期 間  

事故有係数 

20等級 
63％割引 
（0年） 

19等級 
42％割引 
（1年） 

20等級 
63％割引 
（0年） 

17等級 
38％割引 
（3年） 

18等級 
40％割引 
（2年） 

事故 事故 

事故発生と等級・事故有係数適用期間の適用例

（例１）２０等級で３等級ダウン事故を１件起こした場合

（例２）２０等級で１等級ダウン事故を１件起こし、翌年（１年後）に再び１等級
ダウン事故を１件起こした場合

（例３）２０等級でノーカウント事故を１件起こし、翌年（１年後）に３等級ダウ
ン事故を１件起こした場合
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� 事故件数の数え方

次の補償種目または特約もしくは費用に係る事故をいいます。
�ア 無共済車傷害特約
�イ 人身傷害共済
�ウ 搭乗者傷害共済
�エ 車両共済の費用（応急処置費用・運搬費用・引取費用）
�オ ロードアシスタンス特約
�カ ロードアシスタンス超過費用特約
�キ ロードアシスタンス宿泊移動費用特約
�ク ロードアシスタンス代車費用特約
�ケ 事故・故障時代車費用特約
�コ 普通共済約款基本条項の「車両無過失事故に関する特則」の定めに
より車両共済金を支払わなかったものとして取扱う事故

�サ 原付バイク特約（人身傷害あり）
�シ 原付バイク特約（人身傷害なし）
�ス 弁護士費用特約
�セ 臨時費用特約

（注）�車両新価特約または�車両超過修理費用特約により共済金をお支払いする場合
は、この特則は適用されません。

〈事故の原因〉
�ア 火災または爆発（ご契約のお車と飛来中または落下中以外の他物と
の衝突・接触によって生じた火災・爆発、またはご契約のお車の転
覆・墜落によって生じた火災・爆発を除きます。）

�イ 盗難
�ウ 騒じょうまたは労働争議にともなう暴力行為・破壊行為
�エ 台風、たつ巻、洪水または高潮
�オ 落書または窓ガラス破損（ご契約のお車と飛来中または落下中以外
の他物との衝突・接触により生じた窓ガラス破損、ご契約のお車の転
覆・墜落による窓ガラス破損を除きます。）

継続前のご契約で事故があった場合は、次の事故内容と件数に応じて等級およ
び事故有係数適用期間を決定します。
� ノーカウント事故
「下記のいずれかのみの事故」または「下記の事故の組み合わせの事故」を
いいます。
これらの場合は事故件数として数えません(ノーカウント）。

� １等級ダウン事故
「車両共済事故（注）のみ」または「車両共済事故（注）および�ノーカウン
ト事故の組み合わせのみの事故」で、事故の原因が次の（ア）～（ク）のい
ずれかに該当する事故をいいます。
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�カ いたずら（ご契約のお車の運行によるもの、ご契約のお車と他の自動
車（原動機付自転車を含みます。）との衝突・接触によるものを除きます。）

�キ 飛来中または落下中の他物との衝突
�ク �ア～�キのほか、偶然な事故によって生じた損害（ご契約のお車の他
物との衝突・接触またはご契約のお車の転覆・墜落を除きます。）

（注）車両共済事故には、�車両価額協定共済特約、�車両新価特約、�車両超過修理費
用特約または�車両全損時諸費用特約に係る事故を含みます。

�ア 共済金支払いのあった事故
�イ 共済金の請求がなされていて、未払いとなっている事故（「未払事
故」といいます。）

�ウ 事故通知があって、共済金の請求がなされていない事故（「未請求
事故」といいます。）

� お車を譲渡された場合の等級および事故有係数適用期間

� 記名被共済者の変更が配偶者間、記名被共済者またはその配偶者の同
居の親族間の変更の場合

� 記名被共済者について、�以外の変更があった場合で、その変更がお
車の譲渡以外の理由による場合。ただし、適用される等級が１～５等級、
または事故有係数適用期間が１～６年である契約に限ります。

	 個人事業主の方が法人を新設される場合、または法人を解散し個人事
業主となられる場合で、記名被共済者を個人事業主・法人間で変更され
る場合。
ただし、事業の内容が同一であり、お車の変更がない、または「
お車
の入替をされた場合の等級および事故有係数適用期間」の条件に合致す
る場合に限ります。

※詳しくは、共済代理所または当組合におたずねください。

� ３等級ダウン事故
「３等級ダウン事故」とは、「�ノーカウント事故」および「�１等級ダウン
事故」以外の事故をいいます。

� 共済事故の範囲
次の�ア、�イ、�ウは、共済事故として取扱います。

ご契約のお車の譲渡等にともない、共済契約上の権利・義務を譲渡された場合
等には、ご契約に適用されていた等級および事故有係数適用期間は原則として
譲渡人には継承されません。
ただし、下記の場合等は、等級および事故有係数適用期間の継承を行います。
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� お車の入替をされた場合の等級および事故有係数適用期間

� 入替後のお車の所有者が下記の方であること。
ア．入替前のお車の所有者（注）
イ．入替前の記名被共済者
ウ．入替前の記名被共済者の配偶者
エ．入替前の記名被共済者またはその配偶者の同居の親族

� 入替前のお車と入替後のお車が同一の用途車種「〈別表３〉被共済自
動車の入替ができる用途車種区分表」（Ｐ１４３）に記載の用途車種を含み
ます。）であること。

（注）所有権留保条項付売買契約における自動車の買主、および１年以上を期間とする貸
借契約により借り入れたリースカーの借主も、自動車の所有者とみなして取扱いま
す。

� ご契約締結後の等級および事故有係数適用期間の訂正

�ア 等級および事故有係数適用期間の決定に際して、事故として共済事
故件数に算入した「未払事故」または「未請求事故」が、結果的に共
済金の支払対象事故でないことが確定した場合
（事故件数として数えない場合の等級および事故有係数適用期間に訂
正します。）

�イ 継続前のご契約の共済期間において発生した事故のうち、当組合に
その報告がなされていなかった事故について、通知および共済金請求
を受けた場合
（その事故を継続前のご契約の事故として取扱い、等級および事故有
係数適用期間を訂正します。）

�ウ 継続前のご契約が解約または解除（注）された場合

（注）ご契約が解除された場合は、７等級以上の等級を継承することができません。
新たなご契約を締結した後に、その前契約が解除された場合も同様です。

ご契約のお車の入替をされる場合は、下記の２つの条件をすべて満たすときに
のみ、入替前のお車に適用されていた等級および事故有係数適用期間を継承す
ることができます。

次の場合には、継続手続きがなされた後であっても等級および事故有係数適用
期間を訂正いたします。
なお、訂正後の等級および事故有係数適用期間により割引・割増率が変更とな
る場合には、追加共済掛金の請求または共済掛金の返還をいたしますのでご了
承ください。
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� その他のご注意

� 前契約の満期日または解約日までに継続手続きをされなかった場合
前契約の満期日または解約日の翌日から起算して７日以内にご契約を継続さ
れる場合に限り、等級および事故有係数適用期間を継承することができま
す。
前契約の満期日または解約日の翌日から起算して８日以上経過した日にご契
約を継続される場合は、原則として、７等級以上の等級を継承することがで
きません。

� 前契約の等級が１～５等級・６Ｆ等級（注１）の場合
前契約の等級が１～５等級・６Ｆ等級（注１）の場合で次に該当する場合は、
新たなご契約の等級は前契約と同一になります。
ア．前契約の満期日、解約日または解除日の翌日から起算して８日以後１３か
月以内の日を始期日とする新たなご契約のとき

イ．前契約のお車を廃車・譲渡・リース業者へ返還し、その代替（注２）と
して新たなお車を取得されるとき

（注１）６Ｆ等級の場合は、ア．の場合に対象となります。
（注２）廃車・譲渡・返還の事実が新たなお車の取得日より後になった場合を含みます。

� 前契約の事故有係数適用期間が１～６年の場合
前契約の事故有係数適用期間が１～６年の場合で次に該当する場合は、新た
なご契約の事故有係数適用期間は前契約と同一になります。
ア．前契約の満期日、解約日または解除日の翌日から起算して８日以後１３か
月以内の日を始期日とする新たなご契約のとき

イ．前契約のお車を廃車・譲渡・リース業者へ返還し、その代替（注）とし
て新たなお車を取得されるとき

（注）廃車・譲渡・返還の事実が新たなお車の取得日より後になった場合を含みます。

� 前契約が他社で、保険期間１年を超える長期契約の場合
新契約に適用される等級および事故有係数適用期間については、当組合所定
の方法に基づき決定します。

※その他のご注意については、詳しくは共済代理所または当組合におたずねく
ださい。
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3 契約
概要

� １０台到達日から第１回掛金率審査日の前日までの期間

� 第１回掛金率審査日以降、毎年の掛金率審査日から次回掛金率審査日までの期間

Ａ期間に適用する割引・割増率 Ｂ期間に適用する割引・割増率

Ａ方式
（包括方式）

成績計算期間ａの損害率に応じて、

Ａの期間（Ｈ３１年４月１日～Ｈ３２年

３月３１日）中締結いただくご契約に

適用する割引・割増率を決めます。

成績計算期間ｂの損害率に応じて、

Ｂの期間（Ｈ３２年４月１日～Ｈ３３年

３月３１日）中締結いただくご契約に

適用する割引・割増率を決めます。

Ｂ方式
（個別方式）

成績計算期間に係らず、ご契約ごとに、共済期間中の事故の有無および事故

の種類に応じて、ノンフリート等級別割引・割増率制度（Ｐ４７）を適用します。

※Ａ・Ｂ期間における前契約がない新規でのご契約の締結に際しては、「フ

リート新規契約等級」を適用します。

フリート契約制度

フリート契約とは１契約者が所有・使用されるお車の総契約台数が１０台以
上の場合に適用される契約をいい、フリート割引・割増制度が適用されま
す。
また、自動車共済では、フリート契約のご契約方法には、Ａ方式（包括方
式）とＢ方式（個別方式）があり、ご契約時、ご契約者にいずれかの方式
をご選択いただきます。

自動車１台ごとに、ノンフリート等級別割引・割増率制度（Ｐ４７）により決定
される係数（割引・割増率）が適用されます。

自動車１台ごとに、フリート割引・割増制度により決定される割引・割増率が
適用されます。
� １０台到達日に全車両一括特約をセットせずにご契約の場合
成績計算期間(掛金率審査日の６か月前の過去１年間をいいます。）内の損害
率に応じて当組合が定める、ご契約者ごとの割引・割増率を適用します。
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Ａ期間に適用する割引・割増率 Ｂ期間に適用する割引・割増率

Ａ方式
（包括方式）

成績計算期間ａの損害率に応じて、

Ａの期間（Ｈ３０年１０月１日～Ｈ３１年

９月３０日）中締結いただくご契約に

適用する割引・割増率を決めます。

成績計算期間ｂの損害率に応じて、

Ｂの期間（Ｈ３１年１０月１日～Ｈ３２年

９月３０日）中締結いただくご契約に

適用する割引・割増率を決めます。

Ｂ方式
（個別方式）

成績計算期間に係らず、ご契約ごとに、共済期間中の事故の有無および事故

の種類に応じて、ノンフリート等級別割引・割増率制度（Ｐ４７）を適用します。

※Ａ・Ｂ期間における前契約がない新規でのご契約の締結に際しては、「フ

リート新規契約等級」を適用します。

� フリート新規契約等級の決定

�フリート多数割引

�フリート契約方式の変更 〈A方式、B方式間の変更〉

� １０台到達日に全車両一括特約をセットしてご契約の場合
成績計算期間（掛金率審査日の６か月前の過去１年間をいいます。ただし、
第１回掛金率審査日の場合は、過去６か月間となります。）の損害率に応じ
て当組合が定める、ご契約者ごとの割引・割増率を適用します。

成績計算期間末におけるすべてのご契約に適用されているノンフリート等級別
係数を基にフリート新規契約平均割引・割増率を求めます。フリート新規契約
平均割引・割増率を等級読替表によりノンフリート等級に読み替え、前契約の
ない新契約に適用します。
なお、事故有係数適用期間は「０年」となります。
※詳しくは、共済代理所または当組合におたずねください。

フリート契約には、フリート多数割引「１０％」が適用できます。

フリート契約方式の変更は、Ｂ方式（個別方式）からＡ方式（包括方式）への
変更に限られます。
（注）一旦、Ａ方式（包括方式）でご契約いただいた後、Ａ方式からＢ方式（個

別方式）への変更はできません。
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4 契約
概要各種割引制度

【自動車の装備等に関連する割引】
○：割引を適用できます。×：割引を適用できません。

割引
ご契約の
お車の用途車種

（１）
新車
割引

（２）
福祉車両
割引

（３）
エコカー
割引

（４）
ASV
割引

（５）
構内専用電気
自動車割引

自家用乗用車
（普通・小型・軽四輪）

○ ○ ○ ○ ×

自家用小型貨物車 × ○ × × ×

自家用軽四輪貨物車 × ○ × × ×

自家用普通貨物車
（最大積載量０．５t超２t以下）
（最大積載量０．５t以下）

× ○ × × ×

特種用途自動車
（キャンピング車）

× ○ × × ×

バス × ○ × × ×

二輪自動車・原動機付自転車 × ○ × × ×

構内専用電気自動車 × × × × ○

上記以外の用途車種 × ○ × × ×

【各種割引とご契約のお車の台数に関連する割引・割増等】
○：割引を適用できます。×：割引を適用できません。－：割引対象となりません。

ご契約の別

割引・割増

ご契約のお車の台数

９台以下 １０台以上

ノンフリート契約 フリート契約

３～４台 ５～９台
Ａ方式

（包括方式）
Ｂ方式

（個別方式）

ノンフリート等級別割引・割増 ○ ○ × ○

フリート割引・割増 ― ― ○ ×

３台契約割引 ○ ○ × ×

ノンフリート多数割引 ― ○ ― ―

フリート多数割引 ― ― ○ ○

団体割引１ ○ ○ × ×

団体割引２ ○ ○ × ○

（注１）フリート多数割引は、フリート契約制度により適用します。
（注２）３台契約割引、ノンフリート多数割引またはフリート多数割引と団体割引１は、重

ねて適用できません。
（注３）フリート割引・割増と団体割引２は、重ねて適用できません。
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� 新車割引

割

引

率

ご契約のお車
補償種目・特約

自家用普通乗用車
自家用小型乗用車

自家用軽四輪乗用車

対人賠償共済 １０％ ３％

対物賠償共済 １０％ ２％

人身傷害共済 １０％ １７％

搭乗者傷害共済 １０％ １７％

自損事故傷害特約 １０％ ３％

車両共済 ６％ １％

� 福祉車両割引

割引率 ３％

� エコカー割引

ご契約のお車が自家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪乗用車で、
初度登録年月（軽自動車の場合、初度検査年月）から共済契約の始期年月（共
済期間の初日が属する年月をいいます。）までの経過月数が２５か月以内である
場合に適用できます。

（注）次のいずれかに該当する自動車等については、新車割引を適用できません。
（ア） 型式不明車、並行輸入車等初度登録年月が不明確な自動車
（イ） 登録番号標のない構内専用車、外務省登録自動車、臨時運行許可番号標または回

送運行許可番号標を使用する自動車

ご契約のお車が、消費税法に基づき、厚生労働大臣が指定する「身体障害者用
品及びその修理」に規定された、消費税が非課税対象となる次のいずれかの自
動車である場合に適用できます。
ア．運転補助装置を装備する自動車
イ．車いす等昇降装置および車いす等固定装置を装備する自動車

（注１）福祉車両割引の適用に際しては、お車が福祉車両であることがわかる確認資料（自
動車検査証、注文書、納品書、領収書またはカタログ等の写）をご提出いただきま
す。

（注２）福祉車両割引とエコカー割引が重複する場合には、「福祉車両割引」を優先して適
用します。

ご契約のお車が自家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪乗用車で、
次の条件をすべて満たす場合に適用できます。
ア．「電気自動車（燃料電池自動車を含みます。）」、「ハイブリット車（プラ
グインハイブリット車を含みます。）」または「圧縮天然ガス自動車（CNG
車）」のいずれかである自動車
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割引率 ３％

� ASV割引

割引率 ９％

� 構内専用電気自動車割引

イ．初度登録年月（軽自動車の場合、初度検査年月）から共済契約の始期年
月（共済期間の初日が属する年月をいいます。）までの経過月数が１３か月
以内である自動車

（注１）「圧縮天然ガス自動車」とは、内燃機関の燃料として可燃性天然ガスを用いる自動
車であり、かつ、自動車検査証などの「燃料の種類」欄に「CNG」と記載されて
いる自動車をいいます。

（注２）エコカー割引と構内専用電気自動車割引が重複する場合には、「構内専用電気自動
車割引」を優先して適用します。

（注３）エコカー割引と福祉車両割引が重複する場合には、「福祉車両割引」を優先して適
用します。

（注４）次のいずれかに該当する自動車等については、エコカー割引を適用できません。
（ア） 型式不明車、並行輸入車等初度登録年月が不明確な自動車
（イ） 登録番号標のない構内専用車、外務省登録自動車、臨時運行許可番号標または

回送運行許可番号標を使用する自動車

ご契約のお車が自家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪乗用車で、
次の条件をすべて満たす自動車である場合に適用できます。
ア．一定のAEB（衝突被害軽減ブレーキ）装置（注１）を装備した自動車
イ．自家用普通乗用車、自家用小型乗用車の場合は、共済契約の始期日（共
済期間の初日をいいます。）が、型式が発売された年度に３を加算した年
の１２月末までの自動車

（注１）AEB装置とは、自動車が前方障害物との衝突を回避するため、または衝突速度を
下げるために自動でかけるブレーキ（衝突被害軽減ブレーキ）をいいます。

（注２）AEBオプション装着型式の場合は、AEB装置を装着した自動車の場合に適用しま
す。

（注３）AEB装置の有無について、共済制度の適正な運営のため、契約締結後、一般財団
法人自動車検査登録情報協会等に確認を行います。

ご契約のお車が、次のいずれかの自動車である場合に適用できます。
ア．構内専用のみで使用される電気自動車で、使用する場所が建物内、施設
内、および敷地内に限定されている自動車

イ．最高速度が時速２０キロメートル以下である自動車

（注１）「構内」とは、道路運送車両法第２条第６項にいう「道路」以外の場所をいいます。
（注２）構内専用電気自動車割引の適用に際しては、必ずカタログ等をご提出いただき、「電

気自動車であること」および「最高速度が時速２０キロメートル以下であること」を
確認させていただきます。
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割引率 ３０％

� ノンフリート多数割引

割引率 ５％

� ３台契約割引

割引率 ５％

（注３）エコカー割引と構内専用電気自動車割引が重複する場合には、「構内専用電気自動
車割引」を優先して適用します。

当組合において、所有権を有し、かつ、自ら使用されるお車の総契約台数が５
台以上９台以下のご契約者で、ご契約者が所有し、かつ、自ら使用されるすべ
ての用途車種のお車に適用できます。

（注１）ノンフリート多数割引の適用に際しては、事前に当組合へノンフリート多数割引適
用契約者としてご登録いただく必要があります。

（注２）ご契約者の従業員、ご家族または役員が個人として所有・使用されているお車は、
ノンフリート多数割引の対象となりません。

（注３）団体割引１および３台契約割引と重ねて適用することはできません。

フリート契約者およびノンフリート多数割引適用契約者以外のご契約者が、所
有権を有し、かつ自ら使用されるすべての用途車種のお車について、次の条件
をすべて満たす場合に適用できます。
ア．当組合において、３台以上のご契約があること。
イ．ご契約者および記名被共済者が同一（それぞれが同居の親族間である場
合を含みます。）であること。

ウ．ご契約期間が１年であること。
エ．ご契約に適用されているノンフリート等級が６等級以上（注）であるこ
と。
（注）適用されている等級が６等級以上であれば、「事故有係数適用期間」の年数（０

または１～６の別）、係数（「無事故係数」または「事故有係数」の別）に関
係ありません。

オ．共済掛金のお払込方法が分割払の場合には、口座振替によるお払込みで
あること。

（注）団体割引１およびノンフリート多数割引と重ねて適用することはできません。

ご
契
約
前
の
ご
確
認

61



5 契約
概要

� 集団団体と従業員団体

団体制度

団体制度には、「集団団体」と「従業員団体」があります。いずれの団体も、お
取扱いには所定の条件がありますので、詳しくは共済代理所または当組合におた
ずねください。

ご契約者、記名被共済者、対象自動車が次表の条件に該当するときのみ、集団
団体および従業員団体の適用ができます。
なお、ご契約後に次表に該当しなくなった場合は、共済代理所または当組合ま
でご連絡ください。

集団団体 従業員団体

対
象
と
な
る
団
体

下記のいずれかの共済掛金集金契約のある集団
（協同組合等）で、下記の条件１～３のすべてを
満たしていること。
１．同一の共通目的を持つ方のみによって組織さ
れた集団であること。
２．集団の構成員が常時明確に把握されており、
代表者が定められていること。
３．自動車共済加入のみを目的として組織されて
いないこと。

共済掛金集金契約のある下
記の１または２のいずれか
の団体
１．会社等の企業体
２．官公署

ご
契
約
者

集団（協同組合等）に所属し、当該集団を構成す
る以下の１～４のいずれかに該当すること。
１．集団
２．集団の役員および従業員（注１）
３．集団の構成員
４．集団を構成する集団の構成員（集団の構成員
の役員および従業員を含みます。）

企業体または官公署に勤務
し、その企業体または官公
署から毎月給与の支払を受
けている方（注１）（企業
体または官公署が共済加入
を認めた退職者を含みま
す。）に限ります。

記
名
被
共
済
者

１．ご契約者が個人の場合
次のいずれかに該当する方
� ご契約者
� ご契約者の配偶者
� �または�の方の同居の親族（別居中のご
契約者またはその配偶者の扶養親族を含みま
す。）

２．ご契約者が法人の場合
次のいずれかに該当する方
� ご契約者
� ご契約者の役員・従業員（ご契約者が企業
組合である場合は、ご契約者の組合員を含み
ます。）

次のいずれかに該当する方
� ご契約者
� ご契約者の配偶者
� �または�の方の同居
の親族（別居中のご契約
者またはその配偶者の扶
養親族を含みます。）
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ご注意
集団や団体のご契約者の範囲を満たさない方は対象となりませんので、ご
注意ください。
また、集団扱契約・団体扱契約でご契約の場合に、次の理由で特約が失効
することがあります。この場合、残りの共済掛金を一括してお払込みいた
だくことになります。
・退職等により給与の支払いを受けられなくなったとき
・共済掛金集金契約を解除されたとき

※詳しくは共済代理所または当組合におたずねください。

集団団体 従業員団体

対
象
自
動
車

１．ご契約者が個人の場合
次のいずれかに該当する方が所有するすべての
用途車種の自動車。（注２）
� ご契約者
� ご契約者の配偶者
� �または�の方の同居の親族（別居中のご
契約者またはその配偶者の扶養親族を含みま
す。）

２．ご契約者が法人の場合
次のいずれかに該当する方が所有するすべての
用途車種の自動車。（注２）
� ご契約者
� ご契約者の役員・従業員（ご契約者が企業
組合である場合は、ご契約者の組合員を含み
ます。）

次のいずれかに該当する方
が所有するすべての用途車
種の自動車。（注２）
� ご契約者
� ご契約者の配偶者
� �または�の方の同居
の親族（別居中のご契約
者またはその配偶者の扶
養親族を含みます。）

集
金
契
約

共
済
掛
金

【集金契約がある場合】
集団扱契約でのお取扱いとなります。

【集金契約がある場合】
団体扱契約でのお取扱いと
なります。

（注１）集団の構成員に引き続き雇用される期間が１年未満である方（アルバイト・臨時
雇）や退職された方は除きます。

（注２）「所有自動車」には、所有権留保条項付売買契約により購入した自動車または１年
以上を期間とする貸借契約により有償で借入れた自動車を含みます。

（注３）記名被共済者または対象自動車の車両所有者がご契約者のご家族の場合は、ご契約
者との続柄にご注意ください。別居のご家族で扶養親族でない場合は対象となりま
せんのでご確認をお願いしています。
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� 団体割引

団体割引には、「契約台数による割引」と「共済成績による割引」の２種類が
あります。詳しくは共済代理所または当組合におたずねください。

団体

集団団体 従業員団体

共済契約
の取扱い

共済掛金集金
契約の有無

あり
集団扱契約でのお取
扱いとなります。

団体扱契約でのお取扱
いとなります。

なし 一般のご契約でのお取扱いに準じます。

団体割引
（注１）

（注２）

（注３）

団体割引１
（契約台数による割引）

１０台～１９台の場合：５％
２０台以上：１０％

団体割引２
（共済成績による割引）

０．０％～３０．０％
※所定の共済成績計算期間における団体での
共済成績（損害率）により、適用となる割引
率が決定されます。

（注１）団体割引１は、ノンフリート多数割引、フリート多数割引または３台契約割引と重
ねて適用できません。

（注２）団体割引２は、当組合において契約台数が１，０００台以上の団体のご契約が対象とな
ります。

（注３）団体割引２は、フリート契約のＡ方式（包括方式）のご契約には適用できません。
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Ⅶ 共済掛金の払込方法

1 契約
概要

注意喚
起情報

【払込方法の種類】 ○：適用できます。×：適用できません。

主な払込方法 初回の払込期日 一括払 分割払 大口分割

口
座
振
替

初回口座振替
（当月払）

ご契約期間の初日の属する
月の払込期日

○ ○ ○

初回口座振替
（翌月払）

ご契約期間の初日の属する
月の翌月の払込期日

○ ○ ○

初回口座振替
セットなし

ご契約締結と同時 × ○ ○

現 金 ご契約締結と同時 ○ × ○

（注）口座振替の場合、ご指定の預貯金口座の残高不足にご注意ください。

� 共済掛金の分割払

共済掛金の払込方法

共済掛金のお払込方法は、ご契約と同時に全額を払い込む 一括払 と、複数の
回数に分けて払い込む 分割払 があります。
また、共済掛金をご契約者ご指定の金融機関の預貯金口座からお払込みいただ
く 口座振替 があります。
ご契約者が勤務または所属する団体等を通じて、共済掛金を集金する 団体扱
や 集団扱 もありますが、これらの取扱いには一定の条件があります。
払込方法につきましては、共済代理所または当組合におたずねください。

【払込期日】
（ア） 共済契約毎に払込期日を決定します。口座振替による方法でお払込み
の場合は、所定の振替日が払込期日となります。（振替日は毎月２７日です。）
（注）払込期日が金融機関の休業日に該当し、共済掛金の払込みがその休業日の翌営

業日に行われた場合は、払込期日に払込みがあったものとみなします。

（イ） 分割払いの場合、２回目以降の分割共済掛金の払込期日は、以後、毎
月の払込期日になります。

（�共済掛金分割払特約 P２２４）

共済掛金の分割払は、「１２分割１１回払」または「１２分割１２回払」のいずれかで、
口座振替によりお払込みいただくことができます。
分割払の場合の共済掛金は、一括払に比べて５％の割増になります。
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� 大口共済掛金分割払

【大口共済掛金分割払をご利用いただける条件】
○：適用できます

ご契約

条件

基本 １共済証書で
３台以上をご
契約の場合

ご契約台数に
関係なく

１．団体扱契約および集団扱契約のご契約でないこと ○ ○

２．ご契約のお車が、１共済契約者が所有・使用され
るお車であること

○ ○

３．（複数台の場合）共済期間の初日が同一であること ○ ○

４．１共済証書に記載される年間適用共済掛金の総額
が、１０万円以上であること

○

５．分割回数が１２回以下であること ○ ○

６．１回あたりのお払込みいただく共済掛金の額が５
万円以上であること。ただし、共済掛金の総額が３０
万円以上の場合を除きます。

○

� 初回共済掛金のお払込み

【初回口座振替をご利用いただける条件】

条件
特約

共済契約のお申込みと
口座振替依頼書等のご提出期限

初回共済掛金の口座振替に関する特約
（当月払）

共済期間の初日の属する月の
前月末まで

初回共済掛金の口座振替翌月払特約
（翌月払）

共済期間の初日まで

（�大口共済掛金分割払特約 P２２５）

所定の条件をすべて満たすご契約の場合、大口共済掛金分割払をご利用いただ
けます。大口共済掛金分割払では、分割割増なしで、「口座振替払」または「集
金」のいずれかをご利用いただけます。

（�初回共済掛金の口座振替に関する特約 P２２８）

（�初回共済掛金の口座振替翌月払特約 P２３０）

初回共済掛金（第１回目の分割共済掛金）は、ご契約と同時にお払込みくださ
い。ただし、「初回共済掛金の口座振替に関する特約」または「初回共済掛金
の口座振替翌月払特約」のいずれかをセットしていただきますと、初回共済掛
金を口座振替でお払込みいただくことができます。
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ご注意
「初回共済掛金の口座振替翌月払特約」をご利用いただけるご契約は、以下
のいずれかの場合で、最初の年度のみに限られます。（次年度のご契約から
は「初回共済掛金の口座振替に関する特約」の適用となります。）
（１）他社（共済組合・保険会社）からのお乗り換えのご契約
（２）すでに当組合で口座振替を利用されているご契約者の増車のお車のご

契約（複数所有新規契約を含みます。）。
（３）当組合でのご継続契約の場合で、初めて共済掛金の口座振替払をご利

用されるご契約
※詳しくは、共済代理所または当組合におたずねください。
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� 第２回目以後の分割共済掛金のお払込み

第２回目以後の分割共済掛金のお払込みは、初回分割共済掛金の払込期日の属
する月の翌月以後、毎月の払込期日になります。

イメージ ご契約のお申込手続きと初回共済掛金のお払込み

【「初回共済掛金口座振替に関する特約、翌月払特約」をセットしていない場合】

【「初回共済掛金の口座振替に関する特約」の場合（初回共済掛金の当月払）】

【「初回共済掛金の口座振替翌月払特約」の場合（初回共済掛金の翌月払）】
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2 注意喚
起情報共済掛金の不払い時の取扱い

共済掛金は、共済証書記載の払込期日までにお払込みください。払込方法によ
り払込猶予期間（注）がありますが、この猶予期限を過ぎても所定の共済掛金
のお払込みがない場合は、共済金をお支払いできません。
また、払込猶予期間中に共済掛金をお払込みいただけない場合は、ご契約を解
除させていただくことがあります。

（注１）共済掛金のお払込みがなかったことが故意による場合などを除き、共済掛金の払込
期日の属する月の翌々月２０日までの期間をいいます。「払込期日」については、「１．
共済掛金の払込方法」（Ｐ６５）をご参照ください。

（注２）故意による場合の払込猶予期間は、払込期日の属する月の翌月末になります。

【払込猶予とご契約の解除（口座振替：分割払の場合）】

（注１）団体扱契約、集団扱契約などは上記と取扱いが異なります。詳しい内容につきまし
ては共済代理所または当組合におたずねください。

（注２）当組合がご契約を解除した場合は、７等級～２０等級の継承ができなくなりますの
で、ご注意ください。

（注３）当組合に複数のご契約がある場合、ご指定の振替口座にはそれぞれのご契約毎に請
求します。預金残高が請求した共済掛金の総額に満たない場合、いずれかのご契約
に対する共済掛金のお引き落しができないことがあります。

（注４）詳しくは「�．共済掛金の払込みに関わる特約」（Ｐ２１９）をご参照ください。
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ご契約時にご確認いただきたいこと

� 告知義務と告知事項
注意喚
起情報

ご注意
１．ご契約の際には、共済契約申込書の記載事項が事実と相違していない
か、再度十分にご確認をお願いいたします。

２．ご契約時に、ご契約者または記名被共済者が、告知事項について、故意
または重大な過失によって事実を告げなかった場合、または事実と異なる
ことを告げた場合(告知義務違反といいます。）は、当組合はご契約を解除
することがあります。

３．当組合は、ご契約を解除するときは、書面をもってご契約者に通知いた
します。

４．ご契約時に、ご契約者または記名被共済者に告知義務違反があり、事故
が生じた場合、共済金をお支払いできない場合があります。

告知事項
・記名被共済者のご住所、氏名、生年月日、法人・個人の別
・ご契約のお車の用途車種、車名、型式、初度登録年月または初度検査年月、
登録番号、車台番号、車両所有者、使用の本拠地

・ご契約のお車のエコカー、福祉車両、AEB装置装備車、レンタカー、教
習車の該当の有無

・ご契約者が所有し、かつ使用するお車の総契約台数
・前契約の共済組合・保険会社名、証書番号・証券番号、事故の有無・件数、
等級および事故有係数適用期間

・過去１年間における他の共済組合・保険会社からの解除の有無
・他の共済契約・保険契約の有無、複数所有新規契約の適用条件を満たした
他契約の有無

（普通共済約款 ５ 基本条項 第４条（告知義務）Ｐ１２３）

ご契約者または記名被共済者には、ご契約締結時に、当組合がおたずねする共
済契約に関する重要な事項について、事実を正確に告げていただく義務（告知
義務といいます。）があります。
ご契約締結時、当組合に対し告知いただく事項(告知事項といいます。）は、共
済契約申込書に★または☆の印が付けられた箇所となっています。★または☆
の印の箇所については、当組合からおたずねいたしますので、正しく事実をお
答えいただきますようお願いいたします。
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� 記名被共済者

法人でお車を使用される場合 → ・記名被共済者は、使用される法人

個人でお車を使用される場合 →

次のいずれかの方
・ご契約のお車を主に使用される方
・ご契約のお車を自由に支配し使用する
権利を有する方

� ご契約のお車

� 車両所有者

自動車検査証上の所有者と実態上の所有者が異なる場合
共済契約申込書の「名義相違」欄に、自動車検査証記載の所有者名と名義相
違の理由を記入していただきます。

� 装置・装備等と割引・割増等

ご契約のお車を主に使用される方を記名被共済者としてください。補償の対象
となる方の範囲を決定するための重要事項となります。
共済契約申込書の記名被共済者欄にご記入ください。また、記名被共済者の生
年月日もお知らせください。
（「記名被共済者」欄にご記入がない場合、ご契約者と同一になります。）

ご契約のお車の用途車種、型式、登録番号などについては、自動車検査証など
でご確認ください。ご契約のお車の用途車種、型式などにより共済掛金が異な
ります。
また、ご契約のお車の初度登録年月または初度検査年月をご確認ください。一
定の条件を満たす場合は、共済掛金を割り引きます。

車両所有者は車両共済金を受け取る方となります。ご契約のお車の所有者は、
正確にお申し出ください。
自動車検査証等の所有者欄をご確認のうえ、ご契約のお車の所有権を有する方
の氏名または名称を共済契約申込書の「車両所有者名」欄にご記入ください。
（「車両所有者名」欄にご記入がない場合、ご契約者と同一となります。）

ご契約のお車がエコカー、福祉車両割引の対象となる自動車、AEB装置（注）
を装備した自動車およびレンタカー・教習車の対象となる自動車かどうかご確
認ください。一定の条件を満たす場合は、共済掛金の割り引きまたは割り増し
をします。

（注）AEB装置とは、自動車が前方障害物との衝突を回避するため、または衝突速度を下
げるために自動でかけるブレーキ（衝突被害軽減ブレーキ）をいいます。
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� 総契約台数

� 使用の本拠地

� 前契約の有無、事故の有無・件数

� 他の現存契約の有無

� その他重要な事項

1 注意喚
起情報

契約
概要

ご注意
共済期間が始まった後であっても、共済代理所または当組合が共済掛金を領
収する前に生じた損害または傷害に対しては共済金をお支払いできません。

ご契約者が所有し、かつ使用するお車の総契約台数によりノンフリート契約ま
たはフリート契約として取扱います。共済掛金やご契約条件が異なりますの
で、ご契約時には正確な総契約台数をお知らせください。

ご契約のお車を使用される都道府県名をお知らせください。地域により、共済
掛金が異なります。

ご契約期間の初日から過去１３か月以内に自動車共済契約等（注）が締結されて
いた場合やそのご契約期間中に事故があった場合は、正確にお申し出くださ
い。
等級および事故有係数適用期間を決定するための重要な要素となります。
（注）当組合以外の他の共済組合の自動車共済契約、保険会社の自動車保険契約を含みま

す。

ご契約のお車を同一とする他の現存契約（注）があるかご確認ください。他の
現存契約がある場合は、当組合にて共済契約のお引き受けはできません。
（注）当組合以外の他の共済組合の自動車共済契約、保険会社の自動車保険契約を含みま

す。

責任開始と終了
ご契約の共済期間は１年間です。また、１年未満の短期契約も可能です。
実際の共済期間は、共済契約申込書の共済期間欄でご確認ください。
共済責任は、共済期間の初日の午後４時（共済契約申込書の「共済期間」欄に、
これと異なる時刻が記載されている場合にはその時刻）に始まります。
共済掛金は、共済掛金の払込みが猶予される場合を除いて、ご契約の締結と同
時にお払込みください。
なお、共済責任の終了は、満期日の午後４時です。
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2 共済契約申込書上の表示

「共済契約申込書」上においては、「セットされる特約」を略称にて表示してい
ます。表示された補償内容をお申込み（○印または記入、共済金額を記入）さ
れた場合、下表の「セットされる特約」欄に記載の特約がセットされたご契約
となります。

共済契約申込書上の表示
セットされる特約 参照ページ

補償種目 補償または特約の名称

対物賠償 対物超過修理費用 （５）対物超過修理費用特約 １６３

人身傷害
ご契約車搭乗中のみ
補償

（７）傷害危険の被共済自動車
搭乗中のみ補償特約

１６５

搭乗者傷害
倍額払

（１０）搭乗者傷害共済の医療共済金
倍額払特約

１６６

日数払（注）
（９）搭乗者傷害共済の医療共済金

（日数払）特約
１６６

車両

車対車 （２０）車対車衝突危険限定特約 １８７

車対車＋危険限定
（２０）車対車衝突危険限定特約
（２１）車両危険限定特約

１８７
１８８

車両新価特約 （１６）車両新価特約 １８０

車両超過修理費用 （１７）車両超過修理費用特約 １８５
車両全損時諸費用対象外 （１９）車両全損時諸費用対象外特約 １８７

その他
特約

事故・故障時代車費用 （３１）事故・故障時代車費用特約 １９９

ロードアシスタンス
代車費用

（３０）ロードアシスタンス代車費用
特約

１９７

ロードアシスタンス
超過費用

（２８）ロードアシスタンス超過費用
特約

１９４

宿泊移動費用
（２９）ロードアシスタンス宿泊移動

費用特約
１９５

臨時費用 （３８）臨時費用特約 ２１４
弁護士費用 （３７）弁護士費用特約 ２０９
原付特約（人傷あり） （３５）原付バイク特約（人身傷害あり） ２０５
原付特約（人傷なし） （３６）原付バイク特約（人身傷害なし） ２０７
自損事故対象外 （１４）自損事故傷害対象外特約 １７７
工作車ブーム対象外 （２５）工作用自動車ブーム対象外特約 １９０
自賠責適用除外車 （４）自賠責適用除外車対人賠償特約 １６３

無過失事故特則対象外
（３２）車両無過失事故に関する特則

の対象外特約
２０１

管理請負自家用自動車共済 （３９）管理請負自家用自動車共済特約 ２１５

管理請負被共済者追加
（４０）管理請負自家用自動車に関す

る被共済者追加特約
２１８

全車両一括 （５９）全車両一括特約 ２５１

（注）「�搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約」のお引受けは終了しています。
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3 契約
概要

4

5 注意喚
起情報

6 注意喚
起情報

共済金額の設定
共済金額は、補償ごとに金額を設定いただくものと、あらかじめ金額が設定さ
れているものがあります。ご契約の共済金額は申込書等をご確認ください。申
込書等に共済金額の記載がない特約については、普通共済約款や特約条項をご
参照ください。

共済掛金等領収証および共済証書の交付
共済掛金をお払込みいただくと、原則と
して当組合所定の共済掛金等領収証が発
行されますので、お確かめください。
（注）口座振替により共済掛金を払い込まれた

場合は、共済掛金等領収証の発行はいた
しませんので、お手元の預金通帳でご確
認ください。

また、ご契約締結後１か月を経過しても
共済証書が届かない場合は、共済代理所
または当組合までご連絡ください。

クーリングオフ
自動車共済契約はすべて、共済期間が１年以下のため、クーリングオフの対象
となりませんので、ご契約の際には十分にご注意くださいますようお願いいた
します。

補償の重複に関するご注意
以下の補償・特約をご契約される場合で、記名被共済者またはそのご家族がす
でに他の共済・保険でこれらと同種の共済商品等をご契約の場合は、補償が重
複する場合があります。ご契約者・記名被共済者のご意向に合わせてご契約内
容の見直しをご検討ください。
補償が重複した場合は、対象となる事故についてはどちらのご契約からでも補
償されますが、共済金が重ねて支払われることはありませんのでご注意くださ
い。
１．人身傷害共済
共済金額が無制限のご契約がある場合は歩行中の補償が重複する場合があり
ます。「�傷害危険の被共済自動車搭乗中のみ補償特約」をご契約いただく
ことで、補償範囲を「ご契約のお車に搭乗中の事故」に限定することができ
ます。

２．原付バイク特約
対人賠償共済、対物賠償共済、（「人身傷害あり」の場合は人身傷害共済）の
共済金額が無制限のご契約がある場合は、補償が重複します。

３．弁護士費用特約
ご契約者が個人の場合は、補償が重複します。
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ご契約後にご確認いただきたいこと

� 通知義務と通知事項
注意喚
起情報

ご注意
ご通知や追加共済掛金のお払込みがないまま事故が発生した場合、ご契約が
解除されたり、共済金をお支払いできないことがありますので、ご注意くだ
さい。

主な通知事項
・記名被共済者の法人・個人の別（注）
・ご契約のお車の用途車種（注）、登録番号、使用の本拠地
・ご契約のお車のエコカー、福祉車両、AEB装置装備車、レンタカー、教
習車の該当の有無

・前契約の共済組合・保険会社名、証書番号・証券番号、事故の有無・件数、
等級および事故有係数適用期間

・過去１年間における他の共済組合・保険会社からの解除の有無
・他の共済契約・保険契約の有無、複数所有新規契約の適用条件を満たした
他契約の有無

（普通共済約款 ５ 基本条項 第５条（通知義務）Ｐ１２４）

ご契約者または記名被共済者には、通知事項に変更が生じた場合に遅滞なくご
連絡いただく義務（通知義務といいます。）があります。
通知事項は、共済契約申込書に☆の印が付けられた箇所となっていますので、
変更の通知漏れがないように十分ご注意ください。
通知事項の変更について、遅滞なくご連絡をいただいた場合は、その変更の事
実が発生した日からご契約内容を変更します。
遅滞なくご連絡いただけなかった場合、または、お手続き（注）いただけなかっ
た場合は、ご契約を解除したり、事故の際に共済金のお支払いができないこと
がありますのでご注意ください。
（注）変更手続き書類のご提出および追加共済掛金のお払込みなどが完了していない場合を

含みます。

（注）ご契約のお車の用途車種や記名被共済者の法人・個人の別が変更になった場合などに
おいて、一部の特約について引受範囲から外れ、その特約をセットできなくなる場合
があります。
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� 通知事項以外の変更
注意喚
起情報

変更内容
・ご契約者または記名被共済者の住所、氏名（名称）が変更となる場合
・「運転者年齢条件」を満たさない方がご契約のお車を運転される場合
・「運転者限定特約」により限定した範囲外の方がご契約のお車を運転され
る場合

・買い替えなどにより、ご契約のお車が変更となる場合
・ご契約のお車を譲渡する場合
・共済金額の増額や特約を付帯するなど、ご契約条件の変更を希望する場合
・車両共済の適用がある場合で、自動車の改造、付属品の装着・取り外しな
どによりご契約のお車の価額が変わる場合

・ご契約者が自ら所有し、かつ使用されるお車の総契約台数が１０台以上とな
る場合

� 記名被共済者の変更

� ご契約のお車を運転される方の範囲の変更

ご契約後やご契約期間中の途中に次のような通知事項以外の変更を行う場合
は、あらかじめ共済代理所または当組合までご連絡ください。
なお、ご契約条件の変更手続き前（注１）に発生した事故については、共済金
をお支払いできなかったり、変更前のご契約条件が適用されたりすることがあ
りますのでご注意ください。
（注１）ご契約条件の変更手続きに伴い追加共済掛金が必要となる場合は追加共済掛金をお

払込みいただく前を含みます。
（注２）ご契約条件の変更日は、お申し出以後の日になりますのでご注意ください。

記名被共済者を変更する場合は、変更後の記名被共済者の変更日時点での生年
月日を確認させていただきます。運転者年齢条件特約や運転者限定特約をセッ
トされている場合は、補償される運転者の範囲を変更する必要があるかご確認
ください。
また、補償によっては、被共済者の範囲が変わる場合もありますので、あわせ
てご確認ください。詳細は、「� 運転者の範囲（Ｐ４５）」をご参照ください。

新たに運転者の範囲を限定する場合、または、ご契約時に限定した運転者の範
囲を変更する場合は、必ず運転者の年齢条件についてもご確認ください。
補償の対象となる運転者の範囲内であっても、年齢条件を満たさない方が運転
中の事故は、原則として補償されない場合がありますので、ご注意ください。
詳細は、「� 運転者の範囲（Ｐ４５）」をご参照ください。
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もしも、運転者範囲の変更のお申し出をお忘れの場合 自動セット

運転免許資格取得に対する自動補償
（�運転者年齢条件特約 第３条 Ｐ１６０）

運転者年齢条件特約により当組合が共済金をお支払いできない事故が発生した
場合でも、次の�から�までの条件をいずれも満たしているときは、当組合は、
その事故により生じた損害に対しては、当組合が�の請求を承認していたもの
とみなして補償します。
当組合がこの自動補償の規定により共済金をお支払いする場合、通常の運転者
年齢条件変更等の手続きと同様に、ご契約者に対し追加共済掛金を請求させて
いただきます。
�事故発生時において、ご契約のお車（注１）を運転されていた方が、ご契約
のお車を運転することができる運転免許（注２）を新たに取得した方（以下
「新規運転免許取得者」といいます。）であること。

�事故発生日が、�の新規運転免許取得者の免許取得日（注３）の翌日から起
算して３０日以内の日であること。

��の新規運転免許取得者の免許取得日（注３）の翌日から起算して３０日以内
に、ご契約者が書面により当組合に対し運転者年齢条件の変更等の承認請求
を行い、当組合がこの承認請求を受領すること。

（注１）「�他車運転特約」に定める他の自動車を含みます。
（注２）道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８４条第１項に定める運転免許をいい、仮運

転免許を除きます。
（注３）新規運転免許取得者の運転免許証に記載されている免許取得日をいいます。
※詳しくは、共済代理所または当組合におたずねください。

� ご契約のお車の入替について

【お車の入替ができる条件】

条件

入替後のお車の
所有者

次のいずれかの方に該当することが必要です。
� ご契約のお車の所有者
� ご契約のお車の記名被共済者
� ご契約のお車の記名被共済者の配偶者
� ご契約のお車の記名被共済者またはその配偶者の同居の親族

入替後のお車
ご契約者が新たに取得したまたは１年以上を期間とする貸借契約
により借り入れたお車、または、入替後のお車の所有者がすでに
所有しているお車であること

入替後のお車の
用途車種

ご契約のお車と同一の用途車種「〈別表３〉被共済自動車の入替
ができる用途車種区分表」（Ｐ１４３）に定める用途車種を含みま
す。）の自動車に限ります。

新たに自動車を取得された場合やご契約のお車を廃車・譲渡・返還され、他の
自動車を所有されている場合は、ご契約のお車との入替が可能です。
入れ替えられる場合は、事前に共済代理所または当組合までご連絡ください。
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ご契約（共済契約） 

廃車・譲渡 
または返還 

ご契約のお車 
（被共済自動車） 

●新たに取得された自動車 
●所有されている他の自動車 

入替 

ご注意
入替のお手続きをおとりになるまでの間に「入替後の自動車（新たに取得さ
れたお車または所有されている他の自動車）」に生じた損害または傷害につ
いては、「�被共済自動車の入替自動補償特約」が適用されている場合を除
き、共済金をお支払いできませんのでご注意ください。

（注）ご契約のお車を廃車、譲渡またリース業者へ返還した場合や、上記のお手続きによっ
て無共済となった自動車に対しても、別途入替の手続きを行うことができるときがあ
ります。詳しくは共済代理所または当組合におたずねください。
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もしも、お車の入替のお申し出をお忘れの場合 自動セット

（�被共済自動車の入替自動補償特約 Ｐ２４８）

ご契約のお車を廃車・譲渡・返還し、かつ、新たに自動車を取得された場合で、
以下の条件に合致するときは、ご契約のお車の入替手続きをおとりいただくま
での間は、新たに取得されたお車をご契約のお車とみなしてお取り扱いします。
（ご契約のお車の廃車・譲渡・返還を伴わない場合は対象となりません。）

〈適用条件〉
１．新たに取得された自動車の所有者が次のいずれかの方であること。
� ご契約のお車の所有者
� ご契約のお車の記名被共済者
� ご契約のお車の記名被共済者の配偶者
� ご契約のお車の記名被共済者またはその配偶者の同居の親族

２．新たに取得された自動車の用途車種が、ご契約のお車と同一の用途車種
「〈別表３〉被共済自動車の入替ができる用途車種区分表」（Ｐ１４３）に定
める用途車種を含みます。）であること。

３．実際に自動車を取得された日（客観的な資料で取得日を確認させていただ
いた場合に限ります。）または自動車検査証に所有者名が記載された日の
翌日から３０日以内に、お車の入替手続きをおとりいただくこと。

〈ご注意〉
１．廃車・譲渡・返還されたご契約のお車について生じた損害または傷害につ

いては、共済金をお支払いできません。
２．補償内容は、入替前の自動車の契約条件により定まります。

例えば、入替前の自動車のご契約に車両共済をセットしていない場合に
は、車両共済の共済金をお支払いできませんのでご注意ください。

� ご契約のお車を譲渡される場合

ご注意
手続きをおとりになるまでの間に生じた損害または傷害については、共済金
をお支払いできませんのでご注意ください。

共済期間の中途で、ご契約のお車を譲渡された場合においても、共済契約上の
権利・義務はお車の譲受人には移転しません。
共済契約上の権利・義務もあわせて譲受人へ譲渡される場合には、あらかじめ
共済代理所または当組合へご通知のうえ所定の手続きをおとりください。
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� ご契約の解約
契約
概要

注意喚
起情報

ご注意
＜口座振替契約の場合＞

お払込みいただくべき共済掛金の未払込分がある場合は、解約日以後に
共済掛金が引き落としされることがあります。一旦、口座振替を行い、
当組合にて口座振替を確認したのちに返還すべき共済掛金は返還させて
いただきます。
なお、この共済掛金が引き落としできない場合は、解約日または解約日
より前の日付に遡ってご契約を解除することがあります。
この場合、７等級以上の等級が次のご契約へ継承できなくなりますので
ご注意ください。

＜ご家族で複数の自動車共済契約等を契約されている場合＞
解約されるご契約に次の補償・特約がセットされており、契約されてい
る他の自動車共済契約等にこの補償・特約をセットされていない場合
は、補償が受けられなくなりますのでご確認ください。
人身傷害共済（基本補償）、原付バイク特約、弁護士費用特約

＜満期日前に解約し、新たにご契約される場合＞
補償内容や共済掛金が変更になったり、新たなご契約の等級の進行が、
解約しない場合と比べて不利になる場合があります。

ご契約を解約される場合は、共済代理所または当組合にご連絡いただき、書面で
のお手続きが必要です。
解約日はお申し出以後の日（注）となります。当組合の定めるところにより計算
した共済掛金を返還または請求する場合があります。
（注）ご契約のお車を廃車した場合なども、廃車した日ではなくお申し出日以後になります。

【解約返還共済掛金計算方法】

１．共済期間１年の共済契約の解約返還共済掛金
次の条件をすべて満たす契約は「日割計算」、満たさない契約は「月割計算」
により計算した額（ただし、未払込共済掛金がある場合は、未払込共済掛金を
差し引いた額。）とします。
ア．この共済契約の契約条件を変更する方法が、共済契約引受に関する制度
上、中途更改（注）に限られる場合であること。

イ．中途更改（注）後の新契約の共済期間が１年であること。
ウ．中途更改（注）後の新契約について、解約する共済契約に適用されてい
る補償種目の削除がないこと。
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（注）中途更改とは、契約条件の変更等を行うために、記名被共済者等を変更せずに、共済
契約が解約された日を共済期間の初日として当組合と新たな共済契約を締結すること
をいいます。

（１）月割計算
共済契約が解約された日の契約条件に基づく年間適用共済掛金から、既経過期
間（注２）に対応する「月割短期掛金率」（注３）を乗じて算出した共済掛金を
差し引いた額とします。
なお、解約返還共済掛金に１０円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入し
ます。

（注１）算出した額が「マイナス」となる場合は徴収します。
（注２）既経過期間とは、共済期間の初日から解約日までのすでに経過した期間のことをい

います。
（注３）月割短期掛金率

既経過期間 月割短期掛金率 既経過期間 月割短期掛金率 既経過期間 月割短期掛金率

１か月まで １／１２ ５か月まで ５／１２ ９か月まで ９／１２

２か月まで ２／１２ ６か月まで ６／１２ １０か月まで １０／１２

３か月まで ３／１２ ７か月まで ７／１２ １１か月まで １１／１２

４か月まで ４／１２ ８か月まで ８／１２ １２か月まで １２／１２

ア．既経過期間について、１か月に満たない日数がある場合は、これを１か月と
します。

イ．月割短期掛金率に小数点以下第５位未満の端数が生じた場合は、これを四捨
五入します。

（２）日割計算
共済契約が解約された日の契約条件に基づく年間適用共済掛金から、未経過

期間（注１）に対し「日割」（注２）をもって算出した額とします。
なお、解約返還共済掛金に１０円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入

します。
（注１）未経過期間とは、解約日から共済期間の末日までの残りの期間のことをいいます。
（注２）平年、閏年の別を問わず、１年を３６５日とする日割計算とします。

２．共済期間１年未満の共済契約の解約返還共済掛金
前記１の共済期間１年の共済契約の算出方法に準じます。
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� その他のご注意事項

1 注意喚
起情報ご契約の中断制度

共済期間の中途でご契約のお車を廃車された等の理由により、ご契約を一時的
に中断した場合は、中断証明書の発行をお申出いただき、所定の条件を満たす
ことにより、新たなご契約に中断制度をご利用いただけます。
中断後に新たにご契約いただく際に、中断前のご契約に適用されていた等級お
よび事故有係数適用期間を基に、所定の方法により決定した等級および事故有
係数適用期間を適用することができます。ただし、新たなご契約についても一
定の条件がありますので、詳しくは共済代理所または当組合におたずねくださ
い。

ご契約のお車を長期間手
放す等のため、一時的に
ご契約を中断する場合
【中断特則（国内）】

記名被共済者の海外渡航
により一時的にご契約を
中断する場合
【中断特則（海外）】

記名被共済者が妊娠さ
れ、一時的にご契約を中
断する場合
（妊娠による契約中断）

中
断
制
度
を
ご
利
用
い
た
だ
け
る
条
件

共
通
条
件

�「中断証明書」の発行を中断日（ご契約の満期日または解約日）の翌日から
１３か月以内に共済代理所または当組合へお申出いただくこと。
�旧契約を前契約として、ノンフリート等級別割引・割増制度の規定を適用し
たときに、新契約に適用すべき等級が７等級～２０等級までの等級（注）とな
ること。
（注）適用されている等級が７等級から２０等級であれば、「事故有係数適用期

間」の年数（０または１～６の別）、係数（「無事故係数」または「事故
有係数」の別）に関係ありません。

各
中
断
別
の
条
件

ご契約のお車を廃車、譲
渡（１年以上貸借した自
動車（リースカー等）を貸
主に返還する場合を含み
ます。）、または車検満了
日に継続検査を受けず車
検切れとなり、しばらく
自動車を使用しないため
ご契約を解約または満期
時に継続されないこと。

記名被共済者が長期間海
外渡航され、ご契約のお
車をしばらく使用しない
ため、ご契約を解約また
は満期時に継続されない
こと。

記名被共済者が妊娠さ
れ、ご契約のお車（二輪
自動車または原動機付自
転車）をしばらく使用し
ないため、ご契約を解約
または満期時に継続され
ないこと。

中断制度で
等級を継承
できるご契
約

中断日の翌日から１０年以
内に締結されるご契約

出国日が中断日の６か月
前の日以後の場合で、記
名被共済者の出国日の翌
日から１０年以内、かつ、
帰国日の翌日から１年以
内に締結されるご契約

中断日の翌日から１０年以
内に締結されるご契約

中断証明書
発行ご請求
時に必要な
書類

廃車・譲渡および車検切
れの事実が確認できる書
類（自動車検査証等のコ
ピー）。

ご契約の解約日または満
期日までに妊娠された事
実が確認できる母子健康
手帳のコピー。
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2 注意喚
起情報

3 注意喚
起情報

ご注意
共済契約にノンフリート等級別割引・割増制度が適用されている場合、等級
（事故有係数適用期間を含みます。）が継承いただけない場合がありますの
で、ご注意ください。

ご契約者死亡時における出資のお取扱い
ご契約者（組合員）が死亡された場合、出資者名を法定相続人の方へ変更す
るなど所定の手続きを行う必要があります。
変更手続きについては、共済代理所または当組合におたずねください。

共済金お支払い後の共済金額

共済期間中、共済金のお支払いが何回あっても共済金額は減額されず、ご契約
は満期日まで有効です。

ご契約者が死亡されたとき

ご契約者が死亡された場合は、共済契約上の権利・義務はご契約者の死亡時の
法定相続人に移転します。
ご契約者が死亡された場合には、ただちに共済代理所または当組合までご連絡
ください。

ご
契
約
後
の
ご
確
認

83



その他 ご注意いただきたいこと

1 注意喚
起情報

2 注意喚
起情報

3

個人情報のお取扱い

当組合は、本契約に関する個人情報を、共済契約引受・共済金支払の判断、本
契約の履行、付帯サービスの提供、他の共済商品・各種サービスの案内・提供、
アンケートの実施等を行うために利用するほか、次の�～�まで、その他業務
上必要とする範囲で、取得・利用・提供または登録を行います。
なお、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）につきましては、
法令により限定された目的以外の目的に利用しません。
�当組合が、上記業務のために業務委託先（共済代理所を含みます。）、医療機
関、共済金の請求・支払に関する関係先等に提供を行い、またはこれらの者
から提供を受けることがあること。

�当組合が、保険・共済制度の健全な運営のために、一般社団法人日本損害保
険協会、他の共済組合・保険会社等に提供もしくは登録を行い、またはこれ
らの者から提供を受けることがあること。

�当組合が、再共済契約の締結や再共済金等の受領のために、全国自動車共済
協同組合連合会等に提供を行うこと（全国自動車共済協同組合連合会から他
の再保険会社等への提供を含みます。）があること。

共済掛金率の改定

自動車共済の収支状況により、共済掛金率の見直しを行う場合があります。ご
契約期間中に共済掛金率の改定や割引・割増率の新設・改定などを行った場合
でもご契約期間の初日時点における共済掛金率を適用いたしますので、共済掛
金は変更いたしません。
また、これらの改定は予告なく実施することがありますので、あらかじめご了
承ください。

重大事由による共済契約の解除
（普通共済約款 ５ 基本条項第１３条（重大事由による解除）Ｐ１２６）

次の事由が生じた場合には、ご契約を解除することがあります。また、この場
合、共済金をお支払いできないことがあります。
�ご契約者、被共済者または共済金を受け取るべき方が当組合に共済金を支払
わせることを目的として損害または事故を生じさせたことまたは生じさせよ
うとした場合。

�共済金の請求に関し、被共済者または共済金を受け取るべき方に詐欺行為が
あった場合または詐欺行為を行おうとした場合。

�ご契約者、被共済者または共済金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その
他の反社会的勢力に該当すると認められる場合。

�上記�～�のほか、ご契約者、被共済者または共済金を受け取るべき方が、
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4 注意喚
起情報

共済契約の継続を困難とする上記と同等の重大な事由を生じさせた場合。

信用リスクについて

�西日本自動車共済協同組合は、組合が会員となっている「全国自動車共済協
同組合連合会」と再共済契約を結ぶことにより、リスクの分散体制をとって
います。

（http://www.zenjikyo.or.jp 全国自動車共済協同組合連合会ホームページ）

�西日本自動車共済協同組合は、異常災害等の事由により損失金を補てんでき
なかったときは、総代会の議決を経て、共済金を削減または共済掛金を追徴
する場合があります。

（自動車共済規程 事業方法書第２３条（共済金の削減または共済掛金の追徴））
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事故が起こった場合の手続き

事故が起こった場合の手続きやご注意いただきたい事項をこの

「事故が起こった場合の手続き」に記載しています。



� 万一、事故にあわれたら

� 負傷者の救護

� 警察へのご連絡

ご注意
１．自動車事故による共済金請求にあたっては、当組合に提出できない相当
な理由がある場合を除いて、原則として自動車安全運転センターの発行す
る「交通事故証明書」が必要となります。

２．交通事故証明書は事故発生時に警察への届出がありませんと発行されま
せんので、事故が起こった場合には必ず警察へ事故の届出を行ってくださ
い。

３．人身事故の場合には、必ず「人身事故扱いの交通事故証明書」が必要と
なりますので、警察への届出の際に必ず人身事故である旨お申出くださ
い。

� 事故状況と相手の方の連絡先確認

ご注意
【その場では示談をしないでください。】
相手方から損害賠償請求を受け、請求の全部または一部を承認する場合
は、必ず当組合に事前ご相談ください。当組合の承認を得ないで、補償を
受けられる方ご自身が相手方と示談をされた場合は、共済金の一部または
全部をお支払いできないことがあります。

事故が発生した場合は、まず負傷者の救護措置を行ってください。

１．被害者に対する応急手当または護送その他緊急措置など状況に合わせて
行ってください。

２．他の自動車の妨げにならないよう路上の危険防止を行い、損害の発生と
拡大の防止に努めてください。

事故が発生した際には、必ずもよりの警察へ連絡し事故の届出をしてください。

事故の状況と相手の方の連絡先を正確にご確認ください。
なお、目撃者がいる場合は、その方の連絡先もあわせてご確認ください。
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� 当組合へご連絡

お願い
ご契約の共済契約のほかに共済契約または保険契約がある場合は、ご契約
の有無およびその内容についても当組合にご連絡ください。

※他の共済契約等からすでに共済金等の支払を受けた場合には、その事実を含みます。

ご契約者、被共済者または共済金を受け取るべき方は、事故発生後ただちに、
お電話等で、共済代理所または当組合に対し事故が発生したことをお知らせく
ださい。
（１）ご契約者名・運転者名
（２）ご契約の証書番号
（３）事故車の登録番号
（４）事故が発生した日時
（５）事故が発生した場所
（６）事故の状況
（７）損害の程度
（８）相手方の住所・氏名・連絡先
（９）目撃者の住所・氏名・連絡先
（１０）届出の警察署名・担当警察官の氏名
（１１）けがの程度・病院名
（１２）車の損傷箇所・損傷程度、修理工場
（１３）損害賠償の請求を受けた場合はその内容

当組合では、夜間・休日を問わず２４時間体制で事故通知を受け付けており
ます。

２４時間３６５日
事故受付ダイヤル 0120－

西日本

242－
３６５日

365（無料）
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� 必ず、当組合にご相談いただきたいこと

� 事故にあったお車を修理されるとき

� 被害者と示談される場合

� 損害賠償責任に関する訴訟を提起する場合、提起された場合

下記の場合には、事前に必ず当組合にご相談ください。

修理に着手される前に、必ず当組合の承認を得てください。
なお、部品（バンパー等）の損傷等で補修が可能な場合は、原則として補修し
ていただきます。（樹脂製バンパーは軽度の損傷であれば、補修してお使いい
ただくことができます。）

当組合が承認する前に修理に着手された場合、また、補修可能な場合に部品
交換による修理をされたときは、共済金を全額お支払いできないことがあり
ます。

被害者から損害賠償の請求を受けられた場合は、示談をする前に必ず当組合に
ご相談ください。
事故を起こされた方および被害者の方の同意がある場合には、当組合が相手方
との示談交渉をお引受けします。この場合、事故を起こされた方に、当組合担
当者と同行・同席をお願いすることがあります。

当組合の承認を得る前に被害者と示談をされた場合、共済金を全額お支払い
できないことがあります。

必ず、当組合に遅滞なくご連絡のうえ、ご相談ください。

ご連絡がないと、共済金の一部または全額をお支払いできないことがありま
す。
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� 事故解決にむけて

� 当組合による事故解決

ご注意
次の場合には、当組合は被害者との示談交渉を行うこと
ができませんので、ご注意ください。なお、その場合で
も、被害者との示談交渉等の円満な解決に向けたご相談
に応じます。
【主なもの】
１．共済金をお支払いすることができない事故（対人・対物）
２．損害賠償額が明らかに自賠責共済等の支払金額内でおさまる場合（対人）
３．損害賠償額が明らかに対物賠償共済の免責金額内でおさまる事故（対物）
４．損害賠償額が明らかに共済金額を超える場合（対人・対物）
５．ご契約のお車に自賠責共済等のご契約がない場合（対人）
６．正当な理由がなく被共済者が当組合の求めに対しご協力いただけない場
合（対人・対物）

７．被害者が当組合と直接、折衝することに同意されない場合（対人・対物）
※詳しくは当組合におたずねください。

過失 

過失 
事故 

� 過失割合について

ご注意
１．共済金をお支払いできる事故であっても、事故発生時の状況に応じて過
去の判例等を参考に過失割合が適用されます。
したがって、被害者の損害額の全額を、ご契約いただいた共済でお支払い
できない場合もありますのでご注意ください。

２．事故現場での当事者同士の示談はされないようお願いします。

対人賠償事故・対物賠償事故の場合で、被共済者のお申し出があり、かつ、被
害者の同意が得られたときは、当組合は原則として被共済者のために示談交渉
をお引受けいたします。この場合、当組合の選任した弁護士が被害者との交渉
にあたることがあります。

事故の損害を加害者と被害者が公平に分担するため
に、被害者にも過失がある場合は、被害者の過失の
程度に応じて、加害者の損害賠償額を減額します。
これを「過失相殺」といいます。
※過失割合の詳細については、当組合におたずねく
ださい。
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【迅速な事故解決に向けてのお願い】
１．対人賠償事故（歩行者や自動車に乗車している人等を死傷させた場合）
または対物賠償事故（他の自動車、家屋や電柱等、他人の財物に損害を与
えた場合）が発生した場合は、被害者に対するお見舞い、お詫び、死亡事
故の場合には葬儀参列等、できる限り被害者に対して誠意を尽くすことが
円満な解決に向けて何よりも必要です。

２．損害状況や事故状況の確認についてご協力をお願いいたします。

� 共済金のご請求にあたって

� 共済金の請求権と時効

種目 被共済者の状態 共済金 共済金請求権が発生する時

対
物
賠
償
共
済

対
人
賠
償
共
済

●対人賠償共済金
●対物賠償共済金

被共済者が損害賠償請求権者に対
して負担する法律上の損害賠償責
任の額について、被共済者と損害
賠償請求権者との間で、判決が確
定した時または裁判上の和解、調
停もしくは書面による合意が成立
した時

人
身
傷
害
共
済

被共済者が死亡さ
れた場合

●人身傷害共済金 被共済者が死亡された時

被共済者に後遺障
害が生じた場合

●人身傷害共済金 被共済者に後遺障害が生じた時

被共済者が負傷さ
れた場合

●人身傷害共済金
被共済者が治療を要しなくなった
時

搭
乗
者
傷
害
共
済

被共済者が死亡さ
れた場合

●死亡共済金 被共済者が死亡された時

被共済者に後遺障
害が生じた場合

●後遺障害共済金
●重度後遺障害特別
共済金
●重度後遺障害介護
費用共済金

被共済者に後遺障害が生じた時ま
たは事故発生日からその日を含め
て１８０日を経過した時のいずれか
早い時

当組合に対する共済金の請求権は、共済金請求権の発生時の翌日から起算して
３年を経過しますと、時効によって消滅します。
また、事故被害者など損害賠償請求権者が当組合に対し有する損害賠償額の請
求権も、一定期間を経過しますと時効となりますのでご注意ください。
詳しくは、当組合におたずねください。
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搭
乗
者
傷
害
共
済

被共済者が負傷さ
れた場合

●医療共済金
〈部位・症状別払〉

被共済者が治療を要しなくなった
時、事故の発生の日からその日を
含めて１８０日以内の治療日数が５
日となった時、または事故の発生
の日からその日を含めて１８０日を
経過した時のいずれか早い時

共
済

車
両 ●共済金 ご契約のお車に損害が生じた時

� 共済金の請求に必要となる書類等

共済金請求書

当組合所定の「共済金請求書」の必要事項をご記入のうえ当
組合にご提出いただきます。
（注）物損事故（対物賠償事故・車両事故）の場合、提出を省略
することもできますが、所定の条件があります。

交通事故証明書 自動車安全運転センター発行の交通事故証明書をいいます。

損
害
の
額
ま
た
は
傷
害
の
程
度
を
示
す
書
類

すべての事故に
共通するもの

刑事記録（供述調書、実況見分調書、写真撮影証明書など）、
事故の原因・状況の詳細を示す書類等その他損害を証明する
書類

損害賠償事故ま
たは傷害事故に
関するもの

修理見積書、被害物の写真、代車費用請求書・領収書、診断
書（死亡診断書・死体検案書、後遺障害診断書を含みます。）、
施術証明書・施術費用明細書、職業証明書、診療報酬明細書、
付添看護自認書・看護料領収書、通院交通費領収書（タクシー
等の領収書を含みます。）、休業損害証明書、源泉徴収票、源
泉徴収簿、確定申告書、所得証明書、給与明細書、年金額改
定通知書等年金の確定支給額を確認する書類、レントゲン・
MRI などの検査画像、賃金台帳、出勤簿、雇用契約書、内
定通知書、葬儀費領収書・明細書 など

※被共済者に対して賠償共済金（対人・対物）をお支払いす
る場合には、被害者（損害賠償請求権者）への損害賠償金
支払を証明する書類、または被害者（損害賠償請求権者）
が被共済者に対して賠償共済金を支払うことを承諾されて
いることを証明する書類が必要となります。（平成２２年４
月１日以降に発生した共済事故より）

車両事故に関す
るもの

自動車検査証、軽自動車届出済証、標識交付証明書、修理見
積書、事故車両の写真 など

当組合に共済金をご請求いただくとき、必要に応じて次の書類をご提出いただ
くなど、所定のお手続きが必要となります。
対人賠償共済の共済金の請求に際し、自賠責共済等の共済金等請求のためにご
提出済みの書類は重複してご提出いただく必要はありません。
詳しくは、当組合におたずねください。
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共済金の支払額を確
定するための書類

示談書、協定書（当組合指定のもの）、確認書（当組合所定
のもの） など

共済金請求者である
ことを示す書類

戸籍謄本または除籍謄本、住民票、印鑑証明書、法人代表資
格証明、代理人であることを示す書類（委任状、法定代理人
の登記事項証明書など） など

盗難事故の際、車両
共済金の支払を請求
される場合に必要と
なる書類

自動車検査証、軽自動車届出済証、標識交付証明書、譲渡証
明書、委任状等の盗難にあった被共済自動車の名義変更に係
る書類 など

対人賠償事故等にお
いて自賠責共済等と
の一括払を行う場合
に必要となる書類

自賠責共済証明書または自賠責保険証明書

公の機関や関係先な
どへの調査のために
必要な書類

同意書等

� 共済金のお支払時期

特別な照会や調査が不可欠と判断される場合 共済金のお支払時期

警察、検察、消防その他公の機関による捜査・調査結果が必
要な場合

１８０日以内

医療機関、検査機関その他専門機関による診断・鑑定等の結
果が必要な場合

９０日以内

（後遺障害が生じたとき）医療機関による診断、後遺障害の
認定に係る専門機関の審査等の結果が必要な場合

１２０日以内

災害救助法が適用された被災地域における確認のために、調
査結果を必要とする場合

６０日以内

日本国内で確認するための代替の手段がない場合で、日本国
外で調査を行うことが必要な場合

１８０日以内

当組合は、共済金請求権者からの共済金請求が完了した日（請求完了日）から、
３０日以内に共済金支払に必要な調査を終えて、共済金をお支払いします。
ただし、共済金をお支払いするために、詳しい事故の原因、発生状況、事故と
損害・傷害との関係、損害・傷害の状況、共済契約の有効性等の確認のため、
特別な調査や照会が不可欠と判断される場合には、３０日を超過する場合があり
ます。請求完了日から３０日以内に共済金をお支払いできない場合には、不可欠
と判断される調査や照会等の内容により、請求完了日から最大１８０日以内に共
済金をお支払いします。
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� 自賠責共済等との一括払制度

� 共済金の内払制度

� 被害者からの直接請求制度

� 被害者の先取特権

対人賠償事故の共済金をお支払いできる場合で、被共済者がこの共済契約の共
済金と自賠責共済等の共済金等を同時に請求されたときは、当組合は一括して
お支払いいたします。
この場合、自賠責共済等が、当組合以外の共済組合または損害保険会社で契約
されているときでも、当組合はその自賠責共済等の共済金等を立て替えて一括
してお支払いします。

対人賠償事故の共済金をお支払いすることができる場合は、示談成立前でも被
共済者が負担すべき被害者の治療費、看護料および休業損害（すでに自賠責共
済等で支払われた額を除きます。）について内払金をお支払いします。

対人賠償事故・対物賠償事故で共済金が支払われる場合、被害者が共済金相当
の損害賠償額を当組合へ直接請求することもできます

１．当組合に対し、被共済者の対人賠償共済金および対物賠償共済金の請求
と、被害者（損害賠償請求権者）の損害賠償金の請求が行われた場合には、
被害者（損害賠償請求権者）に対し優先して損害賠償金をお支払いします。

２．当組合は、次の�～�のいずれかに該当する場合に、共済金をお支払いし
ます。
�被共済者が被害者（損害賠償請求権者）に対して損害の賠償をされた後に、
当組合に共済金を請求される場合

�被共済者が被害者（損害賠償請求権者）に対して損害の賠償をされる前に、
被共済者の指示により当組合から直接被害者（損害賠償請求権者）に対し
てお支払いする場合

�被共済者が被害者（損害賠償請求権者）に対して損害の賠償をされる前に、
被害者（損害賠償請求権者）が先取特権を行使され、当組合から直接被害
者に対しお支払いする場合

�被害者（損害賠償請求権者）が、当組合が被共済者に対して共済金をお支
払いすることを承諾された場合
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ご注意
共済金請求権は、被害者（損害賠償請求権者）以外の第三者に譲渡すること
はできません。また、共済金請求権を質権の目的とし、または差し押さえる
ことはできません。

� 自動車事故の無料相談

� お客さまからの苦情等の受付制度

都道府県および政令指定都市の交通事故相談所、全日本交通安全協会の交通事
故相談所等があります。

当組合では、お客さまが安心して自動車共済をご利用いただき、より満足いただ
けるサービスをご提供するため、ご相談および苦情等の受付窓口を開設していま
すので、お気軽にお申し出ください。

（注）「相談・苦情等」とは、相談・苦情・紛争のいずれかに該当するものおよびそれらに準ず
るものをいいます。

１．お客さまからの相談・苦情等については、本部・事業部・支部支局・
サービスセンターで受け付けます。

２．相談・苦情等の申出があった場合、これを誠実に受け付け、お客さまか
らのお申出内容・事情等を充分お聞きすること等により、当該相談・苦情
等にかかる事情・事実関係を調査します。

３．相談・苦情等については、公正、迅速、誠実に対応するとともに、その
対応について、必要に応じて組合内で協議し、相談・苦情等の迅速な解決
に努めます。

４．受け付けた相談・苦情等については、解決がはかられたものを含め事案
の管理・整理を行い、苦情処理の態勢の改善や苦情等の再発防止策・未然
防止策に活用します。

お客さま相談室
電話番号：092－235－3355
受付時間：午前９時～午後５時

（土日・祝祭日および１２月２９日～１月３日を除く。）
※巻末に記載の当組合の事業部・支部支局・サービスセンターでも受け付けしております。
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� 中立の第三者機関による示談斡旋制度

1

一般社団法人 日本共済協会
（ホームページ）http://www.jcia.or.jp/
（本部）東京都新宿区三栄町２３－１ ライラック三栄ビル１階

TEL：０３－５３６８－５７５７
（受付時間）午前９時～１２時、午後１時～午後５時
（土日・祝祭日および１２月２９日～１月３日を除きます。）

※日本共済協会に関する詳細は、同協会のホームページでご確認ください。

《相談・苦情等受付・対応態勢》
当組合は、下図のような態勢でご利用者様からのお声を真摯に受け止め、分析・業務改善活動を通して共済制度や各種サービスの
開発・改善に努めています。

お客さま相談室を通じ、お客さまからのご相談・苦情等については当組合が対応
いたしますが、お客さまに納得のいくような解決ができず、お客さまから外部の
中立的な第三者の紛争解決機関を利用して解決を図りたいと、当組合にお申し出
いただいた場合は、苦情等のお申出内容により、以下の紛争処理機関をご紹介さ
せていただくとともに、その標準的な手続きの概要等について情報を提供いたし
ます。

一般社団法人 日本共済協会 共済相談所

日本共済協会では、審査委員会を設置しており、裁定または仲裁により解決支
援業務を行います。
ただし、自動車事故の賠償に関わる苦情等については受け付けておりません。 事
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2

一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構
（ホームページ）http://www.jibai-adr.or.jp/
（本部）東京都千代田区神田駿河台３－４ 龍名館本店ビル１１階

TEL：０３－５２９６－５０３３
（大阪支部）大阪府大阪市中央区備後町３－２－１５ モレスコ本町ビル２階

TEL：０６－６２６５－５２９５

※自賠責保険・共済紛争処理機構に関する詳細は、同機構のホームページでご確認ください。

3

公益財団法人 日弁連交通事故相談センター
（ホームページ）http://www.n-ta�.or.jp/
（本部）東京都千代田区霞が関１－１－３ 弁護士会館１４階

TEL：０３－３５８１－４７２４

※もよりの日弁連交通事故相談センターの相談所の所在については、同センターのホーム
ページでご確認いただくか、同センター本部までご照会ください。

4

公益財団法人 交通事故紛争処理センター
（ホームページ）http://www.jcstad.or.jp/
（本部）東京都新宿区西新宿２－３－１ 新宿モノリスビル２５階

TEL：０３－３３４６－１７５６

※もよりの交通事故紛争処理センターの所在については、同センターのホームページでご
確認いただくか、同センター本部までご照会ください。

一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構
共済金のお支払いに関して万一にもご納得いただけなかったときのために、公
正中立で専門的な知見を有する裁判外紛争処理機関として国土交通大臣および
内閣総理大臣の監督を受ける「自賠責保険・共済紛争処理機構」が設置されて
います。
この機関は、共済金等の支払いに関する所要の調査を行い、紛争の当事者に対
して調停を行います。

公益財団法人 日弁連交通事故相談センター
日弁連交通事故相談センターの相談所が全国１７０箇所（各弁護士会内等）に設
置されており、専門の弁護士が交通事故に関するご相談や示談の斡旋を無料で
行っております。

公益財団法人 交通事故紛争処理センター
交通事故紛争処理センターでは、学識経験者および弁護士からなる審査員が無
料で、被害者の正当な利益を守るため、公正な立場から和解の斡旋を行ってお
ります。
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自動車共済
普通共済約款

ご契約内容を定めた普通共済約款・特約を掲載しております。

ご一読いただき、ご契約内容をご確認くださいますようお願いいた

します。



自動車共済普通共済約款
１ 賠償責任条項

２ 人身傷害条項

３ 搭乗者傷害条項

４ 車両条項

５ 基本条項

■ 自動車共済普通共済約款および特約条項に共通する用語の定義
自動車共済普通共済約款および特約条項において、次の用語は、それぞれ次の定義により
ます。ただし、別途定義がある場合は、その定義によります。

用 語 定 義

医学的他覚所見 理学的検査、神経学的検査、臨床検査、画像検査等により認められ
る異常所見をいいます。

医師 被共済者以外の医師をいいます。

回収金 第三者が負担すべき金額で被共済者のために既に回収されたものを
いいます。

危険物 次の�から�までのいずれかに該当する物をいいます。
� 道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条（用
語の定義）に定める高圧ガス、火薬類または危険物

� 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土交
通省告示第６１９号）第２条（定義）に定める可燃物

� 毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）第２条（定義）
に定める毒物または劇物

記名被共済者 共済証書記載の被共済者をいいます。

共済期間 共済証書記載の共済期間をいいます。

後遺障害 治療の効果が医学上期待できない状態であって、被共済者の身体に
残された症状が将来においても回復できない機能の重大な障害（注）
に至ったものまたは身体の一部の欠損をいいます。ただし、次の�ま
たは�のいずれかに該当するものに限ります。
� 別表１に掲げる後遺障害
� 別表１に掲げる後遺障害に該当しない状態であっても、身体の
障害の程度に応じて、同表の後遺障害に相当すると認められるも
の
（注）被共済者が症状を訴えている場合であっても、それを裏付

けるに足りる医学的他覚所見のないものを含みません。

故障損害 偶然な外来の事故に直接起因しない電気的損害または機械的損害を
いいます。
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自家用８車種 用途車種が自家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪乗
用車、自家用小型貨物車、自家用軽四輪貨物車、自家用普通貨物車（最
大積載量０．５トン以下）、自家用普通貨物車（最大積載量０．５トン超２
トン以下）または特種用途自動車（キャンピング車）のいずれかであ
る自動車をいいます。

自動車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条（定義）第２項に
定める自動車および同条第３項に定める原動機付自転車をいいます。

自動車取扱業者 自動車修理業、駐車場業、給油業、洗車業、自動車販売業、陸送業、
運転代行業等自動車を取り扱うことを業としている者をいい、これら
の者の使用人およびこれらの者が法人である場合はその役員を含みま
す。

指定金融機関 当組合が共済掛金の口座振替の取扱いを指定している金融機関等を
いいます。

自賠責共済等 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に基づく責任共済ま
たは責任保険をいいます。

所有権留保条項付売
買契約

自動車販売店等が顧客に自動車を販売する際の売買契約のうち、自
動車販売店、金融業者等が販売代金の全額領収までの間、販売された
自動車の所有権を顧客に移さず、留保することを契約内容に含んだ自
動車の売買契約をいいます。

正規の乗車装置 乗車人員が動揺、衝撃等により転落または転倒することなく安全な
乗車を確保できる構造を備えた道路運送車両の保安基準（昭和２６年運
輸省令第６７号）に定める乗車装置をいいます。

走行不能 自力で走行できない状態または法令により走行が禁じられた状態を
いいます。

創傷感染症
たんどく りん ぱ せんえん はいけつしょう は しょうふう

丹毒、淋巴腺炎、敗血症、破傷風等をいいます。

治療 医師による治療をいいます。

治療日数 入院した日数または通院した日数（注１）をいいます。ただし、臓
器の移植に関する法律（平成９年法律第１０４号）第６条（臓器の摘出）
の規定によって、同条第４項で定める医師により「脳死した者の身体」
との判定を受けた後、その身体への処置がされた場合であって、その
処置が同法附則第１１条に定める医療給付関係各法の規定に基づく医療
の給付としてされたものとみなされる処置（注２）であるときは、そ
の処置日数を含みます。

（注１）通院しない場合においても、骨折等の傷害を被った別表
５に掲げる部位を固定するために医師の指示によりギプ
ス、ギプスシーネ、ギプスシャーレまたはシーネを常時装
着したときは、その装着日数について、通院したものとみ
なします。

（注２）医療給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各
法の適用があれば、医療の給付としてされたものとみなさ
れる処置を含みます。

通院 治療が必要な場合において、病院もしくは診療所に通い、または往
診により、治療を受けることをいいます。
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月割短期掛金率 普通共済約款別表４「月割短期掛金率表」に定める月割短期掛金率
をいいます。

入院 治療が必要な場合において、自宅等での治療が困難なため、病院ま
たは診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することを
いいます。

配偶者 婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と
同様の事情にある者を含みます。

被共済自動車 共済証書記載の自動車（契約自動車）をいいます。

被共済自動車の価額 被共済自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕様・初度登録年月
（注）で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額をいいます。

（注）被共済自動車が自家用軽四輪乗用車または自家用軽四輪貨
物車である場合は、初度検査年月をいいます。

被共済自動車の所有
者

次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。
� 被共済自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されてい
る場合は、その買主

� 被共済自動車が１年以上を期間とする貸借契約により貸借され
ている場合は、その借主

� �および�以外の場合は、被共済自動車を所有する者

被共済者 共済の補償を受けることができる者をいいます。

暴動 群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区
において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる状
態をいいます。

未婚 これまでに婚姻歴がないことをいいます。

免責金額 支払共済金の計算にあたって損害の額から差し引く金額をいいま
す。免責金額は、被共済者の自己負担となります。

役員 理事、取締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいま
す。

用途車種 用途とは、自家用または営業用（事業用）の自動車の使用形態の区
分をいい、車種とは、普通乗用車、小型乗用車、小型貨物車等の自動
車の種類の区分をいいます。なお、用途車種の区分は、登録番号標、
車両番号標または標識番号標上の分類番号、色等に基づき定めた、自
家用普通乗用車、自家用小型乗用車、自家用軽四輪乗用車、二輪自動
車、原動機付自転車等の区分をいいます。

レンタカー 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第８０条（有償貸渡し）第１項
に基づき業として有償で貸し渡すことの許可を受けた自家用自動車を
いいます。
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１ 賠償責任条項

用 語 定 義

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

自賠責共済等によっ
て支払われる金額

被共済自動車に自賠責共済等の契約が締結されていない場合は、自
賠責共済等によって支払われる金額に相当する金額をいいます。

対人事故 被共済自動車の所有、使用または管理に起因して他人の生命または
身体を害することをいいます。

対物事故 被共済自動車の所有、使用または管理に起因して他人の財物を滅
失、破損または汚損することをいいます。

■ 用語の定義
この賠償責任条項において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（共済金を支払う場合－対人賠償）
（１）当組合は、対人事故により、被共済者が法律上の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対して、この賠償責任条項および基本条項に従い、共済金を支払います。
（２）当組合は、１回の対人事故による（１）の損害の額が自賠責共済等によって支払われる
金額を超過する場合に限り、その超過額に対してのみ共済金を支払います。
第２条（共済金を支払う場合－対物賠償）
当組合は、対物事故により、被共済者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対して、この賠償責任条項および基本条項に従い、共済金を支払います。
第３条（共済金を支払わない場合－その１ 対人・対物賠償共通）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた損害に対して
は、共済金を支払いません。
� 共済契約者、記名被共済者またはこれらの者の法定代理人（注１）の故意
� 記名被共済者以外の被共済者の故意
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 台風、洪水または高潮
� 核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質（注２）によって汚染された物（注３）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
	 �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染

 �から	までのいずれかの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱
に基づいて生じた事故
� 被共済自動車を競技もしくは曲技（注４）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注５）すること。

（２）当組合は、被共済者が損害賠償に関し第三者との間に特約を締結している場合は、その
特約によって加重された賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、共済金を支
払いません。
（注１）共済契約者または記名被共済者が法人である場合は、その役員を含みます。
（注２）使用済燃料を含みます。
（注３）原子核分裂生成物を含みます。
（注４）競技または曲技のための練習を含みます。
（注５）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第４条（共済金を支払わない場合－その２ 対人賠償）
（１）当組合は、対人事故により次の�から�までのいずれかに該当する者の生命または身体
が害された場合は、それによって被共済者が被る損害に対しては、共済金を支払いません。
� 記名被共済者
� 被共済自動車を運転中の者またはその父母、配偶者もしくは子
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� 被共済者の父母、配偶者または子
� 被共済者の業務（注）に従事中の使用人
� 被共済者の使用者の業務（注）に従事中の他の使用人。ただし、被共済者が被共済自
動車をその使用者の業務（注）に使用している場合に限ります。

（２）（１）の�の規定にかかわらず、当組合は、被共済自動車の所有者および記名被共済者
が個人である場合は、記名被共済者がその使用者の業務（注）に被共済自動車を使用してい
るときに、同じ使用者の業務（注）に従事中の他の使用人の生命または身体を害することに
より、記名被共済者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対しては、
共済金を支払います。
（注）家事を除きます。

第５条（共済金を支払わない場合－その３ 対物賠償）
当組合は、対物事故により次の�から�までのいずれかに該当する者の所有、使用または
管理する財物が滅失、破損または汚損された場合は、それによって被共済者が被る損害に対
しては、共済金を支払いません。
� 記名被共済者
� 被共済自動車を運転中の者またはその父母、配偶者もしくは子
� 被共済者またはその父母、配偶者もしくは子

第６条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）
この賠償責任条項における被共済者は、次の�から�までのいずれかに該当する者としま
す。
� 記名被共済者
� 被共済自動車を使用または管理中の次のアからウまでのいずれかに該当する者
ア．記名被共済者の配偶者
イ．記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
ウ．記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子
� 記名被共済者の承諾を得て被共済自動車を使用または管理中の者。ただし、自動車取
扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間を除きます。
� 記名被共済者の使用者（注）。ただし、記名被共済者が被共済自動車をその使用者
（注）の業務に使用している場合に限ります。

（注）請負契約、委任契約またはこれらに類似の契約に基づき記名被共済者の使用者に準
ずる地位にある者を含みます。

第７条（個別適用）
（１）この賠償責任条項の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。
（２）（１）の規定によって、第１４条（支払共済金の計算－対人賠償）（１）および第１５条（支
払共済金の計算－対物賠償）（１）に定める当組合の支払うべき共済金の限度額が増額され
るものではありません。
第８条（当組合による援助－対人・対物賠償共通）

被共済者が対人事故または対物事故にかかわる損害賠償の請求を受けた場合は、当組合
は、被共済者の負担する法律上の損害賠償責任の内容を確定するため、当組合が被共済者に
対して支払責任を負う限度において、被共済者の行う折衝、示談または調停もしくは訴訟の
手続きについて協力または援助を行います。
第９条（当組合による解決－対人賠償）
（１）被共済者が対人事故にかかわる損害賠償の請求を受け、かつ、被共済者が当組合と解決
条件について合意している場合または当組合が損害賠償請求権者から次条の規定に基づく損
害賠償額の支払の請求を受けた場合は、当組合は、当組合が被共済者に対して支払責任を負
う限度において、当組合の費用により、被共済者の同意を得て、被共済者のために、折衝、
示談または調停もしくは訴訟の手続き（注）を行います。
（２）（１）の場合は、被共済者は当組合の求めに応じ、その遂行について当組合に協力しな
ければなりません。
（３）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、（１）の規定を適用しませ
ん。
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額が共済金額
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損害賠償額 ＝

被共済者が損害賠償
請求権者に対して負
担する法律上の損害
賠償責任の額

－
自賠責共済等
によって支払
われる金額

－

被共済者が損害賠
償請求権者に対し
て既に支払った損
害賠償金の額

および自賠責共済等によって支払われる金額の合計額を明らかに超える場合
� 損害賠償請求権者が当組合と直接、折衝することに同意しない場合
� 被共済自動車に自賠責共済等の契約が締結されていない場合
� 正当な理由がなく被共済者が（２）に規定する協力を拒んだ場合
（注）弁護士の選任を含みます。

第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権－対人賠償）
（１）対人事故によって被共済者の負担する法律上の損害賠償責任が発生した場合は、損害賠
償請求権者は、当組合が被共済者に対して支払責任を負う限度において、当組合に対して
（３）に定める損害賠償額の支払を請求することができます。
（２）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合に、損害賠償請求権者に対して
（３）に定める損害賠償額を支払います。ただし、当組合がこの賠償責任条項および基本条
項に従い被共済者に対して支払うべき共済金の額（注）を限度とします。
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、
被共済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定した場合または裁判上の和解もしく
は調停が成立した場合
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、
被共済者と損害賠償請求権者との間で、書面による合意が成立した場合
� 損害賠償請求権者が被共済者に対する損害賠償請求権を行使しないことを被共済者に
対して書面で承諾した場合
� （３）に定める損害賠償額が共済金額（注）を超えることが明らかになった場合
� 法律上の損害賠償責任を負担すべきすべての被共済者について、次のアまたはイのい
ずれかに該当する事由があった場合
ア．被共済者またはその法定相続人の破産または生死不明
イ．被共済者が死亡し、かつ、その法定相続人がいないこと。

（３）前条およびこの条の損害賠償額とは、次の算式により算出した額をいいます。

（４）損害賠償請求権者の損害賠償額の請求が被共済者の共済金の請求と競合した場合は、当
組合は、損害賠償請求権者に対して優先して損害賠償額を支払います。
（５）（２）の規定に基づき当組合が損害賠償請求権者に対して損害賠償額の支払を行った場
合は、その金額の限度において当組合が被共済者に、その被共済者の被る損害に対して、共
済金を支払ったものとみなします。
（注）同一事故につき既に当組合が支払った共済金または損害賠償額がある場合は、その

全額を差し引いた額とします。
第１１条（当組合による解決－対物賠償）
（１）被共済者が対物事故にかかわる損害賠償の請求を受け、かつ、被共済者が当組合と解決
条件について合意している場合または当組合が損害賠償請求権者から次条の規定に基づく損
害賠償額の支払の請求を受けた場合は、当組合は、当組合が被共済者に対して支払責任を負
う限度において、当組合の費用により、被共済者の同意を得て、被共済者のために、折衝、
示談または調停もしくは訴訟の手続き（注）を行います。

（２）（１）の折衝、示談または調停もしくは訴訟の手続きには、被共済自動車に生じた損害
の被共済自動車の所有者および被共済者から相手方への請求に関するものは含みません。
（３）（１）の場合は、被共済者は当組合の求めに応じ、その遂行について当組合に協力しな
ければなりません。
（４）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、（１）の規定を適用しません。

� １回の対物事故につき、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額が共済金額
を明らかに超える場合（第１５条（支払共済金の計算－対物賠償）（３）の�から�まで
のいずれかに該当する対物事故で、かつ、対物共済金額が１０億円を超える場合は、共済
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損害賠償額 ＝

被共済者が損害賠償
請求権者に対して負
担する法律上の損害
賠償責任の額

－

被共済者が損害賠
償請求権者に対し
て既に支払った損
害賠償金の額

－

共済証書に免責
金額の記載があ
る場合は、その
免責金額

金額にかかわらず、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額が１０億円を明らか
に超える場合とします。）
� 損害賠償請求権者が当組合と直接、折衝することに同意しない場合
� 正当な理由がなく被共済者が（３）に規定する協力を拒んだ場合
� 共済証書に免責金額の記載がある場合は、１回の対物事故につき、被共済者が負担す
る法律上の損害賠償責任の総額が共済証書記載の免責金額を明らかに下回る場合

（注）弁護士の選任を含みます。
第１２条（損害賠償請求権者の直接請求権－対物賠償）
（１）対物事故によって被共済者の負担する法律上の損害賠償責任が発生した場合は、損害賠
償請求権者は、当組合が被共済者に対して支払責任を負う限度において、当組合に対して
（３）に定める損害賠償額の支払を請求することができます。
（２）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合に、損害賠償請求権者に対して
（３）に定める損害賠償額を支払います。ただし、１回の対物事故につき当組合がこの賠償
責任条項および基本条項に従い被共済者に対して支払うベき共済金の額（注１）を限度とし
ます。
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、
被共済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定した場合または裁判上の和解もしく
は調停が成立した場合
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、
被共済者と損害賠償請求権者との間で、書面による合意が成立した場合
� 損害賠償請求権者が被共済者に対する損害賠償請求権を行使しないことを被共済者に
対して書面で承諾した場合
� 法律上の損害賠償責任を負担すべきすべての被共済者について、次のアまたはイのい
ずれかに該当する事由があった場合
ア．被共済者またはその法定相続人の破産または生死不明
イ．被共済者が死亡し、かつ、その法定相続人がいないこと。

（３）前条およびこの条の損害賠償額とは、次の算式により算出した額をいいます。

（４）損害賠償請求権者の損害賠償額の請求が被共済者の共済金の請求と競合した場合は、当
組合は、損害賠償請求権者に対して優先して損害賠償額を支払います。
（５）（２）または（７）の規定に基づき当組合が損害賠償請求権者に対して損害賠償額の支
払を行った場合は、その金額の限度において当組合が被共済者に、その被共済者の被る損害
に対して、共済金を支払ったものとみなします。
（６）１回の対物事故につき、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額（注２）が共
済金額（注３）を超えると認められる時（第１５条（支払共済金の計算－対物賠償）（３）の
�から�までのいずれかに該当する対物事故で、かつ、対物共済金額が１０億円を超える場合
は、共済金額（注３）にかかわらず、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額（注
２）が１０億円を明らかに超えると認められる時とします。）以後、損害賠償請求権者は（１）
の規定による請求権を行使することはできず、また、当組合は、（２）の規定にかかわらず
損害賠償額を支払いません。ただし、次の�から�までのいずれかに該当する場合を除きま
す。
� （２）の�に規定する事実があった場合
� 損害賠償請求権者が被共済者に対して、対物事故にかかわる損害賠償の請求を行う場
合において、いずれの被共済者またはその法定相続人とも折衝することができないと認
められる場合
� 当組合への損害賠償額の請求について、すべての損害賠償請求権者と被共済者との間
で、書面による合意が成立した場合
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費用の名称 費用の内容

� 損害防止費用 基本条項第２０条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）
（１）の�に規定する損害の発生および拡大の防止のために必要または
有益であった費用

� 権利保全行使
費用

基本条項第２０条（１）の�に規定する権利の保全または行使に必要な
手続きをするために要した費用

� 緊急措置費用 共済事故の原因となるべき偶然な事故が発生した場合において、損害
の発生および拡大の防止のために必要または有益と認められる手段を講
じた後に法律上の賠償責任のないことが判明したときは、その手段を講
じたことによって要した費用のうち、応急手当、護送、診療、治療、看
護その他緊急措置のために要した費用およびあらかじめ当組合の書面に
よる同意を得て支出した費用

� 落下物取片づ
け費用

偶然な事故によって被共済自動車に積載していた動産（注２）が落下
したことに起因して、落下物を取り片づけるために被共済者が負担した
費用のうち、あらかじめ当組合の同意を得て支出した取り片づけ費用

� 示談交渉費用 対人事故または対物事故に関して被共済者の行う折衝または示談につ
いて被共済者が当組合の同意を得て支出した費用および第９条（当組合
による解決－対人賠償）（２）または第１１条（当組合による解決－対物
賠償）（３）の規定により被共済者が当組合に協力するために要した費
用

� 争訟費用 損害賠償に関する争訟について、被共済者が当組合の書面による同意
を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲裁、和解もしくは調停に要し
た費用またはその他権利の保全もしくは行使に必要な手続きをするため
に要した費用

共済金の額 ＝

被共済者が損害賠償
請求権者に対して負
担する法律上の損害
賠償責任の額

＋
前条�から�
までの費用

－
自賠責共済等に
よって支払われ
る金額

（７）（６）の�または�のいずれかに該当する場合は、（２）の規定にかかわらず、当組合は、
損害賠償請求権者に対して、損害賠償額を支払います。ただし、１回の対物事故につき当組
合がこの賠償責任条項および基本条項に従い被共済者に対して支払うべき共済金の額（注
１）を限度とします。
（注１）同一事故につき既に当組合が支払った共済金または損害賠償額がある場合は、そ

の全額を差し引いた額とします。
（注２）同一事故につき既に当組合が支払った共済金または損害賠償額がある場合は、そ

の全額を含みます。
（注３）共済証書に免責金額の記載がある場合は、その額との合計額とします。

第１３条（費用－対人・対物賠償共通）
共済契約者または被共済者が支出した次の�から�までの費用（注１）は、これを損害の

一部とみなします。

（注１）収入の喪失を含みません。
（注２）法令等で積載が禁止されている動産または法令等で禁止されている方法で積載さ

れていた動産を除きます。
第１４条（支払共済金の計算－対人賠償）
（１）１回の対人事故につき当組合の支払う共済金の額は、次の算式により算出した額としま
す。ただし、生命または身体を害された者１名につき、それぞれ共済金額を限度とします。
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共済金の額 ＝

被共済者が
損害賠償請
求権者に対
して負担す
る法律上の
損害賠償責
任の額

＋

第１３条
（費用－
対人・対
物賠償共
通）�か
ら�まで
の費用

－

被共済者が損害賠
償請求権者に対し
て損害賠償金を支
払ったことにより
代位取得するもの
がある場合は、そ
の価額

－

共済証書
に免責金
額の記載
がある場
合は、そ
の免責金
額

（２）当組合は、（１）に定める共済金のほか、次の�および�の額の合計額を支払います。
� 前条�および�の費用
� 第９条（当組合による解決－対人賠償）（１）の規定に基づく訴訟または被共済者が
当組合の書面による同意を得て行った訴訟の判決による遅延損害金

第１５条（支払共済金の計算－対物賠償）
（１）１回の対物事故につき当組合の支払う共済金の額は、次の算式により算出した額としま
す。ただし、共済金額を限度とします。

（２）当組合は、（１）に定める共済金のほか、次の�および�の額の合計額を支払います。
� 第１３条（費用－対人・対物賠償共通）�および�の費用
� 第１１条（当組合による解決－対物賠償）（１）の規定に基づく訴訟または被共済者が
当組合の書面による同意を得て行った訴訟の判決による遅延損害金

（３）（１）ただし書の規定にかかわらず、次の�から�までのいずれかに該当する対物事故
で、かつ、対物共済金額が１０億円を超える場合は、当組合の支払う共済金の額は１０億円を限
度とします。
� 被共済自動車に積載されている危険物の火災、爆発または漏えいに起因する対物事故
� 被共済自動車が被けん引自動車をけん引中に発生した、被けん引自動車に積載されて
いる危険物の火災、爆発または漏えいに起因する対物事故
� 航空機（注）の滅失、破損または汚損
（注）飛行機、ヘリコプター、グライダー、飛行船、超軽量動力機（モーターハンググラ
イダー、マイクロライト機、ウルトラライト機等）、ジャイロプレーンをいいます。

第１６条（仮払金および供託金の貸付け等－対人・対物賠償共通）
（１）第８条（当組合による援助－対人・対物賠償共通）、第９条（当組合による解決－対人
賠償）（１）または第１１条（当組合による解決－対物賠償）（１）の規定により当組合が被共
済者のために援助または解決にあたる場合は、当組合は、次の�および�に定める金額の範
囲内で、仮処分命令に基づく仮払金を無利息で被共済者に貸し付け、また、仮差押えを免れ
るための供託金もしくは上訴のときの仮執行を免れるための供託金を当組合の名において供
託し、または供託金に付されると同率の利息で被共済者に貸し付けます。
� 対人事故については、生命または身体を害された者１名につき、それぞれ共済金額（注
１）

� 対物事故については、１回の事故につき、共済金額。ただし、前条（３）の�から�
までのいずれかに該当する対物事故で、かつ、対物共済金額が１０億円を超える場合は、
対物共済金額にかかわらず１０億円とします。（注２）

（２）（１）により当組合が供託金を貸し付ける場合は、被共済者は、当組合のために供託金
（注３）の取戻請求権の上に質権を設定するものとします。
（３）（１）の貸付けまたは当組合の名による供託が行われている間においては、第１０条（損
害賠償請求権者の直接請求権－対人賠償）（２）ただし書、第１２条（損害賠償請求権者の直
接請求権－対物賠償）（２）ただし書、同条（７）ただし書、第１４条（支払共済金の計算－
対人賠償）（１）ただし書および前条（１）ただし書の規定は、その貸付金（注３）または
供託金（注３）を既に支払った共済金とみなして適用します。

（４）（１）の供託金（注３）が第三者に還付された場合は、その還付された供託金（注３）
の限度で、（１）の当組合の名による供託金（注３）または貸付金（注３）が共済金として
支払われたものとみなします。
（５）基本条項第２２条（共済金の請求）の規定により当組合の共済金支払義務が発生した場合
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２ 人身傷害条項

用 語 定 義

共済金請求権者 人身傷害事故によって損害を被った次の�または�のいずれかに該
当する者をいいます。
� 被共済者（注）
� 被共済者の父母、配偶者または子
（注）被共済者が死亡した場合は、その法定相続人とします。

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

は、（１）の仮払金に関する貸付金（注３）が共済金として支払われたものとみなします。
（注１）同一事故につき既に当組合が支払った共済金または第１０条（損害賠償請求権者の

直接請求権－対人賠償）の損害賠償額がある場合は、その全額を差し引いた額とし
ます。

（注２）同一事故につき既に当組合が支払った共済金または第１２条（損害賠償請求権者の
直接請求権－対物賠償）の損害賠償額がある場合は、その全額を差し引いた額とし
ます。

（注３）利息を含みます。
第１７条（先取特権－対人・対物賠償共通）
（１）対人事故または対物事故にかかわる損害賠償請求権者は、被共済者の当組合に対する共
済金請求権（注１）について先取特権を有します。

（２）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合に、共済金の支払を行うものと
します。
� 被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をした後に、当組合から被共済
者に支払う場合（注２）

� 被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、被共済者の指図に
より、当組合から直接、損害賠償請求権者に支払う場合
� 被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、損害賠償請求権者
が（１）の先取特権を行使したことにより、当組合から直接、損害賠償請求権者に支払
う場合
� 被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害の賠償をする前に、当組合が被共済者
に共済金を支払うことを損害賠償請求権者が承諾したことにより、当組合から被共済者
に支払う場合（注３）

（３）共済金請求権（注１）は、損害賠償請求権者以外の第三者に譲渡することはできませ
ん。また、共済金請求権（注１）を質権の目的とし、または（２）の�の場合を除いて差し
押さえることはできません。ただし、（２）の�または�の規定により被共済者が当組合に
対して共済金の請求を行うことができる場合を除きます。
（注１）第１３条（費用－対人・対物賠償共通）の費用に対する共済金請求権を除きます。
（注２）被共済者が賠償した金額を限度とします。
（注３）損害賠償請求権者が承諾した金額を限度とします。

第１８条（損害賠償請求権者の権利と被共済者の権利の調整）
共済金額（注）が前条（２）の�または�の規定により損害賠償請求権者に対して支払わ
れる共済金と被共済者が第１３条（費用－対人・対物賠償共通）の規定により当組合に対して
請求することができる共済金の合計額に不足する場合は、当組合は、被共済者に対する共済
金の支払に先立って損害賠償請求権者に対する共済金の支払を行うものとします。
（注）第１５条（支払共済金の計算－対物賠償）（３）の�から�までのいずれかに該当す

る対物事故で、かつ、共済金額が１０億円を超える場合は、１０億円とします。

■ 用語の定義
この人身傷害条項において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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自賠責共済等によっ
て支払われる金額

自賠責共済等がない場合または自動車損害賠償保障法（昭和３０年法
律第９７号）に基づく自動車損害賠償保障事業により支払われる金額が
ある場合は、自賠責共済等によって支払われる金額に相当する金額を
いいます。

対人賠償共済等 自動車の所有、使用または管理に起因して他人の生命または身体を
害することにより、法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対して共済金または保険金を支払う共済契約または保険契約
で自賠責共済等以外のものをいいます。

賠償義務者 自動車の所有、使用または管理に起因して被共済者の生命または身
体を害することにより、被共済者またはその父母、配偶者もしくは子
が被る損害に対して法律上の損害賠償責任を負担する者をいいます。

労働者災害補償制度 次の�から�までのいずれかの法律に基づく災害補償制度または法
令によって定められた業務上の災害を補償する他の災害補償制度をい
います。
� 労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）
� 国家公務員災害補償法（昭和２６年法律第１９１号）
� 裁判官の災害補償に関する法律（昭和３５年法律第１００号）
� 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）
� 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償
に関する法律（昭和３２年法律第１４３号）

第１条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、被共済者が次の�または�のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故
により身体に傷害を被ること（以下「人身傷害事故」といいます。）によって、被共済者ま
たはその父母、配偶者もしくは子が被る損害（注）に対して、この人身傷害条項および基本
条項に従い、共済金請求権者に共済金を支払います。
� 自動車の運行に起因する事故
� 自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火災、爆発または自動車
の落下

（２）（１）の傷害には、ガス中毒を含みます。
（３）（１）の傷害には、次の�および�のものを含みません。

� 日射、熱射または精神的衝動による障害
� 被共済者が症状を訴えている場合であってもそれを裏付けるに足りる医学的他覚所見
のないもの

（注）この損害の額は、第７条（損害額の決定）に定める損害の額をいいます。
第２条（共済金を支払わない場合－その１）
当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた損害に対しては、
共済金を支払いません。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質（注１）もしくは核燃料物質（注１）によって汚染された物（注２）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
� �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から�までのいずれかの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱
に基づいて生じた事故
� 被共済者が被共済自動車を競技もしくは曲技（注３）のために使用すること、または
被共済自動車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注４）す
ること。
（注１）使用済燃料を含みます。
（注２）原子核分裂生成物を含みます。

自

動

車

共

済

普
通
共
済
約
款

110



（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第３条（共済金を支払わない場合－その２）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する損害に対しては、共済金を支払いま
せん。
� 被共済者の故意または重大な過失によって生じた損害
� 被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で自動車を運転している場合に生じた
損害
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転の禁止）第１項に定め
る酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に
定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

� 被共済者が自動車の使用について、正当な権利を有する者の承諾を得ないで自動車に
搭乗中に生じた損害。ただし、その自動車が被共済自動車以外の自動車であって、被共
済者が正当な権利を有する者以外の者の承諾を得ており、かつ、被共済者がその者を正
当な権利を有する者であると信じたことに合理的な理由がある場合を除きます。
� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって生じた損害
� 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によって生じた損害

（２）損害が共済金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって生じた場合は、当組合
は、その者の受け取るべき金額については、共済金を支払いません。
（３）当組合は、治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症による損害に対
しては、共済金を支払いません。
第４条（共済金を支払わない場合－その３）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合に生じた損害に対しては、共済
金を支払いません。
� 被共済者が被共済者の使用者の業務（注１）のために、被共済自動車以外のその使用
者の所有する自動車（注２）を運転している場合
� 被共済者が被共済自動車以外の記名被共済者、その配偶者または記名被共済者もしく
はその配偶者の同居の親族が所有（注３）または常時使用する自動車に搭乗している場
合
� 次条（１）の�の被共済者が被共済自動車以外の自ら所有（注３）または常時使用す
る自動車を運転している場合
� 被共済者が、被共済自動車以外の自動車であって、その用途車種が二輪自動車または
原動機付自転車であるものに搭乗している場合
� 被共済者が、被共済自動車以外の自動車であって、自動車検査証に事業用と記載され
ている自動車を運転している場合

（２）当組合は、被共済者が被共済自動車以外の自動車に競技もしくは曲技（注４）のために
搭乗中（注５）または競技もしくは曲技（注４）を行うことを目的とする場所において搭乗
中（注５）に生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
（注１）家事を除きます。
（注２）所有権留保条項付売買契約により購入した自動車および１年以上を期間とする貸

借契約により借り入れた自動車を含みます。
（注３）所有権留保条項付売買契約による購入または１年以上を期間とする貸借契約によ

る借入れを含みます。
（注４）競技または曲技のための練習を含みます。
（注５）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために搭乗している場合を除きます。

第５条（被共済者の範囲）
（１）この人身傷害条項における被共済者は、次の�から�までのいずれかに該当する者とし
ます。
� 記名被共済者
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区 分 被共済者の状態等

� 傷害 生活機能または業務能力の減少または滅失をきたし、治療を要した場
合

� 後遺障害 身体の一部を失い、またはその機能に重大な障害を永久に残した場
合。ただし、同一事故により被共済者が死亡した場合を除きます。

� 死亡 死亡した場合

� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子
� �から�まで以外の者で、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内
（注１）に搭乗中の者

（２）（１）に定める者のほか、次の�または�のいずれかに該当する者をこの人身傷害条項
における被共済者とします。ただし、これらの者が被共済自動車の運行に起因する事故によ
りその身体に傷害を被り、かつ、それによってこれらの者に生じた損害について自動車損害
賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第３条（自動車損害賠償責任）に基づく損害賠償請求権
が発生しない場合に限ります。
� 被共済自動車の保有者（注２）
� 被共済自動車の運転者（注３）

（３）（１）および（２）の規定にかかわらず、次の�または�のいずれかに該当する者は被
共済者に含みません。
� 極めて異常かつ危険な方法で自動車に搭乗中の者
� 業務として自動車を受託している自動車取扱業者
（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第２条（定義）第３項に定める保
有者をいいます。

（注３）自動車損害賠償保障法第２条（定義）第４項に定める運転者をいいます。
第６条（個別適用）
この人身傷害条項の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。

第７条（損害額の決定）
（１）損害額（注）は、被共済者が人身傷害事故の直接の結果として、次の�から�までのい
ずれかに該当した場合に、その区分ごとに、それぞれ別紙に定める基準により算定された金
額の合計額とします。ただし、賠償義務者がある場合において、区分ごとに定める上記の額
が自賠責共済等によって支払われる金額を下回る場合は、自賠責共済等によって支払われる
金額とします。

（２）賠償義務者がある場合は、共済金請求権者は、（１）の規定にかかわらず、当組合の同
意を得て、（１）の区分ごとに別紙に定める基準により算定された金額のうち、その賠償義
務者に損害賠償請求すべき損害にかかわる部分を除いた金額のみを、当組合が共済金を支払
うべき損害の額として、当組合に請求することができます。この場合における賠償義務者に
損害賠償請求すべき損害にかかわる部分とは、（１）の区分ごとに算定された金額に対し、
次の�または�の手続きに基づいて決定した賠償義務者の責任割合を乗じた額（賠償義務者
がある場合において、自賠責共済等によって支払われる金額を下回る場合は、自賠責共済等
によって支払われる金額とします。）の合計額とします。
� 当組合と共済金請求権者との間の協議
� �の協議が成立しない場合は、当組合と共済金請求権者との間における訴訟、裁判上
の和解または調停

（３）（２）の場合は、基本条項第２９条（代位）（１）の規定にかかわらず、当組合は、被共済
者がその賠償義務者に対して有する権利については、これを取得しません。
（注）当組合が共済金を支払うべき損害の額をいいます。

第８条（費用）
共済契約者または被共済者が支出した次の�および�の費用（注）は、これを損害の一部
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費用の名称 費用の内容

� 損害防止費用 基本条項第２０条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取
扱い）（１）の�に規定する損害の発生および拡大の防止のため
に必要または有益であった費用

� 権利保全行使費用 基本条項第２０条（１）の�に規定する権利の保全または行使に
必要な手続きをするために当組合の書面による同意を得て支出し
た費用

共済金の額 ＝
第７条（損害額の決定）
（１）の規定により決
定される損害額

＋ 前条の費用 － 次の�から�まで
の合計額

共済金の額 ＝
第７条（２）の規定により、
共済金請求権者が当組合の
同意を得て請求した額

＋ 前条の費用 － 次の�から�まで
の合計額

とみなします。

（注）収入の喪失を含みません。
第９条（支払共済金の計算）
（１）１回の人身傷害事故につき当組合の支払う共済金の額は、被共済者１名につき、次の算
式により算出した額とします。この場合において、１回の人身傷害事故につき当組合の支払
う共済金の額は、被共済者１名につき共済金額を限度とします。ただし、別表１の表１もし
くは別表１の表２の第１級もしくは第２級に掲げる後遺障害または別表１の表２の第３級�
もしくは�に掲げる後遺障害が発生し、かつ、介護が必要と認められる場合で、共済金額が
無制限以外のときは、共済金額の２倍の金額を限度とします。

� 自賠責共済等または自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に基づく自動車損
害賠償保障事業によって既に給付が決定し、または支払われた金額
� 対人賠償共済等によって賠償義務者が第１条（共済金を支払う場合）（１）の損害に
ついて損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して既に給付が決定し、また
は支払われた共済金もしくは保険金の額
� 共済金請求権者が賠償義務者から既に取得した損害賠償金の額
� 労働者災害補償制度によって既に給付が決定し、または支払われた額（注１）
� 第７条（１）の規定により決定される損害額および前条の費用のうち、賠償義務者以
外の第三者が負担すべき額で共済金請求権者が既に取得したものがある場合は、その取
得した額
� �から�までのほか、第１条（１）の損害を補償するために支払われる共済金、保険
金その他の給付で、共済金請求権者が既に取得したものがある場合は、その取得した給
付の額またはその評価額（注２）

（２）（１）の規定にかかわらず、共済金請求権者が第７条（損害額の決定）（２）の規定によ
り賠償義務者に損害賠償請求すべき損害にかかわる部分を除いた金額のみを請求した場合
は、１回の人身傷害事故につき当組合の支払う共済金の額は、次の算式により算出した額と
します。この場合において、１回の人身傷害事故につき当組合の支払う共済金の額は、被共
済者１名につき共済金額を限度とします。ただし、別表１の表１もしくは別表１の表２の第
１級もしくは第２級に掲げる後遺障害または別表１の表２の第３級�もしくは�に掲げる後
遺障害が発生し、かつ、介護が必要と認められる場合で、共済金額が無制限以外のときは、
共済金額の２倍の金額を限度とします。

� 労働者災害補償制度によって既に給付が決定し、または支払われた額（注１）
� 第７条（２）の規定により決定される損害額および前条の費用のうち、賠償義務者以
外の第三者が負担すべき額で共済金請求権者が既に取得したものがある場合は、その取
得した額
� �および�のほか、第１条（共済金を支払う場合）（１）の損害を補償するために支
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払われる共済金、保険金その他の給付で、共済金請求権者が既に取得したものがある場
合は、その取得した給付の額またはその評価額（注２）

（注１）労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に定める社会復帰促進等事業に基
づく特別支給金を除きます。

（注２）共済金等の給付が定額であるその他の傷害共済等の共済金等を除きます。
第１０条（既に存在していた身体の障害または疾病の影響等）
（１）被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在していた身体の障
害もしくは疾病の影響により、または同条の傷害を被った後にその原因となった事故と関係
なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重大となった場合は、当組合は、
その影響がなかったときに相当する金額を支払います。
（２）正当な理由がなく被共済者が治療を怠ったこと、または共済契約者もしくは共済金を受
け取るべき者が治療をさせなかったことにより第１条（共済金を支払う場合）の傷害が重大
となった場合も、（１）と同様の方法で支払います。
第１１条（共済契約者、被共済者または共済金請求権者の義務等）
（１）被共済者またはその父母、配偶者もしくは子が第１条（共済金を支払う場合）（１）の
損害を被った場合、賠償義務者があるときは、共済金請求権者は賠償義務者に対して遅滞な
く書面によって損害賠償の請求を行い、かつ、次の�から�までの事項を書面によって当組
合に通知しなければなりません。
� 賠償義務者の住所、氏名または名称および被共済者との関係
� 賠償義務者の損害に対して共済金または保険金を支払う対人賠償共済等の有無および
その内容
� 賠償義務者に対して書面によって行った損害賠償請求の内容
� 共済金請求権者が第１条（１）の損害に対して、賠償義務者、自賠責共済等もしくは
対人賠償共済等の共済者もしくは保険者または賠償義務者以外の第三者から既に取得し
た損害賠償金または損害賠償額がある場合は、その額
� 人身傷害事故の原因となった被共済自動車以外の自動車がある場合は、その自動車の
所有者の住所、氏名または名称および被共済者との関係

（２）（１）のほか、共済金請求権者は、当組合が特に必要とする書類または証拠となるもの
を求めた場合は、遅滞なく、これを提出し、また、当組合が行う損害または傷害の調査に協
力しなければなりません。
（３）当組合は、共済金請求権者が正当な理由がなく（１）または（２）の義務を怠った場合
は、それによって当組合が被った損害の額を差し引いて共済金を支払います。
（４）共済契約者または被共済者は、人身傷害事故の場合において、傷害の治療を受けるに際
しては、公的制度（注）の利用等により費用の軽減に努めなければなりません。

（５）共済契約者または共済金請求権者は、損害賠償にかかわる責任割合等について、賠償義
務者に対して意思表示を行う場合または賠償義務者と合意する場合は、あらかじめ当組合の
承認を得なければなりません。
（６）共済契約者または共済金請求権者が正当な理由がなく（５）の規定に違反した場合は、
当組合は、共済契約者または共済金請求権者の意思表示または合意がなければ賠償義務者に
損害賠償の請求を行うことによって取得できたと認められる額を差し引いて共済金を支払い
ます。
（７）当組合は、賠償義務者または第１条（共済金を支払う場合）（１）の損害を補償するた
めに共済金、保険金その他の給付を行う者がある場合、必要と認めたときは、これらの者に
対し、共済金、保険金その他の給付の有無、内容および額について照会を行い、または当組
合の支払共済金について通知することができます。
（注）健康保険等をいいます。

第１２条（共済金の支払による請求権の移転）
当組合が人身傷害条項の共済金を支払った損害について、共済金請求権者が、その補償に
あてるべき共済金、保険金その他の給付（注）の請求権を有していた場合は、その請求権は、
共済金の支払時に当組合に移転するものとします。この場合において、その請求権を当組合
が行使するにあたって、当組合が必要とする書類の提出等を求めたときは、共済金請求権者
は、これに協力しなければなりません。
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３ 搭乗者傷害条項

用 語 定 義

共済金 死亡共済金、後遺障害共済金、重度後遺障害特別共済金、重度後遺
障害介護費用共済金および医療共済金をいいます。

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

（注）共済金等の給付が定額であるその他の傷害共済等の共済金等を含みません。
第１３条（当組合の指定する医師が作成した診断書の要求）
（１）当組合は、基本条項第２５条（当組合の指定する医師が作成した診断書等の要求）による
ほか、治療期間が１年を超える場合は、人身傷害事故の発生日の属する月の毎年の応当月に、
被共済者に対し当組合の指定する医師の診断書の提出を求めることができます。
（２）（１）の診断のために要した費用（注）は、当組合が負担します。
（注）収入の喪失を含みません。

■ 用語の定義
この搭乗者傷害条項において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、被共済者が次の�または�のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故
により身体に傷害を被った場合は、この搭乗者傷害条項および基本条項に従い、共済金を支
払います。
� 被共済自動車の運行に起因する事故
� 被共済自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火災、爆発または
被共済自動車の落下

（２）（１）の傷害には、ガス中毒を含みます。
（３）（１）の傷害には、次の�または�のものを含みません。

� 日射、熱射または精神的衝動による障害
� 被共済者が症状を訴えている場合であってもそれを裏付けるに足りる医学的他覚所見
のないもの

第２条（共済金を支払わない場合－その１）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する傷害に対しては、共済金を支払いま
せん。
� 被共済者の故意または重大な過失によって生じた傷害
� 被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で被共済自動車を運転している場合に
生じた傷害
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転の禁止）第１項に定め
る酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に
定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

� 被共済者が被共済自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで被共
済自動車に搭乗中に生じた傷害
� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって生じた傷害
� 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によって生じた傷害

（２）傷害が共済金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって生じた場合は、当組合
は、その者の受け取るべき金額については、共済金を支払いません。
（３）当組合は、治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症に対しては、共
済金を支払いません。
第３条（共済金を支払わない場合－その２）

当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対しては、
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後遺障害共済
金の額 ＝ 共済金額 ×

別表１の表１または別表１の表２に
掲げる後遺障害に該当する等級に対
する共済金支払割合

共済金を支払いません。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質（注１）もしくは核燃料物質（注１）によって汚染された物（注２）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
� �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から�の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じ
た事故
� 被共済自動車を競技もしくは曲技（注３）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注４）すること。
（注１）使用済燃料を含みます。
（注２）原子核分裂生成物を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第４条（被共済者の範囲）
（１）この搭乗者傷害条項における被共済者は、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装
置のある室内（注）に搭乗中の者とします。
（２）（１）の規定にかかわらず、次の�または�のいずれかに該当する者は被共済者に含み
ません。
� 極めて異常かつ危険な方法で被共済自動車に搭乗中の者
� 業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者
（注）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。

第５条（個別適用）
この搭乗者傷害条項の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。

第６条（死亡共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡した場合は、共済金額の全額を
死亡共済金として被共済者の法定相続人に支払います。
（２）（１）の被共済者の法定相続人が２名以上である場合は、当組合は、法定相続分の割合
により（１）の死亡共済金を被共済者の法定相続人に支払います。
第７条（後遺障害共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に別表１の表１または別表１の表２に
掲げる後遺障害が生じた場合は、次の算式により算出した額を後遺障害共済金として被共済
者に支払います。

（２）被共済者が事故の発生の日からその日を含めて１８０日を超えてなお治療を要する状態に
ある場合は、事故の発生の日からその日を含めて１８１日目における医師の診断に基づき、発
生の見込まれる後遺障害の程度を認定して、（１）のとおり算出した額を後遺障害共済金と
して支払います。
第８条（重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に別表１の表１または別表１の表２の
第１級もしくは第２級または別表１の表２の第３級�もしくは�に掲げる後遺障害が生じ、
かつ、介護を必要とすると認められる場合は、次の算式により算出した額を重度後遺障害特
別共済金として被共済者に支払います。ただし、１００万円を限度とします。
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重度後遺障害特別共済金の額 ＝ 共済金額 × １０％

重度後遺障
害介護費用
共済金の額

＝ 共済金額 ×
別表１の表１または別表１の表２
に掲げる後遺障害に該当する等級
に対する共済金支払割合

× ５０％

支払事由 医療共済金

� 治療のために病院または診療所に入院または通院した治療日数
の合計が５日以上（注）の場合
（注）５日目の入院または通院の日が事故の発生の日からその
日を含めて１８０日以内の場合に限ります。

傷害を被った部位
およびその症状に応
じ、別表２に定める
金額

� �以外で、事故発生日の日からその日を含めて１８０日以内に治
療のために病院または診療所に入院または通院した場合

１万円

（２）当組合は、被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に（１）に定める後遺障害が生じ、か
つ、介護を必要とすると認められる場合は、次の算式により算出した額を重度後遺障害介護
費用共済金として被共済者に支払います。ただし、５００万円を限度とします。

（３）被共済者が事故の発生の日からその日を含めて１８０日を超えてなお治療を要する状態に
ある場合は、事故の発生の日からその日を含めて１８１日目における医師の診断に基づき、発
生の見込まれる後遺障害の程度および介護の要否を認定して、（１）および（２）のとおり算
出した額を重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金として支払います。
第９条（医療共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、生活機能または業務能力の滅失または減少をきたし、かつ、治療を要した場合は、次
の�または�に定める額を医療共済金として被共済者に支払います。

（２）（１）の�の場合において、別表２の各症状に該当しない傷害であっても、各症状に相
当すると認められるものについては、身体の障害の程度に応じ、それぞれその相当する症状
に該当したものとみなします。
（３）（１）の�の場合において、同一事故により被った傷害の部位および症状が別表２の複
数の項目に該当する場合は、当組合は、それぞれの項目により支払われるべき共済金のうち、
最も高い金額を医療共済金として支払います。
（４）被共済者が医療共済金の支払を受けられる傷害を被り、（１）の�に規定する治療日数
の合計が５日以上となる前に、さらに医療共済金の支払を受けられる傷害を被った場合は、
当組合は、第１１条（既に存在していた身体の障害または疾病の影響等）（１）の規定にかか
わらず、それぞれの傷害について他の傷害がないものとして算出した支払うべき共済金の額
のうち、高い方の額を医療共済金として支払います。ただし、既に（１）の�による医療共
済金を支払った場合を除きます。
第１０条（支払共済金の競合）

当組合は、死亡共済金を支払う場合において、１回の事故につき、被共済者に対し既に支
払った後遺障害共済金があるときは、共済金額から既に支払った後遺障害共済金の額を差し
引いて、その残額を支払います。
第１１条（既に存在していた身体の障害または疾病の影響等）
（１）被共済者が第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在していた身体の障
害もしくは疾病の影響により、または同条の傷害を被った後にその原因となった事故と関係
なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重大となった場合は、当組合は、
その影響がなかったときに相当する金額を支払います。
（２）正当な理由がなく被共済者が治療を怠ったこと、または共済契約者もしくは共済金を受
け取るべき者が治療をさせなかったことにより第１条（共済金を支払う場合）の傷害が重大
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４ 車両条項

用 語 定 義

キャリア 自動車の屋根もしくはトランク上に設置された小型・少量の荷物を
積載・運搬するための装置をいいます。

共済価額 被共済自動車に損害が生じた地および時における被共済自動車と同
一車種、同年式で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額をいいます。

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

全損 第６条（共済金の支払における損害額の決定）（１）の損害額また
は第７条（修理費）の修理費が共済価額以上となる場合（注）をいい
ます。

（注）車両が盗難され、発見できなかった場合を含みます。

装備 自動車の機能を十分に発揮させるために備品として備えつけられて
いる状態または法令に従い被共済自動車に備えつけられている状態を
いいます。

損害額 当組合が共済金を支払うべき損害の額をいいます。

定着 ボルト、ナット、ねじ等で固定されており、工具等を使用しなけれ
ば容易に取りはずせない状態をいいます。

付属品 自動車に定着または装備されている物および車室内でのみ使用する
ことを目的として被共済自動車に固定されている自動車用電子式航法
装置（カーナビゲーションシステム）、有料道路自動料金収受システ
ムの用に供する車載器（ETC車載器）その他これらに準ずる物をい
います。ただし、次の�から�までの物は含みません。
� 燃料、ボデーカバーおよび洗車用品
� 法令により自動車に定着または装備することを禁止されている物
� 通常装飾品とみなされる物
� 付属機械装置（注）
（注）医療防疫車、検査測定車、電源車、放送中継車等自動車検査
証記載の用途が特種用途である自動車に定着または装備されてい
る精密機械装置をいいます。

となった場合も、（１）と同様の方法で支払います。
第１２条（当組合の責任限度額等）
（１）１回の事故につき、当組合が支払うべき死亡共済金および後遺障害共済金の額は、第６
条（死亡共済金の支払）、第７条（後遺障害共済金の支払）、第１０条（支払共済金の競合）お
よび前条の規定による額とし、かつ、共済金額を限度とします。
（２）当組合は、次の�および�の共済金の合計額が共済金額を超える場合であっても、重度
後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金を支払います。
� （１）に定める死亡共済金および後遺障害共済金
� 第８条（重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金の支払）ならび
に前条の規定による重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金

（３）当組合は、（１）および（２）に定める共済金のほか、１回の事故につき、第９条（医
療共済金の支払）および前条の規定による医療共済金を支払います。

■ 用語の定義
この車両条項において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、衝突、接触、墜落、転覆、物の飛来、物の落下、火災、爆発、台風、洪水、
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高潮その他偶然な事故によって被共済自動車に生じた損害および被共済自動車の盗難によっ
て生じた損害に対して、この車両条項および基本条項に従い、被共済者に共済金および費用
を支払います。
（２）（１）の被共済自動車の盗難によって生じた損害には、被共済自動車の一部または全部
が盗難にあった場合のほか、被共済自動車の車室内・トランク内に収容またはキャリアに固
定されている動産の盗難に伴って被共済自動車に生じた損害を含みます。
（３）被共済自動車には、その付属品を含みます。
第２条（共済金を支払わない場合－その１）

当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた損害に対しては、
共済金を支払いません。
� 次のアからオまでのいずれかに該当する者の故意または重大な過失
ア．共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者（注１）
イ．所有権留保条項付売買契約に基づく被共済自動車の買主または１年以上を期間とす
る貸借契約に基づく被共済自動車の借主（注１）

ウ．上記アおよびイに定める者の法定代理人
エ．上記アおよびイに定める者の業務に従事中の使用人
オ．上記アおよびイに定める者の父母、配偶者または子。ただし、被共済者または共済
金を受け取るべき者に共済金を取得させる目的であった場合に限ります。

� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質（注２）によって汚染された物（注３）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
� �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から�までのいずれかの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱
に基づいて生じた事故
	 差押え、収用、没収、破壊など国または公共団体の公権力の行使。ただし、消防また
は避難に必要な処置として行われた場合を除きます。

 詐欺または横領
� 被共済自動車を競技もしくは曲技（注４）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注５）すること。

（注１）これらの者が法人である場合は、その役員を含みます。
（注２）使用済燃料を含みます。
（注３）原子核分裂生成物を含みます。
（注４）競技または曲技のための練習を含みます。
（注５）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第３条（共済金を支払わない場合－その２）
当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する損害に対しては、共済金を支払いませ
ん。
� 被共済自動車に存在する欠陥、摩滅、腐しょく、さびその他自然の消耗
� 故障損害
� 被共済自動車から取りはずされて車上にない部分品または付属品に生じた損害。ただ
し、被共済自動車から取りはずされて車上にない被共済自動車の鍵の盗難（注１）によ
り、被共済者が第７条（修理費）（２）に定める修理費を負担したことによって被った
損害を除きます。
� 付属品のうち被共済自動車に定着されていない物に生じた損害。ただし、被共済自動
車の他の部分と同時に損害を被った場合または火災によって損害が生じた場合を除きま
す。
� タイヤ（注２）に生じた損害。ただし、被共済自動車の他の部分と同時に損害を被っ
た場合または火災もしくは盗難によって損害が生じた場合を除きます。
� 法令等により禁止されている改造を行った部分品および付属品に生じた損害
（注１）紛失を除きます。
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損害額 ＝ 修理費 －

修理に際し、部分品を交換
したために被共済自動車全
体として価額の増加を生じ
た場合は、その増加額

－

修理に伴って
生じた残存物
がある場合
は、その価額

費用の名称 費用の内容

� 損害防止費
用

基本条項第２０条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）
（１）の�に規定する損害の発生および拡大の防止のために必要または
有益であった費用

� 権利保全行
使費用

基本条項第２０条（１）の�に規定する権利の保全または行使に必要な
手続きをするために要した費用

� 応急処置費
用

共済金の支払対象となる事故により被共済自動車が走行不能となった
場合に、その走行不能となった地において被共済自動車を自力で走行で
きる状態に復旧するために要した応急の処置の費用。ただし、当組合が
必要と認める処置のために生じる費用に限ります。

（注２）チューブを含みます。
第４条（共済金を支払わない場合－その３）
当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する者が法令に定められた運転資格を持た
ないで被共済自動車を運転している場合、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒
気帯び運転の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態もしくはこれに相当する状態で被共済
自動車を運転している場合または麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医
療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条
（定義）第１５項に定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で
被共済自動車を運転している場合に生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
� 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者（注）
� 所有権留保条項付売買契約に基づく被共済自動車の買主または１年以上を期間とする
貸借契約に基づく被共済自動車の借主（注）
� �および�に定める者の法定代理人
� �および�に定める者の業務に従事中の使用人
� �および�に定める者の父母、配偶者または子
（注）これらの者が法人である場合は、その役員を含みます。

第５条（被共済者の範囲）
この車両条項における被共済者は、被共済自動車を所有する者とします。

第６条（共済金の支払における損害額の決定）
（１）損害額は、共済価額によって定めます。
（２）被共済自動車の損傷を修理することができる場合は、次の算式により算出した額を損害
額とします。ただし、共済価額を限度とします。

第７条（修理費）
（１）この車両条項における修理費とは、損害が生じた地および時において、被共済自動車を
事故発生直前の状態に復旧するために必要な修理費をいいます。この場合、被共済自動車の
復旧に際して、当組合が、部分品の補修が可能であり、かつ、その部分品の交換による修理
費が補修による修理費を超えると認めたときは、その部分品の修理費は補修による修理費と
します。
（２）次の�または�のいずれかに該当する事由により、被共済自動車の鍵およびその錠一式
を交換するために要した費用は、（１）に定める修理費に含めます。
� 被共済自動車のドア、トランク等のいずれかの錠に損害が生じたこと。
� 被共済自動車の鍵が盗難（注）されたこと。
（注）紛失を除きます。

第８条（費用）
次条の費用とは、共済契約者または被共済者が支出した次の�から�までの費用（注）を

いいます。
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� 運搬費用 共済金の支払対象となる事故により被共済自動車が走行不能となった
場合に、その走行不能となった地から被共済者の指定する修理工場また
は当組合が指定する場所まで、陸送車等により被共済自動車を運搬する
ために要した費用。ただし、被共済自動車の修理等を行う場所として社
会通念上妥当と認められる場所まで被共済自動車を運搬するために生じ
る費用に限ります。

� 引取費用 次のアまたはイのいずれかの引取費用。ただし、被共済自動車の引取
場所として社会通念上妥当と認められる場所において被共済自動車を引
き取るために生じる費用に限ります。
ア．共済金の支払対象となる事故により被共済自動車が走行不能と
なった場合に、修理工場等において被共済自動車の損傷の修理が完
了した後、被共済自動車を引き取るために要した費用

イ．盗難にあった被共済自動車を引き取るために要した費用のうち、
�もしくは�またはア以外の費用

� 共同海損分
担費用

船舶によって輸送されている間に生じた共同海損に対する被共済自動車
の分担額

共済金の額 ＝ 第６条（共済金の支払における
損害額の決定）の損害額 － 共済証書記載の

免責金額（注２）

（注）収入の喪失を含みません。なお、�および�の費用に付随して発生した現場清掃の
費用を被共済者が負担した場合は、その費用を含みます。

第９条（支払共済金の計算）
（１）１回の事故につき、当組合の支払う共済金の額は、次の�および�に定めるとおりとし
ます。ただし、共済金額を限度とし、共済金額が共済価額を超える場合は、共済価額を限度
とします。
� 全損の場合は、共済価額
� �以外の場合は、次の算式により算出した額（注１）

（２）当組合は、（１）に定める共済金のほか、前条の費用の合計額を被共済者に支払います。
ただし、同条�から�までの費用の合計額は、１回の事故につき、１５万円を限度とします。
（３）損害額および費用のうち、回収金がある場合において、回収金の額が被共済者の自己負
担額（注３）を超過するときは、当組合は、（１）および（２）に定める共済金の額からそ
の超過額を差し引いて共済金を支払います。
（４）当組合は、（２）および（３）の規定によって支払うべき費用と（１）および（３）に
定める共済金の合計額が共済金額を超える場合であっても、費用を支払います。
（注１）共済金額が共済価額に達しない場合は、これに共済金額の共済価額に対する割合

を乗じた額とします。
（注２）当組合が支払責任を負う事故の発生の時の順によって定めます。なお、共済期間

中に、基本条項第２３条（車両無過失事故に関する特則）の規定が適用される事故ま
たは第８条（費用）�から�までの費用のみを支払う事故が既に発生している場合
は、その事故は事故の発生回数に含めないものとします。

（注３）損害額および費用の合計額から（１）および（２）に定める共済金の合計額を差
し引いた額をいいます。

第１０条（現物による支払）
当組合は、被共済自動車の損害の全部または一部に対して、修理または代品の交付をもっ
て共済金の支払に代えることができます。
第１１条（被害物についての当組合の権利）
（１）当組合が全損として共済金を支払った場合は、当組合は、被共済自動車について被共済
者が有する所有権その他の物権を取得します。ただし、支払った共済金の額が共済価額に達
しない場合は、当組合は、支払った共済金の額の共済価額に対する割合によってその権利を
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５ 基本条項

用 語 定 義

相手自動車 その所有者が被共済自動車の所有者と異なる自動車をいいます。

危険 共済契約の締結に際し、その共済契約によりてん補することとされ
る損害または傷害の発生の可能性をいいます。

危険増加 告知事項についての危険が高くなり、この共済契約で定められてい
る共済掛金がその危険を計算の基礎として算出される共済掛金に対し
て不足する状態になることをいいます。

共済金 賠償責任条項、人身傷害条項、搭乗者傷害条項または車両条項の共
済金をいいます。

車対車事故 被共済自動車と相手自動車との衝突または接触をいいます。

告知事項 危険に関する重要な事項のうち、共済契約申込書の記載事項とする
ことによって当組合が告知を求めたもの（注）をいいます。

（注）他の共済契約等に関する事項を含みます。

自動車の新規取得 被共済自動車と同一の用途車種（注１）の自動車を新たに取得（注
２）し、または１年以上を期間とする貸借契約により借り入れること
をいいます。

（注１）別表３に掲げる用途車種をいいます。
（注２）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

失効 契約の全部または一部の効力を、その時以降失うことをいいます。

所有自動車 次の�から�までのいずれかに該当する者が所有（注１）する自動
車（注２）をいいます。
� 被共済自動車の所有者
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
（注１）所有権留保条項付売買契約に基づく購入および１年以上

を期間とする貸借契約による借入れを含みます。
（注２）被共済自動車および新規取得自動車を除き、別表３に記

載の被共済自動車と同一の用途車種の自動車に限ります。

取得します。
（２）被共済自動車の部分品または付属品が盗難にあった場合に、当組合がその損害に対して
共済金を支払ったときは、当組合は、支払った共済金の額の損害額に対する割合によって、
その盗難にあった物について被共済者が有する所有権その他の物権を取得します。
（３）（１）および（２）の場合において、当組合がその権利を取得しない旨の意思を表示し
て共済金を支払ったときは、被共済自動車またはその部分品もしくは付属品について被共済
者が有する所有権その他の物権は当組合に移転しません。
第１２条（盗難自動車の返還）

当組合が第１条（共済金を支払う場合）に定める被共済自動車の盗難によって生じた損害
に対して共済金を支払った日の翌日から起算して６０日以内に被共済自動車が発見された場合
は、被共済者は、既に受け取った共済金を当組合に払い戻して、その返還を受けることがで
きます。この場合は、発見されるまでの間に被共済自動車に生じた損害に対して共済金を請
求することができます。

■ 用語の定義
この基本条項において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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新規取得自動車 新たに取得（注）し、または借り入れた自動車をいいます。
（注）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

他の共済契約等 この共済契約の全部または一部に対して支払責任が同じである他の
共済契約または保険契約をいいます。

被共済者等債権 損害賠償請求権その他の債権をいい、次の�から�までの求償権お
よび請求権を含みます。
� 共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権
� 自賠責共済等に対する請求権
� 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に基づく自動車
損害賠償保障事業に対する請求権

� �または�のほか、人身傷害条項に係る損害について、その補
償にあてるべき共済金、保険金その他の金銭の請求権

無効 共済契約のすべての効力が共済契約締結時から生じなかったものと
して取扱うことをいいます。

第１条（共済責任の始期および終期）
（１）当組合の共済責任は、共済期間の初日の午後４時（注）に始まり、共済期間の末日の午
後４時に終わります。
（２）（１）の時刻は、日本国の標準時によるものとします。
（注）共済証書にこれと異なる時刻が記載されている場合は、その時刻とします。

第２条（共済掛金の払込方法）
（１）共済契約者は、この普通共済約款に付帯される特約の規定により定めた共済掛金の払込
方法に従い、この共済契約の共済掛金を払い込まなければなりません。ただし、この普通共
済約款に付帯される特約の規定により共済掛金の払込方法を定めなかった場合には、共済掛
金は、共済契約の締結と同時にその全額を払い込まなければなりません。
（２）共済期間が始まった後でも、共済契約者が共済掛金の払込みを怠った場合は、この普通
共済約款に付帯される特約で別に定める場合を除き、当組合は、共済期間の初日から共済掛
金領収までの間に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
第３条（共済責任のおよぶ地域）

当組合は、被共済自動車が日本国内（注）にある間に生じた事故による損害または傷害に
対してのみ共済金を支払います。
（注）日本国外における日本船舶内を含みます。

第４条（告知義務）
（１）共済契約者または記名被共済者（注１）になる者は、共済契約締結の際、告知事項につ
いて、当組合に事実を正確に告げなければなりません。
（２）当組合は、共済契約締結の際、共済契約者または記名被共済者（注１）が告知事項につ
いて故意または重大な過失によって事実を告げなかった場合または事実と異なることを告げ
た場合は、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除することがで
きます。
（３）（２）の規定は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は適用しません。

� （２）に規定する告げなかった事実または告げた事実と異なることがなくなった場合
� 当組合が共済契約締結の際、（２）に規定する事実を知っていた場合または過失によっ
てこれを知らなかった場合（注２）

� 共済契約者または記名被共済者（注１）が当組合が共済金を支払うべき事故の発生前
に、告知事項について書面をもって訂正を当組合に申し出て、当組合がこれを承認した
場合。なお、当組合が訂正の申出を受けた場合において、その訂正を申し出た事実が共
済契約締結の際に当組合に告げられていたとしても、当組合が共済契約を締結していた
と認めるときに限り、これを承認するものとします。
� 当組合が（２）の規定による解除の原因があることを知った時の翌日から起算して１
か月を経過した場合または共済契約締結の時の翌日から起算して５年を経過した場合
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（４）（２）の規定による解除が損害または傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１４条（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、当組合は、共済金を支払いません。この
場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を請求することがで
きます。
（５）（４）の規定は、（２）に規定する事実に基づかずに発生した事故による損害または傷害
については適用しません。
（注１）車両条項においては、被共済者とします。
（注２）当組合のために共済契約の締結の代理を行う者が事実を告げることを妨げた場合

または事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を
含みます。

第５条（通知義務）
（１）共済契約締結の後、次の�から�までのいずれかに該当する事実が発生した場合は、共
済契約者または被共済者は、遅滞なく、その旨を当組合に通知しなければなりません。ただ
し、その事実がなくなった場合は、当組合への通知は必要ありません。
� 被共済自動車の用途車種または登録番号（注１）を変更したこと。
� この共済契約の共済掛金を決定するための共済事故歴等の条件に変更を生じさせる事
実が発生したこと。
� �および�のほか、告知事項の内容に変更を生じさせる事実（注２）が発生したこと。

（２）（１）の事実の発生によって危険増加が生じた場合において、共済契約者または被共済
者が故意または重大な過失によって遅滞なく（１）の規定による通知をしなかったときは、
当組合は、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除することがで
きます。
（３）（２）の規定は、当組合が（２）の規定による解除の原因があることを知った時の翌日
から起算して１か月を経過した場合または危険増加が生じた時の翌日から起算して５年を経
過した場合は適用しません。
（４）（２）の規定による解除が損害または傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１４条（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、解除に係る危険増加が生じた時から解除
がなされた時までに発生した事故による損害または傷害に対しては、当組合は、共済金を支
払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を
請求することができます。
（５）（４）の規定は、その危険増加をもたらした事由に基づかずに発生した事故による損害
または傷害については適用しません。
（６）（２）の規定にかかわらず、（１）の事実の発生によって危険増加が生じ、この共済契約
の引受範囲（注３）を超えることとなった場合は、当組合は、共済契約者に対する書面によ
る通知をもって、この共済契約を解除することができます。
（７）（６）の規定による解除が損害または傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１４条（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、解除に係る危険増加が生じた時から解除
がなされた時までに発生した事故による損害または傷害に対しては、当組合は、共済金を支
払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を
請求することができます。
（８）共済契約締結の後、共済契約申込書等または共済証書に記載された等級に変更を生じさ
せる事実が発生した場合は、共済契約者または被共済者は、遅滞なく、その旨を当組合に通
知しなければなりません。
（注１）車両番号および標識番号を含みます。
（注２）告知事項のうち、共済契約締結の際に当組合が交付する書面等においてこの条の

適用がある事項として定めたものに関する事実に限ります。
（注３）共済掛金を増額することにより共済契約を継続することができる範囲として共済

契約締結の際に当組合が交付する書面等において定めたものをいいます。
第６条（共済契約者の住所変更）
共済契約者が共済証書記載の住所または通知先を変更した場合は、共済契約者は、遅滞な
く、その旨を当組合に通知しなければなりません。
第７条（被共済自動車の譲渡または返還）
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（１）被共済自動車が譲渡（注１）された場合であっても、この共済契約に適用される普通共
済約款および特約に関する権利および義務は、譲受人（注２）に移転しません。ただし、共
済契約者がこの共済契約に適用される普通共済約款および特約に関する権利および義務を被
共済自動車の譲受人に譲渡する旨を書面により当組合に通知し、承認の請求を行った場合に
おいて、当組合がこれを承認したときは、譲受人（注２）に移転します。
（２）当組合は、被共済自動車が譲渡（注１）された後（注３）に、被共済自動車について生
じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（注１）所有権留保条項付売買契約に基づく買主または貸借契約に基づく借主を共済契約

者または記名被共済者とする共済契約が締結されている場合の被共済自動車の返還
を含みます。

（注２）所有権留保条項付売買契約に基づく売主および貸借契約に基づく貸主を含みま
す。

（注３）（１）ただし書の書面を受領した後を除きます。
第８条（被共済自動車の入替）
（１）次の�または�のいずれかに該当する場合に、共済契約者が書面によりその旨を当組合
に通知し、新規取得自動車または所有自動車と被共済自動車の入替の承認の請求を行った場
合において、当組合がこれを承認したときは、新規取得自動車または所有自動車について、
この共済契約を適用します。
� 次のアからエまでのいずれかに該当する者が自動車の新規取得をした場合。
ア．被共済自動車の所有者
イ．記名被共済者
ウ．記名被共済者の配偶者
エ．記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 被共済自動車の廃車等（注１）。ただし、�のアからエまでのいずれかに該当する者
の所有自動車がある場合に限ります。

（２）（１）の被共済自動車の所有者とは、「普通共済約款および特約条項に共通する用語の定
義」の規定にかかわらず、次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。
� 被共済自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されている場合は、その買主
� 被共済自動車が貸借契約により貸借されている場合は、その借主
� �および�以外の場合は、被共済自動車を所有する者

（３）当組合は、自動車の新規取得または被共済自動車の廃車等（注１）があった後（注２）
に、新規取得自動車または所有自動車について生じた事故による損害または傷害に対して
は、共済金を支払いません。
（注１）被共済自動車が廃車、譲渡または返還された場合をいいます。
（注２）（１）の書面を受領した後を除きます。

第９条（共済契約の無効）
（１）共済契約者が共済金を不法に取得する目的または第三者に共済金を不法に取得させる目
的をもって締結した共済契約は、無効とします。
（２）（１）の規定により無効となる場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組
合は、その返還を請求することができます。
第１０条（共済契約の取消し）
（１）共済契約者または被共済者の詐欺または強迫によって当組合が共済契約を締結した場合
は、当組合は、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を取り消すこと
ができます。
（２）損害または傷害が発生した後に（１）の規定による取消しが行われた場合において、既
に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を請求することができます。
第１１条（共済金額の調整）
（１）共済契約締結の際、車両条項の共済金額が被共済自動車の価額を超えていたことにつき、
共済契約者および被共済者（注）が善意でかつ重大な過失がなかった場合は、共済契約者は、
当組合に対する通知をもって、その超過部分について、この共済契約を取り消すことができ
ます。
（２）共済契約締結の後、被共済自動車の価額が著しく減少した場合は、共済契約者は、当組
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合に対する通知をもって、将来に向かって、車両条項の共済金額を減少後の被共済自動車の
価額に至るまでの減額を請求することができます。
（注）車両条項第５条（被共済者の範囲）に規定する被共済者をいいます。

第１２条（共済契約の解除）
（１）当組合は、第７条（被共済自動車の譲渡または返還）（１）または第８条（被共済自動
車の入替）（１）の規定により承認の請求があった場合において、これを承認しなかったと
きは、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除することができま
す。ただし、被共済自動車が廃車、譲渡または返還された場合に限ります。
（２）当組合は、共済契約者が第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の
場合）（１）または（２）のいずれかの追加共済掛金の払込みを怠ったとき（注）は、共済
契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除することができます。
（３）共済契約者は、当組合に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除すること
ができます。
（４）（１）に基づく当組合の解除権は、その通知を受けた日からその日を含めて３０日以内に
行使しなければ消滅します。
（注）当組合が共済契約者に対して追加共済掛金の請求を行ったにもかかわらず、相当の
期間内にその払込みがなかった場合に限ります。

第１３条（重大事由による解除）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由がある場合は、共済契約者に対
する書面による通知をもって、この共済契約を解除することができます。
� 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が当組合にこの共済契約に基づ
く共済金を支払わせることを目的として損害または傷害を生じさせ、または生じさせよ
うとしたこと。
� 被共済者または共済金を受け取るべき者が、この共済契約に基づく共済金の請求につ
いて、詐欺を行い、または行おうとしたこと。
� 共済契約者、記名被共済者または車両条項の被共済者が次のアからオまでのいずれか
に該当すること。
ア．反社会的勢力（注１）に該当すると認められること。
イ．反社会的勢力（注１）に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与を
していると認められること。

ウ．反社会的勢力（注１）を不当に利用していると認められること。
エ．法人である場合において、反社会的勢力（注１）がその法人の経営を支配し、また
はその法人の経営に実質的に関与していると認められること。

オ．その他反社会的勢力（注１）と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら
れること。

� �から�までに掲げるもののほか、共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべ
き者が�から�までの事由がある場合と同程度に当組合のこれらの者に対する信頼を損
ない、この共済契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

（２）当組合は、次の�または�のいずれかに該当する事由がある場合は、共済契約者に対す
る書面による通知をもって、この共済契約のその被共済者に係る部分を解除することができ
ます。
� 被共済者（注２）が（１）の�のアからオまでのいずれかに該当すること。
� 人身傷害条項または搭乗者傷害条項における被共済者に生じた損害（注３）または傷
害に対して支払うべき共済金を受け取るべき者が（１）の�のアからウまでまたはオの
いずれかに該当すること。

（３）（１）または（２）の規定による解除が損害または傷害の発生した後になされた場合で
あっても、次条の規定にかかわらず、（１）の�から�までのいずれかの事由または（２）
の�もしくは�のいずれかの事由が生じた時から解除がなされた時までに発生した事故によ
る損害または傷害に対しては、当組合は、共済金を支払いません。この場合において、既に
共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を請求することができます。
（４）共済契約者または記名被共済者が（１）の�のアからオまでのいずれかに該当すること
により（１）の規定による解除がなされた場合は、（３）の規定は、次の�または�の損害

自

動

車

共

済

普
通
共
済
約
款

126



については適用しません。
� 賠償責任条項に基づく共済金を支払うべき損害（注４）
� 車両条項に基づき共済金を支払うべき損害のうち、（１）の�のアからオまでのいず
れにも該当しない被共済者に生じた損害

（５）車両条項の被共済者が（１）の�のアからオまでのいずれかに該当することにより
（１）の規定による解除がなされた場合、または（２）の規定による解除がなされた場合
は、（３）の規定は、次の�または�の損害または傷害については適用しません。
� （４）の�および�の損害（注４）
� 人身傷害条項または搭乗者傷害条項に基づき共済金を支払うべき損害または傷害のう
ち、（１）の�のアからウまでまたはオのいずれにも該当しない被共済者に生じた損害
（注５）または傷害。ただし、その損害（注５）または傷害に対して支払う共済金を受
け取るべき者が（１）の�のアからウまでまたはオのいずれかに該当する場合は、その
者の受け取るべき金額に限り、（３）の規定を適用するものとします。
（注１）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みま

す。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。
（注２）賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項における被共済者であって、

記名被共済者または車両条項の被共済者以外の者に限ります。
（注３）被共済者の父母、配偶者または子に生じた損害を含みます。
（注４）賠償責任条項第１３条（費用－対人・対物賠償共通）に規定する費用のうち、（１）

の�のアからオまでのいずれかに該当する被共済者が被る損害の一部とみなす費用
を除きます。

（注５）（１）の�のアからウまでまたはオのいずれにも該当しない被共済者について、
その父母、配偶者または子に生じた損害を含みます。

第１４条（共済契約解除の効力）
共済契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）
（１）第４条（告知義務）（１）により告げられた内容が事実と異なる場合（注１）において、
共済掛金を変更する必要があるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金と
の差に基づき計算した共済掛金を返還または請求します。
（２）危険増加が生じた場合または危険が減少した場合において、共済掛金を変更する必要が
あるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金との差に基づき計算した、危
険の増加または危険の減少が生じた時以後の期間（注２）に対する共済掛金を返還または請
求します。
（３）（１）または（２）の規定により追加共済掛金を請求する場合において、第１２条（共済
契約の解除）（２）の規定によりこの共済契約を解除できるときは、当組合は、共済金を支
払いません（注３）。ただし、危険増加が生じた場合において、その危険増加が生じた時よ
り前に発生した事故による損害または傷害については共済金を支払います。
（４）当組合が第７条（被共済自動車の譲渡または返還）（１）または第８条（被共済自動車
の入替）（１）のいずれかの規定による承認をする場合において、共済掛金を変更する必要
があるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金との差に基づき計算した、
未経過期間に対する共済掛金を返還または請求します。
（５）（４）の規定により追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、共
済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故による
損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（６）（１）、（２）および（４）のほか、共済契約締結の後、共済契約者が書面により共済契
約の条件の変更を当組合に通知し、承認の請求を行い、当組合がこれを承認する場合におい
て、共済掛金を変更する必要があるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛
金との差に基づき計算した、未経過期間に対する共済掛金を返還または請求します。
（７）（６）の規定により追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、共
済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故による
損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求がなかったものとして、この
普通共済約款および被共済自動車について適用される特約に従い、共済金を支払います。
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事故発生時の義務 義務違反の場合の取扱い

� 損害の発生および拡大の防止に努め、または運
転者その他の者に対しても損害の発生および拡大
の防止に努めさせること。

発生または拡大を防止することが
できたと認められる損害の額を差し
引いて共済金を支払います。

� 事故発生の日時、場所および事故の概要を直ち
に当組合に通知すること。

左記の義務を怠ったことによって
当組合が被った損害の額を差し引い
て共済金を支払います。� 次のアからウまでの事項を遅滞なく、書面等に

より当組合に通知すること。
ア．事故の状況、被害者の住所および氏名または
名称

イ．事故発生の日時、場所または事故の状況につ
いて証人となる者がある場合は、その者の住所
および氏名または名称

ウ．損害賠償の請求を受けた場合は、その内容

（注１）その事実を当組合が知った場合であって、共済契約者、記名被共済者または車両
条項の被共済者からその通知がないときを含みます。

（注２）共済契約者または被共済者の申出に基づく、危険の増加または危険の減少が生じ
た時以後の期間をいいます。

（注３）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。
第１６条（共済掛金の返還－無効または失効の場合）
（１）第９条（共済契約の無効）の規定により共済契約が無効となる場合は、当組合は、共済
掛金を返還しません。
（２）共済契約が失効となる場合は、当組合は、未経過期間に対し日割をもって計算した共済
掛金を返還します。
第１７条（共済掛金の返還－取消しの場合）
第１０条（共済契約の取消し）の規定により当組合が共済契約を取り消した場合は、当組合

は、共済掛金を返還しません。
第１８条（共済掛金の返還－共済金額の調整の場合）
（１）第１１条（共済金額の調整）（１）の規定により共済契約者が共済契約を取り消した場合
は、当組合は、共済契約締結時に遡って、取り消された部分に対応する共済掛金を返還しま
す。
（２）第１１条（２）の規定により共済契約者が共済金額の減額を請求した場合は、当組合は、
減額前の共済金額に対応する共済掛金と減額後の共済金額に対応する共済掛金との差に基づ
き計算した、未経過期間に対する共済掛金を返還します。
第１９条（共済掛金の返還－解除の場合）
（１）第４条（告知義務）（２）、第５条（通知義務）（２）、同条（６）、第１２条（共済契約の
解除）（１）、同条（２）または第１３条（重大事由による解除）（１）の規定により当組合が
共済契約を解除した場合は、当組合は、未経過期間に対し日割をもって計算した共済掛金を
返還します。
（２）第１２条（共済契約の解除）（３）の規定により共済契約者が共済契約を解除した場合は、
当組合の定めるところにより、月割短期掛金率または日割のいずれかにより計算した、未経
過期間に対する共済掛金を返還します。
第２０条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）
（１）共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者は、事故が発生したことを知った
場合は、次表左欄の�から�までの事故発生時の義務を履行しなければなりません。この場
合において、正当な理由がなくこれらの規定に違反した場合の取扱いは、右欄のとおりとし
ます。
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� 被共済自動車または被共済自動車の鍵の盗難
（注１）があった場合は、遅滞なく警察官に届け
出ること。

� 被共済自動車を修理する場合は、修理工場の選
定を含め、あらかじめ当組合の承認を得ること。
ただし、必要な応急の仮手当を行う場合を除きま
す。

� 他人に損害賠償の請求（注２）をすることがで
きる場合は、その権利の保全または行使に必要な
手続きをすること。

他人に損害賠償の請求（注２）を
することによって取得することがで
きたと認められる額を差し引いて共
済金を支払います。

� 損害賠償の請求（注２）を受け、その全部また
は一部を承認する場合は、あらかじめ当組合の承
認を得ること。ただし、被害者に対する応急手当
または護送その他緊急措置を行う場合を除きます。

損害賠償責任がないと認められる
額を差し引いて共済金を支払いま
す。

� 損害賠償の請求（注２）についての訴訟を提起
し、または提起された場合は、遅滞なく当組合に
通知すること。

左記の義務を怠ったことによって
当組合が被った損害の額を差し引い
て共済金を支払います。

� 他の共済契約等の有無および内容（注３）につ
いて、遅滞なく当組合に通知すること。

� 	から�までのほか、次のアおよびイのことを
履行すること。
ア．当組合が特に必要とする書類または証拠とな
るものを求めた場合は、遅滞なくこれを提出す
ること。
イ．当組合が損害または傷害の調査のために、帳
簿その他の書類もしくは証拠の閲覧、または必
要な説明を求めた場合は、これに応じ、必要な
証明を求めた場合は、これに協力すること。

（２）共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が正当な理由がなく（１）の
、
�もしくは�の書類に事実と異なる記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造し、もし
くは変造した場合は、当組合は、それによって当組合が被った損害の額を差し引いて共済金
を支払います。
（注１）紛失を除きます。
（注２）共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含みます。
（注３）既に他の共済契約等から共済金または保険金の支払を受けた場合は、その事実を

含みます。
第２１条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この共済契約により支払うべき共済
金の額を支払います。
（２）賠償責任条項、人身傷害条項および車両条項に関しては、（１）の規定にかかわらず、
他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支払われる場合または既に共済金も
しくは保険金が支払われている場合は、当組合は、それらの額の合計額を、賠償責任条項、
人身傷害条項および車両条項の損害額または費用（注）の額から差し引いた額に対してのみ
共済金を支払います。
（３）（２）の損害額は、それぞれの共済契約または保険契約に免責金額の適用がある場合は、
そのうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。
（注）それぞれの共済契約または保険契約において、損害額または費用の額が異なる場合
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は、そのうち最も高い額をいいます。
第２２条（共済金の請求）
（１）当組合に対する共済金請求権は、次の�から�までの時から、それぞれ発生し、これを
行使することができるものとします。
� 賠償責任条項に係る共済金の請求に関しては、被共済者が損害賠償請求権者に対して
負担する法律上の損害賠償責任の額について、被共済者と損害賠償請求権者との間で、
判決が確定した時または裁判上の和解、調停もしくは書面による合意が成立した時
� 人身傷害条項に係る共済金の請求に関しては、次のアからウまでの時
ア．被共済者が死亡した場合は、その死亡した時
イ．被共済者に後遺障害が生じた場合は、その後遺障害が生じた時
ウ．被共済者が傷害を被った場合は、被共済者が治療が必要と認められない程度に治っ
た時

� 搭乗者傷害条項に係る共済金の請求に関しては、次のアからウまでの時
ア．死亡共済金については、被共済者が死亡した時
イ．後遺障害共済金、重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金につ
いては、被共済者に後遺障害が生じた時または事故の発生の日からその日を含めて１８０
日を経過した時のいずれか早い時

ウ．医療共済金については、被共済者が治療が必要と認められない程度に治った時、事
故の発生の日からその日を含めて１８０日以内の治療日数が５日となった時または事故
の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時

� 車両条項に係る共済金の請求に関しては、損害発生の時
（２）被共済者または共済金請求権者が共済金の支払を請求する場合は、次の�から�までの
書類または証拠のうち、当組合が求めるものを当組合に提出しなければなりません。ただし、
�の交通事故証明書（注１）については、提出できない相当な理由がある場合は、その提出
を省略することができます。
� 共済金の請求書
� 公の機関が発行する交通事故証明書（注１）
� 盗難による損害の場合は、所轄警察官署の証明書またはこれに代わるべき書類
� 死亡に関して支払われる共済金の請求に関しては、死亡診断書（注２）、逸失利益の
算定の基礎となる収入の額を示す書類および戸籍謄本
� 後遺障害に関して支払われる共済金の請求に関しては、後遺障害診断書および逸失利
益の算定の基礎となる収入を示す書類
� 傷害に関して支払われる共済金の請求に関しては、診断書、治療等に要した費用の領
収書および休業損害の額を示す書類
	 賠償責任条項に係る共済金の請求に関しては、被共済者が損害賠償請求権者に対して
負担する法律上の損害賠償責任の額を示す示談書および損害賠償金の支払または損害賠
償請求権者の承諾があったことを示す書類

 賠償責任条項における対物事故または車両条項に係る共済金の請求に関しては、被害
が生じた物の価額を確認できる書類、修理等に要する費用の見積書（注３）および被害
が生じた物の写真または画像データ
� その他当組合が第２４条（共済金の支払時期）（１）に定める必要な事項の確認を行う
ために欠くことのできない書類または証拠として、この共済契約に付帯される特約の規
定または共済契約締結の際に当組合が交付する書面等において定めたもの

（３）被共済者に共済金を請求できない事情がある場合で、かつ、共済金の支払を受けるべき
被共済者の代理人がいないときは、次の�から�までに掲げる者のいずれかがその事情を示
す書類をもってその旨を当組合に申し出て、当組合の承認を得たうえで、被共済者の代理人
として共済金を請求することができます。
� 被共済者と同居または生計を共にする配偶者（注４）
� �に規定する者がいない場合または�に規定する者に共済金を請求することができな
い事情がある場合は、被共済者と同居または生計を共にする３親等内の親族
� �および�に規定する者がいない場合または�および�に規定する者に共済金を請求
することができない事情がある場合は、�以外の配偶者（注４）または�以外の３親等
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内の親族
（４）（３）の規定による被共済者の代理人からの共済金の請求に対して、当組合が共済金を
支払った後に、重複して共済金の請求を受けた場合であっても、当組合は、共済金を支払い
ません。
（５）当組合は、事故の内容、損害の額、傷害の程度等に応じ、共済契約者、被共済者または
共済金を受け取るべき者に対して、（２）に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提出また
は当組合が行う調査への協力を求めることがあります。この場合は、当組合が求めた書類ま
たは証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。
（６）人身傷害条項の共済金の請求は、被共済者ごとに共済金請求権者全員から委任を受けた
代表者を経由して行うものとします。
（７）共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が正当な理由がなく（５）の規定
に違反した場合または（２）、（３）もしくは（５）の書類に事実と異なる記載をし、もしく
はその書類もしくは証拠を偽造し、もしくは変造した場合は、当組合は、それによって当組
合が被った損害の額を差し引いて共済金を支払います。
（注１）人の死傷を伴う事故または被共済自動車と他の自動車との衝突もしくは接触によ

る物の損壊を伴う事故の場合に限ります。
（注２）死体検案書を含みます。
（注３）既に支払がなされた場合は、その領収書とします。
（注４）用語の定義の規定にかかわらず、法律上の配偶者に限ります。

第２３条（車両無過失事故に関する特則）
（１）当組合は、次の�および�に定める条件をいずれも満たす車対車事故については、この
共済契約に適用する普通共済約款車両条項の免責金額および当組合と締結される次契約に適
用するノンフリート等級の決定にあたって、その事故がなかったものとして取り扱います。
ただし、車両条項（注１）に係る共済金のみが支払われる事故に限ります。
� 次のアまたはイのいずれかの場合に該当すること。
ア．当組合が事故状況の調査を行った結果、その車対車事故が次の（ア）から（エ）ま
でのいずれかに該当し、かつ、その発生に関して被共済自動車の所有者および被共済
自動車を使用または管理していた者に過失がなかったと認めた場合
（ア）相手自動車が被共済自動車に追突した事故
（イ）対向車線を走行中の相手自動車がセンターラインをオーバーしたことにより被
共済自動車に衝突または接触した事故

（ウ）信号機により交通整理の行われている交差点において、相手自動車が赤色の灯
火表示（注２）に従わずに進行したことにより、青色の灯火表示（注３）に従い進
行した被共済自動車に衝突または接触した事故

（エ）相手自動車が駐車または停車中（注４）の被共済自動車に衝突または接触した
事故

イ．その車対車事故の発生に関して被共済自動車の所有者および被共済自動車を使用ま
たは管理していた者に過失がなかったことが確定した場合

� 車対車事故の相手自動車について、次のアおよびイの事項がいずれも確認されること。
ア．登録番号、車両番号、標識番号または車台番号
イ．車対車事故発生時の運転者または所有者の住所および氏名もしくは名称

（２）被共済者は、（１）の規定に基づき共済金の支払を請求する場合、前条（２）ただし書
の交通事故証明書を提出できない相当の理由があるときは、交通事故証明書にかえて次の�
から�までの書類または証拠を当組合に提出しなければなりません。
� 被共済自動車と相手自動車との衝突または接触の事実を証明する書類であって、その
相手自動車の事故発生時の運転者または所有者の住所の記載および記名押印もしくは署
名のあるもの
� 被共済自動車の損傷部位の写真または画像データ
� 相手自動車の衝突または接触の部位を示す写真、画像データまたは資料

（３）（１）の規定は、フリート契約Ａ方式（包括方式）の契約については適用しません。
（注１）車両価額協定共済特約および車両全損時諸費用特約を含みます。
（注２）赤色の灯火の点滅を除きます。
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特別な照会または調査 延長後の日数

� （１）の�から�までの事項を確認するための、警察、検察、消防
その他の公の機関による捜査または調査の結果の照会（注４）

１８０日

� （１）の�から�までの事項を確認するための、医療機関、検査機
関その他の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会

９０日

� （１）の�の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認す
るための、医療機関による診断、後遺障害の認定に係る専門機関によ
る審査等の結果の照会

１２０日

� 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地域
における（１）の�から�までの事項の確認のための調査 ６０日

� （１）の�から�までの事項の確認を日本国内において行うための
代替的な手段がない場合の日本国外における調査

１８０日

（注３）青色の灯火の矢印を含みます。
（注４）継続的に停止している場合に限ります。

第２４条（共済金の支払時期）
（１）当組合は、請求完了日（注１）からその日を含めて３０日以内に、当組合が共済金を支払
うために必要な次の�から�までの事項の確認を終え、共済金を支払います。
� 共済金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、事故発生の状
況、損害または傷害発生の有無および被共済者に該当する事実
� 共済金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、共済金が支払われない
事由としてこの共済契約において定める事由に該当する事実の有無
� 共済金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額（注２）または傷害の程
度、事故と損害または傷害との関係、治療の経過および内容
� 共済契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この共済契約において定める解
除、無効、失効または取消しの事由に該当する事実の有無
� �から�までのほか、他の共済契約等の有無および内容、損害について被共済者また
は共済金を受け取るべき者が有する損害賠償請求権その他の債権および既に取得したも
のの有無および内容等、当組合が支払うべき共済金の額を確定するために確認が必要な
事項

（２）（１）の確認を行うため、次の�から�までに掲げる特別な照会または調査が不可欠な
場合は、（１）の規定にかかわらず、当組合は、請求完了日（注１）からその日を含めてそ
れぞれ下表に定める延長後の日数（注３）を経過する日までに、共済金を支払います。この
場合において、当組合は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を被共済者ま
たは共済金を受け取るべき者に対して通知するものとします。

（３）（１）および（２）に掲げる必要な事項の確認に際し、共済契約者、被共済者または共
済金を受け取るべき者が正当な理由がなくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった場合
（注５）は、これにより確認が遅延した期間については、（１）または（２）の期間に算入
しないものとします。
（注１）被共済者または共済金を受け取るべき者が第２２条（共済金の請求）（２）および

（３）の規定による手続きを完了した日をいいます。
（注２）車両条項に規定する共済価額を含みます。
（注３）複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。
（注４）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を行う

必要がある場合を含みます。
（注５）必要な協力を行わなかった場合を含みます。

第２５条（当組合の指定する医師が作成した診断書等の要求）
（１）当組合は、人身傷害または搭乗者傷害に関して、第２０条（事故発生時の義務および義務
違反の場合の取扱い）（１）の�もしくは�のいずれかの規定による通知または第２２条（共
済金の請求）の規定による請求を受けた場合は、傷害の程度の認定その他共済金の支払にあ
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たり必要な限度において、共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者に対し、当
組合の指定する医師が作成した被共済者の診断書または死体検案書の提出を求めることがで
きます。
（２）（１）の規定による被共済者の診断書または死体検案書の提出にあたり、診断または死
体の検案（注１）のために要した費用（注２）は、当組合が負担します。
（注１）死体について、死亡の事実を医学的に確認することをいいます。
（注２）収入の喪失を含みません。

第２６条（損害賠償額の請求および支払）
（１）損害賠償請求権者が賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権－対人賠償）
または同条項第１２条（損害賠償請求権者の直接請求権－対物賠償）の規定により損害賠償額
の支払を請求する場合は、次の�から�までの書類または証拠のうち、当組合が求めるもの
を当組合に提出しなければなりません。ただし、�の交通事故証明書（注１）については、
提出できない相当な理由がある場合は、その提出を省略することができます。
� 損害賠償額の請求書
� 公の機関が発行する交通事故証明書（注１）
� 死亡に関する損害賠償額の請求に関しては、死亡診断書、逸失利益の算定の基礎とな
る収入の額を示す書類および戸籍謄本
� 後遺障害に関する損害賠償額の請求に関しては、後遺障害診断書および逸失利益の算
定の基礎となる収入の額を示す書類
� 傷害に関する損害賠償額の請求に関しては、診断書、治療等に要した費用の領収書お
よび休業損害の額を示す書類
� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額を示す示談書
	 被害が生じた物の価額を確認できる書類、修理等に要する費用の見積書（注２）およ
び被害が生じた物の写真または画像データ
� その他当組合が（６）に定める必要な事項の確認を行うために欠くことのできない書
類または証拠として共済契約締結の際に当組合が交付する書面等において定めたもの

（２）損害賠償請求権者に損害賠償額を請求できない事情がある場合で、かつ、損害賠償額の
支払を受けるべき損害賠償請求権者の代理人がいないときは、次の�から�までに掲げる者
のいずれかがその事情を示す書類をもってその旨を当組合に申し出て、当組合の承認を得た
うえで、損害賠償請求権者の代理人として損害賠償額を請求することができます。
� 損害賠償請求権者と同居または生計を共にする配偶者（注３）
� �に規定する者がいない場合または�に規定する者に損害賠償額を請求することがで
きない事情がある場合は、損害賠償請求権者と同居または生計を共にする３親等内の親族

� �および�に規定する者がいない場合または�および�に規定する者に損害賠償額を
請求することができない事情がある場合は、�以外の配偶者（注３）または�以外の３
親等内の親族

（３）（２）の規定による損害賠償請求権者の代理人からの損害賠償額の請求に対して、当組
合が損害賠償額を支払った場合は、その金額の限度において当組合が被共済者に、その被共
済者の被る損害に対して、共済金を支払ったものとみなします。
（４）当組合は、事故の内容、損害の額等に応じ、損害賠償請求権者に対して、（１）に掲げ
るもの以外の書類もしくは証拠の提出または当組合が行う調査への協力を求めることがあり
ます。この場合は、当組合が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなけ
ればなりません。
（５）損害賠償請求権者が正当な理由がなく（４）の規定に違反した場合または（１）、（２）
もしくは（４）の書類に事実と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造し、
もしくは変造した場合は、当組合は、それによって当組合が被った損害の額を差し引いて損
害賠償額を支払います。
（６）当組合は、賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権－対人賠償）（２）の
�から�までのいずれかに該当する場合または同条項第１２条（損害賠償請求権者の直接請求
権－対物賠償）（２）の�から�までのいずれかもしくは（６）の�から�までのいずれか
に該当する場合は、請求完了日（注４）からその日を含めて３０日以内に、当組合が損害賠償
額を支払うために必要な次の�から�までの事項の確認を終え、損害賠償額を支払います。
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特別な照会または調査 延長後の日数

� （６）の�から�までの事項を確認するための、警察、検察、消防
その他の公の機関による捜査または調査の結果の照会（注７）

１８０日

� （６）の�から�までの事項を確認するための、医療機関、検査機
関その他の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会

９０日

� （６）の�の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認す
るための、医療機関による診断、後遺障害の認定に係る専門機関によ
る審査等の結果の照会

１２０日

� 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地域
における（６）の�から�までの事項の確認のための調査 ６０日

� （６）の�から�までの事項の確認を日本国内において行うための
代替的な手段がない場合の日本国外における調査

１８０日

� 損害賠償額の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、事故発生
の状況、損害発生の有無および被共済者に該当する事実
� 損害賠償額が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、損害賠償額が支払
われない事由としてこの共済契約において定める事由に該当する事実の有無
� 損害賠償額を算出するための確認に必要な事項として、損害の額（注５）、事故と損
害との関係、治療の経過および内容
� 共済契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この共済契約において定める解
除、無効、失効または取消しの事由に該当する事実の有無
� �から�までのほか、他の共済契約等の有無および内容、損害について被共済者が有
する損害賠償請求権その他の債権および既に取得したものの有無および内容等、当組合
が支払うべき損害賠償額を確定するために確認が必要な事項

（７）（６）の確認を行うため、次の�から�までに掲げる特別な照会または調査が不可欠な
場合は、（６）の規定にかかわらず、当組合は、請求完了日（注４）からその日を含めてそ
れぞれ下表に定める延長後の日数（注６）を経過する日までに、損害賠償額を支払います。
この場合において、当組合は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を損害賠
償請求権者に対して通知するものとします。

（８）（６）および（７）に掲げる必要な事項の確認に際し、損害賠償請求権者が正当な理由
がなくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった場合（注８）は、これにより調査が遅延
した期間については、（６）または（７）の期間に算入しないものとします。
（注１）人の死傷を伴う事故または被共済自動車と他の自動車との衝突もしくは接触によ

る物の損壊を伴う事故の場合に限ります。
（注２）既に支払がなされた場合は、その領収書とします。
（注３）用語の定義の規定にかかわらず、法律上の配偶者に限ります。
（注４）損害賠償請求権者が（１）および（２）の規定による手続きを完了した日をいい

ます。
（注５）車両条項に規定する共済価額を含みます。
（注６）複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。
（注７）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を行う

必要がある場合を含みます。
（注８）必要な協力を行わなかった場合を含みます。

第２７条（時効）
共済金請求権は、第２２条（共済金の請求）（１）に定める共済金請求権発生の時の翌日か
ら起算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。
第２８条（損害賠償額請求権の行使期限）

賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権－対人賠償）および同条項第１２条（損
害賠償請求権者の直接請求権－対物賠償）の規定による請求権は、次の�または�のいずれ
かに該当する場合は、これを行使することはできません。
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限度額 ＝

当組合が
支払った
共済金の
額

－

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

人身傷害条項
第７条（損害
額の決定）の
（１）の規定
により決定さ
れる損害の額

＋

人身傷害
条項第８
条（費用）
の費用

－

人身傷害条項第
７条の（１）の
区分ごとに算定
基準に従い算出
した金額のう
ち、賠償義務者
に損害賠償請求
すべき損害に係
る金額

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

区 分 当組合に移転する債権の限度額

� 当組合が損害の額の全額を共済金
として支払った場合

被共済者が取得した被共済者等債権の全額

� 当組合が損害の額の一部を共済金
として支払った場合

被共済者が取得した被共済者等債権の額から、
共済金が支払われていない損害の額を差し引いた
額

� 被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、
被共済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定し、または裁判上の和解、調停もし
くは書面による合意が成立した時の翌日から起算して３年を経過した場合
� 損害賠償請求権者の被共済者に対する損害賠償請求権が時効によって消滅した場合

第２９条（代位）
（１）人身傷害条項に関しては、損害が生じたことにより共済金請求権者が被共済者等債権を
取得した場合において、当組合がその損害に対して共済金を支払ったときは、その被共済者
等債権は当組合に移転します。ただし、当組合に移転する債権は、次の算式により算出した
額を限度とします。

（２）（１）以外に関しては、損害が生じたことにより被共済者が被共済者等債権を取得した
場合において、当組合がその損害に対して共済金を支払ったときは、その被共済者等債権は
当組合に移転します。ただし、当組合に移転する債権は、次の�または�のいずれかの額を
限度とします。

（３）（２）の�の場合において、当組合に移転せずに被共済者が引き続き有する被共済者等
債権は、当組合に移転した被共済者等債権よりも優先して弁済されるものとします。
（４）被共済者が取得した被共済者等債権が車両損害に関するものである場合は、当組合は、
正当な権利により被共済自動車を使用または管理していた者に対しては、その権利を行使し
ません。ただし、次の�から	までのいずれかに該当する損害に対しては、当組合はその権
利を行使することができます。
� 正当な権利により被共済自動車を使用または管理していた者の故意または重大な過失
によって生じた損害
� 正当な権利により被共済自動車を使用または管理していた者が法令に定められた運転
資格を持たないで被共済自動車を運転している間に生じた損害

 正当な権利により被共済自動車を使用または管理していた者が道路交通法（昭和３５年
法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態または
これに相当する状態で被共済自動車を運転している間に生じた損害
� 正当な権利により被共済自動車を使用または管理していた者が麻薬、大麻、あへん、
覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
る法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に定める指定薬物等の影響によ
り、正常な運転ができないおそれがある状態で被共済自動車を運転している場合に生じ
た損害
	 自動車取扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間に生
じた損害

（５）搭乗者傷害条項に関しては、当組合が共済金を支払った場合であっても、被共済者また
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はその法定相続人がその傷害について第三者に対して有する被共済者等債権は、当組合に移
転しません。
（６）被共済者または共済金請求権者は、（１）または（２）の規定により移転した被共済者
等債権を当組合が行使するにあたって、当組合が必要とする書類または証拠となるものの提
出等を求めた場合は、遅滞なくこれを提出し、当組合が行う損害の調査に協力しなければな
りません。この場合において、当組合に協力するために必要な費用は、当組合の負担とします。

第３０条（共済契約者の変更）
（１）共済契約締結の後、共済契約者は、当組合の承認を得て、この共済契約に適用される普
通共済約款および特約に関する権利および義務を第三者に移転させることができます。ただ
し、共済契約者がこの権利および義務を被共済自動車の譲受人（注）に移転させる場合は、
第７条（被共済自動車の譲渡または返還）（１）の規定によるものとします。

（２）（１）の規定による移転を行う場合は、共済契約者は、書面によりその旨を当組合に申
し出て、承認の請求を行わなければなりません。
（３）共済契約締結の後、共済契約者が死亡した場合は、その死亡した共済契約者の死亡時の
法定相続人にこの共済契約に適用される普通共済約款および特約条項に関する権利および義
務が移転するものとします。
（注）所有権留保条項付売買契約に基づく売主および貸借契約に基づく貸主を含みます。

第３１条（共済契約者または共済金を受け取るべき者が複数の場合の取扱い）
（１）この共済契約について、共済契約者または共済金を受け取るべき者が２名以上である場
合は、当組合は、代表者１名を定めることを求めることができます。この場合において、代
表者は、他の共済契約者または共済金を受け取るべき者を代理するものとします。
（２）（１）の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合は、共済契約者ま
たは共済金を受け取るべき者の中の１名に対して行う当組合の行為は、他の共済契約者また
は共済金を受け取るべき者に対しても効力を有するものとします。
（３）共済契約者が２名以上である場合は、各共済契約者は連帯してこの共済契約に適用され
る普通共済約款および特約に関する義務を負うものとします。
第３２条（共済金の削減または共済掛金の追徴）

当組合は、異常災害その他の事由により損失金を生じ、かつ、その損失金を繰越剰余金お
よび諸積立金をもって補うことができなかったときは、総代会の議決を経て、共済金の削減
または共済掛金の追徴をすることができるものとします。
第３３条（訴訟の提起）
この共済契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起するものとします。

第３４条（準拠法）
この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。
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等
級 介護を要する後遺障害

搭乗者傷害
条項共済金
支払割合

第
１
級

� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの

１００％

第
２
級

� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、随時介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、随時介護を要するもの

８９％

表１．介護を要する後遺障害

等
級 後遺障害

搭乗者傷害
条項共済金
支払割合

第
１
級

� 両眼が失明したもの
そ

� 咀しゃくおよび言語の機能を廃したもの
� 両上肢をひじ関節以上で失ったもの
� 両上肢の用を全廃したもの
� 両下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両下肢の用を全廃したもの

１００％

第
２
級

きょう

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
きょう

� 両眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 両上肢を手関節以上で失ったもの
� 両下肢を足関節以上で失ったもの

８９％

第
３
級

きょう

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
そ

� 咀しゃくまたは言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、終身労務に服すること
ができないもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服することができな
いもの
� 両手の手指の全部を失ったもの

７８％

表２．１以外の後遺障害

〈別表１〉後遺障害等級表

この表は、人身傷害条項および搭乗者傷害条項に共通のものとして使用します。

注１ 各等級の後遺障害に該当しない後遺障害であっても、各等級の後遺障害に相当する
と認められるものについては、身体の障害の程度に応じ、それぞれその相当する等級
の後遺障害に該当したものとみなします。

注２ 既に後遺障害があった同一部位について、事故により後遺障害の程度が加重された
場合は、加重後の後遺障害に該当する等級に対応する損害額から、既にあった後遺障
害に該当する等級に対応する損害額を差し引いた額を損害額とします。
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第
４
級

きょう

� 両眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
そ

� 咀しゃくおよび言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力を全く失ったもの
� １上肢をひじ関節以上で失ったもの
� １下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両手の手指の全部の用を廃したもの
� 両足をリスフラン関節以上で失ったもの

６９％

第
５
級

きょう

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の
労務に服することができないもの

� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の労務に服
することができないもの

� １上肢を手関節以上で失ったもの
� １下肢を足関節以上で失ったもの
� １上肢の用を全廃したもの
� １下肢の用を全廃したもの
	 両足の足指の全部を失ったもの

５９％

第
６
級

きょう

� 両眼の矯正視力が０．１以下になったもの
そ

� 咀しゃくまたは言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になっ
たもの

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では
普通の話声を解することができない程度になったもの

せき

� 脊柱に著しい変形または運動障害を残すもの
� １上肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
	 １手の５の手指またはおや指を含み４の手指を失ったもの

５０％

第
７
級

きょう

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 両耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解すること
ができない程度になったもの

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の
話声を解することができない程度になったもの

� 神経系統の機能または精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服す
ることができないもの

� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服することが
できないもの

� １手のおや指を含み３の手指を失ったものまたはおや指以外の４の手指
を失ったもの

� １手の５の手指またはおや指を含み４の手指の用を廃したもの
	 １足をリスフラン関節以上で失ったもの

 １上肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
� １下肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
� 両足の足指の全部の用を廃したもの

ぼう


 外貌に著しい醜状を残すもの
こう

� 両側の睾丸を失ったもの

４２％
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第
８
級

きょう

� １眼が失明し、または１眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
せき

� 脊柱に運動障害を残すもの
� １手のおや指を含み２の手指を失ったものまたはおや指以外の３の手指
を失ったもの
� １手のおや指を含み３の手指の用を廃したものまたはおや指以外の４の
手指の用を廃したもの
� １下肢を５センチメートル以上短縮したもの
� １上肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
	 １上肢に偽関節を残すもの

 １下肢に偽関節を残すもの
� １足の足指の全部を失ったもの

３４％

第
９
級

きょう

� 両眼の矯正視力が０．６以下になったもの
きょう

� １眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 両眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの

そ

� 咀しゃくおよび言語の機能に障害を残すもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することができ
ない程度になったもの
	 １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度にな
り、他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困
難である程度になったもの

 １耳の聴力を全く失ったもの
� 神経系統の機能または精神に障害を残し、服することができる労務が相
当な程度に制限されるもの
� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、服することができる労務が相当な程度
に制限されるもの

 １手のおや指またはおや指以外の２の手指を失ったもの
� １手のおや指を含み２の手指またはおや指以外の３の手指の用を廃した
もの
� １足の第１の足指を含み２以上の足指を失ったもの
� １足の足指の全部の用を廃したもの

ぼう

� 外貌に相当程度の醜状を残すもの
� 生殖器に著しい障害を残すもの

２６％

第
１０
級

きょう

� １眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 正面を見た場合に複視の症状を残すもの

そ

� 咀しゃくまたは言語の機能に障害を残すもの
てつ

� １４歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困難
である程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になっ
たもの
� １手のおや指またはおや指以外の２の手指の用を廃したもの
	 １下肢を３センチメートル以上短縮したもの

 １足の第１の足指または他の４の足指を失ったもの
� １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの

２０％
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第
１１
級

� 両眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい欠損を残すもの

てつ

� １０歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程
度になったもの

� １耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解すること
ができない程度になったもの

せき

� 脊柱に変形を残すもの
	 １手のひとさし指、なか指またはくすり指を失ったもの

 １足の第１の足指を含み２以上の足指の用を廃したもの
� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、労務の遂行に相当な程度の支障がある
もの

１５％

第
１２
級

� １眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの

てつ

� ７歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の耳殻の大部分を欠損したもの
� 鎖骨、胸骨、ろく骨、けんこう骨または骨盤骨に著しい変形を残すもの
� １上肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの

ちょうかん こつ

	 長管骨に変形を残すもの

 １手のこ指を失ったもの
� １手のひとさし指、なか指またはくすり指の用を廃したもの
� １足の第２の足指を失ったもの、第２の足指を含み２の足指を失ったも
のまたは第３の足指以下の３の足指を失ったもの


 １足の第１の足指または他の４の足指の用を廃したもの
� 局部に頑固な神経症状を残すもの

ぼう

� 外貌に醜状を残すもの

１０％

第
１３
級

きょう

� １眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 正面以外を見た場合に複視の症状を残すもの
� １眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたの一部に欠損を残し、またはまつげはげを残すもの

てつ

� ５歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １手のこ指の用を廃したもの
� １手のおや指の指骨の一部を失ったもの
	 １下肢を１センチメートル以上短縮したもの

 １足の第３の足指以下の１または２の足指を失ったもの
� １足の第２の足指の用を廃したもの、第２の足指を含み２の足指の用を
廃したものまたは第３の足指以下の３の足指の用を廃したもの

� 胸腹部臓器の機能に障害を残すもの

７％

第
１４
級

� １眼のまぶたの一部に欠損を残し、またはまつげはげを残すもの
てつ

� ３歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程
度になったもの

� 上肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� 下肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの

４％
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第
１４
級

� １手のおや指以外の手指の指骨の一部を失ったもの
� １手のおや指以外の手指の遠位指節間関節を屈伸することができなく
なったもの
� １足の第３の足指以下の１または２の足指の用を廃したもの
� 局部に神経症状を残すもの

４％

注１ 視力の測定は、万国式試視力表によるものとします。屈折異状のあるものについて
きょう

は、矯正視力を測定するものとします。
注２ 手指を失ったものとは、おや指は指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上
を失ったものをいいます。

注３ 手指の用を廃したものとは、手指の末節骨の半分以上を失い、または中手指節関節
もしくは近位指節間関節（おや指にあっては指節間関節）に著しい運動障害を残すも
のをいいます。

注４ 足指を失ったものとは、その全部を失ったものをいいます。
注５ 足指の用を廃したものとは、第１の足指は末節骨の半分以上、その他の足指は遠位
指節間関節以上を失ったものまたは中足指節関節もしくは近位指節間関節（第１の足
指にあっては指節間関節）に著しい運動障害を残すものをいいます。

注６ 各等級の後遺障害に該当しない後遺障害であって、各等級の後遺障害に相当するも
のは、その等級の後遺障害とします。

注７ 後遺障害が２以上あるときは、重い方の後遺障害の該当する等級によります。ただ
し、下記に掲げる場合においては等級を次のとおり繰り上げます。

� 第１３級以上に該当する後遺障害が２以上あるときは、重い方の後遺障害の等級を１級
繰り上げます。ただし、それぞれの後遺障害に該当する損害額または共済金支払額の
合計額が繰上げ後の後遺障害の損害額または共済金支払額を下回るときは前記合計額
を採用します。

� 第８級以上に該当する後遺障害が２以上あるときは、重い方の後遺障害の等級を２級
繰り上げます。

� 第５級以上に該当する後遺障害が２以上あるときは、重い方の後遺障害の等級を３級
繰り上げます。

注８ 既に後遺障害があった同一部位について、事故により障害が加重された場合は、加
重後の等級に応じた損害額または共済金支払額から既存の障害に応じた損害額または
共済金支払額を差し引いて算出します。

注９ 関節などの説明図
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部 位

症 状

頭

部

顔面部

頸

部

胸
部
ま
た
は
腹
部

背
部
・
腰
部
ま
た
は
臀
部

上 肢 下 肢

眼
・
歯
牙
を
除
く

眼
歯

牙

手
指
を
除
く

手

指

足
指
を
除
く

足

指

さっ か しょう ざ しょう ねん ざ

打撲、擦過傷、挫傷、捻挫、
筋の損傷もしくは断裂（完全
に切断されないもの）または
腱の損傷もしくは断裂（完全
に切断されないもの）

５
万
円

５
万
円

－ －
５
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

ざ そう ざ めつ そう

挫創または挫滅創
１５
万
円

１０
万
円

－ －
１０
万
円

１５
万
円

１５
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

筋または腱の断裂
（完全に切断されるもの） － － － － －

６５
万
円

６５
万
円

３５
万
円

２５
万
円

３５
万
円

２０
万
円

骨折または脱臼
６５
万
円

３０
万
円

－ －
８０
万
円

３０
万
円

６０
万
円

３０
万
円

１５
万
円

５０
万
円

２０
万
円

欠損または切断 －
２０
万
円

－
１０
万
円

－ － －
６０
万
円

２５
万
円

７５
万
円

３０
万
円

頭蓋内の内出血もしくは血腫
または眼球の内出血もしくは
血腫

９０
万
円

－
３０
万
円

－ － － － － － － －

神経（脊髄を除く）の損傷ま
たは断裂

９０
万
円

４０
万
円

６０
万
円

－
４０
万
円

－
４０
万
円

４０
万
円

３０
万
円

４０
万
円

２０
万
円

脊髄の損傷または断裂 － － － －
１２０
万
円

－
１２０
万
円

－ － － －

臓器の損傷もしくは破裂（手
術を伴うもの）または眼球の
損傷もしくは破裂

－ －
６０
万
円

－ －
９０
万
円

－ － － － －

臓器の損傷もしくは破裂
（手術を伴わないもの） － － － － －

５５
万
円

－ － － － －

熱傷
１０
万
円

１０
万
円

－ －
５
万
円

１０
万
円

１０
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

５
万
円

その他
１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

１０
万
円

〈別表２〉医療共済金支払額基準

〈部位・症状別入通院共済金〉

注１ 胸部または腹部には、胸骨、ろく骨、鎖骨およびけんこう骨を含みます。
注２ 同一の自動車事故により被った傷害の部位および症状が複数の項目に該当する場
合、それぞれの項目により支払われる金額のうち、最も高い金額を支払います。
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〈別表３〉被共済自動車の入替ができる用途車種区分表

被共済自動車 入替対象自動車

自家用普通乗用車
自家用小型乗用車
自家用軽四輪乗用車
自家用軽四輪貨物車
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン超２トン以下）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン以下）
自家用小型貨物車
特種用途自動車
（キャンピング車）

→

自家用普通乗用車
自家用小型乗用車
自家用軽四輪乗用車
自家用軽四輪貨物車
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン超２トン以下）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン以下）
自家用小型貨物車
特種用途自動車
（キャンピング車）

営業用乗用車Ａ
営業用乗用車Ｂ → 営業用乗用車Ａ

営業用乗用車Ｂ

営業用乗用車Ｃ → 営業用乗用車Ｃ

営業用乗用車Ｄ → 営業用乗用車Ｄ

自家用バス → 自家用バス

営業用バス → 営業用バス

二輪自動車 → 二輪自動車

原動機付自転車 → 原動機付自転車

自家用軽四輪貨物車
自家用普通貨物車
（最大積載量２トン超）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン超２トン以下）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン以下）
自家用小型貨物車

→

自家用軽四輪貨物車
自家用普通貨物車
（最大積載量２トン超）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン超２トン以下）
自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン以下）
自家用小型貨物車

営業用軽四輪貨物車
営業用普通貨物車
（最大積載量２トン超）
営業用普通貨物車
（最大積載量２トン以下）
営業用小型貨物車

→

営業用軽四輪貨物車
営業用普通貨物車
（最大積載量２トン超）
営業用普通貨物車
（最大積載量２トン以下）
営業用小型貨物車

砂利類運送用普通貨物車
普通型ダンプカー
（最大積載量２トン超）
普通型ダンプカー
（最大積載量２トン以下）
小型ダンプカー

→

砂利類運送用普通貨物車
普通型ダンプカー
（最大積載量２トン超）
普通型ダンプカー
（最大積載量２トン以下）
小型ダンプカー
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Ａ種工作車
（クレーン・ショベル付）
Ａ種工作車
（クレーン・ショベル付以外）

→

Ａ種工作車
（クレーン・ショベル付）
Ａ種工作車
（クレーン・ショベル付以外）

Ｂ種工作車 → Ｂ種工作車

特種用途自動車
（キャンピング車以外） → 特種用途自動車

（キャンピング車以外）

農耕作業用自動車 → 農耕作業用自動車

注１ 営業用乗用車Ａとは、東京都の特別区、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市または
神戸市に使用の本拠を有するハイヤーをいいます。

注２ 営業用乗用車Ｂとは、営業用乗用車Ａと使用の本拠を同じくするタクシー（個人タ
クシーを除きます。）をいいます。

注３ 営業用乗用車Ｃとは、営業用乗用車Ａおよび営業用乗用車Ｂ以外の営業用乗用車（個
人タクシーを除く。）をいいます。

注４ 営業用乗用車Ｄとは、個人タクシーをいいます。

既経過期間または未経過期間 月割短期掛金率

１か月まで １／１２

２か月まで ２／１２

３か月まで ３／１２

４か月まで ４／１２

５か月まで ５／１２

６か月まで ６／１２

７か月まで ７／１２

８か月まで ８／１２

９か月まで ９／１２

１０か月まで １０／１２

１１か月まで １１／１２

１２か月まで １２／１２

〈別表４〉月割短期掛金率表

（注１）既経過期間または未経過期間について、１か月に満たない日数がある場合は、こ
れを１か月とします。

（注２）月割短期掛金率に小数点以下第５位未満の端数が生じた場合は、これを四捨五入
します。
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〈別表５〉ギプス等の常時装着により通院をしたものとみなす部位

１．長管骨（注１）および脊柱
２．長管骨（注１）に接続する上肢または下肢の３大関節部分。ただし、長管骨（注１）を含
めギプス等（注２）を装着した場合に限ります。

３．ろく骨および胸骨。ただし、体幹部にギプス等（注２）を装着した場合に限ります。
４．上記部位以外の部位。ただし、ギプス等（注２）を常時装着した結果、平常の業務に従事
することまたは平常の生活に著しい支障が生じた場合に限ります。また、手指もしくは足指
のみにギプス等（注２）を装着した場合または脱着が容易なギプス等（注２）を装着した場
合を除きます。

じょう わん こつ とう こつ しゃっ こつ だい たい こつ けい こつ ひ こつ

（注１）上腕骨・橈骨・尺骨・大腿骨・脛骨および腓骨をいいます。
（注２）ギプス、ギプスシーネ、ギプスシャーレまたはシーネをいいます。
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〈別紙〉人身傷害条項損害額基準

第１ 傷害による損害
傷害による損害は、被共済者が被った積極損害、休業損害および精神的損害とします。
なお、臓器の移植に関する法律（平成９年法律第１０４号）第６条の規定によって、同条

第４項で定める医師により「脳死した者の身体」との判定を受けた後、その身体への処置
がされた場合であって、その処置が同法附則第１１条に定める医療給付関係各法の規定に基
づく医療の給付としてされたものとみなされる処置（注）であるときは、その処置に伴い
生じた損害を含みます。
（注）医療給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各法の適用があれば、医療の
給付としてされたものとみなされる処置を含みます。

１．積極損害
（１）治療関係費
� 応急手当費
応急手当に直接かかる必要かつ妥当な実費とします。

� 診察料
必要かつ妥当な実費とします。

� 入院料
原則としてその地域における普通病室への入院に必要かつ妥当な実費とします。ただ

し、傷害の態様等から医師が必要と認めた場合は、上記以外の病室への入院に必要かつ
妥当な実費とします。
� 投薬料、手術料、処置料等

必要かつ妥当な実費とします。
� 通院費、転院費、入・退院費
必要かつ妥当な実費とします。なお、通院費は、傷害の態様等によりタクシー利用が

相当とされる場合以外は、電車、バスの料金とし、自家用車を利用した場合は実費相当
額とします。
� 看護料
原則として医師がその療養上看護が必要と認めた場合に限り、次のアまたはイに定め

るとおりとします。
ア．厚生労働大臣の許可を受けた有料職業紹介所の紹介による者が看護した場合
立証資料等により必要かつ妥当な実費とします。

イ．近親者等が看護した場合
次の（ア）から（ウ）までに定めるとおりとします。

（ア）入院看護をした場合は、１日につき４，１００円とします。
（イ）医師の指示により入院看護に代えて自宅看護をした場合は、被共済者の年齢、傷
害の部位・程度、看護状況を勘案して、１日につき２，０５０円とします。

（ウ）１２歳以下の子供もしくは歩行困難な者の通院に付き添った場合は、被共済者の年
齢、傷害の部位・程度、看護状況を勘案して、１日につき２，０５０円とします。

� 入院中の諸雑費
療養に直接必要のある諸物品の購入費または使用料、医師の指示により摂取した栄養

物の購入費、通信費等とし、入院１日につき１，１００円とします。
	 柔道整復等の費用
免許を有する柔道整復師、あんま・マッサージ・指圧師、はり師、きゅう師が行う施

術費用は、必要かつ妥当な実費とします。

 義肢等の費用
次のアまたはイに定めるとおりとします。
ア．傷害を被った結果、医師が身体の機能を補完するために必要と認めた義肢、歯科補

てつ

綴、義眼、眼鏡（注）、補聴器、松葉杖等の用具の制作等に必要かつ妥当な実費とし
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ます。
イ．アに掲げる用具を使用していた者が、傷害に伴い当該用具の修繕または再調達を必
要とするに至った場合は、必要かつ妥当な実費とします。

� 診断書等の費用
必要かつ妥当な実費とします。

（２）その他の費用
上記（１）以外の損害については、社会通念上必要かつ妥当な実費とします。
（注）コンタクトレンズを含みます。

２．休業損害
受傷により収入（注１）が減少した場合、減収額に応じて支払うものとし、原則として、

下記の算定方法によります。
なお、被共済者が所属または勤務する企業等の損害は対象となりません。

（１）有職者の場合
次の�から�までの算定方法によります。ただし、提出資料上１日あたりの収入額が

５，７００円を超える場合であっても、その額の立証が困難な場合は、１日につき５，７００円とし
ます。
なお、休業損害の対象となる日数は、実休業日数を基準とし、被共済者の傷害の態様、
治療日数等を勘案し、治療期間の範囲内で決定します。
� 給与所得者
事故直前３か月間の月例給与等

９０日
× 休業損害の対象となる日数

ア．事故直前３か月間の月例給与等は、事故前年の源泉徴収票に記載された年収額を基
礎として、雇用主が作成した休業損害証明書における３か月間の月例給与の合計額（注
２）により決定します。ただし、入社当月等就労期間が短い者が受傷した場合は、雇
用契約書等の立証資料に基づき決定します。

イ．月例給与等の一部が支給されている場合は、上記金額から休業損害の対象となる日
数に対応する期間に対して現に支給された金額を差し引きます。

ウ．賞与等について、現実に収入の減少が生じた場合は、その減少額を休業損害に含め
ます。

エ．役員報酬は、原則として、支払の対象となりません。ただし、被共済者本人の労働
の対価とみなされる部分がある場合は、その部分を支払の対象とします。

� 商工鉱業者、農林漁業者等事業所得者および家族従業者
（事故前１か年間の収入額－必要経費）×寄与率

３６５日
× 休業損害の対象となる日数

ア．事故前１か年間の収入額および必要経費は、事故前年の確定申告書または市町村に
よる課税証明書等の公的な税務資料により、被共済者本人について確認された額とし
ます。ただし、公的な税務資料による立証が困難な場合で、公的な税務資料に準じる
資料があるときは、付表�に定める年齢別平均給与額等を基礎に決定します。
イ．寄与率は、被共済者の収入が、事業収入または同一事業に従事する家族総収入等と
して計上されている場合に適用し、その総収入に対する本人の寄与している割合とし
ます。

ウ．代替労力を利用した場合は、被共済者本人に収入の減少があったものとみなし、被
共済者本人の休業損害に代えてその代替労力の利用に要した必要かつ妥当な実費を支
払います。

� 自由業者
事故前１か年間の収入額（注３）－必要経費

３６５日
× 休業損害の対象となる日数

ア．自由業者とは、報酬、料金または謝金により生計を営む者であって、開業医、弁護
士、プロスポーツ選手、芸能人、芸術家、保険代理店主、歩合制の外交員、著述業、
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その他これに準じる者をいいます。
イ．事故前１か年間の収入額、必要経費、代替労力については、「� 商工鉱業者、農
林漁業者等事業所得者および家族従業者」に準じます。

� アルバイト・パートタイマー
「� 給与所得者」の算定方法に準じます。ただし、休業日数が特定できない場合は、
次の方法で休業損害の対象となる日数を算出します。
事故直前３か月間の就労日数

９０日
× 休業した期間の延べ日数

（２）家事従事者の場合
現実に家事に従事できなかった日数に対し、１日につき５，７００円とします。
なお、休業損害の対象となる日数は、原則として、治療日数とし、被共済者の傷害の態様
等を勘案して治療期間の範囲内で決定します。
（３）金利生活者、地主、家主、恩給・年金生活者、幼児、学生、生活保護法の被保護者等現
に労働の対価としての収入のない者は、支払の対象となりません。
（注１）専ら被共済者本人の労働の対価として得ているものをいいます。
（注２）本給および付加給の合計額をいいます。
（注３）固定給を除きます。

３．精神的損害
付表�に基づき計算した金額を基準とします。
なお、被共済者の受傷の態様が重傷（注）の場合は、具体的な傷害の部位・程度、治療の
内容等を勘案し、２５％の範囲内で割り増します。
また、妊婦が胎児を死産または流産した場合は、次の�から�までのいずれかの金額を加

えます。
� 妊娠月数３か月以内 ３０万円
� 妊娠月数４か月以上６か月以内 ５０万円
� 妊娠月数７か月以上 ８０万円
（注）脳挫傷、胸腹部臓器破裂、開放骨折等をいいます。

第２ 後遺障害による損害
後遺障害による損害は、逸失利益、精神的損害、将来の介護料およびその他の損害とし
ます。なお、後遺障害の等級は別表１によります。

１．逸失利益
後遺障害のため、労働能力の全部または一部を喪失したことにより生じた「得べかりし経
済的利益の損失」をいい、原則として、（２）に従い、被共済者の区分に応じた計算方法で
計算します。
（１）用語

逸失利益の計算において使用される用語は、次のとおりとします。
� 収入額
ア．現実収入額
事故前１か年間または後遺障害確定前１か年間に労働の対価として得た収入額のい

ずれか高い額とし、事故前年の確定申告書または市町村による課税証明書等の公的な
税務資料により確認された額とします。ただし、公的な税務資料による立証が困難な
場合で、公的な税務資料に準じる資料があるときは、付表�に定める年齢別平均給与
額等を基礎に決定します。
なお、給与所得者の定年退職等の事由により現実収入額が減少する蓋然性が高い場

合は、離職後の現実収入額は付表�に定める年齢別平均給与額等を基礎として決定し
ます。
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現実収入額 × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する
ライプニッツ係数

年 齢 別
平 均 給 与 額 × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する

ライプニッツ係数

年 齢 別
平 均 給 与 額 × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する

ライプニッツ係数

全 年 齢
平 均 給 与 額 × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する

ライプニッツ係数

１８ 歳
平 均 給 与 額 × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する

ライプニッツ係数

年 齢 別
平均給与額の５０％ × 労働能力喪失率 × 労働能力喪失期間に対応する

ライプニッツ係数

イ．年齢別平均給与額
付表�によります。

ウ．全年齢平均給与額
付表�によります。

� 労働能力喪失率
付表�に定める各等級に対応する労働能力喪失率を上限として、労働能力に影響を与

える障害の部位・程度、被共済者の年齢・職業、現実の減収額等を勘案し決定します。
� 労働能力喪失期間

付表�に定める年齢に対応する就労可能年数を上限として、労働能力に影響を与え
る障害の部位・程度、被共済者の年齢・職業、現実の減収額等を勘案し決定します。

� ライプニッツ係数
労働能力喪失期間（年数）に対応するライプニッツ係数は、付表�によります。

（２）被共済者区分別計算方法
	 家事従事者以外の有職者
次のアまたはイのいずれか高い額とします。

ア．

イ．

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間
中の各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがある場合には、
年齢別平均給与額に替えて全年齢平均給与額とします。

� 家事従事者および１８歳以上の学生

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間
中の各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがある場合には、
年齢別平均給与額に替えて全年齢平均給与額とします。

� 幼児および１８歳未満の学生

� 退職後１年を経過していない失業者（注）
	の「現実収入額」を「退職前１年間の収入額」と読み替えて適用します。


 身体・精神に特別異常がなく十分働く意思と能力を有している無職者
次のアまたはイのいずれか高い額とします

ア．

イ．

（注）定年退職者等を除きます。
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後遺障害等級
父母・配偶者・子の
いずれかがいる場合

左記以外

第１級 １，９００万円 １，４００万円

第２級 １，５００万円 １，２００万円

第３級 １，２５０万円 １，０００万円

第４級 ９５０万円

第５級 ７５０万円

第６級 ６００万円

第７級 ５００万円

第８級 ４００万円

第９級 ３００万円

第１０級 ２００万円

第１１級 １５０万円

第１２級 １００万円

第１３級 ６０万円

第１４級 ４０万円

介護料および諸雑費 × １２ × 介護期間に対応する
ライプニッツ係数

２．精神的損害
後遺障害等級別に次の金額を基準とします。

３．将来の介護料
将来の介護料は、後遺障害の症状固定後に生じる介護料および諸雑費とし、原則として、
下記の（１）および（２）に従い次の算式により計算します。

（１）別表１の表１の第１級に該当する後遺障害の場合
� 介護料および諸雑費
１か月につき２０万円とします。

� 介護期間
障害の態様、機能回復の可能性、医師の診断等を勘案し、付表�に定める平均余命の

範囲内で決定します。
� ライプニッツ係数

介護期間（年数）に対応するライプニッツ係数は、付表�によります。
（２）別表１の表１の第２級、別表１の表２の第１級、第２級または第３級（３）もしくは
（４）に該当する後遺障害で、かつ、随時介護を要すると認められる場合
� 介護料および諸雑費

１か月につき１０万円とします。
� 介護期間
障害の態様、機能回復の可能性、医師の診断等を勘案し、付表�に定める平均余命の
範囲内で決定します。
� ライプニッツ係数

介護期間（年数）に対応するライプニッツ係数は、付表�によります。
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�
�
�
�

現実収入額 － 生活費
�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

４．その他の損害
上記１から３まで以外の後遺障害による損害については、将来支出される費用を含み、事
故と因果関係のある範囲内で、社会通念上必要かつ妥当な実費とします。なお、将来支出さ
れる費用の算出にあたっては、中間利息をライプニッツ係数により控除して認定します。

第３ 死亡による損害
死亡による損害は、葬儀費、逸失利益、精神的損害およびその他の損害とします。

１．葬儀費
６０万円とします。ただし、立証資料等により６０万円を超えることが明らかな場合は、１２０
万円を限度として実費を支払います。

２．逸失利益
死亡により生じた「得べかりし経済的利益の損失」をいい、原則として、次の（２）およ
び（３）に従い、被共済者の区分および年金等の受給の有無に応じた計算方法で計算します。

（１）用語
逸失利益の計算において使用される用語は、次のとおりとします。
� 収入額
ア．現実収入額
事故前１か年間に労働の対価として得た収入額とし、事故前年の確定申告書または

市町村による課税証明書等の公的な税務資料により確認された額とします。ただし、
公的な税務資料による立証が困難な場合で、公的な税務資料に準じる資料があるとき
は、付表�に定める年齢別平均給与額等を基礎に決定します。
なお、給与所得者の定年退職等の事由により現実収入額が減少する蓋然性が高い場

合は、離職後の現実収入額は付表�に定める年齢別平均給与額等を基礎として決定し
ます。

イ．年齢別平均給与額
付表�によります。

ウ．全年齢平均給与額
付表�によります。

	 生活費
被扶養者の人数に応じ、収入額に対する次のアからエまでに定める割合とします。
なお、被扶養者とは、被共済者に現実に扶養されていた者をいいます。

ア．被扶養者がいない場合 ５０％
イ．被扶養者が１人の場合 ４０％
ウ．被扶養者が２人の場合 ３５％
エ．被扶養者が３人以上の場合 ３０％


 就労可能年数
付表�によります。

� ライプニッツ係数
就労可能年数に対応するライプニッツ係数は付表
により、また、平均余命年数に対

応するライプニッツ係数は付表
および付表�によります。
（２）被共済者区分別計算方法
� 家事従事者以外の有職者
次のアまたはイのいずれか高い額とします。

ア．
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�
�
�
�

年 齢 別
平 均 給 与 額 － 生活費

�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

�
�
�
�

年 齢 別
平 均 給 与 額 － 生活費

�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

�
�
�
�

全 年 齢
平 均 給 与 額 － 生活費

�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

�
�
�
�

１８ 歳
平 均 給 与 額 － 生活費

�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

�
�
�
�

年 齢 別
平均給与額の５０％ － 生活費

�
�
�
�
× 就労可能年数に対応する

ライプニッツ係数

�
�
�
�
�
�

年金等の額 － 生活費

�
�
�
�
�
�

×

�
�
�
�
�
�

死亡時の年齢に
おける平均余命
年数のライプ
ニッツ係数

－

死亡時の年齢に
おける就労可能
年数のライプ
ニッツ係数

�
�
�
�
�
�

イ．

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、就労可能年数内の
各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがある場合には、年齢
別平均給与額に替えて全年齢平均給与額とします。

� 家事従事者および１８歳以上の学生

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、就労可能年数内の
各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがある場合には、年齢
別平均給与額に替えて全年齢平均給与額とします。

� 幼児および１８歳未満の学生

	 退職後１年を経過していない失業者（注１）

の「現実収入額」を「退職前１年間の収入額」と読み替えて適用します。

� 身体・精神に特別異常がなく十分働く意思と能力を有している無職者
次のアまたはイのいずれか高い額とします。

ア．

イ．

（３）年金等の受給者
被共済者が年金等の受給者（注２）である場合には、（２）の額に加えて次の算式により
算出された額を加えるものとします。

（注１）定年退職者等を除きます。
（注２）各種年金および恩給制度のうち原則として受給者本人による拠出性のある年金等

を現に受給していた者をいい、無拠出性の福祉年金や遺族年金は含みません。

３．精神的損害
被共済者の属性別に次の（１）から（４）までに定める金額を基準とします。

（１）被共済者が一家の支柱である場合 ２，０００万円
（２）被共済者が１８歳未満である場合（注１） １，６００万円
（３）被共済者が６５歳以上である場合（注２） １，５００万円
（４）被共済者が上記以外である場合 １，６００万円

（注１）有職者を除きます。
（注２）一家の支柱である場合を除きます。
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４．その他の損害
上記１から３まで以外の死亡による損害は、事故と相当因果関係のある範囲内で、社会通
念上必要かつ妥当な実費とします。

付表� 年齢別平均給与額表（平均月額）

年齢 男子 女子

歳 円 円

全 年 齢 ４１５，４００ ２７５，１００

平均給与額

１８ １８７，４００ １６９，６００

１９ １９９，８００ １７５，８００

２０ ２１９，８００ １９３，８００

２１ ２３９，８００ ２１１，９００

２２ ２５９，８００ ２３０，０００

２３ ２７２，８００ ２３８，７００

２４ ２８５，９００ ２４７，４００

２５ ２９８，９００ ２５６，０００

２６ ３１２，０００ ２６４，７００

２７ ３２５，０００ ２７３，４００

２８ ３３７，３００ ２７８，８００

２９ ３４９，６００ ２８４，１００

３０ ３６１，８００ ２８９，４００

３１ ３７４，１００ ２９４，７００

３２ ３８６，４００ ３００，１００

３３ ３９８，０００ ３０１，９００

３４ ４０９，６００ ３０３，７００

３５ ４２１，３００ ３０５，５００

３６ ４３２，９００ ３０７，３００

３７ ４４４，５００ ３０９，１００

３８ ４５０，５００ ３０７，９００

３９ ４５６，６００ ３０６，８００

４０ ４６２，６００ ３０５，６００

４１ ４６８，６００ ３０４，５００

４２ ４７４，７００ ３０３，３００

年齢 男子 女子

歳 円 円

４３ ４７８，３００ ３０１，０００

４４ ４８２，０００ ２９８，８００

４５ ４８５，６００ ２９６，５００

４６ ４８９，３００ ２９４，３００

４７ ４９２，９００ ２９２，０００

４８ ４９５，５００ ２９１，８００

４９ ４９８，１００ ２９１，７００

５０ ５００，７００ ２９１，６００

５１ ５０３，３００ ２９１，４００

５２ ５０５，８００ ２９１，３００

５３ ５００，７００ ２８８，５００

５４ ４９５，５００ ２８５，６００

５５ ４９０，３００ ２８２，８００

５６ ４８５，２００ ２８０，０００

５７ ４８０，０００ ２７７，２００

５８ ４５５，４００ ２６９，０００

５９ ４３０，９００ ２６０，９００

６０ ４０６，３００ ２５２，７００

６１ ３８１，７００ ２４４，５００

６２ ３５７，２００ ２３６，４００

６３ ３５０，１００ ２３６，４００

６４ ３４３，０００ ２３６，４００

６５ ３３６，０００ ２３６，５００

６６ ３２８，９００ ２３６，５００

６７ ３２１，８００ ２３６，５００

６８～ ３１４，８００ ２３６，６００
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８か月目 ９か月目 １０か月目 １１か月目 １２か月目 １３か月目 １４か月目 １５か月目
以降

１１．４ １０．０ ７．６ ７．６ ６．３ ５．０ ３．８ ３．８

６．３ ５．０ ５．０ ３．８ ２．６ ２．６ ２．５ ２．５

治療開始日か
らの経過月数 １か月目 ２か月目 ３か月目 ４か月目 ５か月目 ６か月目 ７か月目

入院の場合 ２５．２ ２５．２ ２５．２ ２０．２ １７．６ １５．１ １２．６

通院の場合
（隔日以上通院の場合） １２．６ １２．６ １２．６ １０．１ ８．８ ７．６ ６．３

通院期間に対応する上表の額の合計額 ×
通院実日数（注）×２

通院期間

（単位：万円）

〔適用上の注意〕
１．入院期間に対する精神的損害額は、入院期間に対応する上表の額の合計額とし、通院期
間に対応する精神的損害額は、通院期間に対応する上表の額の合計額とします。ただし、
入院期間または通院期間において１か月未満の端日数が生じた月目については、その端日
数が生じた月目の上表の額を日割計算します。
２．通院の場合の上表の額は、通院期間に対して通院実日数（注）が隔日以上の日数である
場合の通院の精神的損害額とします。従って、通院実日数（注）が隔日を下回る日数であ
る場合には、次の算式により通院期間に対する精神的損害額を決定します。

（注）医師による往診日数を含みます。
３．通院しない場合においても、骨折等の傷害を被った別表５に掲げる部位を固定するため
に医師の指示によりギプス、ギプスシーネ、ギプスシャーレまたはシーネを常時装着した
ときは、その装着日数について、通院したものとみなします。
４．上表の適用にあたっては、３０日を１か月とみなします。

（例）入院期間４５日、通院期間２０日、通院実日数５日の場合

入院期間に対す
る精神的損害額

＝２５．２＋２５．２×４５日－３０日
３０日

＝３７．８

通院期間に対す
る精神的損害額

＝
�
�
��
１２．６×６０日－４５日

３０日
＋１２．６×２０日－（６０日－４５日）

３０日

�
�
��
×５日×２
２０日

＝４．２

精神的損害額 ＝３７．８＋４．２＝４２．０

付表� 傷害による精神的損害額表（隔日以上通院の場合）
（単位：万円）自
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付表� 労働能力喪失率表

付表� ライプニッツ係数表

後遺障害等級 労働能力喪失率
第 ８ 級 ４５／１００
第 ９ 級 ３５／１００
第 １０ 級 ２７／１００
第 １１ 級 ２０／１００
第 １２ 級 １４／１００
第 １３ 級 ９／１００
第 １４ 級 ５／１００

期間 ライプニッツ係数
年

３１ １５．５９３
３２ １５．８０３
３３ １６．００３
３４ １６．１９３
３５ １６．３７４
３６ １６．５４７
３７ １６．７１１
３８ １６．８６８
３９ １７．０１７
４０ １７．１５９
４１ １７．２９４
４２ １７．４２３
４３ １７．５４６
４４ １７．６６３
４５ １７．７７４
４６ １７．８８０
４７ １７．９８１
４８ １８．０７７
４９ １８．１６９
５０ １８．２５６
５１ １８．３３９
５２ １８．４１８
５３ １８．４９３
５４ １８．５６５
５５ １８．６３３
５６ １８．６９９
５７ １８．７６１
５８ １８．８２０
５９ １８．８７６
６０ １８．９２９

後遺障害等級 労働能力喪失率
第 １ 級 １００／１００
第 ２ 級 １００／１００
第 ３ 級 １００／１００
第 ４ 級 ９２／１００
第 ５ 級 ７９／１００
第 ６ 級 ６７／１００
第 ７ 級 ５６／１００

期間 ライプニッツ係数
年
１ ０．９５２
２ １．８５９
３ ２．７２３
４ ３．５４６
５ ４．３２９
６ ５．０７６
７ ５．７８６
８ ６．４６３
９ ７．１０８
１０ ７．７２２
１１ ８．３０６
１２ ８．８６３
１３ ９．３９４
１４ ９．８９９
１５ １０．３８０
１６ １０．８３８
１７ １１．２７４
１８ １１．６９０
１９ １２．０８５
２０ １２．４６２
２１ １２．８２１
２２ １３．１６３
２３ １３．４８９
２４ １３．７９９
２５ １４．０９４
２６ １４．３７５
２７ １４．６４３
２８ １４．８９８
２９ １５．１４１
３０ １５．３７２

期間 ライプニッツ係数
年
６１ １８．９８０
６２ １９．０２９
６３ １９．０７５
６４ １９．１１９
６５ １９．１６１
６６ １９．２０１
６７ １９．２３９
６８ １９．２７５
６９ １９．３１０
７０ １９．３４３
７１ １９．３７４
７２ １９．４０４
７３ １９．４３２
７４ １９．４５９
７５ １９．４８５
７６ １９．５０９
７７ １９．５３３
７８ １９．５５５
７９ １９．５７６
８０ １９．５９６
８１ １９．６１６
８２ １９．６３４
８３ １９．６５１
８４ １９．６８８
８５ １９．６８４
８６ １９．６９９
８７ １９．７１３
８８ １９．７２７
８９ １９．７４０
９０ １９．７５２

（注）幼児、１８歳未満の学生または十分働く意思と能力を有している無職者の後遺障害による
逸失利益を算定する場合に、労働能力喪失期間の終期が１８歳を超えるときの係数は、終期
までの年数に対応する係数から就労の始期とみなす１８歳までの年数に対応する係数を差し
引いて算出します。

（例）１０歳、労働能力喪失期間２０年の場合
１２．４６２（２０年の係数）－６．４６３（８年の係数）＝５．９９９
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付表� 第２０回生命表による平均余命

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７歳 ８歳 ９歳

男
女

７８
８５

７７
８４

７６
８３

７５
８２

７４
８１

７３
８０

７２
７９

７１
７８

７０
７７

６９
７６

１０歳 １１歳 １２歳 １３歳 １４歳 １５歳 １６歳 １７歳 １８歳 １９歳

男
女

６８
７５

６７
７４

６６
７３

６５
７２

６４
７１

６３
７０

６２
６９

６２
６８

６１
６７

６０
６６

２０歳 ２１歳 ２２歳 ２３歳 ２４歳 ２５歳 ２６歳 ２７歳 ２８歳 ２９歳

男
女

５９
６５

５８
６４

５７
６３

５６
６２

５５
６２

５４
６１

５３
６０

５２
５９

５１
５８

５０
５７

３０歳 ３１歳 ３２歳 ３３歳 ３４歳 ３５歳 ３６歳 ３７歳 ３８歳 ３９歳

男
女

４９
５６

４８
５５

４７
５４

４６
５３

４５
５２

４４
５１

４３
５０

４２
４９

４１
４８

４０
４７

４０歳 ４１歳 ４２歳 ４３歳 ４４歳 ４５歳 ４６歳 ４７歳 ４８歳 ４９歳

男
女

３９
４６

３８
４５

３７
４４

３７
４３

３６
４２

３５
４１

３４
４０

３３
３９

３２
３８

３１
３７

５０歳 ５１歳 ５２歳 ５３歳 ５４歳 ５５歳 ５６歳 ５７歳 ５８歳 ５９歳

男
女

３０
３６

２９
３５

２８
３４

２７
３４

２７
３３

２６
３２

２５
３１

２４
３０

２３
２９

２２
２８

６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳

男
女

２２
２７

２１
２６

２０
２５

１９
２４

１８
２４

１８
２３

１７
２２

１６
２１

１５
２０

１５
１９

７０歳 ７１歳 ７２歳 ７３歳 ７４歳 ７５歳 ７６歳 ７７歳 ７８歳 ７９歳

男
女

１４
１８

１３
１８

１３
１７

１２
１６

１１
１５

１１
１４

１０
１４

９
１３

９
１２

８
１１

８０歳 ８１歳 ８２歳 ８３歳 ８４歳 ８５歳 ８６歳 ８７歳 ８８歳 ８９歳

男
女

８
１１

７
１０

７
９

６
９

６
８

５
７

５
７

５
６

４
６

４
５

９０歳 ９１歳 ９２歳 ９３歳 ９４歳 ９５歳 ９６歳 ９７歳 ９８歳 ９９歳

男
女

４
５

３
５

３
４

３
４

３
４

２
３

２
３

２
３

２
２

２
２

１００歳 １０１歳 １０２歳 １０３歳 １０４歳 １０５歳 １０６歳 １０７歳 １０８歳 １０９歳

男
女

２
２

１
２

１
２

１
２

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１１０歳 １１１歳 １１２歳 １１３歳 １１４歳

男
女

１
１

１
１

－
１

－
１

－
１
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年
齢

幼児、学生または十分働く意思と
能力を有している無職者

有 職 者

就労可能年数 ライプニッツ係数 就労可能年数 ライプニッツ係数
歳 年 年

０ ４９ ７．５４９ ６７ １９．２３９

１ ４９ ７．９２７ ６６ １９．２０１

２ ４９ ８．３２３ ６５ １９．１６１

３ ４９ ８．７３９ ６４ １９．１１９

４ ４９ ９．１７６ ６３ １９．０７５

５ ４９ ９．６３５ ６２ １９．０２９

６ ４９ １０．１１７ ６１ １８．９８０

７ ４９ １０．６２３ ６０ １８．９２９

８ ４９ １１．１５４ ５９ １８．８７６

９ ４９ １１．７１２ ５８ １８．８２０

１０ ４９ １２．２９７ ５７ １８．７６１

１１ ４９ １２．９１２ ５６ １８．６９９

１２ ４９ １３．５５８ ５５ １８．６３３

１３ ４９ １４．２３６ ５４ １８．５６５

１４ ４９ １４．９４７ ５３ １８．４９３

１５ ４９ １５．６９５ ５２ １８．４１８

１６ ４９ １６．４８０ ５１ １８．３３９

１７ ４９ １７．３０４ ５０ １８．２５６

付表� 死亡時の年齢別就労可能年数およびライプニッツ係数表

［１］１８歳未満の者に適用する表

（注）幼児、１８歳未満の学生または十分働く意思と能力を有している無職者（有職者、家事従
事者、１８歳以上の学生以外）における就労可能年数およびライプニッツ係数は、下記（例）
に準じて算出します。

（例）３歳の幼児の場合
（１） 就労の終期（６７歳）までの年数６４年（６７年－３年）に対応する係数

１９．１１９
（２） 就労の始期（１８歳）までの年数１５年（１８年－３年）に対応する係数

１０．３８０
（３） 就労可能年数

４９年（６４年－１５年）
（４） 適用する係数

８．７３９（１９．１１９－１０．３８０）
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年齢 就労可能年数 ライプニッツ係数

歳 年
１８ ４９ １８．１６９
１９ ４８ １８．０７７

２０ ４７ １７．９８１
２１ ４６ １７．８８０
２２ ４５ １７．７７４
２３ ４４ １７．６６３
２４ ４３ １７．５４６

２５ ４２ １７．４２３
２６ ４１ １７．２９４
２７ ４０ １７．１５９
２８ ３９ １７．０１７
２９ ３８ １６．８６８

３０ ３７ １６．７１１
３１ ３６ １６．５４７
３２ ３５ １６．３７４
３３ ３４ １６．１９３
３４ ３３ １６．００３

３５ ３２ １５．８０３
３６ ３１ １５．５９３
３７ ３０ １５．３７２
３８ ２９ １５．１４１
３９ ２８ １４．８９８

４０ ２７ １４．６４３
４１ ２６ １４．３７５
４２ ２５ １４．０９４
４３ ２４ １３．７９９
４４ ２３ １３．４８９

４５ ２２ １３．１６３
４６ ２１ １２．８２１
４７ ２０ １２．４６２
４８ １９ １２．０８５
４９ １８ １１．６９０

５０ １７ １１．２７４
５１ １６ １０．８３８
５２ １５ １０．３８０
５３ １４ ９．８９９
５４ １４ ９．８９９

５５ １４ ９．８９９
５６ １３ ９．３９４
５７ １３ ９．３９４

年齢 就労可能年数 ライプニッツ係数

歳 年
５８ １２ ８．８６３
５９ １２ ８．８６３

６０ １２ ８．８６３
６１ １１ ８．３０６
６２ １１ ８．３０６
６３ １０ ７．７２２
６４ １０ ７．７２２

６５ １０ ７．７２２
６６ ９ ７．１０８
６７ ９ ７．１０８
６８ ８ ６．４６３
６９ ８ ６．４６３

７０ ８ ６．４６３
７１ ７ ５．７８６
７２ ７ ５．７８６
７３ ７ ５．７８６
７４ ６ ５．０７６

７５ ６ ５．０７６
７６ ６ ５．０７６
７７ ５ ４．３２９
７８ ５ ４．３２９
７９ ５ ４．３２９

８０ ５ ４．３２９
８１ ４ ３．５４６
８２ ４ ３．５４６
８３ ４ ３．５４６
８４ ４ ３．５４６

８５ ３ ２．７２３
８６ ３ ２．７２３
８７ ３ ２．７２３
８８ ３ ２．７２３
８９ ３ ２．７２３

９０ ３ ２．７２３
９１ ２ １．８５９
９２ ２ １．８５９
９３ ２ １．８５９
９４ ２ １．８５９

９５ ２ １．８５９
９６ ２ １．８５９
９７ ２ １．８５９
９８ ２ １．８５９
９９ ２ １．８５９

１００ ２ １．８５９
１０１～ １ ０．９５２

［２］１８歳以上の者に適用する表
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特約条項



（１） 運転者年齢条件特約

用 語 定 義

運転免許 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８４条（運転免許）第１項に
定める運転免許をいいます。ただし、仮運転免許を除きます。

共済期間 共済証書記載の共済期間をいい、この特約が共済期間の中途で付帯
された場合は、契約内容変更依頼書記載の変更日から共済期間の末日
までをいいます。

新規運転免許取得者 被共済自動車を運転することができる運転免許を新たに取得した者
をいいます。ただし、運転免許の取得歴がある者を含みません。

免許取得日 運転免許証に記載されている免許の年月日をいいます。

�．運転者の範囲に関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が次の�から⑤までのいずれかに該当し、かつ、共
済証書に運転者年齢条件を限定する旨記載されている場合に適用されます。
� 自家用普通乗用車
� 自家用小型乗用車
� 自家用軽四輪乗用車
� 二輪自動車
⑤ 原動機付自転車

第２条（運転者年齢条件に該当しない者が運転している間に生じた事故の取扱い）
（１）記名被共済者が個人である場合は、当組合は、この特約により、次の�から⑤までのい
ずれかに該当する者のうち、共済証書記載の運転者年齢条件に該当しない者が被共済自動車
を運転している間に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� �から�までのいずれかに該当する者の業務（注）に従事中の使用人
⑤ 被共済自動車の所有者が法人である場合で、記名被共済者がその法人の役員となって
いるときは、その法人の業務に従事中の使用人

（２）記名被共済者が法人である場合は、当組合は、この特約により、共済証書記載の運転者
年齢条件に該当しない者が被共済自動車を運転している間に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済金を支払いません。ただし、次の�または�のいずれかに該当する事故
による損害または傷害に対しては、この規定を適用しません。
� 被共済自動車が盗難にあった時から発見されるまでの間にその被共済自動車について
生じた事故
� 自動車取扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間にそ
の被共済自動車について生じた普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合
－対人賠償）に定める対人事故および同条項第２条（共済金を支払う場合－対物賠償）
に定める対物事故
（注）家事を除きます。

第３条（運転免許資格取得に対する自動補償）
（１）前条（１）の規定により当組合に支払責任が発生しない事故が生じた場合であっても、
次の�から�までの条件をいずれも満たしているときは、当組合は、その事故により生じた
損害に対しては、当組合が�の請求を承認していたものとみなして普通共済約款賠償責任条
項および基本条項（注１）を適用します。
� 事故発生の時において、被共済自動車または他の自動車（注２）を運転していた者が
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（２） 運転者家族限定特約

用 語 定 義

共済期間 共済証書記載の共済期間をいい、この特約が共済期間の中途で付帯
された場合は、契約内容変更依頼書記載の変更日から共済期間の末日
までをいいます。

新規運転免許取得者であること。
� 事故発生の日が�の新規運転免許取得者の免許取得日の翌日から起算して３０日以内の
日であること。
� �の新規運転免許取得者の免許取得日の翌日から起算して３０日以内に、共済契約者が
書面により運転者年齢条件の変更またはこの特約の削除の承認の請求を行い、当組合が
これを受領すること。

（２）当組合は、（１）の場合を、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求
－告知義務・通知義務等の場合）（６）の承認をする場合とみなして、免許取得日以後の期
間（注３）に対し、追加共済掛金を請求します。
（３）当組合は、共済契約者が（２）の追加共済掛金の払込みを怠った場合は、（１）の規定
を適用しません。
（注１）付帯された他の特約のうち、被共済者が損害賠償責任を負担することによって被

る損害に対して共済金を支払う場合に適用される特約を含みます。
（注２）他車運転特約の「用語の定義」に規定する他の自動車をいいます。
（注３）免許取得日が共済期間の初日以前である場合は、共済期間とします。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が次の�から�までのいずれかに該当し、かつ、被
共済自動車について運転する者を記名被共済者およびその家族に限定する旨共済証書に記載
されている場合に適用されます。
� 自家用普通乗用車
� 自家用小型乗用車
� 自家用軽四輪乗用車

第２条（家族の定義）
この特約において、家族とは、次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子

第３条（限定運転者以外の者が運転している間に生じた事故の取扱い）
（１）当組合は、この特約により、記名被共済者およびその家族以外の者が被共済自動車を運
転している間に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただ
し、次の�または�のいずれかに該当する事故による損害または傷害に対しては、共済金を
支払います。
� 被共済自動車が盗難にあった時から発見されるまでの間にその被共済自動車について
生じた事故
� 自動車取扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間にそ
の被共済自動車について生じた普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合
－対人賠償）に定める対人事故および同条項第２条（共済金を支払う場合－対物賠償）
に定める対物事故

（２）当組合は、前条の家族に加え、共済期間初日時点の家族（注１）を家族とみなして、（１）
の規定を適用します。ただし、共済契約者または記名被共済者から、共済期間初日時点の家
族（注１）であることを当組合が確認できる公的資料等の提出があった場合に限ります。

（３）当組合は、（２）の規定を適用する場合は、共済期間初日時点の家族が前条�から�ま
でのいずれかに該当する者でなくなった事実の発生日以後の期間に対し、追加共済掛金を請
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（３） 運転者本人・配偶者限定特約

用 語 定 義

共済期間 共済証書記載の共済期間をいい、この特約が共済期間の中途で付帯
された場合は、契約内容変更依頼書記載の変更日から共済期間の末日
までをいいます。

求します。
（４）（３）において、共済契約者または記名被共済者は、事実の発生日（注２）について、
当組合がその事実を確認できる公的資料等の提出を行わなければなりません。資料の提出が
ない場合または提出された資料によって事実の発生日（注２）が特定できない場合は、当組
合は、共済期間の初日以後の期間に対し、追加共済掛金を請求します。
（５）当組合は、共済契約者が（３）および（４）の追加共済掛金の払込みを怠った場合は、
（２）の規定を適用しません。
（注１）共済期間初日時点で第２条（家族の定義）�から�までのいずれかに該当してい

た者をいいます。
（注２）共済期間初日時点の家族が第２条（家族の定義）�から�までのいずれかに該当

する者でなくなった事実の発生日をいいます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が次の�から�までのいずれかに該当し、かつ、被
共済自動車について運転する者を記名被共済者およびその配偶者に限定する旨共済証書に記
載されている場合に適用されます。
� 自家用普通乗用車
� 自家用小型乗用車
� 自家用軽四輪乗用車

第２条（限定運転者以外の者が運転している間に生じた事故の取扱い）
（１）当組合は、この特約により、記名被共済者およびその配偶者以外の者が被共済自動車を
運転している間に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。た
だし、次の�または�のいずれかに該当する事故による損害または傷害に対しては、共済金
を支払います。
� 被共済自動車が盗難にあった時から発見されるまでの間にその被共済自動車について
生じた事故
� 自動車取扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間にそ
の被共済自動車について生じた普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合
－対人賠償）（１）に定める対人事故および同条項第２条（共済金を支払う場合－対物
賠償）に定める対物事故

（２）当組合は、前条の配偶者に加え、共済期間初日時点の配偶者（注１）を記名被共済者の
配偶者とみなして、（１）の規定を適用します。ただし、共済契約者または記名被共済者か
ら、共済期間初日時点の配偶者（注１）であることを当組合が確認できる公的資料等の提出
があった場合に限ります。
（３）当組合は、（２）の規定を適用する場合は、共済期間初日時点の配偶者（注１）が記名
被共済者の配偶者でなくなった事実の発生日以後の期間に対し、追加共済掛金を請求しま
す。
（４）（３）において、共済契約者または記名被共済者は、事実の発生日（注２）について、
当組合がその事実を確認できる公的資料等の提出を行わなければなりません。資料の提出が
ない場合または提出された資料によって事実の発生日（注２）が特定できない場合は、当組
合は、共済期間の初日以後の期間に対し、追加共済掛金を請求します。
（５）当組合は、共済契約者が（３）および（４）の追加共済掛金の払込みを怠った場合は、
（２）の規定を適用しません。
（注１）共済期間初日時点で記名被共済者の配偶者に該当していた者をいいます。
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（４） 自賠責適用除外車対人賠償特約

（５） 対物超過修理費用特約

用 語 定 義

相手自動車 対物事故によって滅失、破損または汚損した他人の自動車をいい、
原動機付自転車を含みます。

相手自動車の価額 損害が生じた地および時における、相手自動車と同一車種、同年式
で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額をいいます。

相手自動車の車両共
済等

相手自動車について適用される共済契約または保険契約で、衝突、
接触、墜落、転覆、物の飛来、物の落下、火災、爆発、台風、洪水、
高潮その他偶然な事故によって相手自動車に生じた損害および相手自
動車の盗難によって生じた損害に対して共済金または保険金を支払う
ものをいいます。

相手自動車の修理費 損害が生じた地および時において、相手自動車を事故発生直前の状
態に復旧するために必要な修理費をいいます。ただし、相手自動車に
損害が生じた日の翌日から起算して６か月以内に相手自動車の損傷を
修理することによって必要となる修理費に限ります。

対物事故 普通共済約款賠償責任条項第２条（共済金を支払う場合－対物賠
償）に定める対物事故をいいます。

対物超過修理費用 相手自動車の修理費が相手自動車の価額を上回ると認められる場合
における相手自動車の修理費から相手自動車の価額を差し引いた額を
いいます。

（注２）共済期間初日時点の配偶者が記名被共済者の配偶者でなくなった事実の発生日を
いいます。

�．相手への賠償に関わる特約

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車が自賠責共済等の適用除外車であり、かつ、共済証書にこの特
約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（自賠責適用除外車に関する取扱い）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－
対人賠償）（２）および第９条（当組合による解決－対人賠償）（３）の�の規定を適用しま
せん。
（２）当組合は、この特約により、普通共済約款賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直
接請求権－対人賠償）（３）および同条項第１４条（支払共済金の計算－対人賠償）（１）の規
定の適用にあたっては、それぞれ同条項第１０条（３）および同条項第１４条（１）に定める「自
賠責共済等によって支払われる金額」を差し引きません。
第３条（自賠責共済等の契約がある場合）

被共済自動車に自賠責共済等が締結されている場合は、前条の規定を適用しません。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車に対物賠償共済の適用があり、かつ、共済証書にこの特約を適
用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（対物超過修理費用）
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対物超過修理費用
の額

＝ 対物超過修理費用 ×

相手自動車の価額について被共済者が
負担する法律上の損害賠償責任の額

相手自動車の価額

当組合は、被共済者が対物事故により法律上の損害賠償責任を負担する場合において、対
物事故によって滅失、破損または汚損した他人の財物が自動車であり、かつ、当組合が相手
自動車の損害の調査を行った結果、相手自動車の修理費が相手自動車の価額を上回ると認め
られるときは、普通共済約款賠償責任条項第１３条（費用－対人・対物賠償共通）の費用のほ
か、被共済者が負担する対物超過修理費用は、これを損害の一部とみなします。
第３条（被共済者の範囲）

この特約における被共済者は、普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・
対物賠償共通）に規定する者とします。
第４条（個別適用）

この特約の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。ただし、これによって、
次条に定める当組合の支払うべき共済金の限度額が増額されるものではありません。
第５条（支払共済金の計算）

当組合は、普通共済約款賠償責任条項第１５条（支払共済金の計算－対物賠償）の共済金が
支払われる場合は、同条に定める共済金のほか、第２条（対物超過修理費用）の対物超過修
理費用を支払います。ただし、１回の対物事故により対物超過修理費用が生じた相手自動車
１台につき、次の算式により算出した額または５０万円のいずれか低い額を限度とします。

第６条（相手自動車の車両共済等がある場合の取扱い）
相手自動車に生じた損害に対して相手自動車の車両共済等によって共済金が支払われる場
合であって、次の�の額が�の額を超えるときは、当組合は、前条に定める共済金の額から
その超過額を差し引いて対物超過修理費用を支払います。この場合において、既に超過額に
ついて対物超過修理費用を支払っていたときは、その返還を請求することができます。
� 相手自動車の車両共済等によって支払われる共済金の額（注）。ただし、相手自動車
の修理費のうち、相手自動車の所有者以外の者が負担すべき金額で相手自動車の所有者
のために既に回収されたものがある場合において、それにより共済金の額が差し引かれ
るときは、その額を差し引かないものとして算出した共済金の額とします。
� 相手自動車の価額
（注）相手自動車の修理費以外の諸費用等に対して支払われる額がある場合は、その額を
除いた額とします。

第７条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）第２条（対物超過修理費用）の対物超過修理費用に関しては、他の共済契約等（注）が
ある場合であっても、当組合は、この特約により支払うべき対物超過修理費用を支払います。

（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等（注）により優先して対物超過修理費用が
支払われる場合または既に対物超過修理費用が支払われた場合は、当組合は、それらの額の
合計額を、それぞれの共済契約または保険契約において、他の共済契約等（注）がないもの
として算出した支払うべき対物超過修理費用のうち最も高い額から差し引いた額に対しての
み対物超過修理費用を支払います。
（注）第５条（支払共済金の計算）の対物超過修理費用と支払責任の発生要件を同じくす
る他の共済契約または保険契約をいいます。

第８条（共済金の請求）
（１）当組合に対する共済金請求権は、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）（１）
の�に規定する判決が確定した時または裁判上の和解、調停もしくは書面による合意が成立
した時から発生し、これを行使することができるものとします。
（２）第２条（対物超過修理費用）の対物超過修理費用の請求は、記名被共済者を経由して行
うものとします。
第９条（普通共済約款基本条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（４）
の�の規定中「車両条項」とあるのを「対物超過修理費用特約」と読み替えるものとします。

第１０条（準用規定）
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（６） レンタカーの対物賠償特約

（７） 傷害危険の被共済自動車搭乗中のみ補償特約

（８） バスの人身傷害共済金支払特約

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車がレンタカーであり、かつ、記名被共済者がレンタカー業者で
ある場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
当組合は、この特約により、普通共済約款賠償責任条項第５条（共済金を支払わない場合
－その３ 対物賠償）�の規定にかかわらず、記名被共済者の所有、使用または管理する財
物が滅失、破損または汚損された場合は、それにより被共済自動車の借受人である被共済者
（注）が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して共済金を支払いま
す。
（注）記名被共済者の使用人および記名被共済者が法人である場合は、その役員を除きま

す。

�．ご自身・搭乗者などの補償に関わる特約

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�または�のいずれかに該当する場合に適用されます。
� 被共済自動車に普通共済約款人身傷害条項または無共済車傷害特約の適用があり、か
つ、記名被共済者が法人である場合
� 被共済自動車に普通共済約款人身傷害条項の適用があり、かつ、記名被共済者が個人
であって、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合

第２条（被共済者の範囲）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款人身傷害条項第５条（被共済者の範囲）（１）
の規定にかかわらず、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注１）に
搭乗中（注２）の者を被共済者として、普通共済約款人身傷害条項および被共済自動車につ
いて適用される他の特約に従い、共済金を支払います。
（２）前条�に該当する場合で、この共済契約に無共済車傷害特約の適用があるときは、当組
合は、この特約により、無共済車傷害特約第６条（被共済者の範囲）（１）の規定にかかわ
らず、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注１）に搭乗中（注２）
の者を被共済者として、同特約に従い、共済金を支払います。
（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）極めて異常かつ危険な方法で搭乗している場合を除きます。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款人身傷害条項の適用があり、かつ、被共済自動
車の用途車種が次の�または�のいずれかに該当する場合に適用されます。
� 自家用バス
� 営業用バス

第２条（当組合の責任限度額等）
（１）当組合が支払うべき共済金（注１）の総額は、この特約により、１回の事故につき１事
故共済金額（注２）を限度とします。
（２）普通共済約款人身傷害条項第９条（支払共済金の計算）（１）または（２）の規定によ
る被共済者１名ごとの共済金の合計額が１事故共済金額（注２）を超える場合は、次の算式
により被共済者１名ごとに支払う共済金の額を決定します。
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共済金の額 ＝
１事故共済金額
（注２）

×
被共済者１名ごとの共済金の額

被共済者１名ごとの共済金の合計額

（９） 搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約

（１０） 搭乗者傷害共済の医療共済金倍額払特約

（注１）普通共済約款人身傷害条項第１条（共済金を支払う場合）の共済金をいいます。
（注２）共済証書記載の１事故共済金額をいいます。

第３条（共済金の請求）
共済金の請求は、共済契約者を経由して行うものとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車に普通共済約款搭乗者傷害条項の適用があり、かつ、共済証書
にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（医療共済金の支払）
（１）当組合は、普通共済約款搭乗者傷害条項第９条（医療共済金の支払）の規定にかかわら
ず、被共済者（注）が同条項第１条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果
として、生活機能または業務能力の滅失または減少をきたし、かつ、治療を要した場合は、
被共済者が治療が必要と認められない程度に治った日までの治療日数に対し、次の�および
�の金額を医療共済金として被共済者（注）に支払います。
� 入院した治療日数に対しては、その入院日数１日につき共済証書記載の入院共済金日
額
� 通院した治療日数に対しては、その治療日数１日につき共済証書記載の通院共済金日
額

（２）（１）の医療共済金の支払は、いかなる場合においても、事故の発生の日からその日を
含めて１８０日をもって限度とします。
（３）被共済者（注）が医療共済金の支払を受けられる期間中にさらに医療共済金の支払を受
けられる傷害を被った場合においても、当組合は、重複して医療共済金を支払いません。
（注）普通共済約款搭乗者傷害条項第４条（被共済者の範囲）に定める被共済者をいいま
す。

第３条（共済金の請求）
当組合に対する医療共済金請求権は、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）（１）

の�のウの規定にかかわらず、被共済者が治療が必要と認められない程度に治った時または
事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時から発生し、これ
を行使することができるものとします。
第４条（普通共済約款搭乗者傷害条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款搭乗者傷害条項第１２条（当組合の責任限度額等）
（３）の規定中「第９条（医療共済金の支払）」とあるのを「搭乗者傷害共済の医療共済金
（日数払）特約」と読み替えて適用します。
第５条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車に普通共済約款搭乗者傷害条項の適用があり、かつ、共済証書
にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（医療共済金の特則）
当組合は、この特約により、普通共済約款搭乗者傷害条項第９条（医療共済金の支払）（１）

の医療共済金の額の２倍の金額を同条（１）の医療共済金の額とします。
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（１１） バスの搭乗者傷害共済金支払特約

用 語 定 義

１事故共済金額 共済証書記載の１事故共済金額をいいます。

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

後遺障害共済金 普通共済約款搭乗者傷害条項第１条（共済金を支払う場合）の共済
金における後遺障害共済金をいいます。

死亡共済金 普通共済約款搭乗者傷害条項第１条の共済金における死亡共済金を
いいます。

通院共済金 搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約第２条（医療共済金の
支払）（１）の�に係る医療共済金をいいます。

入院共済金 搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約第２条（１）の�に係
る医療共済金をいいます。

被共済者１名ごとに
支払う死亡共済金ま
たは後遺障害共済金
の額

＝
１事故
共済金額

×

被共済者１名ごとの
死亡共済金または後遺障害共済金の額

被共済者１名ごとの
死亡共済金および後遺障害共済金の合計額

医療共済金
１事故
限度額

＝ １２０万円 ×
１事故共済金額

被共済者１名ごとの共済金額

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が次の�または�のいずれかに該当する場合に適用
されます。
� 自家用バス
� 営業用バス

第２条（当組合の責任限度額等－死亡共済金または後遺障害共済金）
（１）当組合の支払うべき死亡共済金および後遺障害共済金の総額は、この特約により、１回
の事故につき、１事故共済金額を限度とします。
（２）普通共済約款搭乗者傷害条項第１２条（当組合の責任限度額等）（１）の規定による被共
済者１名ごとの死亡共済金および後遺障害共済金の合計額が１事故共済金額を超える場合
は、この特約により、次の算式により被共済者１名ごとに支払う死亡共済金または後遺障害
共済金の額を決定します。

（３）当組合は、（１）および（２）に定める死亡共済金および後遺障害共済金の総額と普通
共済約款搭乗者傷害条項第８条（重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済
金の支払）および同条項第１１条（既に存在していた身体の障害または疾病の影響等）の規定
による重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金との合計額が１事故共済
金額を超える場合であっても、重度後遺障害特別共済金および重度後遺障害介護費用共済金
を支払います。
第３条（当組合の責任限度額等－医療共済金）
（１）当組合の支払うべき医療共済金（注）の総額は、この特約により、１回の事故につき、
次の算式により算出した「医療共済金１事故限度額」を限度とします。

（２）普通共済約款搭乗者傷害条項第１２条（当組合の責任限度額等）（３）の規定による被共
済者１名ごとの医療共済金の合計額が共済証書記載の医療共済金１事故共済金額を超える場
合は、この特約により、次の算式により被共済者１名ごとに支払う医療共済金の額を決定し
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被共済者１名ごとに
支払う医療共済金の
額

＝
医療共済金
１事故
限度額

×
被共済者１名ごとの医療共済金の額

被共済者１名ごとの医療共済金の合計額

入院共済金
１事故
限度額

＝
共済証書記載の入院
共済金日額の１８０日
分に相当する額

×
１事故共済金額

被共済者１名ごとの共済金額

被共済者１名ごとに
支払う入院共済金の
額

＝
入院共済金
１事故
限度額

×
被共済者１名ごとの入院共済金の額

被共済者１名ごとの入院共済金の合計額

通院共済金
１事故
限度額

＝
共済証書記載の通院
共済金日額の１８０日
分に相当する額

×
１事故共済金額

被共済者１名ごとの共済金額

被共済者１名ごとに
支払う通院共済金の
額

＝
通院共済金
１事故
限度額

×
被共済者１名ごとの通院共済金の額

被共済者１名ごとの通院共済金の合計額

（１２） 無共済車傷害特約

ます。

（注）普通共済約款搭乗者傷害条項第１条（共済金を支払う場合）の共済金における医療
共済金とします。

第４条（当組合の責任限度額等－入院共済金および通院共済金）
（１）この共済契約に搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約が適用されている場合は、
前条の規定にかかわらず、当組合の支払うべき医療共済金（注）のうち、入院共済金の総額
は、この特約により、１回の事故につき、次の算式により算出した「入院共済金１事故限度
額」を限度とします。

（２）（１）の場合で、普通共済約款搭乗者傷害条項第１２条（当組合の責任限度額等）（３）の
規定による被共済者１名ごとの医療共済金（注）のうち、入院共済金の合計額が入院共済金
１事故限度額を超えるときは、この特約により、次の算式により被共済者１名ごとに支払う
入院共済金の額を決定します。

（３）この共済契約に搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約が適用されている場合は、
前条の規定にかかわらず、当組合の支払うべき医療共済金（注）のうち、通院共済金の総額
は、この特約により、１回の事故につき、次の算式により算出した「通院共済金１事故限度
額」を限度とします。

（４）（３）の場合で、普通共済約款搭乗者傷害条項第１２条（当組合の責任限度額等）（３）の
規定による被共済者１名ごとの医療共済金（注）のうち、通院共済金の合計額が通院共済金
１事故限度額を超えるときは、この特約により、次の算式により被共済者１名ごとに支払う
通院共済金の額を決定します。

（注）搭乗者傷害共済の医療共済金（日数払）特約第２条（医療共済金の支払）（１）に
定める医療共済金とします。

第５条（共済金の請求）
共済金（注）の請求は、共済契約者を経由して行うものとします。
（注）死亡共済金、後遺障害共済金、医療共済金（普通共済約款搭乗者傷害条項第１条の
共済金における医療共済金とします。）、入院共済金および通院共済金をいいます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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用 語 定 義

相手自動車 被共済自動車以外の自動車であって被共済者の生命または身体を害
した自動車をいいます。ただし、被共済者が所有する自動車（注）お
よび日本国外にある自動車を除きます。
（注）所有権留保条項付売買契約により購入した自動車および１

年以上を期間とする貸借契約により借り入れた自動車を含み
ます。

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

共済金請求権者 無共済車事故によって損害を被った次の�または�のいずれかに該
当する者をいいます。
� 被共済者（注）
� 被共済者の父母、配偶者または子
（注）被共済者が死亡した場合は、その法定相続人とします。

自賠責共済等によっ
て支払われる金額

自賠責共済等がない場合または自動車損害賠償保障法（昭和３０年法
律第９７号）に基づく自動車損害賠償保障事業により支払われる金額が
ある場合は、自賠責共済等によって支払われる金額に相当する金額を
いいます。

損害額 当組合が共済金を支払うべき損害の額をいいます。

対人賠償共済等 自動車の所有、使用または管理に起因して、他人の生命または身体
を害することにより、法律上の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対して共済金または保険金を支払う共済契約または保険契
約で自賠責共済等以外のものをいいます。

賠償義務者 無共済自動車の所有、使用または管理に起因して、被共済者の生命
または身体を害することにより、被共済者またはその父母、配偶者も
しくは子が被る損害に対して法律上の損害賠償責任を負担する者をい
います。

無共済自動車 （１）相手自動車で、次の�から�までのいずれかの場合に該当する
と認められる自動車をいいます。
� その自動車について適用される対人賠償共済等がない場合
� その自動車について適用される対人賠償共済等によって、被
共済者またはその父母、配偶者もしくは子が被る損害につい
て、法律上の損害賠償責任を負担する者が、その責任を負担す
ることによって被る損害に対して共済金または保険金の支払を
全く受けることができない場合

� その自動車について適用される対人賠償共済等の共済金額ま
たは保険金額が共済金額に達しない場合

（２）相手自動車が明らかでないと認められる場合は、その自動車を
無共済自動車とみなします。

（３）（１）および（２）の規定にかかわらず、相手自動車が２台以
上ある場合は、それぞれの相手自動車について適用される対人賠償
共済等の共済金額または保険金額の合計額（注）が共済金額に達し
ないと認められるときに限り、それぞれの相手自動車を無共済自動
車とみなします。
（注）（１）の�および�ならびに（２）に該当する相手自動車

については、共済金額または保険金額がないものとして計算
します。
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無共済車事故 無共済自動車の所有、使用または管理に起因して、被共済者の生命
が害されること、または身体が害されその直接の結果として普通共済
約款別表１の表１または別表１の表２に掲げる後遺障害（注）もしく
は身体の障害の程度に応じて同表の後遺障害に相当すると認められる
後遺障害（注）が生じることをいいます。

（注）被共済者が症状を訴えている場合であっても、それを裏付
けるに足りる医学的他覚所見のないものを含みません。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車に普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－対
人賠償）の適用がある場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合において、無共済車事故によっ
て被共済者またはその父母、配偶者もしくは子が被る損害（注１）に対して、賠償義務者が
あるときに限り、この特約に従い、共済金請求権者に共済金を支払います。
� 普通共済約款人身傷害条項による共済金が支払われない場合
� 普通共済約款人身傷害条項により支払われるべき共済金の額が、この特約により支払
われるべき共済金の額および自賠責共済等によって支払われるべき金額の合計額を下回
る場合
� 普通共済約款人身傷害条項の共済金について、同条項第７条（損害額の決定）（２）
の規定により、賠償義務者に損害賠償請求すべき損害にかかわる部分を除いた金額のみ
を請求した場合

（２）当組合は、１回の無共済車事故による（１）の損害の額が次の�および�の合計額を超
過する場合に限り、その超過額に対してのみ共済金を支払います。
� 自賠責共済等によって支払われる金額
� 対人賠償共済等によって、賠償義務者が（１）の損害について損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して共済金または保険金の支払を受けることができる場合
は、その対人賠償共済等の共済金額または保険金額（注２）

（３）（１）の�の場合は、当組合は、普通共済約款人身傷害条項による共済金を支払わず、
既に支払っていたときはその額をこの特約により支払われる共済金から差し引きます。
（注１）この損害の額は第８条（損害額の決定）に定める損害額をいいます。
（注２）対人賠償共済等が２以上ある場合は、それぞれの共済金額または保険金額の合計

額とします。
第３条（共済金を支払わない場合－その１）
当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた損害に対しては、
共済金を支払いません。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 台風、洪水または高潮
� 核燃料物質（注１）もしくは核燃料物質（注１）によって汚染された物（注２）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
⑤ �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から⑤までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて
生じた事故
� 被共済自動車を競技もしくは曲技（注３）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注４）すること。
（注１）使用済燃料を含みます。
（注２）原子核分裂生成物を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第４条（共済金を支払わない場合－その２）
（１）当組合は、次の�から⑤までのいずれかに該当する損害に対しては、共済金を支払いま
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せん。
� 被共済者の故意または重大な過失によって生じた損害
� 被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で自動車を運転している場合に生じた
損害
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定
める酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に
定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

� 被共済者が自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで自動車に搭
乗中に生じた損害。ただし、その自動車が被共済自動車以外の自動車であって、被共済
者が正当な権利を有する者以外の者の承諾を得ており、かつ、被共済者がその者を正当
な権利を有する者であると信じたことに合理的な理由がある場合を除きます。
� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって生じた損害
⑤ 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によって生じた損害

（２）損害が共済金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって生じた場合は、当組合
は、その者の受け取るべき金額については、共済金を支払いません。
（３）当組合は、治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症による損害に対
しては、共済金を支払いません。
第５条（共済金を支払わない場合－その３）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する者が賠償義務者である場合は、共済
金を支払いません。ただし、これらの者以外に賠償義務者がある場合を除きます。
� 被共済者の父母、配偶者または子
� 被共済者の使用者。ただし、被共済者がその使用者の業務（注１）に従事している場
合に限ります。
� 被共済者の使用者の業務（注１）に無共済自動車を使用している他の使用人。ただし、
被共済者がその使用者の業務（注１）に従事している場合に限ります。

（２）当組合は、被共済者の父母、配偶者または子の運転する無共済自動車によって被共済者
の生命または身体が害された場合は、共済金を支払いません。ただし、無共済自動車が２台
以上ある場合で、これらの者または（１）の�もしくは�に定める者以外の者が運転する他
の無共済自動車があるときを除きます。
（３）被共済自動車について適用される対人賠償共済等によって、被共済者またはその父母、
配偶者もしくは子が被る損害について法律上の損害賠償責任を負担する者が、その責任を負
担することによって被る損害に対して共済金または保険金の支払を受けることができる場合
（注２）は、当組合は、共済金を支払いません。

（４）当組合は、被共済者が被共済自動車以外の自動車に競技もしくは曲技（注３）のために
搭乗中または競技もしくは曲技（注３）を行うことを目的とする場所において搭乗中（注４）
に生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
（注１）家事を除きます。
（注２）共済金請求権者が対人賠償共済等によって損害賠償額の支払を直接受けることが

できる場合を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために搭乗している場合を除きます。

第６条（被共済者の範囲）
（１）この特約における被共済者は、次の�から⑤までのいずれかに該当する者とします。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子
⑤ �から�まで以外の者で、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内
（注）に搭乗中の者

（２）（１）の被共済者の胎内にある胎児が無共済自動車の所有、使用または管理に起因して、
その出生後に、生命が害されること、または身体が害され、その直接の結果として普通共済
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共済金の額 ＝
第８条（損害額の決
定）の規定により決
定される損害額

＋
前条の費用
の合計額

－ 次の�から⑤までの合計額

約款別表１の表１または別表１の表２に掲げる後遺障害もしくは身体の障害の程度に応じて
同表の後遺障害に相当すると認められる後遺障害が生じることによって損害を被った場合
は、（１）の規定の適用において、既に生まれていたものとみなします。

（３）（１）の規定にかかわらず、次の�または�のいずれかに該当する者は被共済者に含み
ません。
� 極めて異常かつ危険な方法で自動車に搭乗中の者
� 業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者
（注）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。

第７条（個別適用）
この特約の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。

第８条（損害額の決定）
（１）損害額は、賠償義務者が被共済者またはその父母、配偶者もしくは子が被った損害に対
して法律上負担すべきものと認められる損害賠償責任の額によって定めます。
（２）（１）の損害額は、共済金請求権者と賠償義務者との間で損害賠償責任の額が定められ
ているといないとにかかわらず、次の�または�の手続きによって決定します。
� 当組合と共済金請求権者との間の協議
� �の協議が成立しない場合は、当組合と共済金請求権者との間における訴訟、裁判上
の和解または調停

第９条（費用）
共済契約者または被共済者が支出した次の�および�の費用（注）は、これを損害の一部

とみなします。
� 普通共済約款基本条項第２０条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）
（１）の�に規定する損害の発生および拡大の防止のために必要または有益であった費
用
� 普通共済約款基本条項第２０条（１）の�に規定する権利の保全または行使に必要な手
続きをするために支出した費用

（注）収入の喪失を含みません。
第１０条（支払共済金の計算）
１回の無共済車事故につき当組合の支払う共済金の額は、次の算式により算出した額とし
ます。ただし、共済金額から次の�の額を差し引いた額を限度とします。

� 自賠責共済等によって支払われる金額
� 対人賠償共済等によって、賠償義務者が第２条（共済金を支払う場合）（１）の損害
について損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、共済金または保険金
の支払を受けることができる場合は、その対人賠償共済等の共済金額または保険金額（注
１）

� 共済金請求権者が賠償義務者から既に取得した損害賠償金の額。ただし、賠償義務者
が、その損害賠償金の全部または一部に対して、自賠責共済等または対人賠償共済等に
よって共済金または保険金の支払を受けている場合は、その支払を受けた額を差し引い
た額とします。
� 第８条の規定により決定される損害額および前条の費用のうち、賠償義務者以外の第
三者が負担すべき額で共済金請求権者が既に取得したものがある場合は、その取得した
額
⑤ �から�までのほか、第２条（１）の損害を補償するために支払われる共済金、保険
金その他の給付で、共済金請求権者が既に取得したものがある場合は、その取得した給
付の額またはその評価額（注２）

（注１）対人賠償共済等が２以上ある場合は、それぞれの共済金額または保険金額の合計
額とします。

（注２）共済金等の給付が定額であるその他の傷害共済等の共済金等を含みません。
第１１条（共済金請求権者の義務）
（１）被共済者またはその父母、配偶者もしくは子が第２条（共済金を支払う場合）（１）の
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（１３） 自損事故傷害特約

用 語 定 義

共済金 死亡共済金、後遺障害共済金、介護費用共済金および医療共済金を
いいます。

他の共済契約等 第２条（共済金を支払う場合）と支払責任の発生要件を同じくする
他の共済契約または保険契約をいいます。

損害を被った場合は、共済金請求権者は、賠償義務者に対して遅滞なく書面によって損害賠
償の請求を行い、かつ、次の�から�までの事項を書面によって当組合に通知しなければな
りません。
� 賠償義務者の住所および氏名または名称
� 賠償義務者の損害に対して共済金または保険金を支払う対人賠償共済等の有無および
その内容
� 賠償義務者に対して書面によって行った損害賠償請求の内容
� 共済金請求権者が第２条（１）の損害に対して賠償義務者、自賠責共済等もしくは対
人賠償共済等の共済者もしくは保険者または賠償義務者以外の第三者から既に取得した
損害賠償金または損害賠償額がある場合は、その額

（２）当組合は、共済金請求権者が正当な理由がなく（１）の規定に違反した場合または（１）
の書類に事実と異なる記載をした場合は、それによって当組合が被った損害の額を差し引い
て共済金を支払います。
第１２条（共済金の請求）
当組合に対する共済金請求権は、被共済者が死亡した時または被共済者に後遺障害が生じ
た時から発生し、これを行使することができるものとします。
第１３条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�から�までのとおり読

み替えるものとします。
� 第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定中「共済金」とあるのは「無共済車傷害
特約の共済金」
� 第１３条（重大事由による解除）の規定中「人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「無共済車傷害特約」
� 第２１条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）（２）の規定中「賠償責任条
項、人身傷害条項および車両条項」とあるのは「無共済車傷害特約」
� 第２２条（共済金の請求）（２）の規定中「共済金」とあるのは「無共済車傷害特約の
共済金」、同条（６）の規定中「人身傷害条項の共済金」とあるのは「無共済車傷害特
約の共済金」
⑤ 第２５条（当組合の指定する医師が作成した診断書等の要求）（１）の規定中「人身傷
害または搭乗者傷害」とあるのは「無共済車傷害特約」
� 第２７条（時効）の規定中「第２２条（共済金の請求）（１）」とあるのは「無共済車傷害
特約第１２条（共済金の請求）」

� 第２９条（代位）（２）の規定中「被共済者」とあるのは「無共済車傷害特約の共済金
請求権者」

第１４条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用された用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車に普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－対
人賠償）の適用があり、かつ、被共済自動車に普通共済約款人身傷害条項の適用がない場合
に適用されます。
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第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、被共済者が次の�または�のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故
により身体に傷害を被り、かつ、それによってその被共済者に生じた損害に対して自動車損
害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第３条（自動車損害賠償責任）に基づく損害賠償請求
権が発生しない場合は、その傷害に対して、この特約に従い、共済金を支払います。
� 被共済自動車の運行に起因する事故
� 被共済自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火災、爆発または
被共済自動車の落下。ただし、被共済者が被共済自動車の正規の乗車装置またはその装
置のある室内（注）に搭乗中である場合に限ります。

（２）（１）の傷害には、ガス中毒を含みます。
（３）（１）の傷害には、次の�および�のものを含みません。

� 日射、熱射または精神的衝動による障害
� 被共済者が症状を訴えている場合であっても、それを裏付けるに足りる医学的他覚所
見のないもの

（注）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
第３条（共済金を支払わない場合－その１）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する傷害に対しては、共済金を支払いま
せん。
� 被共済者の故意または重大な過失によって生じた傷害
� 被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で被共済自動車を運転している場合に
生じた傷害
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定
める酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に
定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

� 被共済者が被共済自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで被共
済自動車に搭乗中に生じた傷害
� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって生じた傷害
� 被共済者の脳疾患、疾病または心神喪失によって生じた傷害

（２）傷害が共済金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって生じた場合は、当組合
は、その者の受け取るべき金額については、共済金を支払いません。
（３）当組合は、治療が必要と認められない程度の微傷に起因する創傷感染症に対しては、共
済金を支払いません。
第４条（共済金を支払わない場合－その２）

当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対しては、
共済金を支払いません。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質（注１）もしくは核燃料物質（注１）によって汚染された物（注２）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
� �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
⑤ �から�までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて
生じた事故
� 被共済自動車を競技もしくは曲技（注３）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注４）すること。
（注１）使用済燃料を含みます。
（注２）原子核分裂生成物を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。

第５条（被共済者の範囲）
（１）この特約における被共済者は、次の�から�までのいずれかに該当する者とします。
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区 分 医療共済金の額

� 入院した治療日数 その入院日数１日につき６，０００円

� 通院した治療日数（注） その通院日数１日につき４，０００円

� 被共済自動車の保有者（注１）
� 被共済自動車の運転者（注２）
� �および�以外の者で、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注
３）に搭乗中の者

（２）（１）の規定にかかわらず、次の�または�のいずれかに該当する者は被共済者に含み
ません。
� 極めて異常かつ危険な方法で被共済自動車に搭乗中の者
� 業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者
（注１）自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第２条（定義）第３項に定める保

有者をいいます。
（注２）自動車損害賠償保障法第２条（定義）第４項に定める運転者をいいます。
（注３）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。

第６条（個別適用）
この特約の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。

第７条（死亡共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第２条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して死亡した場合は、１，５００万円を死亡共済金として被共済者の法定相続人に支払います。

（２）（１）の被共済者の法定相続人が２名以上である場合は、当組合は、法定相続分の割合
により（１）の死亡共済金を被共済者の法定相続人に支払います。
第８条（後遺障害共済金の支払）

当組合は、被共済者が第２条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果とし
て、普通共済約款別表１の表１または別表１の表２に掲げる後遺障害が生じた場合は、この
特約の別表の各等級に定める金額を後遺障害共済金として被共済者に支払います。
第９条（介護費用共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第２条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、次の�および�に定める条件をいずれも満たしている場合は、２００万円を介護費用共
済金として被共済者に支払います。
� この特約の別表の２の第１級もしくは第２級に掲げる金額の支払われるべき後遺障害
または普通共済約款別表１の表２の第３級�もしくは�に掲げる後遺障害が生じるこ
と。
� 介護を必要とすると認められること。

（２）当組合は、（１）の規定にかかわらず、被共済者が事故の発生の日からその日を含めて
３０日以内に死亡した場合は、介護費用共済金を支払いません。
第１０条（医療共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が第２条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直接の結果と
して、生活機能または業務能力の滅失または減少をきたし、かつ、治療を要した場合は、被
共済者が治療が必要と認められない程度に治った日までの治療日数に対し、次の�および�
の金額を医療共済金として被共済者に支払います。ただし、１回の事故につき、被共済者１
名ごとに１００万円を限度とします。

（２）被共済者が医療共済金の支払を受けられる期間中にさらに医療共済金の支払を受けられ
る傷害を被った場合においても、当組合は、重複して医療共済金を支払いません。
（注）（１）の�に該当する日数を除きます。

第１１条（支払共済金の競合）
当組合は、死亡共済金を支払う場合において、１回の事故につき、被共済者に対し既に支
払った後遺障害共済金があるときは、１，５００万円から既に支払った後遺障害共済金の額を差
し引いた残額がある場合に限り、その残額を支払います。
第１２条（既に存在していた身体の障害または疾病の影響等）
（１）被共済者が第２条（共済金を支払う場合）の傷害を被ったとき既に存在していた身体の
障害もしくは疾病の影響により、または同条の傷害を被った後にその原因となった事故と関
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区 分 共済金請求権発生の時

� 死亡共済金 被共済者が死亡した時

� 後遺障害共済金 被共済者に後遺障害が生じた時

� 介護費用共済金 被共済者に後遺障害が生じた時。ただし、事故の発生の日からそ
の日を含めて３０日を経過した時以後とします。

� 医療共済金 次のアまたはイのいずれか早い時
ア．被共済者が治療が必要と認められない程度に治った時
イ．事故の発生の日からその日を含めて１６０日を経過した時

係なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重大となった場合は、当組合
は、その影響がなかったときに相当する金額を支払います。
（２）正当な理由がなく被共済者が治療を怠り、または共済契約者もしくは共済金を受け取る
べき者が治療をさせなかったために第２条（共済金を支払う場合）の傷害が重大となった場
合も、（１）と同様の方法で支払います。

第１３条（当組合の責任限度額等）
（１）１回の事故につき、被共済者１名に対し当組合が支払うべき死亡共済金の額は、第７条
（死亡共済金の支払）および第１１条（支払共済金の競合）の規定による額とし、かつ、１，５００
万円を限度とします。
（２）１回の事故につき、被共済者１名に対し当組合が支払うべき後遺障害共済金の額は、第
８条（後遺障害共済金の支払）および前条の規定による額とし、かつ、２，０００万円を限度と
します。
（３）当組合は、（１）および（２）に定める死亡共済金または後遺障害共済金のほか、１回
の事故につき、被共済者１名に対し第９条（介護費用共済金の支払）および前条の規定によ
る介護費用共済金ならびに第１０条（医療共済金の支払）および前条の規定による医療共済金
を支払います。
第１４条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この特約により支払うべき共済金を
支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支
払われる場合または既に共済金もしくは保険金が支払われている場合は、当組合は、それら
の額の合計額を共済金または保険金のうち最も高い額（注）から差し引いた額に対してのみ
共済金を支払います。この場合において、第２条（共済金を支払う場合）（１）の共済金を
次の�～�までに区分して算出するものとします。
� 介護費用共済金
� 医療共済金
� 死亡共済金または後遺障害共済金
（注）それぞれの共済契約または保険契約において、他の共済契約等がないものとして算
出した支払うべき共済金または保険金のうち最も高い額をいいます。

第１５条（共済金の請求）
当組合に対する共済金請求権は、次の�から�までの時からそれぞれ発生し、これを行使
することができるものとします。

第１６条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�から�までのとおり読

み替えるものとします。
� 第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定中「共済金」とあるのは「自損事故傷害
特約の共済金」
� 第１３条（重大事由による解除）の規定中「人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「自損事故傷害特約」
� 第２２条（共済金の請求）（２）の規定中「共済金」とあるのは「自損事故傷害特約の
共済金」
� 第２５条（当組合の指定する医師が作成した診断書等の要求）（１）の規定中「人身傷
害または搭乗者傷害」とあるのは「自損事故傷害特約」
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第１級 ２，０００万円 第２級 １，５００万円

第１級 １，５００万円 第８級 ４７０万円
第２級 １，２９５万円 第９級 ３６５万円
第３級 １，１１０万円 第１０級 ２８０万円
第４級 ９６０万円 第１１級 ２１０万円
第５級 ８２５万円 第１２級 １４５万円
第６級 ７００万円 第１３級 ９５万円
第７級 ５８５万円 第１４級 ５０万円

（１４） 自損事故傷害対象外特約

（１５） 車両価額協定共済特約

用 語 定 義

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

協定共済価額 共済契約者または被共済者と当組合が被共済自動車の価額として共
済契約締結時に協定した価額をいい、共済契約締結時における被共済
自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕様・初度登録年月（注）で
同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額により定めます。
（注）被共済自動車が自家用軽四輪乗用車または自家用軽四輪貨

物車である場合は、初度検査年月をいいます。

市場販売価格相当額 当組合が別に定める「自動車共済車両標準価格表」に記載された価
格をいいます。

修理費 損害が生じた地および時において、被共済自動車を事故発生直前の
状態に復旧するために必要な修理費をいいます。この場合は、被共済
自動車の復旧に際して当組合が部分品の補修が可能であり、かつ、そ
の部分品の交換による修理費が補修による修理費を超えると認められ
たときは、その部分品の修理は補修による修理費とします。

⑤ 第２７条（時効）の規定中「第２２条（共済金の請求）（１）」とあるのは「自損事故傷害
特約第１５条（共済金の請求）」

� 第２９条（代位）（５）の規定中「搭乗者傷害条項」とあるのは「自損事故傷害特約」
第１７条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

〈別表〉後遺障害等級別共済金支払額表
１．介護を要する後遺障害

２．１以外の後遺障害

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。

第２条（自損事故傷害特約の不適用）
当組合は、この特約により、自損事故傷害特約の規定を適用しません。

�．ご自身の自動車の補償に関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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全損 被共済自動車の損傷を修理することができない場合または普通共済
約款車両条項第７条（修理費）の修理費が協定共済価額以上となる場
合（注）をいいます。

（注）車両が盗難され、発見できなかった場合を含みます。

被共済者 普通共済約款車両条項の被共済者をいいます。

分損 普通共済約款車両条項第７条の修理費が協定共済価額未満となる場
合をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が自家用８車種である場合に適用されます。ただし、

被共済自動車が不特定の借主に有償で貸し渡すことを目的とするレンタカー等の自動車
（注）である場合を除きます。
（注）１年以上を期間とする貸借契約により貸し渡す自動車を除きます。

第２条（協定共済価額）
当組合と共済契約者または被共済者は、協定共済価額を共済金額として定めるものとしま
す。
第３条（協定共済価額の変更）
（１）共済契約締結の後、被共済自動車の改造または付属品の装着もしくは取りはずしによっ
て被共済自動車の価額が著しく増加または減少した場合は、共済契約者または被共済者は、
遅滞なく、書面をもってその旨を当組合に通知し、承認の請求を行わなければなりません。
この場合は、当組合と共済契約者または被共済者は、協定共済価額に上記の事由によって増
加した価額を加えた額または協定共済価額から上記の事由によって減少した価額を差し引い
た額に、協定共済価額および共済金額を変更するものとします。
（２）普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（１）の�または�のいずれかに
該当する場合において、共済契約者が書面により被共済自動車の入替の承認の請求を行い、
当組合がこれを承認するときは、同条（１）に定める新規取得自動車または所有自動車の価
額を前条の規定により定め、協定共済価額および共済金額を変更するものとします。
（３）当組合は、（１）および（２）の場合は、共済契約条件を変更する前の共済掛金と共済
契約条件を変更した後の共済掛金との差に基づき計算した共済掛金を返還し、または追加共
済掛金を請求できます。
（４）（３）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故によ
る損害に対しては、次の�または�のとおりとします。
� （１）の場合は、承認の請求がなかったものとして、この特約および被共済自動車に
ついて適用される他の特約ならびに普通共済約款に従い、共済金を支払います。
� （２）の場合は、共済金を支払いません。

第４条（協定共済価額の調整）
（１）この特約が適用されている場合は、当組合は、普通共済約款基本条項第１１条（共済金額
の調整）の規定を適用しません。
（２）前条（１）の規定にかかわらず、共済契約締結の後、被共済自動車の価額が著しく減少
した場合は、共済契約者は、当組合に対する通知をもって、将来に向かって、協定共済価額
および共済金額を減少後の被共済自動車の価額に至るまで減額することを請求できます。
（３）（２）の規定により、共済契約者が協定共済価額および共済金額の減額を請求した場合
は、当組合は、共済契約条件を変更する前の共済掛金と共済契約条件を変更した後の共済掛
金との差に基づき計算した共済掛金を返還します。
第５条（共済金の支払における損害額の決定）

当組合が共済金を支払うべき損害の額は、普通共済約款車両条項第６条（共済金の支払に
おける損害額の決定）の規定にかかわらず、次の�および�に定めるとおりとします。
� 被共済自動車の損傷を修理することができない場合は、協定共済価額
� 上記�以外の場合は、次の算式により算出した額。ただし、協定共済価額を限度とし
ます。
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損害の額 ＝
普通共済約款車両条項第７条
（修理費）に定める修理費

－
修理に伴って生じた残存物が
ある場合は、その価額

共済金の額 ＝ 前条�の額 －
共済証書記載の
免責金額（注）

第６条（支払共済金の計算）
１回の事故につき、当組合の支払う共済金の額は、普通共済約款車両条項第９条（支払共
済金の計算）（１）の規定にかかわらず、次の�および�に定めるとおりとします。ただし、
共済金額を限度とします。
� 全損の場合は、前条�の額
� 分損の場合は、次の算式により算出した額

（注）当組合が支払責任を負う事故の発生の時の順によって定めます。
第７条（協定共済価額が共済価額を著しく超える場合）

協定共済価額が普通共済約款車両条項の「用語の定義」に規定する共済価額を著しく超え
る場合は、第５条（共済金の支払における損害額の決定）および前条の規定の適用において
は、その共済価額を協定共済価額および共済金額とします。
第８条（価額の評価のための告知）
（１）共済契約者または被共済者は、被共済自動車の協定共済価額を定める際、当組合が被共
済自動車の価額を評価するために必要と認めて照会した事項について、当組合に事実を正確
に告げなければなりません。
（２）当組合は、被共済自動車の協定共済価額を定める際、当組合が被共済自動車の価額を評
価するために必要と認めて照会した事項について、共済契約者または被共済者の故意または
重大な過失によって次の�または�のいずれかに該当する場合は、共済契約者に対する書面
による通知をもって、この特約を解除することができます。
� 共済契約者または被共済者が事実を告げなかったことにより、その結果として、第２
条（協定共済価額）または第３条（協定共済価額の変更）の規定に従って定めるべき額
と異なった協定共済価額が定められた場合
� 共済契約者または被共済者が事実と異なることを告げたことにより、その結果とし
て、第２条または第３条の規定に従って定めるべき額と異なった協定共済価額が定めら
れた場合

（３）（２）の規定は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は適用しません。
� （２）に規定する告げなかった事実または告げた事実と異なることがなくなった場合
� 当組合が被共済自動車の協定共済価額を定める際、（２）に規定する事実を知ってい
た場合または過失によってこれを知らなかった場合（注）

� 共済契約者または被共済者が被共済自動車の価額を評価するために必要な事項につい
て書面をもって訂正を当組合に申し出て、当組合がこれを承認した場合。なお、当組合
が訂正の申出を受けた場合において、その訂正を申し出た事実が被共済自動車の価額を
定める際に当組合に告げられていたとしても、当組合がこの特約を締結していたと認め
るときに限り、これを承認するものとします。
� 当組合が（２）の規定による解除の原因があることを知った時の翌日から起算して１
か月を経過した場合または共済契約締結の時の翌日から起算して５年を経過した場合

（４）（２）の規定による解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。ただし、その解
除が損害の発生した後になされた場合であっても、当組合は、その損害については、第６条
（支払共済金の計算）の規定にかかわらず、普通共済約款車両条項第６条（共済金の支払に
おける損害額の決定）および第９条（支払共済金の計算）（１）の規定を適用します。この
場合において、既に第６条の規定を適用して共済金を支払っていたときは、当組合は、普通
共済約款車両条項第６条および第９条（１）の規定を適用して算出した共済金との差額の返
還を請求することができます。
（５）（１）により告げられた内容が事実と異なる場合において、共済掛金を変更する必要が
あるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金の差に基づき計算した共済掛
金を返還または請求します。
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（１６） 車両新価特約

用 語 定 義

協定共済価額 共済契約者または被共済者と当組合が被共済自動車の価額として共
済契約締結時に協定した価額をいい、共済契約締結時における被共済
自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕様・初度登録年月（注）で
同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当額により定めます。

（注）被共済自動車が自家用軽四輪乗用車または自家用軽四輪貨
物車である場合は、初度検査年月をいいます。

再取得 次の�から�までのいずれかに該当する者が代替自動車を再取得
（注）することをいいます。
� 被共済自動車の所有者
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
（注）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

修理費 損害が生じた地および時において、被共済自動車を事故発生直前の
状態に復旧するために必要な修理費をいいます。この場合は、被共済
自動車の復旧に際して、部分品の補修が可能であり、かつ、その部分
品の交換による修理費が補修による修理費を超えると当組合が認めた
ときは、その部分品の修理は補修による修理費とします。

新規取得自動車 新たに取得（注）し、または借り入れた自動車をいいます。
（注）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

新規取得自動車等 新規取得自動車または所有自動車をいいます。

新車共済金額 共済証書記載の新車共済金額をいいます。

新車の市場販売価格
相当額

当組合が別に定める「自動車共済車両標準価格表」等に記載された
初度登録後１年未満の価格をいいます。ただし、共済契約締結の時に
おいて、自動車共済車両標準価格表に被共済自動車と同一の用途車
種・車名・型式・仕様の自動車の記載がない場合は、自動車共済車両
標準価格表に記載された初度登録後１年未満の被共済自動車と同等ク
ラスの自動車の価格とします。

全損 被共済自動車の損傷を修理することができない場合または普通共済
約款車両条項第７条（修理費）の修理費が協定共済価額以上となる場
合をいいます。

代替自動車 被共済自動車の代替として使用する自動車をいいます。

（６）（５）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故によ
る損害に対しては、第６条（支払共済金の計算）の規定にかかわらず、普通共済約款車両条
項第６条（共済金の支払における損害額の決定）および第９条（支払共済金の計算）（１）
の規定を適用します。
（注）当組合のために共済契約の締結の代理を行う者が事実を告げることを妨げた場合ま
たは事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含み
ます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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入替自動車 普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（１）に定め
る新規取得自動車のうち被共済自動車を廃車、譲渡または返還した
後、その代替として同条（１）の�に該当する者が新たに取得（注）
し、または１年以上を期間とする貸借契約により借り入れた自動車を
いいます。
（注）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

被共済自動車の初度
登録

被共済自動車の用途車種が自家用軽四輪乗用車または自家用軽四輪
貨物車である場合は、初度検査をいいます。

被共済者 被共済自動車を所有する者をいいます。

復旧 代替自動車の再取得または被共済自動車の修理をいいます。

復旧額 損害を受けた被共済自動車を復旧するために実際に要した額をいい
ます。なお、代替自動車を再取得する場合は、代替自動車の車両本体
価格および付属品の価格ならびにそれらに課される消費税をいい、そ
の他の税および登録諸費用を含みません。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に車両価額協定共済特約の適用があり、被共済自動車の用途車
種が自家用８車種である場合で、共済期間の末日の属する月が被共済自動車の初度登録年月
または初度検査年月の翌月から起算して６１か月以内であり、かつ、共済証書にこの特約を適
用する旨記載されているときに適用されます。
第２条（新車共済金額）

当組合と共済契約者または被共済者は、被共済自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕
様の新車の市場販売価格相当額を被共済自動車の新車共済価額として協定し、その価額を新
車共済金額として定めるものとします。
第３条（新車共済金額の変更）
（１）普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（１）の�または�のいずれかに
該当する場合に、共済契約者が書面により被共済自動車の入替の承認の請求を行い、当組合
がこれを承認するときにおいて、共済期間の末日が新規取得自動車等の初度登録から６１か月
以内であるときは、前条の規定により新規取得自動車等の新車共済価額を定め、新車共済金
額を変更するものとします。
（２）（１）の場合において、共済期間の末日が新規取得自動車等の初度登録から６１か月を超
えるときは、当組合は、この特約の規定を適用しません。
（３）（１）の規定による承認をする場合において、共済掛金を変更する必要があるときは、
当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金の差に基づき計算した、未経過期間に対す
る共済掛金を返還または請求します。
（４）（３）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故によ
る損害に対しては、共済金を支払いません。
第４条（新車共済価額の評価のための告知）
（１）共済契約者または被共済者は、被共済自動車の新車共済価額を定める際、当組合が被共
済自動車の新車共済価額を評価するために必要と認めて照会した事項について、当組合に事
実を正確に告げなければなりません。
（２）当組合は、被共済自動車の新車共済価額を定める際、当組合が被共済自動車の新車共済
価額を評価するために必要と認めて照会した事項について、共済契約者または被共済者の故
意または重大な過失によって次の�または�のいずれかに該当する場合は、共済契約者に対
する書面による通知をもって、この特約を解除することができます。
� 共済契約者または被共済者が事実を告げなかったことにより、その結果として、第２条
（新車共済金額）の規定に従って定めるべき額と異なった新車共済価額が定められた場合
� 共済契約者または被共済者が事実と異なることを告げたことにより、その結果とし
て、第２条の規定に従って定めるべき額と異なった新車共済価額が定められた場合

（３）（２）の規定は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は適用しません。
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区 分 共済金の額

� 次のアからウまでのいずれかに該当するとき
ア．被共済自動車の損傷を修理することができない場
合で、再取得を行ったとき。
イ．修理費が新車共済金額の５０％以上となる場合（注
２）で、復旧を行ったとき。

新車共済金額の全額

� （２）に規定する告げなかった事実または告げた事実と異なることがなくなった場合
� 当組合が被共済自動車の新車共済価額を定める際、（２）に規定する事実を知ってい
た場合または過失によってこれを知らなかった場合（注）

� 共済契約者または被共済者が被共済自動車の新車共済価額を評価するために必要な事
項について書面をもって訂正を当組合に申し出て、当組合がこれを承認した場合。なお、
当組合が訂正の申出を受けた場合において、その訂正を申し出た事実が被共済自動車の
新車共済価額を定める際に当組合に告げられていたとしても、当組合がこの特約を締結
していたと認めるときに限り、これを承認するものとします。
� 当組合が（２）の規定による解除の原因があることを知った時の翌日から起算して１
か月を経過した場合または共済契約締結の時の翌日から起算して５年を経過した場合

（４）（２）の規定による解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。ただし、その解
除が損害の発生した後になされた場合であっても、当組合は、その損害については、第６条
（支払共済金の計算）の規定にかかわらず、普通共済約款車両条項第６条（共済金の支払に
おける損害額の決定）および第９条（支払共済金の計算）（１）の規定を適用します。この
場合において、既に第６条の規定を適用して共済金を支払っていたときは、当組合は、普通
共済約款車両条項第６条および第９条（１）の規定を適用して算出した共済金との差額の返
還を請求することができます。
（５）（１）により告げられた内容が事実と異なる場合において、共済掛金を変更する必要が
あるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金の差に基づき計算した共済掛
金を返還または請求します。
（６）（５）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故によ
る損害に対しては、第６条（支払共済金の計算）の規定にかかわらず、普通共済約款車両条
項第６条（共済金の支払における損害額の決定）および第９条（支払共済金の計算）（１）
の規定を適用します。
（注）当組合のために共済契約の締結の代理を行う者が事実を告げることを妨げた場合ま
たは事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含み
ます。

第５条（この特約を適用しない場合）
当組合は、次の�および�に規定する損害に対しては、この特約の規定を適用しません。
� 被共済自動車が盗難されたことによって生じた損害。ただし、被共済自動車が発見さ
れた場合で、発見されるまでの間に被共済自動車に損害が生じたときを除きます。
� 次のアからオまでのいずれかに該当する者の重大な過失によって生じた損害
ア．共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者（注）
イ．所有権留保条項付売買契約に基づく被共済自動車の買主または１年以上を期間とす
る貸借契約に基づく被共済自動車の借主（注）

ウ．上記アおよびイに定める者の法定代理人
エ．上記アおよびイに定める者の業務に従事中の使用人
オ．上記アおよびイに定める者の父母、配偶者または子。ただし、被共済者または共済
金を受け取るべき者に共済金を取得させる目的であった場合に限ります。

（注）これらの者が法人である場合は、その役員を含みます。
第６条（支払共済金の計算）
（１）１回の事故につき、当組合の支払う共済金の額は、普通共済約款車両条項第９条（支払
共済金の計算）（１）および車両価額協定共済特約第６条（支払共済金の計算）の規定にか
かわらず、次の�から�までのとおりとします。ただし、新車共済金額を限度とし、新車共
済価額が妥当な価額（注１）を著しく超える場合は、その価額（注１）を新車共済金額とし
ます。
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ウ．修理費が協定共済価額以上となる場合で、復旧を
行ったとき。

� 被共済自動車の損傷を修理することができない場
合で再取得を行わなかったとき、または修理費が協
定共済価額以上となる場合で復旧を行わなかったと
き

協定共済価額

� �および�以外の場合

車両価額協定共済特約第５条
（共済金の支払における損害額の
決定）�の損害の額から共済証書
記載の免責金額（注３）を差し引
いた額

区 分 共済金の額

� 被共済自動車の損傷を修理することができない場
合または修理費が協定共済価額を超える場合

協定共済価額と復旧額のいずれ
か高い額

� 修理費が協定共済価額以下となる場合
修理費と復旧額のいずれか高い

額

（２）（１）の�に規定する当組合が支払うべき共済金の額は、復旧額が新車共済金額を下回
る場合は、次の�および�に定める額とします。

（注１）共済契約締結時における被共済自動車と同一の用途車種・車名・型式・仕様の初
度登録後１年未満の自動車の市場販売価格相当額をいいます。

（注２）被共済自動車の内外装・外板部品以外の部分に著しい損傷が生じていない場合を
除きます。

（注３）当組合が共済金を支払う事故の発生の順によって定めます。
第７条（復旧義務）
（１）被共済者は、前条（１）の�により共済金の支払を受ける場合は、被共済自動車に損害
が生じた日の翌日から起算して９０日以内に復旧を履行しなければなりません。ただし、復旧
に際してやむを得ない事情がある場合は、あらかじめ当組合の承認を得て、復旧の期間を変
更することができます。
（２）共済契約者または被共済者は、（１）に規定する復旧を行った場合は、遅滞なく、書面
をもってその旨を当組合に通知しなければなりません。
第８条（共済金の請求）
（１）当組合に対する共済金請求権は、次の時から発生し、これを行使することができます。

� 共済契約者または被共済者が前条（２）に定める通知を行った時
� 被共済者が復旧する意思のないことを当組合に申し出た場合は、申出を行った時
� �および�以外の場合は、被共済自動車に損害の生じた日の翌日から起算して９０日を
経過した日

（２）被共済者がこの特約に基づき共済金または再取得時諸費用共済金の支払いを請求する場
合は、次の�または�のいずれかの書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）
（２）の�の書類または証拠として当組合に提出しなければなりません。
� 再取得を行った場合は、その事実、日付および再取得費用を証明する客観的書類
� 被共済自動車の損傷の修理を行った場合は、その事実および日付を証明する客観的書
類

第９条（再取得時諸費用共済金の支払）
（１）当組合は、次の�または�のいずれかに該当する場合であって、かつ、代替自動車を再
取得したときは、新車共済金額の１５％に相当する額（ただし、４０万円を限度とします。）ま
たは１０万円のいずれか高い額を再取得時諸費用共済金として被共済者に支払います。
� 当組合の共済金を支払うべき損害が全損である場合
� 修理費が新車共済金額の５０％以上となる場合（注１）

（２）当組合は、（１）の規定によって支払うべき再取得時諸費用共済金と第６条（支払共済
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金の計算）に規定する共済金の合計額が新車共済金額を超える場合であっても、再取得時諸
費用共済金を支払います。
（３）他の共済契約等（注２）がある場合であっても、当組合は、この特約により支払うべき
再取得時諸費用共済金の額を支払います。
（４）（３）の規定にかかわらず、他の共済契約等（注２）により優先して再取得時諸費用共
済金もしくは保険金が支払われる場合または既に支払われている場合は、当組合は、それら
の額の合計額を再取得時諸費用共済金または保険金のうち最も高い額（注３）から差し引い
た額に対してのみ再取得時諸費用共済金を支払います。
（５）当組合に対する再取得時諸費用共済金の請求権は、被共済者が代替自動車を再取得した
時から発生し、これを行使することができるものとします。
（６）再取得時諸費用共済金が支払われる場合は、当組合は、全損時諸費用共済金（注４）は
支払いません。既に全損時諸費用共済金を支払っていた場合は、当組合は、その金額を差し
引いて再取得時諸費用共済金を支払います。
（注１）被共済自動車の内外装・外板部品以外の部分に著しい損害が生じていない場合を

除きます。
（注２）（１）と支払責任の発生要件を同じくする他の共済契約または保険契約をいいま

す。
（注３）それぞれの共済契約または保険契約において、他の共済契約または保険契約がな

いものとして算出した支払うべき再取得時諸費用共済金または保険金のうち最も高
い額をいいます。

（注４）車両全損時諸費用特約に定める全損時諸費用共済金をいいます。
第１０条（新車共済金額が新車の市場販売価格相当額を著しく超える場合）
第２条（新車共済金額）の規定にかかわらず、新車共済金額が新車の市場販売価格相当額
を著しく超える場合は、その新車の市場販売価格相当額を新車共済金額とします。
第１１条（被害物についての当組合の権利）
当組合は、普通共済約款車両条項第１１条（被害物についての当組合の権利）（１）の規定
にかかわらず、再取得を行ったことにより、当組合がその権利を取得する旨の意思を表示し
て共済金を支払った場合は、被共済自動車について被共済者が有する所有権その他の物権を
取得します。
第１２条（他の特約との関係）

この共済契約に被共済自動車の入替自動補償特約が適用される場合は、同特約の「用語の
定義」に規定する入替自動車について生じた損害に対しては、この特約の規定を適用しませ
ん。
第１３条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
被共済自動車について、他の共済契約等（注１）がある場合は、当組合は、次の�および

�によって共済金を支払います。
� 復旧額が損害額（注２）以下である場合は、普通共済約款基本条項第２１条（他の共済
契約等がある場合の共済金の支払額）の規定により決定した額を支払います。この場合
において、普通共済約款基本条項第２１条（２）の「賠償責任条項、人身傷害条項および
車両条項」とあるのは「車両新価特約」と読み替えて適用するものとします。
� 復旧額が損害額（注２）を超える場合で、第７条（復旧義務）（２）の復旧の通知を
受けた後においては、次のアおよびイの額の合計額を支払います。
ア．損害額までの額について�により決定した額
イ．損害額を超える部分の額について第６条（支払共済金の計算）の規定によって算出
した共済金の額から損害額を差し引いた残額。ただし、この場合の残額は、復旧額と
損害額との差額を限度とします。

（注１）この特約と同種の特約を適用しない他の共済契約または保険契約をいいます。
（注２）車両価額協定共済特約第５条（共済金の支払における損害額の決定）の損害額を

いいます。
第１４条（車両無過失事故に関する特則の不適用）
当組合は、この特約の規定を適用する場合は、普通共済約款基本条項第２３条（車両無過失

事故に関する特則）の規定を適用しません。ただし、被共済者がこの特約の規定を適用しな
い旨当組合に申し出た場合を除きます。
第１５条（準用規定）
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（１７） 車両超過修理費用特約

用 語 定 義

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

車両超過修理費限度
額

共済金額に５０万円を加えた金額をいいます。

修理費 損害が生じた地および時において、被共済自動車を事故発生直前の
状態に復旧するために必要な修理費をいいます。この場合は、被共済
自動車の復旧に際して、部分品の補修が可能であり、かつ、その部分
品の交換による修理費が補修による修理費を超えると当組合が認める
ときは、その部分品の修理は補修による修理費とします。

損害額等 車両価額協定共済特約第５条（共済金の支払における損害額の決
定）�の損害の額または同条�の損害の額を差し引いた額をいいま
す。

被共済自動車の初度
登録

被共済自動車の用途車種が自家用軽四輪乗用車または自家用軽四輪
貨物車である場合は、初度検査をいいます。

被共済者 被共済自動車を所有する者をいいます。

共済金の額 ＝ 修理費 －
修理に伴って生じた残存物
がある場合は、その価額

－
共済証書記載の免
責金額（注１）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に車両価額協定共済特約の適用があり、被共済自動車の用途車
種が自家用８車種である場合で、共済期間の末日の属する月が被共済自動車の初度登録年月
または初度検査年月の翌月から起算して３７か月を超えており、かつ、共済証書にこの特約を
適用する旨記載されているときに適用されます。
第２条（この特約を適用しない場合）

次条（１）の�の場合において、被共済者が被共済自動車に損害が生じた日の翌日から起
算して６か月以内に被共済自動車の損傷を修理しなかったときは、当組合は、この特約の規
定を適用しません。ただし、修理に際してやむを得ない事情がある場合は、あらかじめ当組
合の承認を得て、修理の期間を変更することができます。
第３条（車両共済の支払共済金の計算）
（１）１回の事故につき、当組合の支払う共済金の額は、普通共済約款車両条項第９条（支払
共済金の計算）（１）および車両価額協定共済特約第６条（支払共済金の計算）の規定にか
かわらず、次の�および�に定めるとおりとします。
� 被共済自動車の損傷を修理することができない場合は、共済金額
� 上記�以外の場合は、次の算式により算出した額。ただし、共済金額に５０万円を加え
た金額を限度とします。

（２）損害額等のうち、回収金がある場合において、回収金の額が被共済者の自己負担額（注
２）を超過するときは、当組合は、（１）に定める共済金の額からその超過額を差し引いて
共済金を支払います。
（注１）当組合が支払責任を負う事故の発生の時の順によって定めます。
（注２）損害額等または車両超過修理費限度額のいずれか低い方から（１）に定める共済

金の額を差し引いた額をいいます。
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（１８） 車両全損時諸費用特約

用 語 定 義

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

全損 普通共済約款車両条項に規定する全損をいいます。ただし、この共
済契約に車両価額協定共済特約が適用されている場合は、同特約に規
定する全損をいいます。

被共済者 被共済自動車を所有する者をいいます。

全損時諸費用
共済金

＝
車両共済契約における
共済金額

× １０％

第４条（全損時諸費用共済金の支払に関する特則）
当組合は、この特約により、車両全損時諸費用特約に定める全損時諸費用共済金の支払に
関する規定にかかわらず、前条（１）の�の規定により、共済金額を共済金として支払うべ
き場合に限り、全損時諸費用共済金を支払います。
第５条（被害物についての当組合の権利）

当組合が第３条（車両共済の支払共済金の計算）（１）の規定により、被共済自動車につ
いて被共済者が有する所有権その他の物権を取得する旨の意思を表示して共済金額を共済金
として支払った場合は、当組合は、被共済自動車について被共済者が有する所有権その他の
物権を取得します。
第６条（共済金の請求）

被共済者がこの特約に基づき共済金の支払を請求する場合は、修理の事実および日付を証
明する客観的書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）（２）の�の書類また
は証拠として当組合に提出しなければなりません。
第７条（他の特約との関係）

当組合は、被共済自動車の入替自動補償特約の規定にかかわらず、同特約の「用語の定義」
に規定する入替自動車について生じた損害に対しては、被共済自動車の入替自動補償特約第
３条（車両共済の特則）�に規定する「入替自動車取得の時における入替自動車の価額」を
共済金額とみなしてこの特約を適用します。
第８条（車両無過失事故に関する特則の不適用）

当組合は、この特約の規定を適用する場合は、普通共済約款基本条項第２３条（車両無過失
事故に関する特則）の規定を適用しません。ただし、被共済者がこの特約の規定を適用しな
い旨当組合に申し出た場合を除きます。
第９条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、被共済自動車の
用途車種が自家用８車種である場合に適用されます。ただし、被共済自動車が不特定の借主
に有償で貸し渡すことを目的とするレンタカー等の自動車（注）である場合を除きます。
（注）１年以上を期間とする貸借契約により貸し渡す自動車を除きます。

第２条（全損時諸費用共済金の支払）
（１）当組合は、この特約により、当組合の共済金を支払うべき損害が全損である場合は、１
回の事故につき、次の算式により算出した額を全損時諸費用共済金として被共済者に支払い
ます。ただし、２０万円を限度とします。

（２）当組合は、（１）の規定によって支払うべき全損時諸費用共済金と普通共済約款車両条
項第９条（支払共済金の計算）に定める共済金（注）の合計額が共済金額を超える場合であっ
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（１９） 車両全損時諸費用対象外特約

（２０） 車対車衝突危険限定特約

用 語 定 義

相手自動車 所有者が被共済自動車の所有者と異なる自動車をいいます。

ても、全損時諸費用共済金を支払います。
（３）当組合に対する全損時諸費用共済金の請求権は、事故発生の時から発生し、これを行使
することができるものとします。
（注）この共済契約に車両価額協定共済特約が適用されている場合は、同特約第６条（支

払共済金の計算）に定める共済金とします。
第３条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等（注）がある場合であっても、当組合は、この特約により支払うべき全
損時諸費用共済金の額を支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等（注）により優先して全損時諸費用共済金
もしくは保険金が支払われる場合または既に全損時諸費用共済金もしくは保険金が支払われ
た場合は、当組合は、それらの額の合計額を、それぞれの共済契約または保険契約において、
他の共済契約等（注）がないものとして算出した支払うべき全損時諸費用共済金または保険
金のうち最も高い額から差し引いた額に対してのみ全損時諸費用共済金を支払います。
（注）前条（１）の全損時諸費用共済金と支払責任の発生要件を同じくする他の共済契約

または保険契約をいいます。
第４条（普通共済約款基本条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（４）
の�の規定中「車両条項」とあるのを「車両全損時諸費用特約」と読み替えるものとします。

第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に車両全損時諸費用特約の適用があり、かつ、共済証書にこの
特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（車両全損時諸費用特約の不適用）
当組合は、この特約により、車両全損時諸費用特約の規定を適用しません。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、共済証書にこの
特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）
の規定にかかわらず、被共済自動車と相手自動車との衝突または接触によって被共済自動車
に生じた損害に対してのみ、普通共済約款車両条項および基本条項ならびに被共済自動車に
ついて適用される他の特約に従い、共済金を支払います。ただし、被共済自動車と衝突また
は接触した相手自動車の登録番号等（注）ならびに事故発生時の運転者または所有者の住所
および氏名もしくは名称が確認された場合に限ります。
（注）登録番号、車両番号、標識番号または車台番号をいいます。

第３条（共済金を支払わない場合）
当組合は、この特約においては、普通共済約款車両条項および基本条項ならびに被共済自
動車について適用される他の特約の規定による場合のほか、被共済自動車が盗難にあった時
から発見されるまでの間に生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
第４条（費 用）
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（２１） 車両危険限定特約

（２２） 二輪・原付盗難対象外特約

当組合は、この特約の適用においては、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場
合）（１）の規定にかかわらず、同条項第８条（費用）�のイおよび�に規定する費用に対
しては、共済金を支払いません。
第５条（共済金の請求－交通事故証明書を提出できない場合）

被共済者は、この特約に基づき共済金の支払を請求する場合において、普通共済約款基本
条項第２２条（共済金の請求）（２）ただし書の交通事故証明書を提出できない相当の理由が
あるときは、交通事故証明書に代えて次の�から�までの書類および写真または画像データ
を当組合に提出しなければなりません。
� 被共済自動車と相手自動車との衝突または接触の事実を証明する書類であって、その
相手自動車の事故発生時の運転者または所有者の住所の記載および記名押印または署名
のあるもの
� 被共済自動車の損傷部位の写真または画像データ
� 相手自動車の衝突または接触の部位を示す写真、画像データまたは資料

第６条（車両危険限定特約が適用されている場合の特則）
この共済契約に車両危険限定特約が適用されている場合は、同特約によって共済金を支払
うべき損害に対しては、当組合は、この特約の規定を適用しません。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、共済証書にこの
特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）
の規定にかかわらず、被共済自動車に生じた次の�から�までのいずれかに該当する損害に
限り、普通共済約款車両条項および基本条項ならびに被共済自動車について適用される他の
特約に従い、共済金を支払います。
� 被共済自動車に火災もしくは爆発が生じた場合または他物の爆発によって被共済自動
車が被爆した場合の損害
� 盗難によって生じた損害
� 騒じょうまたは労働争議に伴う暴力行為または破壊行為によって生じた損害
� 台風、たつ巻、洪水または高潮によって生じた損害
⑤ 落書、いたずらまたは窓ガラス破損の損害（注）
� 飛来中または落下中の他物との衝突によって生じた損害。ただし、その衝突の結果生
じた事故による損害を除きます。
� �から�までのほか、偶然な事故によって生じた損害。ただし、被共済自動車と他物
との衝突もしくは接触によって生じた損害または被共済自動車の転覆もしくは墜落に
よって生じた損害を除きます。
（注）いたずらの損害には、被共済自動車の運行によって生じた損害および被共済自動車
と他の自動車との衝突または接触によって生じた損害を含みません。なお、他の自動
車には原動機付自転車を含みます。また、窓ガラス破損の場合は、そのガラス代金と
します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、被共済自動車の
用途車種が次の�または�のいずれかに該当する場合に適用されます。
� 二輪自動車
� 原動機付自転車

第２条（共済金を支払わない場合）
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（２３） 機械装着車「車両損害」特約

用 語 定 義

装備 自動車の機能を十分に発揮させるために備品として備えつけられて
いる状態または法令に従い自動車に備えつけられている状態をいいま
す。

定着 ボルト、ナット、ねじ等で固定されており、工具等を使用しなけれ
ば容易に取りはずせない状態をいいます。

付属機械装置 医療防疫車、検査測定車、電源車、放送中継車等自動車検査証記載
の用途が特種用途である自動車に定着または装備されている精密機械
装置をいいます。

（２４） 特殊車「車両」補償範囲特約

用 語 定 義

工作用自動車 建築工事、土木工事、農耕等の作業の用途をもつ自走式の車両をい
い、各種クレーン車、パワーショベル、フォークリフト、ショベルロー
ダー、ブルドーザー、コンクリートミキサートラック、耕運機、トラ
クター等をいいます。

（１）当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）
の規定にかかわらず、被共済自動車について盗難によって生じた損害に対しては、共済金を
支払いません。
（２）（１）の被共済自動車について盗難によって生じた損害には、次の�および�に掲げる
損害を含みます。
� 被共済自動車が発見されるまでの間に生じた損害
� 普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（２）に定める損害

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、付属機械装置が
被共済自動車に定着または装備されている場合で、その価額が共済金額に含まれているとき
に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）
の規定にかかわらず、付属機械装置については、被共済自動車の他の部分と同時に損害を被っ
た場合または火災もしくは盗難によって損害が生じた場合に限り、損害に対して共済金を支
払います。
（２）当組合は、付属機械装置に生じた損害と被共済自動車の他の部分に生じた損害に対して
は、それぞれ各別に普通共済約款車両条項第６条（共済金の支払における損害額の決定）お
よび第９条（支払共済金の計算）の規定を適用し、損害に対して共済金を支払います。ただ
し、付属機械装置の損害に対しては、共済証書記載の免責金額を差し引きません。
第３条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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（２５） 工作用自動車ブーム対象外特約

用 語 定 義

工作用自動車 建築工事、土木工事、農耕等の作業の用途をもつ自走式の車両をい
い、各種クレーン車、パワーショベル、フォークリフト、ショベルロー
ダー、ブルドーザー、コンクリートミキサートラック、耕運機、トラ
クター等をいいます。

装備 自動車の機能を十分に発揮させるために備品として備えつけられて
いる状態または法令に従い、被共済自動車に備えつけられている状態
をいいます。

定着 ボルト、ナット、ねじ等で固定されており、工具等を使用しなけれ
ば容易に取りはずせない状態をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、かつ、被共済自動車が
工作用自動車である場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）
の規定にかかわらず、被共済自動車の次の�および�の物については、被共済自動車の他の
部分と同時に損害を被った場合または火災もしくは盗難によって損害が生じた場合に限り、
損害に対して共済金を支払います。
� キャタピラ、排土板（注１）、バケット（注２）、フォーク、ローラ等作業において常
時接地する部分品
� リーダ（注３）、ドロップハンマ、ディーゼルハンマ、アースオーガ（注４）、バイブ
ロハンマ（注５）その他これらに類似の機能を有する物であって、被共済自動車に装着
されている部分品および機械装置または使用の目的により交換装着する部分品および機
械装置

（２）被共済自動車が農耕作業用自動車の場合は、当組合は、この特約により、普通共済約款
車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）の規定にかかわらず、被共済自動車の鋤、ロー
タリー、サイドロータリー、タイヤ、リヤカー、トレーラー等使用の目的により交換装着す
る部分品（注６）については、車体（注７）と同時に損害を被った場合または火災もしくは
盗難によって損害が生じた場合に限り、損害に対して共済金を支払います。
（３）当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（３）
の規定にかかわらず、次の�から�までに定める物は、被共済自動車に含めません。
� 被共済自動車が工作用自動車の場合は、被共済自動車から取りはずして用いるコー
ド、ワイヤ、ホース、チェイン、ドリル等の積載付属品
� 被共済自動車が消防自動車の場合は、被共済自動車から取りはずして用いる吸水管、

はし ご くだ やり ちりのぞき ちりのぞきよう かご

ホース、梯子、斧、トビ、管槍、塵除、塵除用籠、分解手入用道具等の積載付属品
� 被共済自動車がタンク車、ふん尿車等の場合は、被共済自動車に付属するホース
（注１）カッティングエッジおよびエンドビットを含みます。
（注２）つめ、ツース、ポイントおよびサイドカッタを含みます。
（注３）ステーおよびフロントブラケットを含みます。
（注４）モータを含みます。
（注５）チャックを含みます。
（注６）部分品の付帯部品を含みます。
（注７）原動機定着部分をいいます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、被共済自動車が工作用
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（２６） ロードアシスタンス特約

用 語 定 義

他の共済契約等 第２条（共済金を支払う場合）（１）と支払責任の発生要件を同じ
くする他の共済契約または保険契約をいいます。

費用の名称 費用の内容

� 応急処置費用 被共済自動車が走行不能となった地において被共済自動車を自力で
走行できる状態に復旧するために要した応急の処置の費用。ただし、
当組合が必要と認める処置のために生じる費用に限ります。

� 運搬費用 被共済自動車が走行不能となった地から被共済者の指定する修理工
場または当組合が指定する場所まで、陸送車等により被共済自動車を
運搬するために要した費用。ただし、被共済自動車の修理等を行う場
所として社会通念上妥当と認められる場所まで被共済自動車を運搬す
るために生じる費用に限ります。

自動車である場合、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているときに適用され
ます。
第２条（ブーム部分の補償対象外）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（３）
の規定にかかわらず、被共済自動車のブーム部分については、被共済自動車に含めません。
（２）（１）のブーム部分とは、次の�および�の物をいいます。

� ブーム（注）ならびに伸縮シリンダ、俯仰シリンダ、ワイヤロープ、フック等ブーム
（注）と機能上一体をなしている部分品およびブーム（注）の機能上必要である部分品
� �に定める物に定着または装備されている次のアからオまでの物
ア．使用の目的により交換装着する部分品および機械装置
イ．安全装置および警報装置
ウ．作動油および油脂類
エ．配線、配管およびホース類
オ．その他定着または装備されている物

（注）ジブを含みます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、すべての共済契約に適用されます。

第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、被共済自動車が走行不能となったことに伴い、被共済者が応急処置費用また
は運搬費用を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、ロードアシスタン
ス費用共済金を被共済者に支払います。ただし、被共済自動車について直接生じた偶然な事
由に起因して、被共済自動車が走行不能となった場合に限ります。
（２）この特約において、応急処置費用または運搬費用とは、次の�または�のいずれかに該
当する費用（注）をいいます。

（３）（２）の規定にかかわらず、次の�または�のいずれかに該当する場合において、その
ために要した費用は、応急処置費用または運搬費用に含みません。
� 次のアまたはイのいずれかに該当する期間に（２）の�の応急の処置または（２）の�
の運搬が行われた場合
ア．共済期間が満了した時以後の期間
イ．被共済自動車の自動車検査証に記載された有効期間の満了する日の翌日以後の期間。
ただし、被共済自動車が道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５８条（自動車の検
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査及び自動車検査証）第１項の自動車である場合に限ります。
� 記名被共済者または被共済者が自ら被共済自動車に対して（２）の�の応急の処置また
は（２）の�の運搬を行ったとき。
（注）付随して発生した現場清掃の費用を被共済者が負担した場合は、その費用を含みま
す。

第３条（共済金を支払わない場合－その１）
当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって被共済者が被った損害に
対しては、ロードアシスタンス費用共済金を支払いません。
� 次のアからオまでのいずれかに該当する者の故意または重大な過失
ア．共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者（注１）
イ．被共済自動車の所有者（注２）
ウ．アおよびイに定める者の法定代理人
エ．アおよびイに定める者の業務に従事中の使用人
オ．アおよびイに定める者の父母、配偶者または子。ただし、被共済者または共済金を
受け取るべき者に共済金を取得させる目的であった場合に限ります。

� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質（注３）もしくは核燃料物質（注３）によって汚染された物（注４）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
⑤ �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から⑤までのいずれかの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱
に基づいて生じた事故
� 差押え、収用、没収、破壊など国または公共団体の公権力の行使。ただし、消防また
は避難に必要な処置として行われた場合を除きます。
	 詐欺または横領

 被共済自動車を競技もしくは曲技（注５）のために使用すること、または被共済自動
車を競技もしくは曲技を行うことを目的とする場所において使用（注６）すること。

� 被共済自動車を次のアからエまでのいずれかに該当する路面等において使用するこ
と。ただし、被共済自動車に走行不能の直接の原因となるべき損害が生じていない場合
に限ります。
ア．積雪のある路面または凍結した路面
イ．降雨、降雪、融雪等による一時的な水たまり、ぬかるみ

わだち

ウ．轍
エ．砂地、湿地、沼地その他これらに類する軟弱な地盤
� 被共済自動車の盗難（注７）

 被共済自動車の鍵の紛失
� 被共済自動車の燃料切れ
� エンジンの改造、車高の変更等、法令等により禁止されている改造または自動車製造
業者が認めていない改造
� 自動車製造業者の取扱説明書等に示されている取扱いと異なる使用または仕様の限度
を超える酷使に起因する故障
（注１）これらの者が法人である場合は、その役員を含みます。
（注２）被共済自動車の所有者が法人である場合は、その役員を含みます。
（注３）使用済燃料を含みます。
（注４）原子核分裂生成物を含みます。
（注５）競技または曲技のための練習を含みます。
（注６）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。
（注７）被共済自動車の所在が確認できない場合であって、かつ、その原因が明らかでな

いときを含み、被共済自動車の部分品または付属品のみの盗難を除きます。
第４条（共済金を支払わない場合－その２）
当組合は、次の�から⑤までのいずれかに該当する者が法令に定められた運転資格を持た

ないで被共済自動車を運転している場合、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒
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ロードアシスタンス
費用共済金の額

＝
実際に発生した応急処置
費用または運搬費用の額

－
他の共済契約等の共済金
または保険金の額の合計額

気帯び運転等の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態もしくはこれに相当する状態で被共
済自動車を運転している場合または麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、
医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２
条（定義）第１５項に定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態
で被共済自動車を運転している場合に被共済自動車が走行不能となったことによって生じた
損害に対しては、ロードアシスタンス費用共済金を支払いません。
� 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者（注）
� 所有権留保条項付売買契約に基づく被共済自動車の買主または１年以上を期間とする
貸借契約に基づく被共済自動車の借主（注）
� �および�に定める者の法定代理人
� �および�に定める者の業務に従事中の使用人
⑤ �および�に定める者の父母、配偶者または子
（注）これらの者が法人である場合は、その役員を含みます。

第５条（被共済者の範囲）
（１）この特約における被共済者は、次の�から�までのいずれかに該当する者とします。

� 記名被共済者
� 被共済自動車の所有者
� 被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注１）に搭乗中の者（注
２）

（２）（１）の規定にかかわらず、次の�から�までのいずれかに該当する者は被共済者に含
みません。
� 被共済自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで被共済自動車に
搭乗中の者（注２）

� 極めて異常かつ危険な方法で被共済自動車に搭乗中の者
� 業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者
（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）一時的に被共済自動車から離れている者を含みます。

第６条（ロードアシスタンス費用共済金の支払）
（１）当組合は、被共済者が負担した応急処置費用または運搬費用の額を、ロードアシスタン
ス費用共済金として支払います。ただし、１回の事故につき１５万円を限度とします。

（２）応急処置費用または運搬費用のうち、回収金がある場合は、当組合は実際に発生した応
急処置費用または運搬費用の額から回収金の額を差し引いてロードアシスタンス費用共済金
を支払います。
第７条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この共済契約により支払うべきロー
ドアシスタンス費用共済金の額を支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支
払われる場合または既に他の共済契約等の共済金もしくは保険金が支払われている場合は、
当組合は、次の算式により算出した額に対してのみロードアシスタンス費用共済金を支払い
ます。

第８条（現物による支払）
当組合は、被共済者の損害の全部または一部に対して、被共済者の同意を得て、被共済自
動車に対する応急の処置、陸送車等による被共済自動車の運搬等、ロードアシスタンス費用
共済金の支払と同等のサービスの提供をもって、共済金の支払に代えることができます。
第９条（共済金の請求）
（１）当組合に対するロードアシスタンス費用共済金の請求権は、被共済者が応急処置費用ま
たは運搬費用を負担した時から発生し、これを行使することができるものとします。ただし、
前条の規定を適用する場合は、被共済自動車が走行不能となった時とします。
（２）被共済者がこの特約に基づきロードアシスタンス費用共済金の支払を請求する場合は、

特

約

条

項

193



（２７） ロードアシスタンス対象外特約

（２８） ロードアシスタンス超過費用特約

被共済自動車に対する応急の処置または陸送車等による被共済自動車の運搬の事実、日付お
よび費用を証明する客観的書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）（２）の
�の書類または証拠として当組合に提出しなければなりません。ただし、前条の規定を適用
する場合を除きます。
第１０条（この特約の不適用）

他車運転特約および臨時代替自動車特約の適用においては、当組合は、この特約の規定を
適用しません。
第１１条（普通共済約款および運転者年齢条件特約等の不適用）
（１）当組合は、この特約によりロードアシスタンス費用共済金が支払われる場合は、普通共
済約款車両条項第８条（費用）�または�の規定を適用しません。
（２）この特約においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約および運転
者本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第１２条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�および�のとおり読み

替えるものとします。
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「ロード
アシスタンス特約」
� 第１３条（注２）の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「ロードアシスタンス特約」

第１３条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約にロードアシスタンス特約の適用があり、かつ、共済証書にこ
の特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（ロードアシスタンス特約の不適用）
当組合は、この特約により、ロードアシスタンス特約の規定を適用しません。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約にロードアシスタンス特約の適用があり、被共済自動車の用途
車種が次の�から�までのいずれかに該当し、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載
されている場合に適用されます。
� 自家用普通貨物車（最大積載量２トン超）
� 営業用普通貨物車（最大積載量２トン以下）
� 営業用普通貨物車（最大積載量２トン超）
� 自家用バス
� 営業用バス
� 小型ダンプカー
	 普通型ダンプカー（最大積載量２トン以下）

 普通型ダンプカー（最大積載量２トン超）
� 砂利類運送用普通貨物車

第２条（ロードアシスタンス特約の読み替え）
この特約の適用においては、ロードアシスタンス特約第６条（ロードアシスタンス費用共
済金）（１）のただし書の規定中「１５万円」とあるのを「１００万円」と読み替えるものとしま
す。
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（２９） ロードアシスタンス宿泊移動費用特約

用 語 定 義

他の共済契約等 第２条（共済金を支払う場合）と支払責任の発生要件を同じくする
他の共済契約または保険契約をいいます。

費用の名称 費用の内容

� 宿泊費用 被共済自動車が陸送車等により運搬されたことにより、被共済者が
臨時に宿泊せざるを得ない場合に、その走行不能となった地のもより
のホテル等有償の宿泊施設に宿泊するために要した１泊分の客室料

� 移動費用 被共済自動車が陸送車等により運搬されたことにより、被共済者が
被共済自動車が走行不能となった地から、出発地、居住地または当面
の目的地へ合理的な経路および方法で移動するために要した交通費

� 引取費用 被共済自動車が陸送車等により運搬され、修理工場等にて被共済自動
車の修理が完了した後、合理的な経路および方法で被共済自動車を引
き取るために要した往路１名分の交通費。ただし、レンタカーを利用
する場合の費用を除きます。

費 用 被 共 済 者

� 宿泊費用
� 移動費用

被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注
１）に搭乗中の者（注２）。ただし、次のアからウまでのいずれか
に該当する者は被共済者に含みません。
ア．被共済自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を
得ないで被共済自動車に搭乗中の者（注２）
イ．極めて異常かつ危険な方法で被共済自動車に搭乗中の者
ウ．業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約にロードアシスタンス特約の適用があり、かつ、共済証書にこ
の特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、ロードアシスタンス特約の規定により同特約のロードアシスタンス費用共済
金の支払対象となる場合で、被共済自動車が走行不能となった地から陸送車等により運搬さ
れたときは、被共済者が（２）および（３）に定める宿泊費用、移動費用および引取費用を
負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、宿泊費用共済金、移動費用共済
金および引取費用共済金を被共済者に支払います。
（２）この特約において、宿泊費用、移動費用および引取費用とは、それぞれ次の�から�ま
での費用をいいます。

（３）（２）の規定にかかわらず、次の�から�までのいずれかに該当するものは、宿泊費用、
移動費用または引取費用に含みません。
� 飲食費用等（２）の�の宿泊または（２）の�の移動の目的以外のサービス料金
� 謝礼金または謝礼のための贈答品の購入費用等
� （２）の�の移動の手段として被共済者がタクシー、バス等以外の自動車を利用した
場合の燃料代または有料道路料金
� この共済契約に付帯された他の特約により共済金が支払われる費用がある場合は、そ
の費用

第３条（被共済者の範囲）
この特約における被共済者は、それぞれ次の�から�までに定めるとおりとします。
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� 引取費用 次のアまたはイのいずれかに該当する者
ア．記名被共済者
イ．被共済自動車の所有者

共済金の種類 共済金の額

� 宿泊費用共済金 被共済者が負担した宿泊費用の額。ただし、１回の事故につき、
被共済者１名あたり１万円を限度とします。

� 移動費用共済金 被共済者が負担した移動費用の額。ただし、１回の事故につき、
被共済者１名あたり２万円を限度とします。

� 引取費用共済金 被共済者が負担した引取費用の額。ただし、１回の事故につき、
１５万円を限度とします。

宿泊費用共済金、移動費
用共済金または
引取費用共済金の額

＝
実際に発生した宿泊費
用、移動費用または
引取費用の額

－
他の共済契約等の共済金
または保険金の額の合計
額

（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）一時的に被共済自動車から離れている者を含みます。

第４条（個別適用）
この特約の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。

第５条（宿泊費用共済金、移動費用共済金および引取費用共済金の支払）
（１）当組合は、それぞれ次の�から�までに定める額を宿泊費用共済金、移動費用共済金ま
たは引取費用共済金として支払います。

（２）（１）の�の規定にかかわらず、被共済者がタクシーまたはレンタカーを利用した場合
は、その１台に対し２万円を限度とします。
（３）宿泊費用、移動費用または引取費用のうち、回収金がある場合は、当組合は、それぞれ
の費用に区分して、それぞれ各別に実際に発生した宿泊費用、移動費用または引取費用の額
から該当する回収金の額を差し引いて共済金を支払います。
第６条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この共済契約により支払うべき宿泊
費用共済金、移動費用共済金または引取費用共済金の額を支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支
払われる場合または既に他の共済契約等の共済金もしくは保険金が支払われている場合は、
当組合は、それぞれの費用を区分して、それぞれ各別に次の算式により算出した額に対して
のみ宿泊費用共済金、移動費用共済金または引取費用共済金を支払います。

第７条（現物による支払）
当組合は、被共済者の損害の全部または一部に対して、被共済者の同意を得て、宿泊施設
の提供等、宿泊費用共済金、移動費用共済金または引取費用共済金の支払と同等のサービス
の提供をもって、共済金の支払に代えることができます。
第８条（共済金の請求）
（１）当組合に対する宿泊費用共済金、移動費用共済金または引取費用共済金の請求権は、被
共済者が宿泊費用、移動費用または引取費用を負担した時から発生し、これを行使すること
ができるものとします。ただし、前条の規定を適用する場合は、次の�または�のいずれか
に該当する時とします。
� 第５条（宿泊費用共済金、移動費用共済金および引取費用共済金の支払）（１）の�
または�の共済金の場合は、被共済自動車が走行不能となった時
� 第５条（１）の�の共済金の場合は、被共済自動車の修理が完了した時

（２）被共済者がこの特約に基づき宿泊費用共済金、移動費用共済金または引取費用共済金の
支払を請求する場合は、宿泊、移動または被共済自動車の引取りの事実、日付および費
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（３０） ロードアシスタンス代車費用特約

用 語 定 義

他の共済契約等 第２条（共済金を支払う場合）と支払責任の発生要件を同じくする
他の共済契約または保険契約をいいます。

用を証明する客観的書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の請求）（２）の�
の書類または証拠として当組合に提出しなければなりません。ただし、前条の規定を適
用する場合を除きます。

第９条（普通共済約款および運転者年齢条件特約等の不適用）
（１）当組合は、この特約により引取費用共済金が支払われる場合は、普通共済約款車両条項
第８条（費用）�の規定を適用しません。
（２）この特約の適用においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約およ
び運転者本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第１０条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�および�のとおり読み

替えるものとします。
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「ロード
アシスタンス宿泊移動費用特約」
� 第１３条（注２）の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「ロードアシスタンス宿泊移動費用特約」

第１１条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約にロードアシスタンス特約の適用があり、被共済自動車の用途
車種が自家用８車種である場合、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されていると
きに適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、ロードアシスタンス特約の規定により同特約のロードアシスタンス費用共済
金の支払対象となる場合で、被共済自動車が走行不能になった地から陸送車等により運搬さ
れたときは、被共済者が次の（２）および（３）に定める代車費用を負担することによって
被る損害に対して、この特約に従い、代車費用共済金を被共済者に支払います。
（２）この特約において、代車費用とは、被共済自動車が使用できなくなったことにより、被
共済者がレンタカーを代車として利用するために要した費用をいいます。
（３）（２）の規定にかかわらず、次の�および�の条件をいずれも満たす場合に限り、被共
済者がレンタカー以外の自動車を代車として利用するために要した費用を代車費用としま
す。ただし、被共済者が負担した費用のうち、その自動車の取得代金、点検料、整備料等を
勘案した実費相当額として当組合が認めた額に限ります。
� 被共済者が正当な理由によりレンタカー以外の自動車を代車として利用したものであ
ること。
� レンタカー以外の自動車の利用について被共済者が事前に当組合に通知し、当組合が
承認すること。

第３条（被共済者の範囲）
この特約における被共済者は、被共済自動車の所有者とします。

第４条（代車費用共済金の支払）
（１）１回の事故につき、当組合の支払う代車費用共済金の額は、次の算式により算出した額
とします。
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代車費用
共済金

＝
１日あたりの代車費用の額。
ただし、共済証書記載の共済金日額
を限度とします。

×
次条に定める支払対象期間
における代車の利用日数

支払対象期間
支払対象期間の初日 支払対象期間の末日

被共済自動車が走行不能となっ
た地から陸送車等により運搬され
た日

次の�から�までのいずれか早い日
� 代車の利用開始日（注１）からその日を含めて
３０日後の日
� 被共済自動車の修理完了後、被共済自動車が共
済契約者、被共済者または被共済自動車の自動車
検査証の使用者欄に記載された者のいずれかの手
元に戻った日

� 被共済自動車の代替として使用する自動車を新
たに取得（注２）した日

代車費用
共済金

＝
実際に発生した
代車費用の額

－
他の共済契約等の共済金
または
保険金の額の合計額

（２）代車費用のうち、回収金がある場合は、当組合は実際に発生した代車費用の額から回収
金の額を差し引いて代車費用共済金を支払います。
第５条（代車費用共済金の支払対象期間）
（１）前条（１）の支払対象期間は、次に定める期間とします。ただし、支払対象期間の初日
の翌日から起算して１年を経過した後の期間は支払対象期間には含みません。

（２）（１）の規定にかかわらず、共済契約者、被共済者または被共済自動車の自動車検査証
の使用者欄に記載された者のいずれかの責に帰すべき事由により（１）の支払対象期間の末
日が延期された場合は、それによって延長された期間は支払対象期間には含みません。
（注１）被共済者が（１）に定める支払対象期間の初日以後に最初に代車を利用した日を

いいます。
（注２）所有権留保条項付売買契約に基づく購入または１年以上を期間とする貸借契約に

よる借入れを含みます。
第６条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この共済契約により支払うべき代車
費用共済金の額を支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支
払われる場合または既に他の共済契約等の共済金もしくは保険金が支払われている場合は、
当組合は、次の算式により算出した額に対してのみ代車費用共済金を支払います。

第７条（現物による支払）
当組合は、被共済者の損害の全部または一部に対して、被共済者の同意を得て、代車の貸
与等、代車費用共済金の支払と同等のサービスの提供をもって、共済金の支払に代えること
ができます。
第８条（共済金の請求）
（１）当組合に対する代車費用共済金の請求権は、被共済者が代車費用を負担した時から発生
し、これを行使することができるものとします。ただし、前条の規定を適用する場合は、被
共済自動車が走行不能となった時とします。
（２）被共済者がこの特約に基づき代車費用共済金の支払を請求する場合は、代車を借り入れ
た事実、日数および費用を証明する客観的書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の
請求）（２）の�の書類または証拠として当組合に提出しなければなりません。ただし、前
条の規定を適用する場合を除きます。
第９条（運転者年齢条件特約等の不適用）
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（３１） 事故・故障時代車費用特約

用 語 定 義

他の共済契約等 第２条（共済金を支払う場合）（１）と支払責任の発生要件を同じ
くする他の共済契約または保険契約をいいます。

この特約の適用においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約および
運転者本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第１０条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�および�のとおり読み

替えるものとします。
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「ロード
アシスタンス代車費用特約」
� 第１３条（注２）の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「ロードアシスタンス代車費用特約」

第１１条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款車両条項の適用があり、被共済自動車の用途車
種が自家用８車種である場合、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているとき
に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、次の�または�のいずれかに該当する場合は、被共済者が（２）および（３）
に定める代車費用を負担することによって被る損害に対して、この特約に従い、代車費用共
済金を被共済者に支払います。
� ロードアシスタンス特約の規定により同特約のロードアシスタンス費用共済金の支払
対象となる場合で、被共済自動車が走行不能となった地から陸送車等により運搬された
とき。
� �以外の場合で、普通共済約款車両条項および被共済自動車について適用される他の
特約の規定により普通共済約款車両条項第１条（共済金を支払う場合）（１）の共済金
の支払対象となる事故が発生したとき。ただし、被共済自動車を使用することができる
場合（注１）で、被共済者がその損傷を修理しないときを除きます。

（２）この特約において、代車費用とは、被共済自動車が使用できなくなったことにより、被
共済者がレンタカーを代車として利用するために要した費用をいいます。
（３）（２）の規定にかかわらず、次の�および�の条件をいずれも満たす場合に限り、被共
済者がレンタカー以外の自動車を代車として利用するために要した費用を代車費用としま
す。ただし、被共済者が負担した費用のうち、その自動車の取得代金、点検料、整備料等を
勘案した実費相当額として当組合が認めた額に限ります。
� 被共済者が正当な理由によりレンタカー以外の自動車を代車として利用したものであ
ること。
� レンタカー以外の自動車の利用について被共済者が事前に当組合に通知し、当組合が
承認すること。

（４）当組合は、被共済自動車が盗難（注２）にあった場合は、共済契約者または被共済者が
盗難の事実を警察官に届け出たときに限り、（１）の�の規定を適用します。
（注１）法令により走行が禁じられた場合を除きます。
（注２）被共済自動車の部分品または付属品のみの盗難を除きます。

第３条（被共済者の範囲）
この特約における被共済者は、被共済自動車の所有者とします。
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代車費用
共済金

＝
１日あたりの代車費用の額。
ただし、共済証書記載の共済金日額
を限度とします。

×
次条に定める支払対象期間
における代車の利用日数

支払対象期間
支払対象期間の初日 支払対象期間の末日

� 第２条（共済金を支払う場
合）（１）の�の場合は、被共
済自動車が走行不能となった地
から陸送車等により運搬された
日
� 第２条（１）の�の場合は、
その事故の発生の日（注１）

次のアからウまでのいずれか早い日
ア．代車の利用開始日（注２）からその日を含めて
３０日後の日
イ．被共済自動車が修理完了後、または盗難（注３）
された被共済自動車が発見された後、共済契約
者、被共済者または被共済自動車の自動車検査証
の使用者欄に記載された者のいずれかの手元に
戻った日

ウ．被共済自動車の代替として使用する自動車を新
たに取得（注４）した日

代車費用
共済金

＝
実際に発生した
代車費用の額

－
他の共済契約等の共済金
または
保険金の額の合計額

第４条（代車費用共済金の支払）
（１）１回の事故につき、当組合の支払う代車費用共済金の額は、次の算式により算出した額
とします。

（２）代車費用のうち、回収金がある場合は、当組合は実際に発生した代車費用の額から回収
金の額を差し引いて代車費用共済金を支払います。
第５条（代車費用共済金の支払対象期間）
（１）前条（１）の支払対象期間は、次表に定める期間とします。ただし、支払対象期間の初
日の翌日から起算して１年を経過した後の期間は支払対象期間に含みません。

（２）（１）の規定にかかわらず、共済契約者、被共済者または被共済自動車の自動車検査証
の使用者欄に記載された者のいずれかの責に帰すべき事由により（１）の支払対象期間の末
日が延期された場合は、それによって延長された期間は支払対象期間に含みません。
（注１）被共済自動車が盗難にあった場合は、共済契約者または被共済者が盗難の事実を

警察官に届け出た日とします。
（注２）被共済者が（１）に定める支払対象期間の初日以後に最初に代車を利用した日を

いいます。
（注３）被共済自動車の部分品または付属品のみの盗難を除きます。
（注４）所有権留保条項付売買契約に基づく購入または１年以上を期間とする貸借契約に

基づく借入れを含みます。
第６条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）
（１）他の共済契約等がある場合であっても、当組合は、この共済契約により支払うべき代車
費用共済金の額を支払います。
（２）（１）の規定にかかわらず、他の共済契約等により優先して共済金もしくは保険金が支
払われる場合または既に他の共済契約等の共済金もしくは保険金が支払われている場合は、
当組合は、次の算式により算出した額に対してのみ代車費用共済金を支払います。

第７条（現物による支払）
当組合は、被共済者の損害の全部または一部に対して、被共済者の同意を得て、代車の貸
与等、代車費用共済金の支払と同等のサービスの提供をもって、代車費用共済金の支払に代
えることができます。
第８条（共済金の請求）
（１）当組合に対する代車費用共済金の請求権は、被共済者が代車費用を負担した時から発生
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（３２） 車両無過失事故に関する特則の対象外特約

（３３） 他車運転特約

用 語 定 義

家族 次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子

他の自動車 被共済自動車以外の自動車であって、その用途車種が自家用８車種
であるものをいいます。ただし、次の�または�の自動車を除きます。
� 記名被共済者、その配偶者または記名被共済者もしくはその配
偶者の同居の親族が所有（注１）または常時使用する自動車
� 別居の未婚の子が所有（注１）または常時使用する自動車を自
ら運転者として運転中（注２）の場合は、その自動車

し、これを行使することができるものとします。ただし、前条の規定を適用する場合は、次
の�または�のいずれかに該当する時とします。
� 第２条（共済金を支払う場合）（１）の�の場合は、被共済自動車が走行不能となっ
た時
� 第２条（１）の�の場合は、その事故の発生の時

（２）被共済者がこの特約に基づき代車費用共済金の支払を請求する場合は、代車を借り入れ
た事実、日数および費用を証明する客観的書類を、普通共済約款基本条項第２２条（共済金の
請求）（２）の�の書類または証拠として当組合に提出しなければなりません。ただし、前
条の規定を適用する場合を除きます。
第９条（運転者年齢条件特約等の一部不適用）

当組合は、この特約の適用において、第２条（共済金を支払う場合）（１）の�の規定に
より代車費用共済金を支払うべき場合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約および
運転者本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第１０条（普通共済約款基本条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�および�のとおり読み
替えるものとします。
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「事故・
故障時代車費用特約」
� 第１３条（注２）の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあ
るのは「事故・故障時代車費用特約」

第１１条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に普通共済約款基本条項第２３条（車両無過失事故に関する特則）
の適用があり、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。

第２条（車両無過失事故に関する特則の不適用）
当組合は、この特約により、普通共済約款基本条項第２３条（車両無過失事故に関する特則）
の規定を適用しません。

�．その他の補償などに関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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（注１）所有権留保条項付売買契約による購入および１年以上を
期間とする貸借契約による借入れを含みます。

（注２）駐車または停車中を除きます。

別居の未婚の子 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子をいい、婚姻歴の
ある者を含みません。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が自家用８車種であり、かつ、記名被共済者が個人
である場合に適用されます。
第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）
（１）当組合は、記名被共済者またはその家族が自ら運転者として運転中（注）の他の自動車
を被共済自動車とみなして、被共済自動車の共済契約の条件に従い、普通共済約款賠償責任
条項および被共済自動車について適用される他の特約を適用します。ただし、この場合にお
ける被共済者は、記名被共済者またはその家族に限ります。
（２）当組合は、この特約により、普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－
対人賠償）（２）の規定にかかわらず、他の自動車について生じた１回の対人事故による同
条（１）の損害に対して、自賠責共済等によって支払われる金額がある場合は、損害の額が
自賠責共済等によって支払われる金額を超過するときに限り、その超過額に対してのみ共済
金を支払います。
（注）駐車または停車中を除きます。

第３条（車両損害についての特則）
（１）当組合は、普通共済約款賠償責任条項第５条（共済金を支払わない場合－その３ 対物
賠償）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合は、他の自
動車について被共済者（注１）が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に
対して、前条の規定に従い、共済金を支払います。ただし、この場合における損害賠償責任
は、他の自動車に直接生じた損害に対する損害賠償責任に限ります。
� この特約を適用する共済契約に普通共済約款車両条項が適用されていること。
� 被共済者（注１）が自ら運転者として運転中（注２）の他の自動車を被共済自動車と
みなして普通共済約款車両条項および基本条項ならびに被共済自動車について適用され
る他の特約を適用した場合に当組合が共済金を支払うべき損害が、その運転中（注２）
の他の自動車に生じていること。

（２）（１）の規定にかかわらず、当組合は、被共済者（注１）が次の�から�までのいずれ
かの状態で他の自動車を運転している場合にその運転中（注２）の他の自動車に生じた損害
に対して被共済者（注１）が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対し
ては、共済金を支払いません。
� 法令に定められた運転資格を持たない状態
� 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定め
る酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態
� 麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に定め
る指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

（注１）前条（１）のただし書に定める被共済者をいいます。
（注２）駐車または停車中を除きます。

第４条（共済金を支払う場合－自損傷害）
当組合は、この共済契約に自損事故傷害特約が適用されている場合は、記名被共済者また
はその家族が自ら運転者として運転中（注１）の他の自動車を被共済自動車とみなして、同
特約および被共済自動車について適用される他の特約を適用します。ただし、この場合にお
ける被共済者は、他の自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内（注２）に搭乗中
（注３）の記名被共済者またはその家族に限ります。
（注１）駐車または停車中を除きます。
（注２）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注３）極めて異常かつ危険な方法で搭乗している場合を除きます。
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（３４） 臨時代替自動車特約

用 語 定 義

被代替自動車 被共済自動車のうち、整備、修理、点検等のために整備工場等の管
理下にあって使用できない自動車をいいます。

第５条（共済金を支払う場合－臨時費用）
当組合は、この共済契約に臨時費用特約が適用されている場合は、記名被共済者またはそ
の家族が自ら運転者として運転中（注）の他の自動車を被共済自動車とみなして、同特約お
よび被共済自動車について適用される他の特約を適用します。ただし、この場合における被
共済者は、記名被共済者またはその家族に限ります。
（注）駐車または停車中を除きます。

第６条（共済金を支払わない場合）
当組合は、普通共済約款賠償責任条項、基本条項および自損事故傷害特約の規定による場
合のほか、次の�から⑤までのいずれかに該当する場合に生じた事故により、被共済者が被っ
た損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
� 被共済者の使用者の業務（注１）のために、その使用者の所有する自動車（注２）を
運転している場合
� 被共済者が役員となっている法人の所有する自動車（注２）を運転している場合
� 自動車取扱業者が業務として受託した他の自動車を運転している場合
� 被共済者が他の自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで、他の
自動車を運転している場合。ただし、被共済者が正当な権利を有する者以外の者の承諾
を得ており、かつ、被共済者がその者を正当な権利を有する者であると信じたことに合
理的な理由がある場合を除きます。
⑤ 被共済者が競技もしくは曲技（注３）のために他の自動車を運転している場合または
競技もしくは曲技（注３）を行うことを目的とする場所において他の自動車を運転して
いる（注４）場合
（注１）家事を除きます。
（注２）所有権留保条項付売買契約により購入した自動車および１年以上を期間とする貸

借契約により借り入れた自動車を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために他の自動車を運転している場合を

除きます。
第７条（被共済自動車の譲渡または返還の場合）

この特約の適用においては、当組合は、普通共済約款基本条項第７条（被共済自動車の譲
渡または返還）（２）の規定を適用しません。
第８条（重大事由による解除の特則）
（１）当組合は、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（１）の�の規定にか
かわらず、他の自動車を所有する者が同条（１）の�のいずれかに該当する場合は、共済契
約者に対する書面による通知をもって、この共済契約のその他の自動車を所有する者に係る
部分を解除することができます。
（２）（１）の規定による解除が第３条（車両損害についての特則）（１）の規定に基づき共済
金を支払うべき損害の発生した後になされた場合であっても、普通共済約款基本条項第１４条
（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、（１）の事由が生じた時から解除がなされた
時までに発生した事故によるその損害に対しては、当組合は、共済金を支払いません。この
場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を請求することがで
きます。
（３）（２）の規定は、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（１）の�のアか
らオまでのいずれにも該当しない被共済者に生じた損害については適用しません。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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臨時代替自動車 被共済自動車が整備、修理、点検等のために整備工場等の管理下に
あって使用できない間に、その代替自動車として記名被共済者が臨時
に借用して使用する自動車をいいます。ただし、次の�から�までの
いずれかに該当する者が所有する自動車（注１）を除きます。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の役員
� 記名被共済者の使用人
なお、記名被共済者が臨時に借用して使用する自動車が２台以上あ

る場合は、被代替自動車の代替としての臨時代替自動車は、次の�お
よび�の順によって定めるものとします。
� 被代替自動車と同一の用途車種（注２）の自動車
� 被代替自動車が整備工場等の管理下に入った時以後、臨時に借
用して使用する自動車が記名被共済者の管理下に入った順
（注１）所有権留保条項付売買契約により購入した自動車および

１年以上を期間とする貸借契約により借り入れた自動車を
含みます。

（注２）普通共済約款別表３に掲げる用途車種を含みます。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、記名被共済者が法人である場合に適用されます。

第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）
（１）当組合は、臨時代替自動車を被代替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件
に従い、普通共済約款賠償責任条項および被代替自動車について適用される他の特約を適用
します。ただし、この場合における被共済者は、記名被共済者ならびに記名被共済者の役員
および使用人に限ります。
（２）当組合は、この特約により、普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－
対人賠償）（２）の規定にかかわらず、臨時代替自動車について生じた１回の対人事故によ
る同条（１）の損害に対して、自賠責共済等によって支払われる金額がある場合は、損害の
額が自賠責共済等によって支払われる金額を超過するときに限り、その超過額に対してのみ
共済金を支払います。
第３条（車両損害についての特則）
（１）当組合は、普通共済約款賠償責任条項第５条（共済金を支払わない場合－その３ 対物
賠償）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合は、臨時代
替自動車について被共済者（注１）が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害に対して、前条の規定に従い、共済金を支払います。ただし、この場合における損害賠償
責任は、その臨時代替自動車に直接生じた損害に対する損害賠償責任に限ります。
� この特約を適用する共済契約に普通共済約款車両条項が適用されていること。
� 被共済者（注１）が自ら運転者として運転中（注２）の臨時代替自動車を被代替自動
車とみなして普通共済約款車両条項および基本条項ならびに被代替自動車について適用
される他の特約を適用した場合に当組合が共済金を支払うべき損害が、その運転中（注
２）の臨時代替自動車に生じていること。

（２）（１）の規定にかかわらず、当組合は、被共済者（注１）が次の�から�までのいずれ
かの状態で臨時代替自動車を運転している場合にその運転中（注２）の臨時代替自動車に生
じた損害に対して被共済者（注１）が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害に対しては、共済金を支払いません。
� 法令に定められた運転資格を持たない状態
� 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定め
る酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態
� 麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に定め
る指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態
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（３５） 原付バイク特約（人身傷害あり）

（注１）前条（１）のただし書に定める被共済者をいいます。
（注２）駐車または停車中を除きます。

第４条（共済金を支払う場合－人身傷害）
当組合は、臨時代替自動車を被代替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件に
従い、普通共済約款人身傷害条項および被代替自動車について適用される他の特約を適用し
ます。
第５条（共済金を支払う場合－搭乗者傷害）
当組合は、臨時代替自動車を被代替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件に
従い、普通共済約款搭乗者傷害条項および被代替自動車について適用される他の特約を適用
します。
第６条（共済金を支払う場合－自損傷害）
この共済契約に自損事故傷害特約が適用されている場合は、当組合は、臨時代替自動車を
被代替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件に従い、自損事故傷害特約および
被代替自動車について適用される他の特約を適用します。
第７条（共済金を支払う場合－無共済車傷害）
この共済契約に無共済車傷害特約が適用されている場合は、当組合は、臨時代替自動車を
被代替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件に従い、無共済車傷害特約および
被代替自動車について適用される他の特約を適用します。
第８条（共済金を支払う場合－臨時費用）
この共済契約に臨時費用特約が適用されている場合は、当組合は、臨時代替自動車を被代
替自動車とみなして、被代替自動車の共済契約の条件に従い、臨時費用特約および被代替自
動車について適用される他の特約を適用します。ただし、この場合における被共済者は、記
名被共済者ならびに記名被共済者の役員および使用人に限ります。
第９条（共済責任の始期および終期）
（１）臨時代替自動車にかかわる当組合の共済責任は、臨時代替自動車が記名被共済者の直接
の管理下に入った時に始まり、その管理下を離れた時または被代替自動車が整備工場等の管
理下を離れ、記名被共済者の直接の管理下に戻った時のいずれか早い時に終わります。
（２）（１）の規定にかかわらず、共済期間の始期において既に記名被共済者の管理下に入っ
ている臨時代替自動車については、その始期をもって当組合の共済責任は始まり、また、記
名被共済者が臨時代替自動車を管理中であっても、共済期間の終期をもって当組合の共済責
任は終わります。
第１０条（この特約を適用しない場合）

当組合は、全車両一括特約第４条（共済契約の締結漏れがあった場合）または同特約第５
条（通知に遅滞または脱漏があった場合）の規定により、同特約第２条（中途取得自動車に
対する自動補償）の規定が適用されない場合は、この特約の規定を適用しません。
第１１条（重大事由による解除の特則）
（１）当組合は、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（１）の�の規定にか
かわらず、臨時代替自動車を所有する者が同条（１）の�のいずれかに該当する場合は、共
済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約のその臨時代替自動車を所有する
者に係る部分を解除することができます。
（２）（１）の規定による解除が第３条（車両損害についての特則）（１）の規定に基づき共済
金を支払うべき損害の発生した後になされた場合であっても、普通共済約款基本条項第１４条
（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、（１）の事由が生じた時から解除がなされた
時までに発生した事故によるその損害に対しては、当組合は、共済金を支払いません。この
場合において、既に共済金を支払っていたときは、当組合は、その返還を請求することがで
きます。
（３）（２）の規定は、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（１）の�のアか
らオまでのいずれにも該当しない被共済者に生じた損害については適用しません。

■ 用語の定義
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用 語 定 義

借用原動機付自転車 第６条（被共済者の範囲）に規定する被共済者のいずれかに該当す
る者が所有する原動機付自転車（注）以外のものをいいます。ただし、
同条に規定する被共済者のいずれかに該当する者が常時使用する原動
機付自転車を除きます。
（注）所有権留保条項付売買契約により購入した原動機付自転車

および１年以上を期間とする貸借契約により借り入れた原動
機付自転車を含みます。

この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が自家用８車種であり、記名被共済者が個人である
場合、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているときに適用されます。
第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）
（１）当組合は、被共済者が所有、使用または管理する原動機付自転車を被共済自動車とみな
して、被共済自動車の共済契約の条件に従い、普通共済約款賠償責任条項および被共済自動
車について適用される他の特約を適用します。この場合において、対物賠償共済契約における
共済証書記載の免責金額が５万円を超えるときは、その免責金額を５万円とみなします。
（２）（１）の原動機付自転車が借用原動機付自転車である場合は、当組合は、この特約によ
り、普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－対人賠償）（２）の規定にか
かわらず、借用原動機付自転車について生じた１回の対人事故による同条（１）の損害につ
いて、自賠責共済等によって支払われる金額がある場合は、損害の額が自賠責共済等によっ
て支払われる金額を超過するときに限り、その超過額に対してのみ共済金を支払います。
第３条（共済金を支払う場合－人身傷害）

当組合は、被共済者が正規の乗車装置に搭乗中（注）の原動機付自転車を被共済自動車と
みなして、被共済自動車の共済契約の条件に従い、普通共済約款人身傷害条項および被共済
自動車について適用される他の特約を適用します。
（注）極めて異常かつ危険な方法で搭乗している場合を除きます。

第４条（共済金を支払わない場合－その１ 賠償責任・人身傷害共通）
当組合は、この特約の適用においては、普通共済約款賠償責任条項、人身傷害条項および
基本条項による場合のほか、被共済者が競技もしくは曲技（注１）のために原動機付自転車
に搭乗中または競技もしくは曲技（注１）を行うことを目的とする場所において原動機付自
転車に搭乗中（注２）に生じた損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（注１）競技または曲技のための練習を含みます。
（注２）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために原動機付自転車に搭乗している場

合を除きます。
第５条（共済金を支払わない場合－その２ 賠償責任）
当組合は、第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）の適用においては、普通共済約款賠
償責任条項および基本条項の規定による場合のほか、次の�から�までのいずれかに該当す
る事故により生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
� 被共済者が所有、使用または管理する原動機付自転車を被共済者の業務（注１）のた
めに、被共済者の使用人が運転している間に生じた事故。ただし、その使用人が次条に
規定する被共済者のいずれかに該当する場合を除きます。
� 被共済者の使用者の所有する原動機付自転車（注２）をその使用者の業務（注１）の
ために、被共済者が運転している間に生じた事故。ただし、その使用者が次条に規定す
る被共済者のいずれかに該当する場合を除きます。
� 次条に規定する被共済者のいずれかに該当する者が原動機付自転車の修理、保管、給
油、洗車、売買、陸送、賃貸、運転代行等原動機付自転車を取り扱う業務のために、所
有、使用または管理する原動機付自転車について生じた事故
� 被共済者が原動機付自転車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないでそ
の原動機付自転車を運転している間に生じた事故。ただし、被共済者が正当な権利を有
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（３６） 原付バイク特約（人身傷害なし）

用 語 定 義

借用原動機付自転車 第６条（被共済者の範囲）に規定する被共済者のいずれかに該当す
る者が所有する原動機付自転車（注）以外のものをいいます。ただし、
同条に規定する被共済者のいずれかに該当する者が常時使用する原動
機付自転車を除きます。
（注）所有権留保条項付売買契約により購入した原動機付自転車

および１年以上を期間とする貸借契約により借り入れた原動
機付自転車を含みます。

する者以外の者の承諾を得ており、かつ、被共済者がその者を正当な権利を有する者で
あると信じたことに合理的な理由がある場合を除きます。
（注１）家事を除きます。
（注２）所有権留保条項付売買契約により購入した原動機付自転車および１年以上を期間

とする貸借契約により借り入れた原動機付自転車を含みます。
第６条（被共済者の範囲）

この特約における被共済者は、普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・
対物賠償共通）および人身傷害条項第５条（被共済者の範囲）の規定にかかわらず、次の�
から�までのいずれかに該当する者とします。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子

第７条（被共済自動車の譲渡または返還の場合）
この特約の適用においては、当組合は、普通共済約款基本条項第７条（被共済自動車の譲
渡または返還）（２）の規定を適用しません。
第８条（運転者年齢条件特約等の不適用）
この特約においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約、運転者本人・
配偶者限定特約および他車運転特約の規定を適用しません。
第９条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（注２）

の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあるのを「原付バイク特
約（人身傷害あり）」と読み替えるものとします。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車の用途車種が自家用８車種であり、記名被共済者が個人である
場合、かつ、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているときに適用されます。
第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）
（１）当組合は、被共済者が所有、使用または管理する原動機付自転車を被共済自動車とみな
して、被共済自動車の共済契約の条件に従い、普通共済約款賠償責任条項および被共済自動
車について適用される他の特約を適用します。この場合において、対物賠償共済契約における
共済証書記載の免責金額が５万円を超えるときは、その免責金額を５万円とみなします。
（２）（１）の原動機付自転車が借用原動機付自転車である場合は、当組合は、この特約によ
り、普通共済約款賠償責任条項第１条（共済金を支払う場合－対人賠償）（２）の規定にか
かわらず、借用原動機付自転車について生じた１回の対人事故による同条（１）の損害に対
して、自賠責共済等によって支払われる金額がある場合は、損害の額が自賠責共済等によっ
て支払われる金額を超過するときに限り、その超過額に対してのみ共済金を支払います。
第３条（共済金を支払う場合－自損傷害）
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当組合は、この共済契約に自損事故傷害特約が適用されている場合は、被共済者が正規の
乗車装置に搭乗中（注）の原動機付自転車を被共済自動車とみなして、同特約および被共済
自動車について適用される他の特約を適用します。
（注）極めて異常かつ危険な方法で搭乗している場合を除きます。

第４条（共済金を支払わない場合－その１ 賠償責任・自損傷害共通）
当組合は、この特約の適用においては、普通共済約款賠償責任条項および基本条項ならび
に自損事故傷害特約の規定による場合のほか、被共済者が競技もしくは曲技（注１）のため
に原動機付自転車に搭乗中または競技もしくは曲技（注１）を行うことを目的とする場所に
おいて原動機付自転車に搭乗中（注２）に生じた損害または傷害に対しては、共済金を支払
いません。
（注１）競技または曲技のための練習を含みます。
（注２）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために原動機付自転車に搭乗している場

合を除きます。
第５条（共済金を支払わない場合－その２ 賠償責任）
当組合は、第２条（共済金を支払う場合－賠償責任）の適用においては、普通共済約款賠
償責任条項および基本条項の規定による場合のほか、次の�から�までのいずれかに該当す
る事故により生じた損害に対しては、共済金を支払いません。
� 被共済者が所有、使用または管理する原動機付自転車を被共済者の業務（注１）のた
めに、被共済者の使用人が運転している間に生じた事故。ただし、その使用人が次条に
規定する被共済者のいずれかに該当する場合を除きます。
� 被共済者の使用者の所有する原動機付自転車（注２）をその使用者の業務（注１）の
ために、被共済者が運転している間に生じた事故。ただし、その使用者が次条に規定す
る被共済者のいずれかに該当する場合を除きます。
� 次条に規定する被共済者のいずれかに該当する者が原動機付自転車の修理、保管、給
油、洗車、売買、陸送、賃貸、運転代行等原動機付自転車を取り扱う業務のために、所
有、使用または管理する原動機付自転車について生じた事故
� 被共済者が原動機付自転車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないでそ
の原動機付自転車を運転している間に生じた事故。ただし、被共済者が正当な権利を有
する者以外の者の承諾を得ており、かつ、被共済者がその者を正当な権利を有する者で
あると信じたことに合理的な理由がある場合を除きます。
（注１）家事を除きます。
（注２）所有権留保条項付売買契約により購入した原動機付自転車および１年以上を期間

とする貸借契約により借り入れた原動機付自転車を含みます。
第６条（被共済者の範囲）
この特約における被共済者は、普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・

対物賠償共通）および自損事故傷害特約第５条（被共済者の範囲）の規定にかかわらず、次
の�から�までのいずれかに該当する者とします。
� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子

第７条（被共済自動車の譲渡または返還の場合）
この特約の適用においては、当組合は、普通共済約款基本条項第７条（被共済自動車の譲
渡または返還）（２）の規定を適用しません。
第８条（運転者年齢条件特約等の不適用）
この特約においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約、運転者本人・
配偶者限定特約および他車運転特約の規定を適用しません。
第９条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（注２）
の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあるのを「原付バイク特
約（人身傷害なし）」と読み替えるものとします。
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（３７） 弁護士費用特約

用 語 定 義

共済金請求権者 被害を被った被共済者をいいます。ただし、被共済者が死亡した場
合は、その法定相続人とします。

身体の傷害 被共済者が身体に傷害を被ることをいいます。

対象事故 次の�または�のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故
で、この特約の対象となる事故をいいます。
� 自動車の所有、使用または管理に起因する事故
� 自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火
災、爆発または自動車の落下

賠償義務者 被共済者が被る被害にかかわる法律上の損害賠償請求を受ける者を
いいます。

被害 次の�および�のものをいいます。ただし、同一の原因から生じた
一連の被害は、１つの被害とみなし、最初の被害が発生した時にすべ
ての被害が発生したものとみなします。
� 身体の傷害
� 被共済者が所有、使用または管理する財物が滅失、破損もしく
は汚損または盗取（注）されること。
（注）詐取を含みません。

弁護士等費用 弁護士、司法書士、行政書士、裁判所またはあっせんもしくは仲裁
を行う機関（注）に対して支出した弁護士報酬、司法書士報酬もしく
は行政書士報酬、訴訟費用、仲裁、和解または調停に要した費用をい
います。ただし、法律相談費用を除きます。
（注）申立人の申立に基づき和解のためのあっせんまたは仲裁を

行うことを目的として弁護士会等が運営する機関をいいます。

法律相談 法律上の損害賠償請求に関する次の�から�までの行為をいいま
す。ただし、口頭による鑑定、電話による相談またはこれらに付随す
る手紙等の書面の作成もしくは連絡等、一般的にその資格者の行う相
談の範囲内と判断することが妥当であると当組合が認めた行為を含み
ます。
� 弁護士が行う法律相談
� 司法書士が行う次のアおよびイの行為
ア．司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第３条（業務）第１項
第５号および同項第７号に規定する相談

イ．司法書士法第３条第１項第２号および同項第４号に規定する
書類の作成

� 行政書士が行う次のアおよびイの行為
ア．行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１条（目的）の３第４
号に規定する相談

イ．行政書士法第１条の２および第１条の３第３号に規定する書
類の作成

法律相談費用 法律相談の対価として弁護士、司法書士または行政書士に支払われ
るべき費用をいいます。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。

第２条（共済金を支払う場合）
（１）当組合は、被共済者が対象事故によって被った被害について共済金請求権者が法律上の
損害賠償請求を行う場合は、あらかじめ当組合の同意を得て弁護士等費用を負担することに
よって被る損害（注１）に対して、この特約に従い、共済金請求権者に弁護士等費用共済金
を支払います。
（２）当組合は、被共済者が対象事故によって被った被害について共済金請求権者が法律相談
を行う場合は、あらかじめ当組合の同意を得て法律相談費用を負担することによって被る損
害に対して、この特約に従い、共済金請求権者に法律相談費用共済金を支払います。
（３）当組合は、対象事故が共済期間中に発生した場合にのみ、共済金を支払います。ただし、
被害が身体の傷害である場合は、身体の傷害を被った時（注２）が共済期間中である場合に
限ります。
（４）当組合は、（１）および（２）に掲げる費用のうち普通共済約款賠償責任条項において
支払われるものがある場合は、その費用に対しては共済金を支払いません。
（注１）共済金請求権者に生じた損害には、次の�および�の額に対する弁護士等費用を

負担することによって被る損害を含みません。
� 共済金請求権者が損害賠償請求を行った額のうち、被共済者の過失により減額さ
れた額

� 損害賠償の額のうち、既に共済金請求権者が受領済みの額
（注２）傷害の原因となった対象事故発生の時をいいます。

第３条（共済金を支払わない場合）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生じた損害に対して
は、共済金を支払いません。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 台風、洪水または高潮
� 核燃料物質（注１）もしくは核燃料物質（注１）によって汚染された物（注２）の放
射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する対象事故
� �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� �から�までの事由に随伴して生じた対象事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づ
いて生じた対象事故
	 被共済自動車もしくは被共済者が搭乗中の被共済自動車以外の自動車を競技もしくは
曲技（注３）のために使用すること、または、競技もしくは曲技（注３）を行うことを
目的とする場所において使用（注４）すること。


 被共済者が所有、使用または管理する財物に存在する欠陥、磨滅、腐しょく、さびそ
の他自然の消耗
� 被共済者が所有、使用または管理する財物の故障損害

（２）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する損害に対しては、共済金を支払いま
せん。
� 被共済者またはこれらの者の法定代理人の故意または重大な過失による対象事故によ
る損害
� 被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で自動車を運転している場合に生じた
損害
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定
める酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に
定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

� 被共済者が自動車の使用について、正当な権利を有する者の承諾を得ないで自動車に
搭乗中に生じた損害。ただし、その自動車が被共済自動車以外の自動車であって、被共
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済者が正当な権利を有する者以外の者の承諾を得ており、かつ、被共済者がその者を正
当な権利を有する者であると信じたことに合理的な理由がある場合を除きます。
� 被共済者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって生じた損害
� 第４条（被共済者の範囲）（１）の�に規定する者が所有、使用または管理する財物
のうち、被共済自動車に積載されていない財物について生じた損害
� 被共済者または被共済者の使用者の業務（注５）の用に供される財物（注６）および
業務に関連して受託した財物について生じた損害

（３）当組合は、次の�または�のいずれかに該当する者が賠償義務者である場合は、共済金
を支払いません。
� 次条（１）の�から�および�に規定する者
� 被共済者の父母、配偶者または子

（４）当組合は、共済金請求権者が自動車損害賠償保障法第１６条（保険会社に対する損害賠償
額の請求）に基づく損害賠償額の支払の請求その他の賠償責任共済の規定に基づく共済者（注
７）に対する損害賠償額の支払の請求にかかわる弁護士等費用を負担したことによって生じ
た損害に対しては、弁護士等費用共済金を支払いません。ただし、賠償義務者に対する法律
上の損害賠償請求とあわせて行う場合は、この規定を適用しません。
（５）当組合は、共済金請求権者が社会通念上不当な損害賠償請求にかかわる弁護士等費用ま
たは法律相談費用を負担したことによって生じた損害に対しては、弁護士等費用共済金およ
び法律相談費用共済金を支払いません。
（注１）使用済燃料を含みます。
（注２）原子核分裂生成物を含みます。
（注３）競技または曲技のための練習を含みます。
（注４）救急、消防、事故処理、補修、清掃等のために使用している場合を除きます。
（注５）家事を除きます。
（注６）被共済自動車を除きます。
（注７）保険金の請求が行われる保険契約の保険責任を負う者を含みます。

第４条（被共済者の範囲）
（１）この特約における被共済者は、次の�から�までのいずれかに該当する者とします。

� 記名被共済者
� 記名被共済者の配偶者
� 記名被共済者またはその配偶者の同居の親族
� 記名被共済者またはその配偶者の別居の未婚の子
� �から�まで以外の者で、被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のある室内
（注１）に搭乗中の者
� �から�まで以外の者で、�から�までに規定する者が自ら運転者として運転中（注
２）の被共済自動車以外の自動車（注３）の正規の乗車装置またはその装置のある室内
（注１）に搭乗中の者。ただし、�から�までに規定する者の使用者の業務（注４）の
ために運転中（注２）の、その使用者の所有する自動車（注５）に搭乗中の者を除きます。
� �から�まで以外の者で、被共済自動車の所有者。ただし、被共済自動車の所有、使
用または管理に起因する対象事故の場合に限ります。

（２）（１）の規定にかかわらず、（１）の�から�までに定める被共済者のうち、極めて異常
かつ危険な方法で自動車に搭乗している者は被共済者に含みません。
（３）（１）の規定にかかわらず、自動車取扱業者が自動車を業務として受託している場合は、
これらの者は被共済者に含みません。
（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）駐車または停車中を除きます。
（注３）自動車検査証に事業用と記載されている自動車を除きます。
（注４）家事を除きます。
（注５）所有権留保条項付売買契約により購入した自動車および１年以上を期間とする貸

借契約により借り入れた自動車を含みます。
第５条（個別適用）

この特約の規定は、それぞれの被共済者ごとに個別に適用します。
第６条（支払共済金の計算）
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弁護士等
費 用
共 済 金

＝

実際に発
生した弁
護士等費
用 の 額

×

被害事故にかかわる法律上の損害賠償責任の額

被害事故にかかわる法律
上の損害賠償責任の額

＋
被害事故以外にかかわる法
律上の損害賠償責任の額

法律相談
費 用
共 済 金

＝

実際に発
生した法
律相談費
用 の 額

×

被害事故にかかわる法律相談に要した時間

被害事故にかかわる法律
相談に要した時間

＋
被害事故以外にかかわる法
律相談に要した時間

事故発生時の義務 事故発生時の義務の内容

� 事故内容の通知 次のアからエまでに定める事項を対象事故の発生の日の翌日から起
算して１８０日以内に、かつ、費用の支出を行う前に当組合に書面等に
より通知すること。
ア．対象事故の発生日時、場所および対象事故の状況
イ．賠償義務者の住所、氏名または名称およびその者に関して有す
る情報

ウ．弁護士等費用または法律相談費用の支出先に関して有する情報
エ．その他当組合が必要と認める事項

� 委任契約の内容
の事前承認

弁護士、司法書士または行政書士へ委任する場合は、委任契約の内
容が記載された書面を当組合に提出し、あらかじめ当組合の承認を得
ること。

（１）当組合が支払うべき弁護士等費用共済金の額は、１回の対象事故につき、被共済者１名
あたり３００万円を限度とします。
（２）当組合が支払うべき法律相談費用共済金の額は、１回の対象事故につき、被共済者１名
あたり１０万円を限度とします。

（３）共済金請求権者が弁護士等費用共済金の支払を受けようとする場合において、対象事故
にかかわる法律上の損害賠償請求と対象事故以外にかかわる法律上の損害賠償請求を同時に
行うときは、次の算式により算出した額を支払います。

（４）共済金請求権者が法律相談費用共済金の支払を受けようとする場合において、対象事故
にかかわる法律相談と対象事故以外にかかわる法律相談を同時に行うときは、次の算式によ
り算出した額を支払います。ただし、共済金請求権者が行った同一事故にかかわる法律相談
が１回である場合は、この規定を適用しません。

第７条（事故発生時の義務）
（１）共済契約者または共済金請求権者は、対象事故が発生した場合において、第２条（共済
金を支払う場合）（１）に該当する場合で、共済金請求権者が弁護士等費用を支出しようと
するとき、または同条（２）に該当する場合で、共済金請求権者が法律相談費用を支出しよ
うとするときは、次表に定める事故発生時の義務を履行しなければなりません。

（２）共済契約者または共済金請求権者が、正当な理由がなく（１）の規定に違反した場合は、
当組合は、（１）の規定に違反したことによって当組合が被った損害の額を差し引いて弁護
士等費用共済金または法律相談費用共済金を支払います。
（３）共済契約者または共済金請求権者が正当な理由がなく（１）に関する書類に事実と異な
る記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造し、もしくは変造した場合（当組合に事実
を告げなかった場合または事実と異なることを告げた場合を含みます。）は、当組合は、そ
れによって当組合が被った損害の額を差し引いて弁護士等費用共済金または法律相談費用共
済金を支払います。ただし、共済金請求権者に過失がなくて対象事故の発生を知らなかった
場合またはやむを得ない事由により（１）の�の期間内に通知ができなかった場合は、この
規定を適用しません。
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第８条（共済金請求権者の協力）
（１）共済金請求権者は、当組合の求めに応じ、訴訟、仲裁、和解または調停の進捗状況に関
する必要な情報を当組合に提供しなければなりません。
（２）共済金請求権者が正当な理由がなく（１）の規定に違反した場合は、当組合は、それに
よって当組合が被った損害の額を差し引いて共済金を支払います。
第９条（共済金の請求）
（１）当組合に対する共済金請求権は、第２条（共済金を支払う場合）（１）に定める弁護士等
費用または同条（２）に定める法律相談費用が発生した時に発生し、これを行使することが
できるものとします。
（２）共済金請求権者が第２条（共済金を支払う場合）（１）に定める弁護士等費用共済金、
同条（２）に定める法律相談費用共済金の支払を受けようとする場合は、普通共済約款基本
条項第２２条（共済金の請求）（２）に定める書類のほか、次の�から�までに定める書類を
添えて当組合に提出しなければなりません。
� 当組合の定める事故報告書
� 法律相談等を行った弁護士、司法書士または行政書士による法律相談の日時、所要時
間および内容についての書類
� 第２条（１）に定める弁護士等費用または同条（２）に定める法律相談費用の支払を
証明する書類
� その他当組合が普通共済約款基本条項第２４条（共済金の支払時期）（１）に定める必
要な確認をするために欠くことのできない書類または証拠として共済契約締結の際に当
組合が交付する書面等において定めたもの

（３）当組合は、事故の内容または損害額、傷害の程度等に応じ、共済契約者、共済金請求権
者または共済金を受け取るべき者に対して（２）に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提
出または当組合が行う調査への協力を求めることがあります。この場合は、当組合が求めた
書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。
（４）当組合は、共済金請求権者が（２）の書類に故意に事実と異なる記載をし、またはその
書類もしくは証拠を偽造し、もしくは変造した場合は、それによって当組合が被った損害の
額を差し引いて共済金を支払います。
第１０条（支払共済金の返還）
（１）当組合は、次の�または�のいずれかに該当する場合は、共済金請求権者に支払った共
済金の返還を求めることができます。
� 弁護士または司法書士への委任の取消等により被共済者が支払った着手金の返還を受
けた場合
� 対象事故に関して共済金請求権者が提起した訴訟の判決に基づき、共済金請求権者が
賠償義務者からその訴訟に関する弁護士等費用の支払を受けた場合で、次のイの額がア
の額を超過する場合
ア．共済金請求権者がその訴訟について弁護士または司法書士に支払った費用の全額
イ．判決で認定された弁護士等費用の額と当組合が第２条（共済金を支払う場合）の規
定により既に支払った共済金の合計額

（２）（１）の規定により当組合が返還を求める共済金の額は、次の�および�に定めるとお
りとします。
� （１）の�の場合は、返還された着手金の金額に相当する金額。ただし、第２条（共
済金を支払う場合）の規定により支払われた共済金のうち、着手金に相当する金額を限
度とします。
� （１）の�の場合は、超過額に相当する金額。ただし、第２条の規定により支払われ
た共済金の額を限度とします。

第１１条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項を次の�から�までのとおり読み替え

るものとします。
� 第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定中「共済金」とあるのは「弁護士費用特
約の共済金」
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「弁護士
費用特約」および「被共済者」とあるのは「被共済者または共済金請求権者」
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（３８） 臨時費用特約

用 語 定 義

共済金額 共済証書記載の共済金額をいいます。

対人事故 被共済自動車の所有、使用または管理に起因して、他人の生命また
は身体を害することをいいます。

被害者 対人事故により生命または身体を害された者をいいます。

被共済者 普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・対物賠
償共通）に定める被共済者をいいます。

区 分 共済金の額

� （２）の�または�の場合に該当するとき １５万円

� （２）の�（オを除く。）の場合に該当するとき ３万円

� （２）の�のオの場合に該当するとき １万円

� 第１３条（注２）の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項におけ
る被共済者」とあるのは「弁護士費用特約における被共済者または共済金請求権者」
� 第２１条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）（２）の規定中「賠償責任条
項、人身傷害条項および車両条項」とあるのは「弁護士費用特約」
� 第２９条（代位）（２）の規定中「被共済者等債権」とあるのは「弁護士費用特約第２
条（共済金を支払う場合）（１）に定める費用の請求権」

第１２条（運転者年齢条件特約等の不適用）
この特約においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約および運転者
本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第１３条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。

第２条（共済金を支払う場合）
当組合は、対人事故により被共済者が法律上の損害賠償責任を負担する場合に、被共済者
が見舞等に要した費用（注）に対して、この特約に従い、共済金を支払います。
（注）収入の喪失を含みません。

第３条（共済金の支払）
（１）当組合は、被害者１名につき、次の�から�までに規定する金額を被共済者が見舞等に
要した費用とみなし、その額を共済金として被共済者に支払います。

（２）当組合は、（１）の共済金のほか、被共済者が実際に負担した費用に対し、その費用相
当額を共済金として被共済者に支払います。ただし、（１）および（２）によって支払う共
済金の合計額は、被害者１名につき次の�から�までに規定する金額を限度とします。
� 被害者が対人事故の直接の結果として死亡した場合は、共済金額
� 被害者が対人事故の直接の結果として普通共済約款別表１の表１の第１級および第２
級または表２の第１級から第３級に掲げるいずれかの後遺障害を生じた場合は、共済金
額
� 被害者が対人事故の直接の結果として３日を超える治療を要した場合は、治療日数に
応じ、共済金額に次の割合を乗じた額
ア．治療日数が１８０日を超えたときは、１００分の６０
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（３９） 管理請負自家用自動車共済特約

用 語 定 義

管理下に入った時 中途管理自動車が共済契約者の直接の管理下に入った時をいいます。

共済契約の締結漏れ この共済契約締結の時に、共済契約者が請負契約に基づき自ら管理
していた自動車で共済証書記載の条件に該当するものをこの共済契約
によって共済契約を締結していなかったことをいいます。

顧客 記名被共済者と被共済自動車について請負契約を締結している注文
者をいいます。

精算日 共済証書記載の精算日をいいます。

請負契約 自家用自動車の運行および管理に関する請負契約をいいます。

中途管理自動車 共済契約者が請負契約に基づき、共済証書記載の条件に該当する自
動車について共済期間の中途で自ら管理を始めた場合における、その
自動車をいいます。

通知日 共済証書記載の通知日をいいます。

通知漏れの中途管理
自動車

第４条（通知）（１）の通知に遅滞または脱漏があった場合におけ
る、遅滞または脱漏のあった中途管理自動車をいいます。

イ．治療日数が９０日を超えたときは、１００分の４０
ウ．治療日数が３０日を超えたときは、１００分の２０
エ．治療日数が１４日を超えたときは、１００分の１０
オ．治療日数が３日を超えたときは、１００分の２

（３）１回の対人事故につき、当組合の支払う共済金の額は、被害者１名につき、共済金額を
限度とします。
第４条（共済金の請求）
（１）当組合に対する共済金請求権は、対人事故により被共済者が法律上の損害賠償責任を負
担することが明らかになった時から発生し、これを行使することができるものとします。
（２）共済金の請求は、記名被共済者を経由して行うものとします。
第５条（運転者年齢条件特約等の不適用）
この特約においては、当組合は、運転者年齢条件特約、運転者家族限定特約および運転者
本人・配偶者限定特約の規定を適用しません。
第６条（普通共済約款基本条項の読み替え）
この特約の適用においては、普通共済約款基本条項の規定を次の�から�までのとおり読

み替えるものとします。
� 第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定中「共済金」とあるのは「臨時費用特約
の共済金」
� 第１３条（重大事由による解除）（４）の�の規定中「車両条項」とあるのは「臨時費
用特約」
� 第２１条（他の共済契約等がある場合の共済金の支払額）（２）の規定中「賠償責任条
項、人身傷害条項および車両条項」とあるのは「臨時費用特約」
� 第２２条（共済金の請求）（２）の規定中「共済金」とあるのは「臨時費用特約の共済金」
� 第２７条（時効）の規定中「第２２条（共済金の請求）（１）」とあるのは「臨時費用特約
第４条（共済金の請求）（１）」

第７条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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未精算等の中途管理
自動車

追加共済掛金の全額が精算日までに払い込まれなかった場合におけ
る、その精算日に対応する共済証書記載の通知締切日の１か月前の応
当日の翌日以後に管理を始めた中途管理自動車をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約締結の時において、共済契約者が請負契約に基づき自ら管理し
ていた自動車で共済証書記載の条件に該当するもののすべてをこの共済契約によって一括し
て共済に付し、かつ、共済期間の中途で共済契約者が請負契約に基づき自ら管理を始めた自
動車で、共済証書記載の条件に該当するもののすべてをこの共済契約によって漏れなく共済
に付すこととする場合であって、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているときに適
用されます。
第２条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）
当組合は、被共済自動車について普通共済約款賠償責任条項の適用がある場合は、この特
約により、普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）の規
定にかかわらず、次の�から�までのいずれかに該当する者を被共済者とします。
� 記名被共済者またはその使用人
� 被共済自動車を使用または管理中の次のアからエまでのいずれかに該当する者
ア．顧客およびその使用人
イ．顧客が個人である場合は、その配偶者
ウ．顧客が個人である場合は、顧客またはその配偶者の同居の親族
エ．顧客が個人である場合は、顧客またはその配偶者の別居の未婚の子
� 記名被共済者または顧客の承諾を得て被共済自動車を使用または管理中の者。ただし、
自動車取扱業者が業務として受託した被共済自動車を使用または管理している間を除き
ます。
� 記名被共済者または顧客の使用者（注）。ただし、記名被共済者または顧客が被共済
自動車をその使用者（注）の業務に使用している場合に限ります。
（注）請負契約、委任契約またはこれらに類似の契約に基づき使用者に準ずる地位にある
者を含みます。

第３条（中途管理自動車に対する自動補償）
（１）中途管理自動車に対して、自動的にこの共済契約を適用します。
（２）中途管理自動車にかかわる当組合の共済責任は、管理下に入った時に始まり、共済期間
の末日の午後４時に終わります。
第４条（通知）
（１）共済契約者は、毎月、共済証書記載の通知締切日以前１か月分の中途管理自動車を通知
日までに、当組合所定の書面により当組合に通知しなければなりません。
（２）この共済契約締結の時に共済に付された自動車または中途管理自動車について、請負契
約の終了または解除により、共済契約の管理が終了した場合も、（１）と同様とします。
第５条（共済契約の締結漏れがあった場合）
（１）この共済契約締結の時に、共済契約の締結漏れが判明した場合は、当組合は、第３条（中
途管理自動車に対する自動補償）の規定を適用しません。ただし、その共済契約の締結漏れの
事実を当組合が知った時までに前条（１）の通知を受領している中途管理自動車を除きます。

（２）共済契約の締結漏れが共済契約者の故意および重大な過失によらなかったことを共済契
約者が証明した場合で、当組合が共済契約の締結漏れの事実を知った時以後の最も早い通知
日までに共済契約者がその共済契約の締結漏れ自動車について書面によって訂正を申し出
て、当組合がこれを承認したときは、（１）の規定を適用しません。

第６条（通知に遅滞または脱漏があった場合）
第４条（通知）（１）の通知に遅滞または脱漏があった場合は、通知漏れの中途管理自動
車および当組合がその遅滞または脱漏の事実を知った時以後、同条（１）の規定により通知
されるすべての中途管理自動車に対して、当組合は、第３条（中途管理自動車に対する自動
補償）の規定を適用しません。ただし、その遅滞または脱漏が共済契約者の故意および重大
な過失によらなかったことを共済契約者が証明した場合で、当組合がその遅滞または脱漏の
事実を知った時以後の最も早い通知日までに共済契約者がその通知漏れの中途管理自動車に
ついて書面によって訂正を申し出て、当組合がこれを承認したときを除きます。
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第７条（共済掛金の精算）
（１）当組合は、第４条（通知）（１）の通知を受領した場合は、日割によって計算した追加
共済掛金を請求します。
（２）当組合は、第４条（通知）（２）の通知を受領した場合は、日割によって計算した共済
掛金を返還します。
（３）（１）および（２）の共済掛金は、毎月、精算日までに精算するものとします。
（４）追加共済掛金（注１）の全額が精算日までに払い込まれなかった場合は、当組合は、未
精算等の中途管理自動車（注２）について生じた事故による損害または傷害に対しては、共
済金を支払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、その返還を請
求することができます。
（５）未精算等の中途管理自動車（注２）のうち既に精算日の到来しているものにつき（１）
の追加共済掛金（注１）の全額が払い込まれた場合は、その払込みの時以後に生じた事故に
よる損害または傷害に対しては、（４）の規定を適用しません。
（注１）（２）の共済掛金がある場合は、相殺した後の共済掛金とします。
（注２）追加共済掛金の全額が精算日までに払い込まれなかった場合に、その精算日に対
応する共済証書記載の通知締切日の１か月前の応当日の翌日以後に管理を始めた中途
管理自動車をいいます。

第８条（契約条件等の変更）
（１）この共済契約締結の時に共済に付された自動車または第４条（通知）（１）の通知を当
組合が既に受領している中途管理自動車について、共済期間の中途で共済契約の条件を変更
する場合は、共済契約者は、自動車１台ごとに、その都度書面をもってその旨を当組合に通
知し、承認の請求を行わなければなりません。
（２）第４条（通知）（１）の通知を当組合が受領していない中途管理自動車（注）について、
その管理下に入った時から共済証書記載の条件と異なる条件で共済に付す場合または共済期
間の中途で共済契約の条件を変更する場合は、共済契約者は、自動車１台ごとに、その都度
書面をもってその旨を当組合に通知し、承認の請求を行わなければなりません。
（３）（１）および（２）の場合において、当組合がその定めるところに従い追加共済掛金を
請求したときは、共済契約者は、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠った場合は、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）通知漏れの中途管理自動車を除きます。

第９条（特約の解除）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、共済契約者に対する書面に
よる通知をもって、この特約を解除することができます。
� 第５条（共済契約の締結漏れがあった場合）（１）に該当する場合。ただし、同条（２）
の規定により訂正がなされた場合を除きます。
� 第６条（通知に遅滞または脱漏があった場合）に該当する場合。ただし、同条ただし
書の規定により訂正がなされた場合を除きます。
� 第７条（共済掛金の精算）（１）の追加共済掛金（注）の全額が精算日までに払い込
まれなかった場合。ただし、同条（５）に該当する場合を除きます。

（２）共済契約者は、この共済契約を普通共済約款基本条項第１２条（共済契約の解除）（３）
の規定により解除する場合を除き、この特約を解除することができません。
（注）第７条（２）の共済掛金がある場合は、相殺した後の共済掛金とします。

第１０条（自損事故傷害特約適用の特則）
この共済契約に自損事故傷害特約が適用されている場合は、当組合は、この特約により、
第２条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）の被共済者については、自損事故傷害特約
第５条（被共済者の範囲）（２）の�の規定を適用しません。
第１１条（無共済車傷害特約の特則）
この共済契約に無共済車傷害特約が適用されている場合は、当組合は、この特約により、
第２条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）の被共済者については、無共済車傷害特約
第６条（被共済者の範囲）（３）の�の規定を適用しません。
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（４０） 管理請負自家用自動車に関する被共済者追加特約

第１２条（車両共済の特則）
（１）当組合は、この特約により、共済金の支払は、共済契約者を経由して行うものとします。
（２）当組合は、被共済者から共済金支払の請求を直接受けたときは、遅滞なくその旨を共済
契約者に通知するものとします。
（３）当組合は、被共済自動車に他の車両共済契約等（注）が締結されている場合は、他の車
両共済契約等（注）に優先して共済金を支払うものとします。

（４）当組合は、この特約により、普通共済約款基本条項第２９条（代位）（４）ただし書の規
定にかかわらず、同条（２）の損害賠償の請求が車両損害に関するものである場合は、被共
済自動車を正当な権利によって使用または管理していた第２条（被共済者の範囲－対人・対
物賠償共通）の被共済者に対しては、その権利を行使しません。ただし、損害が記名被共済
者もしくはその使用人の故意または重大な過失によって生じた場合または記名被共済者もし
くはその使用人が次のアからウまでのいずれかの状態で被共済自動車を運転しているときに
生じた場合を除きます。
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転の禁止）第１項に定める
酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態
ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に定め
る指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

（注）この車両共済契約と全部または一部に対して支払責任を同じくする他の車両共済契
約または車両保険契約をいいます。

第１３条（人身傷害条項および搭乗者傷害条項の適用の特則）
当組合は、この特約により、この共済契約に普通共済約款人身傷害条項および普通共済約
款搭乗者傷害条項が適用される場合であっても、第２条（被共済者の範囲－対人・対物賠償
共通）の被共済者については、普通共済約款人身傷害条項第５条（被共済者の範囲）（３）
の�の規定および普通共済約款搭乗者傷害条項第４条（被共済者の範囲）（２）の�の規定
を適用しません。
第１４条（普通共済約款基本条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（注２）
の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあるのは「管理請負自家
用自動車共済特約」と読み替えるものとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車が、共済契約者（注）が締結している自家用自動車の運行およ

び管理に関する請負契約に基づいて運行または管理されている自動車であり、かつ、共済証
書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
（注）被共済自動車が貸借契約により貸借されている場合は、記名被共済者とします。

第２条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）
当組合は、被共済自動車について普通共済約款賠償責任条項の適用がある場合は、この特
約により、普通共済約款賠償責任条項第６条（被共済者の範囲－対人・対物賠償共通）の�
ただし書の規定にかかわらず、同条に規定する被共済者に加えて、共済証書記載の被共済者
の承諾を得て被共済自動車を使用または管理中の下記の者およびその使用人（以下「追加被
共済者」といいます。）を被共済者とします。

第３条（車両共済の特則）
当組合は、この特約により、普通共済約款基本条項第２９条（代位）（４）ただし書の規定
にかかわらず、同条（２）の損害賠償の請求が車両損害に関するものである場合は、追加被
共済者に対しては、その権利を行使しません。ただし、損害が追加被共済者の故意または重
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（４１） 追加共済掛金の払込に関する特約

用 語 定 義

払込期日 契約条件の変更日の翌月応当日をいいます。

大な過失によって生じた場合または追加被共済者が次のアからウまでのいずれかの状態で被
共済自動車を運転しているときに生じた場合を除きます。
ア．法令に定められた運転資格を持たない状態
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転の禁止）第１項に定める
酒気を帯びた状態またはこれに相当する状態
ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）第１５項に定め
る指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態

第４条（人身傷害条項および搭乗者傷害条項適用の特則）
当組合は、この特約により、この共済契約に普通共済約款人身傷害条項および普通共済約
款搭乗者傷害条項が適用される場合であっても、追加被共済者については、普通共済約款人
身傷害条項第５条（被共済者の範囲）（３）の�の規定および普通共済約款搭乗者傷害条項
第４条（被共済者の範囲）（２）の�の規定を適用しません。
第５条（自損事故傷害特約適用の特則）
当組合は、この特約により、この共済契約に自損事故傷害特約が適用されている場合であっ

ても、追加被共済者については、自損事故傷害特約第５条（被共済者の範囲）（２）の�の
規定を適用しません。
第６条（無共済車傷害特約適用の特則）

当組合は、この特約により、この共済契約に無共済車傷害特約が適用されている場合であっ
ても、追加被共済者については、無共済車傷害特約第６条（被共済者の範囲）（３）の�の
規定を適用しません。
第７条（普通共済約款基本条項の読み替え）

この特約の適用においては、普通共済約款基本条項第１３条（重大事由による解除）（注２）
の規定中「賠償責任条項、人身傷害条項または搭乗者傷害条項」とあるのは「管理請負自家
用自動車に関する被共済者追加特約」と読み替えるものとします。

�．共済掛金の払込みに関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済契約者または被共済者が普通共済約款基本条項第４条（告知義務）（３）

の�もしくは普通共済約款に付帯される他の特約に規定する訂正の申出または第５条（通知
義務）（１）、第７条（被共済自動車の譲渡または返還）（１）、第８条（被共済自動車の入替）
（１）、第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）（６）もしくは
普通共済約款に付帯される他の特約に規定する通知を当組合に直接行った場合で、共済契約
者がこの特約の適用を申し出て、当組合がこれを承認したときに適用されます。
第２条（追加共済掛金の払込猶予）
（１）前条に定める訂正の申出または通知に基づき、当組合が追加共済掛金を請求した場合
は、共済契約者は、次の�または�に定める日までに、当組合の請求した追加共済掛金を払
い込まなければなりません。
� 追加共済掛金に関する共済掛金分割払特約が適用される場合は、同特約第２条（追加
共済掛金の払込方法）（２）に定める払込日または払込期日

� �以外の場合は、共済契約条件の変更日（注）の属する月の翌月応当日
（２）共済契約者は、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・
通知義務等の場合）（３）に定める通知については、共済契約者または被共済者に正当な理
由があり、かつ、当組合が認める場合を除いてこれを撤回することはできません。
（注）前条の訂正の申出または通知を行った日以後の共済契約者が指定する日で、契約条
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（４２） 追加共済掛金の口座振替に関する特約

用 語 定 義

異動 共済証書または共済契約申込書の記載事項の変更をいい、共済契約
者による共済契約の条件の変更を含みます。

契約内容変更依頼書 この共済契約に係る契約内容変更依頼書をいいます。

指定口座 共済契約者の指定する口座をいいます。

次回払込期日 払込期日の翌月の払込期日をいいます。

初回追加共済掛金 第２条（追加共済掛金の払込み）（３）の�の規定により追加共済
掛金を一括して払い込む場合は追加共済掛金全額をいい、同条（３）
の�の規定により追加共済掛金を分割して払い込む場合は第１回追加
共済掛金をいいます。

初回追加共済掛金払
込期日

契約内容変更依頼書記載の初回追加共済掛金払込期日をいいます。

追加共済掛金 第２条に定める追加共済掛金をいいます。

払込期日 指定金融機関ごとに当組合の定める期日をいいます。

件を変更すべき期間の初日をいいます。
第３条（追加共済掛金不払の場合の免責）
（１）当組合は、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知
義務等の場合）（１）、（２）または（４）の規定により請求した追加共済掛金が払込期日ま
でに払い込まれなかった場合は、追加共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷害に
対しては、共済金を支払いません（注）。ただし、次の�または�に該当する損害または傷
害については除きます。
� 被共済自動車の入替自動補償特約第２条（入替自動車に対する自動補償）の規定によ
り入替自動車を被共済自動車とみなして、普通共済約款を適用する場合は、同条に定め
る取得日の翌日から起算して３０日以内に生じた事故による損害または傷害
� 危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故によ
る損害または傷害

（２）当組合は、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知
義務等の場合）（６）の規定により請求した追加共済掛金が払込期日までに払い込まれなかっ
た場合は、追加共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条
件の変更および共済金額の変更の承認の請求がなかったものとして、普通共済約款および被
共済自動車について適用される他の特約に従い、共済金を支払います。
（３）被共済者、共済金請求権者または損害賠償請求権者が払込期日までに生じた事故による
損害または傷害に対して共済金または損害賠償額の支払を受ける場合は、その支払を受ける
前に、共済契約者は追加共済掛金を当組合に払い込まなければなりません。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第４条（解除－追加共済掛金不払の場合）
当組合は、払込期日までに追加共済掛金が払い込まれなかった場合は、共済契約者に対す
る書面による通知をもって、この共済契約を解除することができます。この場合の解除は、
将来に向かってのみその効力を生じます。
第５条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
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この特約は、この共済契約に、共済掛金分割払特約、大口共済掛金分割払特約、初回共済
掛金の口座振替に関する特約または初回共済掛金の口座振替翌月払特約の適用があり、共済
契約者がこの特約の適用を申し出て、当組合がこれを承認した場合に適用されます。ただし、
共済掛金分割払特約および大口共済掛金分割払特約については、共済掛金払込方式が口座振
替である場合に限ります。
第２条（追加共済掛金の払込み）
（１）異動が生じた場合で、次の�または�のいずれかに該当するときは、その追加共済掛金
の払込みは、払込期日に指定口座から当組合の指定する口座に振り替えることによって行う
ものとします。
� この共済契約に全車両一括特約が適用されており、当組合が口座振替の方法により、
同特約第６条（共済掛金の精算）（１）に定める追加共済掛金（注）を請求したとき。
� 共済契約者または被共済者が書面により当組合に異動を通知し、当組合が口座振替の
方法により、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通
知義務等の場合）（１）、（２）、（４）もしくは（６）または普通共済約款に付帯される
他の特約の規定に定める追加共済掛金を請求したとき。

（２）払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、指定口座からの口座振替による追加共済掛
金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合は、当組合は、払込期日に払込みがあっ
たものとみなします。
（３）（１）の追加共済掛金の払込みは、次の�または�のいずれかの方法によるものとしま
す。
� 払込期日に追加共済掛金の全額を一時に指定口座から当組合の指定する口座に振り替
える方法
� 追加共済掛金を契約内容変更依頼書記載の回数および金額に分割し、毎月の払込期日
に、指定口座から当組合の指定する口座に振り替える方法。ただし、この共済契約に共
済掛金分割払特約または大口共済掛金分割払特約が適用されている場合に限ります。

（４）この共済契約に共済掛金分割払特約または大口共済掛金分割払特約が適用されている場
合は、同特約第５条（追加共済掛金の払込み）の規定を適用しません。
（５）共済契約者は、払込期日の前日までに、追加共済掛金相当額を指定口座に預け入れてお
かなければなりません。
（６）共済契約者は、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・
通知義務等の場合）（６）に定める通知については、共済契約者または被共済者に正当な理
由があり、かつ、当組合が認める場合を除いてこれを撤回することはできません。
（注）全車両一括特約第６条（共済掛金の精算）（２）の共済掛金がある場合は、相殺し
た後の共済掛金とします。

第３条（初回追加共済掛金不払の場合）
（１）前条（１）の規定により、当組合が請求した初回追加共済掛金について、初回追加共済
掛金払込期日に初回追加共済掛金の払込みがない場合は、共済契約者は、初回追加共済掛金
を初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに当組合に払い込まなければなりません。
（２）当組合は、共済契約者が初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回追
加共済掛金の払込みを怠った場合は、次の�および�のとおりとします。
� 払込みを怠った初回追加共済掛金が前条（１）の�の追加共済掛金である場合は、全
車両一括特約第６条（共済掛金の精算）（４）および（５）の規定を適用します。この
場合において、これらの規定中「追加共済掛金」とあるのは「初回追加共済掛金」と読
み替えて適用するものとします。
� �以外の場合は、次のアまたはイのとおりとします。
ア．払込みを怠った初回追加共済掛金が普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還
または請求－告知義務・通知義務等の場合）（１）、（２）または（４）の規定により
請求したものである場合は、初回追加共済掛金領収前に生じた事故による損害または
傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、次の（ア）または（イ）に該当す
る損害または傷害については除きます。
（ア）被共済自動車の入替自動補償特約第２条（入替自動車に対する自動補償）の規定
により入替自動車を被共済自動車とみなして、普通共済約款を適用する場合は、同
条に定める取得日の翌日から起算して３０日以内に生じた事故による損害または傷害
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追加共済掛金の種類 返還を請求できる共済金の額

� 追加共済掛金が普通共済約款基本条
項第１５条（共済掛金の返還または請求
―告知義務・通知義務等の場合）
（１）、（２）または（４）の規定によ
り請求したものである場合

事故による損害または傷害に対して既に支払っ
た共済金の全額

（イ）危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事
故による損害または傷害

イ．払込みを怠った初回追加共済掛金が普通共済約款基本条項第１５条（６）の規定により
請求したものである場合は、初回追加共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求がなかったものとして、普通共済約款
および被共済自動車について適用される他の特約に従い、共済金を支払います。

（３）共済契約者が初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回追加共済掛金の
払込みを怠ったことについて、故意および重大な過失がなかったと当組合が認めた場合は、
当組合は、「初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末日」を「初回追加共済掛金払込
期日の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特約を適用します。この場合において、
当組合は、共済契約者に対して、当組合が別に定める額をあわせて請求できるものとします。

（４）被共済者、共済金請求権者または損害賠償請求権者が初回追加共済掛金払込み前に生じ
た事故による損害または傷害に対して、共済金または損害賠償額の支払を受ける場合は、そ
の支払を受ける前に、共済契約者は、初回追加共済掛金を当組合に払い込まなければなりま
せん。
（５）当組合は、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回追加共済掛金が
払い込まれなかった場合は、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を
解除することができます。この場合の解除は、その異動日から将来に向かってのみその効力
を生じます。
（６）（５）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、次の�または�のいずれか
により計算した共済掛金を返還します。
� この共済契約に共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共済掛金
の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引い
て、その残額を返還します。
� この共済契約に大口共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共済
掛金の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引
いて、その残額を返還します。

（７）当組合は、共済契約者が初回追加共済掛金払込期日までに初回追加共済掛金の払込みを
怠り、かつ、払込みを怠った理由が指定金融機関に対して口座振替請求が行われなかったこ
とによる場合においては、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月の応当日を初回追加
共済掛金払込期日とみなして（１）から（６）までの規定を適用します。ただし、口座振替
請求が行われなかった理由が共済契約者の責に帰すべき事由による場合を除きます。
第４条（初回追加共済掛金領収前の共済金支払）
（１）前条（４）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合で、
かつ、当組合が承認したときは、当組合は、初回追加共済掛金が払い込まれたものとみなし
てその事故による損害または傷害に対して共済金を支払います。
� 事故の発生の日が初回追加共済掛金払込期日以前であること。
� 共済契約者が初回追加共済掛金を初回追加共済掛金払込期日までに払い込む旨の確約
を行うこと。

（２）（１）の�の確約に反して共済契約者が初回追加共済掛金払込期日までに初回追加共済
掛金の払込みを怠り、かつ、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末日までにその払
込みを怠った場合は、当組合は、次表に定める共済金の額の返還を請求することができます。
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� 追加共済掛金が普通共済約款基本条
項第１５条（６）の規定により請求した
ものである場合

次の算式により算出される額

事故による損害また
は傷害に対して支
払った共済金の額

－
普通共済約款基本条
項第１５条（７）の共
済金の額

ア．当組合が共済契
約を解除できる場
合

（ア）払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込
まれるべき追加共済掛金の払込みがない場合

（イ）払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき追加共済
掛金の払込みがなく、かつ、次回払込期日までに、その次回払込
期日に払い込まれるべき追加共済掛金の払込みがない場合

イ．解除の効力が生
じる時

（ア）アの（ア）による解除の場合は、その追加共済掛金を払い込
むべき払込期日

（イ）アの（イ）による解除の場合は、次回払込期日

第５条（第２回目以後の追加共済掛金不払の場合）
共済契約者が第２条（追加共済掛金の払込み）（３）の�の規定により追加共済掛金を分

割して払い込む場合は、次の�から�までのとおりとします。
� 当組合は、共済契約者が第２回目以後の追加共済掛金について、その追加共済掛金を
払い込むべき払込期日の属する月の翌月末までに、その払込みを怠った場合は、その払
込期日の翌日以後に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いませ
ん。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、その返還を請求することが
できます。
� 共済契約者が�の第２回目以後の追加共済掛金の払込みを怠ったことについて、故意
および重大な過失がなかったと当組合が認めたときは、当組合は、「第２回目以後の追
加共済掛金払込期日の属する月の翌月末日」を「第２回目以後の追加共済掛金払込期日
の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用します。この場合にお
いて、当組合は、共済契約者に対して、当組合が別に定める額をあわせて請求できるも
のとします。
� 当組合は、次のアに定めるところにより、この共済契約を解除することができます。
この場合の解除は、次のイに定める時から将来に向かってのみその効力を生じます。

� 当組合は、�の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知しま
す。
� �の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、次のアまたはイのいずれかに
より計算した共済掛金を返還します。
ア．この共済契約に共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共済掛
金の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引
いて、その残額を返還します。

イ．この共済契約に大口共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共
済掛金の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差
し引いて、その残額を返還します。

第６条（事故発生時の義務）
（１）共済契約者または被共済者は、事故が発生した場合で、第２条（追加共済掛金の払込み）
の異動の通知日時および事故発生の日時の確認に関して、当組合が特に必要とする書類また
は証拠となるものを求めた場合は、遅滞なくこれを提出し、または当組合が行う調査に協力
しなければなりません。
（２）当組合は、共済契約者または被共済者が正当な理由がなく（１）の規定に違反した場合
は、それによって当組合が被った損害の額を差し引いて共済金を支払います。
第７条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。
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（４３） 共済掛金分割払特約

用 語 定 義

次回払込期日 払込期日の翌月の払込期日をいいます。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

払込期日 共済証書記載の払込期日をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割したものをい
います。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。
第２条（共済掛金の分割払）
当組合は、この特約により、共済契約者が年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額
に分割して払い込むことを承認します。
第３条（分割共済掛金の払込方法）
（１）共済契約者は、この共済契約の締結と同時に第１回分割共済掛金を払込み、第２回目以
後の分割共済掛金については、払込期日までに払い込まなければなりません。
（２）共済掛金払込方法が口座振替による場合は、払込期日は、指定金融機関ごとに当組合の
定める期日とします。ただし、払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、共済契約者の指
定する口座からの口座振替による分割共済掛金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた
場合は、当組合は、払込期日に払込みがあったものとみなします。
（３）共済掛金払込方法が口座振替で、かつ、第２回分割共済掛金の払込期日が共済期間の初
日の属する月の翌月である場合で、共済契約者が第２回分割共済掛金を払い込むべき払込期
日までにその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が指定金融機関に対して口座振替請
求が行われなかったことによるときは、第３回分割共済掛金の払込期日（注）をその第２回
分割共済掛金の払込期日とみなしてこの特約の規定を適用します。ただし、口座振替請求が
行われなかった理由が共済契約者の責に帰すべき事由による場合を除きます。
（注）分割回数が２回の場合は、第２回分割共済掛金の払込期日の翌月の応当日とします。

第４条（分割共済掛金領収前の事故）
共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条の第１回分割共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は、その全
額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。
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� 当組合が共済契
約を解除できる場
合

ア．払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込ま
れるべき分割共済掛金の払込みがない場合

イ．払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき分割共済掛
金の払込みがなく、かつ、次回払込期日までに、次回払込期日に
払い込まれるべき分割共済掛金の払込みがない場合

� 解除の効力が生
じる時

ア．�のアによる解除の場合は、その分割共済掛金を払い込むべき
払込期日

イ．�のイによる解除の場合は、次回払込期日

（４４） 大口共済掛金分割払特約

用 語 定 義

次回払込期日 払込期日の翌月の払込期日をいいます。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

払込期日 共済証書記載の払込期日をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割したものをい
います。

第６条（分割共済掛金不払の場合の免責）
（１）当組合は、共済契約者が第２回目以後の分割共済掛金について、その分割共済掛金を払
い込むべき払込期日の属する月の翌月末までにその払込みを怠った場合は、その払込期日の
翌日以後に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（２）共済契約者が（１）の第２回目以後の分割共済掛金の払込みを怠ったことについて故意
および重大な過失がなかったと当組合が認めた場合は、当組合は、「払込期日の属する月の
翌月末日」を「払込期日の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用し
ます。この場合において、当組合は共済契約者に対して当組合が別に定める額をあわせて請
求できるものとします。
第７条（解除－分割共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、次の�に定めるところにより、この共済契約を解除することができます。こ
の場合の解除は、次の�に定める時から将来に向かってのみその効力を生じます。

（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。

第２条（共済掛金の分割払）
当組合は、この特約により、共済契約者が年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額
に分割して払い込むことを承認します。
第３条（分割共済掛金の払込方法等）
（１）共済契約者は、この共済契約の締結と同時に第１回分割共済掛金を払込み、第２回目以
後の分割共済掛金については、払込期日までに払い込まなければなりません。
（２）共済掛金払込方法が口座振替による場合は、払込期日は、指定金融機関ごとに当組合の
定める期日とします。ただし、払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、共済契約者の指
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� 当組合が共済契
約を解除できる場
合

ア．払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込ま
れるべき分割共済掛金の払込みがない場合

イ．払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき分割共済掛
金の払込みがなく、かつ、次回払込期日までに、その次回払込期
日に払い込まれるべき分割共済掛金の払込みがない場合

� 解除の効力が生
じる時

ア．�のアによる解除の場合は、その分割共済掛金を払い込むべき
払込期日

イ．�のイによる解除の場合は、次回払込期日

定する口座からの口座振替による分割共済掛金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた
場合は、当組合は、払込期日に払込みがあったものとみなします。
（３）共済掛金払込方法が口座振替による場合で、共済契約者が第２回分割共済掛金を払い込
むべき払込期日までにその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が指定金融機関に対し
て口座振替請求が行われなかったことによるときは、第３回分割共済掛金の払込期日（注）
をその第２回分割共済掛金の払込期日とみなしてこの特約の規定を適用します。ただし、口
座振替請求が行われなかった理由が共済契約者の責に帰すべき事由による場合を除きます。
（注）分割回数が２回の場合は、第２回共済掛金の払込期日の翌月の応当日とします。

第４条（共済掛金領収前の事故）
共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条の第１回共済掛金領収前に生じた事故
による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は、その全
額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（分割共済掛金不払の場合の免責）
（１）当組合は、共済契約者が第２回目以後の分割共済掛金について、その分割共済掛金を払
い込むべき払込期日の属する月の翌月末までにその払込みを怠った場合は、その払込期日の
翌日以後に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（２）共済契約者が（１）の第２回目以後の分割共済掛金の払込みを怠ったことについて、故
意および重大な過失がなかったと当組合が認めた場合は、当組合は、「払込期日の属する月
の翌月末日」を「払込期日の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用
します。この場合において、当組合は共済契約者に対して当組合が別に定める額をあわせて
請求できるものとします。
第７条（解除－分割共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、次の�に定めるところにより、この共済契約を解除することができます。こ
の場合の解除は、次の�に定める時から将来に向かってのみその効力を生じます。

（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
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（４５） 追加共済掛金に関する共済掛金分割払特約

用 語 定 義

契約内容変更依頼書 この共済契約に係る契約内容変更依頼書をいいます。

次回払込期日 払込期日の翌月の払込期日をいいます。

払込期日 契約内容変更依頼書記載の払込期日をいいます。

分割追加共済掛金 追加共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

ます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残額
を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に大口共済掛金分割払特約の適用があり、かつ、共済契約者が
この特約の適用を申し出て、当組合がこれを承認した場合に適用されます。
第２条（追加共済掛金の払込方法）
（１）当組合は、この特約により、大口共済掛金分割払特約第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）または（３）にかかわらず、追加共済掛金を契約内容変更依頼書に記載の回数および
金額に分割して払い込むことを承認します。
（２）共済契約者は、第１回分割追加共済掛金を次の�および�に定める払込日までに払い込
み、第２回目以後の分割追加共済掛金については、払込期日までに払い込まなければなりま
せん。
� この共済契約に全車両一括特約が適用されており、同特約第６条（共済掛金の精算）
（１）に定める追加共済掛金を当組合が請求した場合は、同特約の「用語の定義」に規
定する精算日
� �以外の追加共済掛金を当組合が請求した場合は、当組合が追加共済掛金を請求した
日

（３）共済契約者が第１回分割追加共済掛金について、（２）に定める払込日にその払込みを
怠った場合は、次の�または�のとおりとします。
� 払込みを怠った追加共済掛金が（２）の�の追加共済掛金である場合は、全車両一括
特約第６条（共済掛金の精算）（４）および（５）の規定を適用します。この場合にお
いて、これらの「追加共済掛金」とあるのは「第１回分割追加共済掛金」と読み替えて
適用するものとします。
� �以外の場合は、次のアまたはイのとおりとします。
ア．払込みを怠った追加共済掛金が普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還また
は請求－告知義務・通知義務等の場合）（１）、（２）または（４）の規定により請求
したものである場合は、第１回分割追加共済掛金領収前に生じた事故による損害また
は傷害に対しては、共済金を支払いません（注１）。ただし、危険増加が生じた場合に
おける、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による損害または傷害につい
ては除きます。

イ．払込みを怠った追加共済掛金が普通共済約款基本条項第１５条（６）の規定により請
求したものである場合は、第１回分割追加共済掛金領収前に生じた事故による損害ま
たは傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求がなかったものとして、普通
共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従い、共済金を支払いま
す。
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� 当組合が共済契
約を解除できる場
合

ア．払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込ま
れるべき分割追加共済掛金の払込みがない場合

イ．払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき分割追加共
済掛金の払込みがなく、かつ、次回払込期日までに、その次回払
込期日に払い込まれるべき分割追加共済掛金の払込みがない場合

� 解除の効力が生
じる時

ア．�のアによる解除の場合は、その分割追加共済掛金を払い込む
べき払込期日

イ．�のイによる解除の場合は、次回払込期日

（４６） 初回共済掛金の口座振替に関する特約

用 語 定 義

指定口座 共済契約者が指定する口座をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

初回共済掛金払込期日 指定金融機関ごとに当組合の定める期日をいいます。

（４）当組合は、共済契約者が第２回目以後の分割追加共済掛金について、その分割追加共済
掛金を払い込むべき払込期日の属する月の翌月末までにその払込みを怠った場合は、次の�
および�の規定を適用します。
� 大口共済掛金分割払特約によって払い込まれるべき共済掛金の払込みが完了している
場合は、この追加共済掛金が生じた自動車について、その払込期日の翌日以後に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
� �以外の場合は、その払込期日の翌日以後に生じた事故による損害または傷害に対し
ては、共済金を支払いません。

（５）共済掛金払込方式が口座振替による場合は、当組合は、共済契約者が第２回分割追加共
済掛金を払い込むべき払込期日までにその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が指定
金融機関に対して口座振替請求が行われなかったことによる場合においては、第３回分割追
加共済掛金の払込期日（注２）をその第２回分割追加共済掛金の払込期日とみなしてこの特
約の規定を適用します。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が共済契約者の責に帰
すべき事由による場合を除きます。
（注１）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。
（注２）分割回数が２回の場合は、第２回分割追加共済掛金の払込期日の翌月応当日をい
います。

第３条（解除－分割追加共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、大口共済掛金分割払特約によって払い込まれるべき分割追加共済掛金の払込
みが完了していない場合において、次の�に定めるところにより、この共済契約を解除する
ことができます。この場合の解除は、次の�に定める時から将来に向かってのみその効力を
生じます。

（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
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この特約は、共済契約締結の際に、当組合と共済契約者との間に、あらかじめ初回共済掛
金を口座振替の方法により払い込むことについての合意があり、かつ、次の�および�に定
める条件をいずれも満たしている場合に適用されます。
� 共済契約締結の時に指定口座が指定金融機関に設定されていること
� この共済契約の締結および共済契約者から当組合への当組合所定の共済掛金口座振替
依頼書の提出が共済期間の初日の属する月の前月末日までになされていること

第２条（初回共済掛金の払込み）
（１）初回共済掛金の払込みは、初回共済掛金払込期日に、指定口座から当組合の指定する口
座に振り替えることによって行うものとします。
（２）初回共済掛金払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、指定口座からの口座振替によ
る初回共済掛金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合は、当組合は、初回共済掛
金払込期日に払込みがあったものとみなします。
（３）共済契約者は、初回共済掛金払込期日の前日までに初回共済掛金相当額を指定口座に預
け入れておかなければなりません。
第３条（初回共済掛金領収前に生じた事故）
（１）初回共済掛金払込期日に初回共済掛金の払込みがない場合は、共済契約者は、初回共済
掛金を初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに当組合の指定した場所に払い込まな
ければなりません。
（２）当組合は、共済契約者が初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回共済掛金
を払い込んだ場合は、初回共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、
普通共済約款基本条項第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定および普通共済約款に付
帯される他の特約に定める共済掛金領収前に生じた事故の取扱いに関する規定を適用しませ
ん。
（３）共済契約者が初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回共済掛金の払込みを
怠ったことについて故意および重大な過失がなかったと当組合が認めた場合は、当組合は、
「初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末日」を「初回共済掛金払込期日の属する月の翌々
月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用します。この場合において、当組合は共済契
約者に対して当組合が別に定める額をあわせて請求できるものとします。
（４）（２）の規定により、被共済者、共済金請求権者または損害賠償請求権者が初回共済掛
金領収前に生じた事故による損害または傷害に対して共済金または損害賠償額の支払を受け
る場合は、その支払を受ける前に、共済契約者は初回共済掛金を当組合に払い込まなければ
なりません。
第４条（初回共済掛金領収前の共済金支払）
（１）前条（４）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合で、
かつ、当組合が承認したときは、当組合は、初回共済掛金が払い込まれたものとみなしてそ
の事故による損害または傷害に対して共済金を支払います。
� 事故の発生の日が初回共済掛金払込期日以前であること。
� 共済契約者が初回共済掛金を初回共済掛金払込期日までに払い込む旨の確約を行うこ
と。

（２）（１）の�の確約に反して共済契約者が初回共済掛金払込期日までに初回共済掛金の払
込みを怠り、かつ、初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末日までにその払込みを怠った
場合は、当組合は、共済契約者に対して既に支払った共済金の全額の返還を請求することが
できます。
第５条（解除－初回共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回共済掛金の払込みが
ない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、共済期間の初日から将来に向かってのみその効力を生じます。
第６条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の

特

約

条

項

229



（４７） 初回共済掛金の口座振替翌月払特約

用 語 定 義

指定口座 共済契約者が指定する口座をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

初回共済掛金払込期日 指定金融機関ごとに当組合の定める期日をいいます。

普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済契約締結の際に、当組合と共済契約者との間に、あらかじめ初回共済掛
金を口座振替の方法により払い込むことについての合意があり、かつ、次の�および�に定
める条件をいずれも満たしている場合に適用されます。
� 共済契約締結の時に指定口座が指定金融機関に設定されていること
� この共済契約の締結および共済契約者から当組合への当組合所定の共済掛金口座振替
依頼書の提出が共済期間の初日までになされていること

第２条（初回共済掛金の払込み）
（１）初回共済掛金の払込みは、初回共済掛金払込期日に、指定口座から当組合の指定する口
座に振り替えることによって行うものとします。
（２）初回共済掛金払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、指定口座からの口座振替によ
る初回共済掛金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合は、当組合は、初回共済掛
金払込期日に払込みがあったものとみなします。
（３）共済契約者は、初回共済掛金払込期日の前日までに初回共済掛金相当額を指定口座に預
け入れておかなければなりません。
第３条（初回共済掛金領収前に生じた事故）
（１）初回共済掛金払込期日に初回共済掛金の払込みがない場合は、共済契約者は、初回共済
掛金を初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに当組合の指定した場所に払い込まな
ければなりません。
（２）当組合は、共済契約者が初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回共済掛金
を払い込んだ場合は、初回共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、
普通共済約款基本条項第２条（共済掛金の払込方法）（２）の規定および普通共済約款に付
帯される他の特約に定める共済掛金領収前に生じた事故の取扱いに関する規定を適用しませ
ん。
（３）共済契約者が初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回共済掛金の払込みを
怠ったことについて故意および重大な過失がなかったと当組合が認めた場合は、当組合は、
「初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末日」を「初回共済掛金払込期日の属する月の翌々
月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用します。この場合において、当組合は共済契
約者に対して当組合が別に定める額をあわせて請求できるものとします。
（４）（２）の規定により、被共済者、共済金請求権者または損害賠償請求権者が初回共済掛
金領収前に生じた事故による損害または傷害に対して共済金または損害賠償額の支払を受け
る場合は、その支払を受ける前に、共済契約者は初回共済掛金を当組合に払い込まなければ
なりません。
第４条（初回共済掛金領収前の共済金支払）
（１）前条（４）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合で、
かつ、当組合が承認したときは、当組合は、初回共済掛金が払い込まれたものとみなしてそ
の事故による損害または傷害に対して共済金を支払います。
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（４８） 訂正共済掛金の口座振替に関する特約

用 語 定 義

契約内容変更依頼書 この共済契約に係る契約内容変更依頼書をいいます。

指定口座 共済契約者の指定する口座をいいます。

次回払込期日 追加共済掛金の払込期日の翌月の払込期日をいいます。

初回追加共済掛金 第２条（追加共済掛金の払込み）（３）の�の規定により追加共済
掛金を一括して払い込む場合は追加共済掛金全額をいい、同条（３）
の�の規定により追加共済掛金を分割して払い込む場合は第１回追加
共済掛金をいいます。

初回追加共済掛金払
込期日

契約内容変更依頼書記載の初回追加共済掛金払込期日をいいます。

追加共済掛金 普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義
務・通知義務等の場合）（１）、（２）、（４）もしくは（６）または普
通共済約款に付帯される他の特約の規定に定める追加共済掛金をいい
ます。

払込期日 当組合の定める払込期日をいいます。

� 事故の発生の日が初回共済掛金払込期日以前であること。
� 共済契約者が初回共済掛金を初回共済掛金払込期日までに払い込む旨の確約を行うこ
と。

（２）（１）の�の確約に反して共済契約者が初回共済掛金払込期日までに初回共済掛金の払
込みを怠り、かつ、初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末日までにその払込みを怠った
場合は、当組合は、共済契約者に対して既に支払った共済金の全額の返還を請求することが
できます。
第５条（解除－初回共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回共済掛金の払込みが
ない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、共済期間の初日から将来に向かってのみその効力を生じます。
第６条（準用規定）

この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に共済掛金分割払特約、大口共済掛金分割払特約、初回共済掛
金の口座振替に関する特約または初回共済掛金の口座振替翌月払特約の適用があり、かつ、
共済契約者がこの特約の適用を申し出て、当組合がこれを承認した場合に適用されます。た
だし、共済掛金分割払特約および大口共済掛金分割払特約については、共済掛金払込方式が
口座振替である場合に限ります。
第２条（追加共済掛金の払込み）
（１）共済証書または共済契約申込書の記載事項の変更が共済期間が始まる時までに生じた場
合で、共済契約者または被共済者が書面により次の�から�までの申出または通知を行い、
当組合が口座振替の方法により、追加共済掛金を請求したときは、その追加共済掛金の払込
みは、指定金融機関ごとに払込期日に指定口座から当組合の指定する口座に振り替えること
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によって行うものとします。
� 普通共済約款基本条項第４条（告知義務）（３）の�および普通共済約款に付帯され
る他の特約に規定する訂正の申出
� 普通共済約款基本条項第５条（通知義務）（１）および普通共済約款に付帯される他
の特約に規定する通知
� 普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（１）の通知
� �から�までのいずれかに伴う共済契約の条件の変更の通知

（２）払込期日が指定金融機関の休業日に該当し、指定口座からの口座振替による追加共済掛
金の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合は、当組合は、払込期日に払込みがあっ
たものとみなします。
（３）（１）の追加共済掛金の払込みは、次の�または�のいずれかの方法によるものとしま
す。
� 払込期日に追加共済掛金の全額を一時に指定口座から当組合の指定する口座に振り替
える方法
� 追加共済掛金を契約内容変更依頼書記載の回数および金額に分割し、毎月の払込期日
に、指定口座から当組合の指定する口座に振り替える方法。ただし、この共済契約に共
済掛金分割払特約または大口共済掛金分割払特約が適用されている場合に限ります。

（４）この共済契約に共済掛金分割払特約または大口共済掛金分割払特約が適用されている場
合は、同特約第５条（追加共済掛金の払込み）の規定を適用しません。
（５）共済契約者は、払込期日の前日までに、追加共済掛金相当額を指定口座に預け入れてお
かなければなりません。
（６）共済契約者は、（１）の�の通知を行った場合は、共済契約者または被共済者に正当な
理由があり、かつ、当組合が認める場合を除いてこれを撤回することはできません。
第３条（初回追加共済掛金不払の場合）
（１）前条（１）の規定により、当組合が請求した初回追加共済掛金について、初回追加共済
掛金払込期日に初回追加共済掛金の払込みがない場合は、共済契約者は、初回追加共済掛金を
初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに当組合に払い込まなければなりません。
（２）共済契約者が初回追加共済掛金の払込みを怠ったことについて、故意および重大な過失
がなかったと当組合が認めた場合は、当組合は、「初回追加共済掛金払込期日の属する月の
翌月末日」を「初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特
約を適用します。この場合において、当組合は共済契約者に対して当組合が別に定める額を
あわせて請求できるものとします。
（３）当組合は、共済契約者が初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回追
加共済掛金の払込みを怠った場合は、初回追加共済掛金領収前に生じた事故による損害また
は傷害に対しては共済金を支払いません。
（４）被共済者、共済金請求権者または損害賠償請求権者が初回追加共済掛金払込み前に生じ
た事故による損害または傷害に対して、共済金または損害賠償額の支払を受ける場合は、そ
の支払を受ける前に、共済契約者は、初回追加共済掛金を当組合に払い込まなければなりま
せん。
（５）当組合は、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに、初回追加共済掛金が
払い込まれなかった場合は、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を
解除することができます。この場合の解除は、共済期間の初日から将来に向かってのみその
効力を生じます。
（６）（５）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の全
額を返還します。
（７）当組合は、共済契約者が初回追加共済掛金払込期日までに初回追加共済掛金の払込みを
怠り、かつ、払込みを怠った理由が指定金融機関に対して口座振替請求が行われなかったこ
とによる場合においては、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月の応当日を初回追加
共済掛金払込期日とみなして（１）から（６）までの規定を適用します。ただし、口座振替
請求が行われなかった理由が共済契約者の責に帰すべき事由による場合を除きます。
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ア．当組合が共済契
約を解除できる場
合

（ア）払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込
まれるべき追加共済掛金の払込みがない場合

（イ）払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき追加共済
掛金の払込みがなく、かつ、次回払込期日までに、その次回払込
期日に払い込まれるべき追加共済掛金の払込みがない場合

イ．解除の効力が生
じる時

（ア）アの（ア）による解除の場合は、その追加共済掛金を払い込
むべき払込期日

（イ）アの（イ）による解除の場合は、次回払込期日

第４条（初回追加共済掛金領収前の共済金支払）
（１）前条（４）の規定にかかわらず、次の�および�に定める条件をいずれも満たす場合で、
かつ、当組合が承認したときは、当組合は、初回追加共済掛金が払い込まれたものとみなし
てその事故による損害または傷害に対して共済金を支払います。
� 事故の発生の日が初回追加共済掛金払込期日以前であること。
� 共済契約者が初回追加共済掛金を初回追加共済掛金払込期日までに払い込む旨の確約
を行うこと。

（２）（１）の�の確約に反して共済契約者が初回追加共済掛金払込期日までに初回追加共済
掛金の払込みを怠り、かつ、初回追加共済掛金払込期日の属する月の翌月末日までにその払
込みを怠った場合は、当組合は、共済契約者に対して既に支払った共済金の全額の返還を請
求することができます。
第５条（第２回目以後の追加共済掛金不払の場合）

共済契約者が第２条（追加共済掛金の払込み）（３）の�の規定により追加共済掛金を分
割して払い込む場合は、次の�から�までのとおりとします。
� 当組合は、共済契約者が第２回目以後の追加共済掛金について、その追加共済掛金を
払い込むべき払込期日の属する月の翌月末までに、その払込みを怠った場合は、その払
込期日の翌日以後に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いませ
ん。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、その返還を請求することが
できます。
� 共済契約者が�の第２回目以後の追加共済掛金の払込みを怠ったことについて、故意
および重大な過失がなかったと当組合が認めたときは、当組合は、「第２回目以後の追
加共済掛金払込期日の属する月の翌月末日」を「第２回目以後の追加共済掛金払込期日
の属する月の翌々月の２０日」に読み替えてこの特約の規定を適用します。この場合にお
いて、当組合は、共済契約者に対して当組合が別に定める額をあわせて請求できるもの
とします。
� 当組合は、次のアに定めるところにより、この共済契約を解除することができます。
この場合の解除は、次のイに定める時から将来に向かってのみその効力を生じます。

� 当組合は、�の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知しま
す。
� �の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、次のアまたはイのいずれかに
より計算した共済掛金を返還します。
ア．この共済契約に共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共済掛
金の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引
いて、その残額を返還します。

イ．この共済契約に大口共済掛金分割払特約が適用されている場合は、既に領収した共
済掛金の総額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差
し引いて、その残額を返還します。

第６条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

特

約

条

項

233



（４９） 団体扱特約（一般Ａ）

用 語 定 義

企業体 公社、公団、会社等の企業体をいい、法人・個人の別を問いません。

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（一般Ａ－１）」または「共済掛金集
金に関する契約書（一般Ａ－２）」による共済掛金集金契約をいいま
す。

集金者 当組合との間に集金契約を締結した者をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

職域労働組合等 団体に勤務する者によって構成されている労働組合または共済組織
をいいます。

団体 共済契約者が給与の支払を受けている企業体をいいます。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

未払込共済掛金 分割払の場合は、共済掛金総額から既に払い込まれた分割共済掛金
の総額を差し引いた額をいいます。

Ⅶ．団体扱・集団扱に関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�から�までに定める条件をいずれも満たしている場合に適用されま
す。
� 共済契約者が企業体に勤務し、毎月その企業体から給与の支払を受けていること。
� 次のアまたはイのいずれかの契約が締結されていること。
ア．団体と当組合との間の「共済掛金集金に関する契約書（一般Ａ－１）」による共済
掛金集金契約。ただし、団体が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２４条（賃金の支
払）に定める賃金の一部控除に関する書面による協定またはその他の法令に基づき、
共済契約者の受け取るべき給与から共済掛金の控除を行うことができる場合に限りま
す。

イ．職域労働組合等と当組合との間の「共済掛金集金に関する契約書（一般Ａ－２）」
による共済掛金集金契約。ただし、職域労働組合等が上記アのただし書に定める団体
によって控除された共済掛金を受領することができる場合に限ります。

� 共済契約者が集金者に次のアおよびイのことを委託し、集金者がそれを承諾している
こと。
ア．集金者が団体である場合は、共済契約者の受け取るべき給与から共済掛金を控除し
て、これを当組合の指定する場所に払い込むこと。

イ．集金者が職域労働組合等である場合は、団体によって控除された共済掛金を団体か
ら受領して、これを当組合の指定する場所に払い込むこと。

第２条（共済掛金の払込方法）
当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
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書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、集金
者を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）

共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は集金者を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりませ
ん。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は集金者を
経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、集金者を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に
対する共済掛金領収証を集金者に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発
行しません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、その事実が発生したこと
により集金者による共済掛金の集金が不能となった最初の給与支払日（以下「集金不能日」
といいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。
� 集金契約が解除された場合
� 共済契約者が団体から毎月給与の支払を受けなくなった場合
� 共済契約者がその受け取るべき給与から共済掛金を控除することを拒んだ場合
� �から�までの場合のほか、この共済契約について集金契約に基づく集金者による共
済掛金の集金が行われなくなった場合

（２）（１）の�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して書面によ
りその旨を通知します。
第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）

前条（１）の規定により特約が効力を失った場合は、共済契約者は集金不能日から１か月
以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなければ
なりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷害
に対しては、共済金を支払いません。
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（５０） 団体扱特約（一般Ｂ）

用 語 定 義

企業体 公社、公団、会社等の企業体をいい、法人・個人の別を問いません。

事業所 共済契約者がこの共済契約締結の時に勤務している事業所をいいま
す。

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（一般Ｂ）」による共済掛金集金契約
をいいます。

集金者 当組合との間に集金契約を締結した者をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

職域労働組合等 団体に勤務する者によって構成されている労働組合または共済組織
をいいます。

団体 共済契約者が給与の支払を受けている企業体をいいます。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

未払込共済掛金 分割払の場合は、共済掛金総額から既に払い込まれた分割共済掛金
の総額を差し引いた額をいいます。

第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�から�までに定める条件をいずれも満たしている場合に適用されま
す。
� 共済契約者が企業体に勤務し、毎月その企業体から給与の支払を受けていること。
� 次のアまたはイのいずれかの者と当組合との間に集金契約が締結されていること。
ア．団体
イ．職域労働組合等
� 共済契約者が集金者に次のアおよびイのことを委託し、集金者がそれを承諾している
こと。
ア．その事業所において、給与支払日に共済契約者またはその代理人から直接共済掛金
を集金すること。

イ．上記アにより集金した共済掛金を当組合の指定する場所に払い込むこと。
第２条（共済掛金の払込方法）
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当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、集金
者を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）

共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は集金者を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりませ
ん。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は集金者を
経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、集金者を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に
対する共済掛金領収証を集金者に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発
行しません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、その事実が発生したこと
により集金者による共済掛金の集金が不能となった最初の給与支払日（以下「集金不能日」
といいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。
� 集金契約が解除された場合
� 共済契約者がその事業所において、団体から毎月給与の支払を受けなくなった場合
� 共済契約者またはその代理人が共済掛金をその事業所において、給与支払日に直接集
金者に払い込まなかった場合
� �から�までの場合のほか、この共済契約について集金契約に基づく集金者による共
済掛金の集金が行われなかった場合

（２）（１）の�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して書面によ
りその旨を通知します。
第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）

前条（１）の規定により特約が効力を失った場合は、共済契約者は集金不能日から１か月
以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなければ
なりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
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（５１） 団体扱特約（一般Ｃ）

用 語 定 義

企業体 公社、公団、会社等の企業体をいい、法人・個人の別を問いません。

指定口座 共済契約者が指定する預金口座をいいます。

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（一般Ｃ）」による共済掛金集金契約
をいいます。

集金者 当組合との間に集金契約を締結した者をいいます。

集金日 集金契約に定める集金者の指定する所定の期日をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

職域労働組合等 団体に勤務する者によって構成されている労働組合または共済組織
をいいます。

退職者 企業体を退職した者をいいます。

団体 共済契約者が給与の支払を受けている企業体をいい、共済契約者が
退職者である場合は、退職前に給与の支払を受けていた企業体としま
す。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

未払込共済掛金 分割払の場合は、共済掛金総額から既に払い込まれた分割共済掛金
の総額を差し引いた額をいいます。

金不能日から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷害
に対しては、共済金を支払いません。
第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�から�までに定める条件をいずれも満たしている場合に適用されま
す。
� 共済契約者が企業体に勤務し、毎月その企業体から給与の支払を受けている者である
こと、または退職者であること。
� 次のアまたはイのいずれかの者と当組合との間に集金契約が締結されていること。
ア．団体
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イ．職域労働組合等
� 共済契約者が集金者に次のアおよびイのことを委託し、集金者がそれを承諾している
こと。
ア．指定口座から、預金口座振替により、共済掛金を集金日に集金すること。
イ．上記アにより集金した共済掛金を当組合の指定する場所に払い込むこと。

第２条（共済掛金の払込方法）
当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、集金
者を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）
共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は集金者を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりませ
ん。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は集金者を
経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、集金者を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に
対する共済掛金領収証を集金者に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発
行しません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する事実（注１）が発生した場合にお
いて、�の事実のときは、その事実が発生したことにより集金者による共済掛金の集金が不
能となった最初の集金日、または�、�もしくは�の事実のときは、その事実が発生した日
（以下「集金不能日等」といいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。ただ
し、�については、集金者が共済契約者に代わって共済掛金を集金契約に定める払込期日ま
でに当組合に払い込んだ場合を除きます。
� 集金契約が解除されたこと。
� 共済契約者または集金者の責に帰すべき事由により、共済掛金が集金日の翌日から起
算して１か月以内に指定口座から振り替えられなかったこと。
� 共済契約者が団体から毎月給与の支払を受けなくなったこと。（注２）
� 当組合が集金者からこの共済契約について集金契約に基づく共済掛金の集金を行わな
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（５２） 団体扱特約

用 語 定 義

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（集金方式）」による共済掛金集金契
約をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

団体 共済契約者が給与の支払を受けている官公署、会社などの団体をい
います。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

未払込共済掛金 分割払の場合は、共済掛金総額から既に払い込まれた分割共済掛金
の総額を差し引いた額をいいます。

くなった旨の通知を受けたこと。
（２）（１）の�または�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して
書面によりその旨を通知します。
（注１）退職者が共済契約者である場合は、�、�または�のいずれかに該当する事実と

します。
（注２）退職後も引続き本特約に従い分割共済掛金を払い込む場合を除きます。

第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）
前条（１）の規定により特約が効力を失った場合は、共済契約者は集金不能日等から１か
月以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなけれ
ばなりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日等から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済金を支払いません。
第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日等から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�および�に定める条件をいずれも満たしている場合に適用されます。
� 団体と当組合との間に集金契約が締結されていること。
� 共済契約者が、その受け取るべき給与から共済掛金を差し引いて、これを当組合の指
定する場所に払い込むことを団体に委託し、団体がそれを承諾していること。
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第２条（共済掛金の払込方法）
当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、団体を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、団体
を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）
共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、団体を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は団体を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は団体を経
ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、団体を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に対
する共済掛金領収証を団体に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発行し
ません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、その事実が発生したこと
により団体による共済掛金の集金が不能となった最初の給与支払日（以下「集金不能日」と
いいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。
� 集金契約が解除された場合
� 共済契約者が団体から毎月給与の支払を受けなくなった場合またはその他この共済契
約について団体による共済掛金の集金が行われなくなった場合
� 共済契約者が共済掛金を給与から差し引くことを拒んだ場合

（２）（１）の�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して書面によ
りその旨を通知します。
第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）

前条（１）の規定により特約が効力を失った場合には、共済契約者は集金不能日から１か
月以内に、未払込共済掛金の全額を団体を経ることなく、一時に当組合に払い込まなければ
なりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷害
に対しては、共済金を支払いません。
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（５３） 団体扱特約（口座振替方式）

用 語 定 義

指定口座 共済契約者が指定する預金口座をいいます。

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（口座振替方式）」による共済掛金集
金契約をいいます。

集金者 当組合との間に集金契約を締結した者をいいます。

集金日 集金契約に定める集金者の指定する所定の期日をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

退職者 官公署を退職した者をいいます。

団体 共済契約者が給与の支払を受けている官公署をいい、共済契約者が
退職者である場合は、退職前に給与の支払を受けていた官公署としま
す。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

未払込共済掛金 分割払の場合は、共済掛金総額から既に払い込まれた分割共済掛金
の総額を差し引いた額をいいます。

第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�から�までに定める条件をいずれも満たしている場合に適用されま
す。
� 共済契約者が官公署に勤務し、毎月その官公署から給与の支払を受けている者である
こと、または退職者であること。
� 団体に勤務している者または団体を退職した者の生活の安定や福祉の向上等を目的と
して設立された組織と当組合との間に集金契約が締結されていること。
� 共済契約者が集金者に次のアおよびイのことを委託し、集金者がそれを承諾している
こと。
ア．指定口座から、預金口座振替により、共済掛金を集金日に集金すること。
イ．上記アにより集金した共済掛金を当組合の指定する場所に払い込むこと。

第２条（共済掛金の払込方法）
当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
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書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、集金
者を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）

共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は集金者を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりませ
ん。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は集金者を
経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、集金者を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に
対する共済掛金領収証を集金者に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発
行しません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する事実（注１）が発生した場合にお
いて、�の事実のときは、その事実が発生したことにより集金者による共済掛金の集金が不
能となった最初の集金日、または�、�もしくは�の事実のときは、その事実が発生した日
（以下「集金不能日等」といいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。ただ
し、�については集金者が共済契約者に代わって共済掛金を集金契約に定める払込期日まで
に当組合に支払った場合を除きます。
� 集金契約が解除されたこと。
� 共済契約者または集金者の責に帰すべき事由により、共済掛金が集金日の翌日から起
算して１か月以内に指定口座から振り替えられなかったこと。
� 共済契約者が団体から毎月給与の支払を受けなくなったこと。（注２）
� 当組合が集金者からこの共済契約について集金契約に基づく共済掛金の集金を行わな
くなった旨の通知を受けたこと。

（２）（１）の�または�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して
書面によりその旨を通知します。
（注１）退職者が共済契約者である場合は、�、�または�のいずれかに該当する事実と

します。
（注２）退職後も引続き本特約に従い分割共済掛金を払い込む場合を除きます。

第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）
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（５４） 団体扱の追加共済掛金に関する特約

用 語 定 義

覚書 「共済掛金集金に関する契約書に係わる覚書（団体扱）」をいいます。

集金契約 団体扱特約第１条（この特約の適用条件）に規定する集金契約をい
います。

集金者 集金契約を当組合との間に締結した者をいいます。

集金不能日 団体による共済掛金の集金が不能となった最初の給与支払日をいい
ます。なお、団体扱特約（一般Ｃ）または団体扱特約（口座振替方式）
が適用されている場合は、同特約に規定する集金不能日等をいいま
す。

団体扱特約 この共済契約に適用されている団体扱特約（一般Ａ）、団体扱特約
（一般Ｂ）、団体扱特約（一般Ｃ）、団体扱特約または団体扱特約（口
座振替方式）のいずれかをいいます。

未払込共済掛金 第２条（追加共済掛金の払込みおよび当組合への通知方法の特則）
の追加共済掛金の総額および共済掛金総額から既に払い込まれた共済
掛金の総額を差し引いた額をいいます。

前条（１）の規定により特約が効力を失った場合は、共済契約者は集金不能日等から１か
月以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなけれ
ばなりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日等から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済金を支払いません。
第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日等から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に団体扱特約の適用があり、かつ、集金者と当組合との間に覚
書が締結されている場合に適用されます。
第２条（追加共済掛金の払込みおよび当組合への通知方法の特則）
（１）団体扱特約第５条（追加共済掛金の払込み）（１）および（３）の規定にかかわらず、
共済契約者は、当組合の承認を得て、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または
請求－告知義務・通知義務等の場合）（１）、（２）、（４）もしくは（６）または普通共済約
款に付帯される他の特約の規定に従い、当組合が請求した追加共済掛金を集金契約および覚
書に定めるところにより、集金者を経て払い込むことができます。
（２）（１）の規定により集金者を経て追加共済掛金を払い込もうとする場合は、共済契約者
または被共済者は、普通共済約款基本条項第４条（告知義務）（３）の�もしくは普通共済
約款に付帯される他の特約に規定する訂正の申出または第５条（通知義務）（１）、第７条（被
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（５５） 集団扱特約

用 語 定 義

集金契約 「共済掛金集金に関する契約書（集団扱）」による共済掛金集金契約
をいいます。

集金者 当組合との間に集金契約を締結した者をいいます。

集金日 集金契約に定める集金者の指定する所定の期日をいいます。

集団 共済証書記載の集団をいいます。

初回共済掛金 共済掛金または共済掛金を分割して払い込む場合は、第１回目に払
い込むべき分割共済掛金をいいます。

年額共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金をいいます。

分割共済掛金 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割した後の１回
分の共済掛金をいいます。

分割払 年額共済掛金を共済証書記載の回数および金額に分割して払い込む
ことをいいます。

共済自動車の譲渡または返還）（１）、第８条（被共済自動車の入替）（１）、第１５条（共済掛
金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）（６）もしくは普通共済約款に付帯さ
れる他の特約に規定する通知を書面またはファクシミリ等の通信手段により、当組合所定の
連絡先に行うものとします。なお、共済契約者は、これらの通知については、共済契約者ま
たは被共済者に正当な理由があり、かつ、当組合が認める場合を除いてこれを撤回すること
はできません。
（３）（１）の追加共済掛金は、その全額を一時に払い込むか、または当組合の定めるところ
に従い、分割して払い込むものとします。
第３条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）

団体扱特約第７条（特約の失効）の規定により、同特約が効力を失った場合は、この特約
も効力を失います。この場合において、共済契約者は、集金不能日から１か月以内に、未払
込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなければなりません。
第４条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷害
に対しては、共済金を支払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、
その返還を請求することができます。
第５条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第３条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、次の�から�までに定める条件をいずれも満たしている場合に適用されま
す。
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� 共済契約者が集団、その役員、従業員もしくは構成員（注）であること、または構成
員（注）の役員もしくは従業員であること。
� 集団または集団から委託を受けた者と当組合との間に集金契約が締結されているこ
と。
� 共済契約者が集金者に次のアおよびイのことを委託し、集金者がそれを承諾している
こと。
ア．共済掛金を集金日に集金すること。
イ．上記アにより集金した共済掛金を当組合の指定する場所に払い込むこと。

（注）法人、個人の別を問わず、その集団を構成する集団の構成員を含みます。
第２条（共済掛金の払込方法）
当組合は、この特約により、共済契約者が共済掛金を一括して払い込むか、または共済証
書記載の回数および金額に分割して払い込むことを承認します。
第３条（共済掛金の払込み）
（１）共済契約者は、初回共済掛金を共済契約締結のとき直接当組合に払い込むか、または集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まなければなりません。
（２）分割払の場合は、第２回以後の分割共済掛金は、集金契約に定めるところにより、集金
者を経て払い込まなければなりません。
第４条（共済掛金領収前の事故）
共済期間が始まった後であっても、当組合は、前条（１）の初回共済掛金領収前に生じた
事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。ただし、初回共済掛金が集
金契約に定めるところにより、集金者を経て払い込まれる場合を除きます。
第５条（追加共済掛金の払込み）
（１）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（１）、（２）または（４）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共
済契約者は集金者を経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりませ
ん。
（２）共済契約者が（１）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません（注）。ただ
し、危険増加が生じた場合における、その危険増加が生じた時より前に発生した事故による
損害または傷害については除きます。
（３）普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場
合）（６）の規定により、当組合が追加共済掛金を請求した場合は、共済契約者は集金者を
経ることなく、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）共済契約者が（３）の追加共済掛金の払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金
領収前に生じた事故による損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求が
なかったものとして、普通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従
い、共済金を支払います。
（注）既に共済金を支払っていた場合は、その返還を請求することができます。

第６条（共済掛金領収証の発行）
当組合は、集金者を経て払い込まれた共済掛金については、領収した共済掛金の合計額に
対する共済掛金領収証を集金者に対して発行し、共済契約者に対しては共済掛金領収証を発
行しません。
第７条（特約の失効）
（１）この特約は、次の�から�までのいずれかに該当する事実が発生した場合において、�
の事実のときは、その事実が発生したことにより集金者による共済掛金の集金が不能となっ
た最初の集金日、または�もしくは�の事実のときは、その事実が発生した日（以下「集金
不能日等」といいます。）から将来に向かってのみその効力を失います。ただし、�につい
ては集金者が共済契約者に代わって共済掛金を集金契約に定める払込期日までに当組合に払
い込んだ場合を除きます。
� 集金契約が解除されたこと。
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（５６） 集団扱の追加共済掛金に関する特約

用 語 定 義

覚書 「共済掛金集金に関する契約書に係わる覚書（集団扱）」をいいます。

集金契約 集団扱特約第１条（この特約の適用条件）に規定する集金契約をい
います。

集金者 集金契約を当組合との間に締結した者をいいます。

未払込共済掛金 第２条（追加共済掛金の払込みおよび当組合への通知方法の特則）
の追加共済掛金の総額および共済掛金総額から既に払い込まれた共済
掛金の総額を差し引いた額をいいます。

� 共済契約者または集金者の責に帰すべき事由により、共済掛金が集金日の翌日から起
算して１か月以内に集金されなかったこと。
� 当組合が集金者からこの共済契約について集金契約に基づく共済掛金の集金を行わな
くなった旨の通知を受けたこと。

（２）（１）の�または�の事実が発生した場合は、当組合は遅滞なく、共済契約者に対して
書面によりその旨を通知します。
第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）

前条（１）の規定により特約が効力を失った場合は、共済契約者は集金不能日等から１か
月以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなけれ
ばなりません。
第９条（未払込共済掛金不払の場合の免責）
当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日等から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済金を支払いません。
第１０条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第８条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日等から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約に集団扱特約の適用があり、かつ、集金者と当組合との間に覚
書が締結されている場合に適用されます。
第２条（追加共済掛金の払込みおよび当組合への通知方法の特則）
（１）集団扱特約第５条（追加共済掛金の払込み）（１）および（３）の規定にかかわらず、
共済契約者は、当組合の承認を得て、普通共済約款基本条項第１５条（共済掛金の返還または
請求－告知義務・通知義務等の場合）（１）、（２）、（４）もしくは（６）または普通共済約
款に付帯される他の特約の規定に従い、当組合が請求した追加共済掛金を集金契約および覚
書に定めるところにより、集金者を経て払い込むことができます。
（２）（１）の規定により集金者を経て追加共済掛金を払い込もうとする場合は、共済契約者
または被共済者は、普通共済約款基本条項第４条（告知義務）（３）の�もしくは普通共済
約款に付帯される他の特約に規定する訂正の申出または第５条（通知義務）（１）、第７条（被
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（５７） 被共済自動車の入替自動補償特約

用 語 定 義

入替自動車 普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（１）に定め
る新規取得自動車のうち被共済自動車を廃車、譲渡または返還した
後、その代替として同条（１）の�に該当する者が新たに取得（注）
し、または１年以上を期間とする貸借契約により借り入れた自動車を
いいます。

（注）所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含みます。

レンタカー等の自動
車

不特定の借主に有償で貸し渡すことを目的とする自動車をいい、１
年以上を期間とする貸借契約により貸し渡すものを除きます。

共済自動車の譲渡または返還）（１）、第８条（被共済自動車の入替）（１）、第１５条（共済掛
金の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）（３）もしくは普通共済約款に付帯さ
れる他の特約に規定する通知を書面またはファクシミリ等の通信手段により、当組合所定の
連絡先に行うものとします。なお、共済契約者は、これらの通知については、共済契約者ま
たは被共済者に正当な理由があり、かつ、当組合が認める場合を除いてこれを撤回すること
はできません。
（３）（１）の追加共済掛金は、その全額を一時に払い込むか、または当組合の定めるところ
に従い、分割して払い込むものとします。
第３条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）
集団扱特約第７条（特約の失効）の規定により、同特約が効力を失った場合は、この特約も
効力を失います。この場合において、共済契約者は、同条に規定する集金不能日等から１か
月以内に、未払込共済掛金の全額を集金者を経ることなく、一時に当組合に払い込まなけれ
ばなりません。
第４条（未払込共済掛金不払の場合の免責）

当組合は、前条に定める期間内に未払込共済掛金の全額が払い込まれなかった場合は、集
金不能日等から未払込共済掛金の全額を領収するまでの間に生じた事故による損害または傷
害に対しては、共済金を支払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたとき
は、その返還を請求することができます。
第５条（解除－特約失効による未払込共済掛金不払の場合）
（１）当組合は、第３条（特約失効後の未払込共済掛金の払込み）に定める期間内に未払込共
済掛金の全額が払い込まれない場合は、この共済契約を解除することができます。
（２）当組合は、（１）の解除を行う場合は、共済契約者に対して書面によりその旨を通知し
ます。この場合の解除は、集金不能日等から将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）の規定により、当組合が共済契約を解除した場合は、既に領収した共済掛金の総
額から既経過期間に対し、月割短期掛金率によって計算した共済掛金を差し引いて、その残
額を返還します。

�．お手続きに関わる特約

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、被共済自動車および入替自動車の用途車種が同一である場合（注）に適用さ

れます。ただし、共済証書に全車両一括特約を適用する旨記載されている場合を除きます。
（注）普通共済約款別表３に掲げる用途車種である場合を含みます。

第２条（入替自動車に対する自動補償）
（１）当組合は、この特約により、普通共済約款基本条項第８条（被共済自動車の入替）（３）
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の規定にかかわらず、同条（１）の�に定める自動車の新規取得において、被共済自動車が
廃車、譲渡または返還された場合であって、入替自動車の取得日の翌日から起算して３０日以
内に共済契約者が書面により被共済自動車の入替の承認の請求を行い、当組合がこれを受領
したときに限り、取得日以後承認するまでの間は、入替自動車を被共済自動車とみなして普
通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約を適用します。ただし、同条
（１）の�に定める自動車の新規取得において、廃車、譲渡または返還された被共済自動車
について生じた事故による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（２）（１）の取得日とは、実際に入替自動車を取得した日であって、共済契約者または入替
自動車の所有者が当組合に対して売買契約書等の客観的な資料を提出し、妥当な取得日であ
ることを証明した場合における取得日とします。ただし、入替自動車の自動車検査証以外の
資料でその取得日が確認できない場合は、入替自動車の自動車検査証に普通共済約款基本条
項第８条（被共済自動車の入替）（１）の�に定める者の氏名が記載された日とします。

（３）（２）の入替自動車の所有者とは、次の�から�までのいずれかに該当する者をいいま
す。
� 入替自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されている場合は、その買主
� 入替自動車が１年以上を期間とする貸借契約により貸借されている場合は、その借主
� �および�以外の場合は、入替自動車を所有する者

第３条（車両共済の特則）
被共済自動車について普通共済約款車両条項の適用がある場合は、取得日から、当組合が
前条の被共済自動車の入替の承認の請求を受けた時（注１）までの期間の普通共済約款車両
条項および車両価額協定共済特約の適用については、前条の規定にかかわらず、次の�およ
び�に定めるところによります。
� 被共済自動車の用途車種にかかわらず、入替自動車の用途車種が自家用８車種の場合
（注２）は、入替自動車に対して車両価額協定共済特約が適用されます。この場合は、
同特約第３条（協定共済価額の変更）の規定を適用しません。
� 入替自動車については、入替自動車取得の時における入替自動車の価額（注３）を共
済金額として定めるものとします。

（注１）当組合が第５条（共済掛金の返還または追加共済掛金の請求）（１）の規定によ
り追加共済掛金を請求する場合は、その追加共済掛金を当組合が領収した時または
取得日の翌日から起算して３０日を経過した時のいずれか早い時とします。

（注２）レンタカー等の自動車である場合を除きます。
（注３）入替自動車と同一の用途車種、同年式で同じ損耗度の自動車の市場販売価格相当

額とします。
第４条（共済契約の解除）
（１）当組合は、第２条（入替自動車に対する自動補償）の被共済自動車の入替の承認の請求
があった場合において、これを承認しなかったときは、共済契約者に対する書面による通知
をもって、この共済契約を解除することができます。
（２）（１）の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。
（３）（１）に基づく当組合の解除権は、その承認の請求を受領した日からその日を含めて３０
日以内に行使しなければ消滅します。
第５条（共済掛金の返還または追加共済掛金の請求）
（１）当組合は、第２条（入替自動車に対する自動補償）の場合において、共済掛金を変更す
る必要があるときは、当組合は、変更前の共済掛金と変更後の共済掛金との差に基づき計算
した、未経過期間に対する共済掛金を返還または請求します。
（２）（１）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金領収前に生じた事故（注）
による損害または傷害に対しては、共済金を支払いません。
（注）取得日の翌日から起算して３０日以内に生じた事故を除きます。
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（５８） 継続契約の取扱いに関する特約

用 語 定 義

継続共済掛金 継続契約の共済掛金をいいます。

継続契約 この共済契約と共済契約者、共済証書記載の被共済者および被共済
自動車を同一として当組合と締結する契約で、この共済契約の共済期
間の末日を共済期間の初日とする共済契約をいいます。

他の共済契約等 支払責任の発生要件を同じくする他の共済契約または保険契約をい
います。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、共済期間の末日において、継続契約が締結されていない場合であって、次の
�から�までに定める条件をいずれも満たしているときに適用されます。ただし、共済証書
にフリート契約である旨記載されている場合を除きます。
� この共済契約の共済期間が１年であること。ただし、この共済契約が当組合が別に定
めるところにより、継続前契約（注１）の共済期間の初日から末日または解除日までの
期間と合算して１年となる期間を共済期間と定めて締結された契約である場合を除きま
す。
� この共済契約の共済期間において、共済事故（注２）が発生していないこと。
� この共済契約が、この特約を適用して締結されたものではないこと。
� 被共済自動車と被共済自動車を同一とする他の共済契約等がないこと。
⑤ 電話、面談等により、当組合が共済契約者に対して直接継続の意思表示を行ったにも
かかわらず、共済契約者側の事情により、継続の手続き漏れとなったものでないこと。
� この共済契約の共済期間において、共済契約者または当組合から継続契約を締結しな
い旨の意思表示がなかったこと。
� 共済契約者が、この共済契約の共済期間の末日の翌日から起算して３０日以内に書面に
より継続契約の申込みを行うこと。
� 当組合が別に定める特約による場合を除き、共済契約者が�の申込みと同時に継続共
済掛金を当組合に払い込むこと。
（注１）この共済契約が締結される以前に締結された共済契約であって、この共済契約と

共済契約者を同一とするものをいいます。
（注２）この共済契約の普通共済約款およびそれに付帯される特約に従い共済金を支払う

事故をいいます。
第２条（継続契約の取扱い）
（１）当組合は、この特約により、この共済契約の共済期間の末日を共済期間の初日とした継
続契約が締結されたものとみなします。
（２）（１）の場合は、当組合は、継続共済掛金領収前に生じた事故による損害または傷害に
対しては、普通共済約款基本条項第２条（共済掛金の払込方法）（２）および普通共済約款
に付帯される他の特約に定める共済掛金領収前に生じた事故の取扱いに関する規定を適用し
ません。
（３）（１）の継続契約の内容は、次条および第４条（継続契約に適用される特約）に定める
場合を除き、この共済契約の共済期間の末日における内容と同一とします。
第３条（継続契約の車両共済金額等）

この共済契約に普通共済約款車両条項が適用される場合は、継続契約の車両共済の共済金
額は、次の�および�の規定に従い、当組合が算出した額とします。
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区 分 共済金額

� この共済契約に車両価額協定共済特約
が適用される場合

車両価額協定共済特約の「用語の定義」に
規定する市場販売価格相当額に基づき算出し
た額

� この共済契約に車両価額協定共済特約
が適用されない場合

この共済契約の車両共済金額を基準とし、
被共済自動車の税法上の法定減価償却残存率
等を参考にして算出した額

（５９） 全車両一括特約

用 語 定 義

共済契約の締結漏れ 共済証書記載の条件に該当する自動車をこの共済契約によって契約
を締結していなかったことをいいます。

精算日 共済証書記載の精算日をいいます。

中途取得自動車 共済期間の中途で新たに共済証書記載の条件に該当することとなっ
た自動車をいいます。

通知日 共済証書記載の通知日をいいます。

通知漏れの中途取得
自動車

第３条（通知）（１）の通知に遅滞または脱漏があった場合のその
遅滞または脱漏のあった中途取得自動車をいいます。

未精算等の中途取得
自動車

第６条（共済掛金の精算）（１）の追加共済掛金（注）の全額が精
算日までに払い込まれなかった場合のその精算日に対応する共済証書
記載の通知締切日の１か月前の応当日の翌日以後に取得した中途取得
自動車をいいます。

（注）第６条（２）の共済掛金がある場合は、相殺した後の共済
掛金とします。

第４条（継続契約に適用される特約）
第２条（継続契約の取扱い）の規定により、この共済契約の共済期間の末日を共済期間の
初日とした継続契約が締結されたとみなされる場合は、継続契約にはこの共済契約に付帯さ
れた特約が適用されるものとします。ただし、継続契約の共済期間の初日において、特約が
適用される条件を満たしていない場合を除きます。
第５条（継続契約に適用される制度または掛金率等）
当組合が制度または掛金率等（注１）を改定した場合（注２）において、制度または掛金
率等（注１）が改定された日以後に第２条（継続契約の取扱い）（１）の規定により継続契
約が締結されたとみなされるときは、継続契約に対しては、継続契約の共済期間の初日にお
ける制度または掛金率等が適用されるものとします。
（注１）普通共済約款、特約、共済契約引受に関する制度または共済掛金率等をいいます。
（注２）この共済契約おける事故件数等に応じて調整する場合を含みます。

第６条（準用規定）
この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、この共済契約の
普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規定を準用します。

■ 用語の定義
この特約において使用される用語の定義は、次のとおりとします。

第１条（この特約の適用条件）
この特約は、この共済契約締結の時において、共済証書記載の条件に該当する自動車のす
べてをこの共済契約によって一括して共済に付し、かつ、共済期間の中途で新たに共済証書
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記載の条件に該当することとなった自動車のすべてをこの共済契約によって漏れなく共済に
付すこととする場合であって、共済証書にこの特約を適用する旨記載されているときに適用
されます。
第２条（中途取得自動車に対する自動補償）
（１）当組合は、この特約により、中途取得自動車に対して、自動的にこの共済契約を適用し
ます。
（２）中途取得自動車にかかわる当組合の共済責任は、中途取得自動車が、その所有者または
記名被共済者の直接の管理下に入った時（以下「取得時」といいます。）に始まり、共済期
間の末日の午後４時に終わります。
（３）（２）の所有者とは、次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。

� 中途取得自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されている場合は、その買主
� 中途取得自動車が１年以上を期間とする貸借契約により貸借されている場合は、その
借主
� �および�以外の場合は、中途取得自動車を所有する者

（４）共済契約者は、第１回目の共済証書記載の通知締切日の２か月前の応当日の翌日から共
済期間の始期までに、共済証書記載の条件に該当することとなった自動車を共済期間の始期
における中途取得自動車に含めることができます。
（５）（４）に定める自動車にかかわる当組合の共済責任は、（２）の規定にかかわらず、共済
期間の始期に始まり、共済期間の末日の午後４時に終わります。
（６）（４）に定める自動車は、第４条（共済契約の締結漏れがあった場合）に定める共済契
約の締結漏れ自動車には含みません。この場合は、第８条（特約の解除）（１）の�の規定
を適用しません。
第３条（通知）
（１）共済契約者は、毎月、共済証書記載の通知締切日以前１か月分の中途取得自動車を通知
日までに、当組合所定の書面により当組合に通知しなければなりません。
（２）この共済契約締結の時に共済に付された自動車または中途取得自動車を所有者または記
名被共済者が廃車、譲渡または返還した場合も、（１）と同様とします。

第４条（共済契約の締結漏れがあった場合）
（１）この共済契約締結の時に、共済契約の締結漏れが判明した場合は、当組合は、第２条（中
途取得自動車に対する自動補償）の規定を適用しません。ただし、その共済契約の締結漏れ
の事実を当組合が知った時までに前条（１）の通知を受領している中途取得自動車を除きま
す。
（２）共済契約の締結漏れが共済契約者または記名被共済者の故意および重大な過失によらな
かったことを共済契約者または記名被共済者が証明した場合で、当組合が共済契約の締結漏
れの事実を知った時以後の最も早い通知日までに共済契約者がその共済契約の締結漏れ自動
車について書面によって訂正を申し出て、当組合がこれを承認したときは、（１）の規定を
適用しません。
第５条（通知に遅滞または脱漏があった場合）

第３条（通知）（１）の通知に遅滞または脱漏があった場合は、通知漏れの中途取得自動
車および当組合がその遅滞または脱漏の事実を知った時以後、同条（１）の規定により通知
されるすべての中途取得自動車に対して、当組合は第２条（中途取得自動車に対する自動補
償）の規定を適用しません。ただし、その遅滞または脱漏が共済契約者または記名被共済者
の故意および重大な過失によらなかったことを共済契約者または記名被共済者が証明した場
合で、当組合がその遅滞または脱漏の事実を知った時以後の最も早い通知日までに共済契約
者がその通知漏れの中途取得自動車について書面によって訂正を申し出て、当組合がこれを
承認したときを除きます。
第６条（共済掛金の精算）
（１）当組合は、第３条（通知）（１）の通知を受領した場合は、未経過期間に対して日割を
もって計算した追加共済掛金を請求します。
（２）当組合は、第３条（通知）（２）の通知を受領した場合は、未経過期間に対して日割を
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もって計算した共済掛金を返還します。
（３）（１）および（２）の共済掛金は、毎月、精算日までに精算するものとします。
（４）（１）の追加共済掛金（注）の全額が精算日までに払い込まれなかった場合は、当組合
は、未精算等の中途取得自動車について生じた事故による損害または傷害に対しては、共済
金を支払いません。この場合において、既に共済金を支払っていたときは、その返還を請求
することができます。
（５）未精算等の中途取得自動車のうち既に精算日の到来しているものにつき、（１）の追加
共済掛金（注）の全額が払い込まれた場合は、その払込みの時以後に生じた事故による損害
または傷害に対しては、（４）の規定を適用しません。
（注）（２）の共済掛金がある場合は、相殺した後の共済掛金とします。

第７条（契約条件等の変更）
（１）この共済契約締結の時に共済に付された自動車または第３条（通知）（１）の通知を当
組合が既に受領している中途取得自動車について、共済期間の中途で共済契約の条件を変更
する場合は、共済契約者は、自動車１台ごとに、その都度書面をもってその旨を当組合に通
知し、承認の請求を行わなければなりません。
（２）第３条（通知）（１）の通知を当組合が受領していない中途取得自動車（注）について、
その取得時から共済証書記載の条件と異なる条件で共済に付す場合または共済期間の中途で
共済契約の条件を変更する場合は、共済契約者は、自動車１台ごとに、その都度書面をもっ
てその旨を当組合に通知し、承認の請求を行わなければなりません。
（３）（１）および（２）の場合において、当組合が追加共済掛金を請求したときは、共済契
約者は、その全額を一時に当組合に払い込まなければなりません。
（４）（３）の規定により、追加共済掛金を請求する場合において、当組合の請求に対して、
共済契約者がその払込みを怠ったときは、当組合は、追加共済掛金受領前に生じた事故によ
る損害または傷害に対しては、共済契約条件の変更の承認の請求がなかったものとして、普
通共済約款および被共済自動車について適用される他の特約に従い、共済金を支払います。
（注）通知漏れの中途取得自動車を除きます。

第８条（特約の解除）
（１）当組合は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、共済契約者に対する書面に
よる通知をもって、この特約を解除することができます。
� 第４条（共済契約の締結漏れがあった場合）（１）に該当する場合。ただし、同条（２）
の規定により訂正がなされた場合を除きます。
� 第５条（通知に遅滞または脱漏があった場合）に該当する場合。ただし、同条ただし
書の規定により訂正がなされた場合を除きます。
� 第６条（共済掛金の精算）（１）の追加共済掛金（注）の全額が精算日までに払い込
まれなかった場合。ただし、同条（５）に該当する場合を除きます。

（２）共済契約者は、この共済契約を普通共済約款基本条項第１２条（共済契約の解除）（３）
の規定により解除する場合を除き、この特約を解除することができません。
（注）第６条（２）の共済掛金がある場合は、相殺した後の共済掛金とします。
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自動車共済ロードサービス

ロードアシスタンス利用規定

用 語 説 明
共済期間 共済証書記載の共済期間をいいます。

サービス実施者 ロードアシスタンス運営者からの取次ぎまたは手配により、実際に
ロードアシスタンスを実施する者をいいます。

自宅 共済証書記載の記名被共済者の住所、または被共済自動車の主たる
保管場所をいいます。法人契約の場合は主として被共済自動車を使用
する店舗・営業所等の所在地をいいます。

JAF 一般社団法人日本自動車連盟をいいます。

所有権留保条項付売
買契約

自動車販売店等が顧客に自動車を販売する際の売買契約のうち、自
動車販売店、金融業者等が、販売代金の全額領収までの間、販売され
た自動車の所有権を顧客に移さず、留保することを契約内容に含んだ
自動車の売買契約をいいます。

専用デスク ロードアシスタンスの利用申込みを受け付ける連絡先をいいます。

走行不能 自力で走行できない状態または法令により走行が禁じられた状態を
いいます。ただし、被共済自動車について直接生じた偶然な事由（事
故、故障またはトラブル）に起因する場合に限ります。（ぬかるみや
積雪等により、スリップするなどして単に動けない状態はこれに含ま
れません。）

被共済自動車 共済証書記載の自動車をいいます。

被共済自動車の所有
者

次の�から�までのいずれかに該当する者をいいます。
� 被共済自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されてい
る場合は、その買主

� 被共済自動車が１年以上を期間とする貸借契約により貸借され
ている場合は、その借主

� �および�以外の場合は、被共済自動車を所有する者
ロードアシスタンス 第５条（ロードアシスタンス提供条件と内容）に定める次の�から

�までのものをいいます。
� レッカーけん引
� 応急処置
� 宿泊移動サポート（注）
� 燃料切れ時の給油サービス
� スタック等引き出しサービス
（注）ロードアシスタンス宿泊移動費用特約が付帯された契約に

限ります。

ロードアシスタンス
運営者

当組合がロードアシスタンス業務の運営を委託している株式会社プ
ライムアシスタンスをいいます。

反社会的勢力 暴力団、暴力団員（注）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力をいいます。

（注）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。

■ 用語の定義
このロードアシスタンス利用規定において使用される用語の定義は、次のとおりとします。
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区 分 利用対象者

� 第５条（ロードアシスタンス
提供条件と内容）�、�、�お
よび�

� 記名被共済者
� 被共済自動車の所有者
� 被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置の
ある室内（注１）に搭乗中の者（注２）

� 同条� 被共済自動車の正規の乗車装置またはその装置のあ
る室内（注１）に搭乗中の者（注２）

第１条（規定の目的等）
（１）本規定は、当組合の自動車共済契約に対して提供するロードアシスタンスの事項を定め
たものです。
（２）次条に定める利用対象者は、本規定を承認のうえ、本ロードアシスタンスの提供を受け
ることができます。
（注）ロードアシスタンスの内容は、予告なく中止、変更となる場合があります。

第２条（利用対象者の定義）
（１）本規定において、利用対象者とは、次のとおりとします。

（２）（１）の規定にかかわらず、利用対象者が次の�から�までのいずれかに該当する場合
は、利用対象者に含みません。
� 被共済自動車の使用について正当な権利を有する者の承諾を得ないで被共済自動車に
搭乗中の者（注２）
� 極めて異常かつ危険な方法で被共済自動車に搭乗中の者
� 業務として被共済自動車を受託している自動車取扱業者

（３）（１）の規定にかかわらず、利用対象者が次の�から�までのいずれかに該当する場合
は、利用対象者に含みません。
� 反社会的勢力に該当すると認められること。
� 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると
認められること。
� 反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
� 法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人
の経営に実質的に関与していると認められること。
� その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。

（４）ロードアシスタンス提供後、利用者がロードアシスタンスの利用対象者ではないことが
判明した場合は、ロードアシスタンス提供に要した費用は、すべて利用者の負担とします。
（注１）隔壁等により通行できないように仕切られている場所を除きます。
（注２）一時的に被共済自動車から離れている者を含みます。

第３条（ロードアシスタンスの提供対象契約）
ロードアシスタンスの提供対象となる契約は、「ロードアシスタンス特約」を適用する契
約とします。
第４条（ロードアシスタンスの提供要件）

利用対象者が第７条（利用対象者の義務）�の規定に従い、提供対象となるロードアシス
タンスの利用申込みを行った場合であって、次条のロードアシスタンス提供条件に該当する
ときは、ロードアシスタンス運営者およびサービス実施者により、このロードアシスタンス
を提供するものとします。なお、ロードアシスタンスを提供した場合であっても、それだけ
ではノンフリート等級別掛金率制度における事故の件数には含まないため、継続後契約のノ
ンフリート等級や共済掛金には影響しません。
第５条（ロードアシスタンス提供条件と内容）

本規定により提供するロードアシスタンスの提供条件、内容および利用対象者の負担とな
る費用は、次の�から�までのとおりです。なお、ロードアシスタンス超過費用特約が付帯さ
れている場合は、下表において「１５万円」とあるのを「１００万円」と読み替えるものとします。
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■ 提供条件 被共済自動車が走行不能となること。

■ 内 容 走行不能となった地から利用対象者の指定する修理工場等までレッ
カーけん引を行います。ただし、レッカーけん引の対象となる費用は、
�の応急処置にかかる費用と合計で１５万円を限度とします。
（注１）レッカーけん引には、積載車（キャリアカー）による搬

送、けん引専用ロープでのけん引等を含みます。
（注２）積載車による搬送にあたっては、有料道路以外の道路を

利用します。ただし、ロードアシスタンス運営者において
有料道路を利用することが必要かつ合理的と認めた場合
は、この限りではありません。

（注３）レッカーけん引を行うために必要なクレーン作業、修理
工場等へのレッカーけん引に必要な仮修理を実施した費用
等を含みます。

（注４）利用対象者が JAF会員である場合は、原則として JAF
に取次ぎを行います。

（注５）ロードアシスタンス特約（ロードアシスタンス超過費用
特約を含みます。以下同様とします。）での補償対象とな
るレッカーけん引の費用については、ロードアシスタンス
特約の運搬費用として支払います。

■ 利用対象者の
負担となる費用

・利用対象者都合により車両保管費用が発生した場合の費用
・利用対象者都合により有料道路を利用して積載車による搬送を行っ
た場合における有料道路料金

・「応急処置」の費用と合計で１５万円を超えた距離分に相当するレッ
カーけん引費用

・謝礼金または謝礼のための贈答品の購入費用等
・JAF入会金、年会費

■ 提供条件 被共済自動車が走行不能となること。

■ 内 容 走行不能となった地で、３０分程度で対応可能な応急の処置を行いま
す。
〈主な応急処置〉
バッテリーの点検／バッテリーのジャンピング（バッテリー上がり

の際にケーブルをつないでエンジンをスタートさせること）／鍵開け
（国産・外車一般シリンダーインロック開錠）／脱輪時の路面への引
上げ／パンク時のスペアタイヤ交換、タイヤ廻り点検（チェーン脱着
を除きます。）／冷却水補充／ボルトの締付け／バルブ・ヒューズ取
替え 等
（注１）対象となる費用は１５万円限度です。
（注２）３０分程度で対応可能な応急処置に該当するか否かの判断

は、当組合、ロードアシスタンス運営者または JAFのい
ずれかの判断によるものとします。

（注３）バッテリーのジャンピングは、共済期間中３回までの利
用に限ります。なお、バッテリーのジャンピングを実施し
た際に、当組合、ロードアシスタンス運営者、サービス実
施者または JAFからバッテリーの点検・整備または交換
が必要である旨をご案内したにもかかわらず、バッテリー

� レッカーけん引

� 応急処置
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の点検・整備または交換を行わずに再度同一の被共済自動
車にバッテリー上がりが生じた場合等、明らかな整備不良
と認められるときは、ロードアシスタンスの対象外となる
場合があります。

（注４）セキュリティ装置付車両の鍵開けについては対応できな
い場合があります。この場合は、レッカーけん引等にて対
応します。

（注５）パンク時にスペアタイヤを保持していない場合は、被共
済自動車に積載しているお客さま所有の簡易修理キットで
の応急処置等を行います。

（注６）次の作業は対象外です。
� バッテリーの充電
� パンクの修理
� チェーン脱着
� 利用対象者都合による季節用タイヤとの交換

（注７）利用対象者が JAF会員である場合は、原則として JAF
に取次ぎを行います。

（注８）ロードアシスタンス特約での補償対象となる応急処置の
費用については、ロードアシスタンス特約の応急処置費用
として支払います。

■ 利用対象者の
負担となる費用

・鍵の作成費用
・部品代、消耗品（オイル・冷却水等）代等
・３０分程度で対応できない場合の超過作業費用
・１５万円を超えた作業分に相当する作業費用
・謝礼金または謝礼のための贈答品の購入費用等
・JAF入会金、年会費
・事故、故障またはトラブル以外での点検費用

（注）JAF会員の場合は、第１０条（利用対象者が JAF会員であ
る場合の特則）に定める優遇措置があります。

■ 提供条件 �のレッカーけん引の対象となり、レッカーけん引が行われた場合
であって、次のアまたはイのいずれかに該当すること。
ア．出発地、自宅または当面の目的地への移動が困難となること。
イ．地理的、物理的な条件により、走行不能となった地の最寄り
のホテル等、有償の宿泊施設に宿泊をせざるを得ないこと。

■ 内 容 利用対象者が負担した次の�および�の費用を、後日所定の額を限
度に支払います。なお、ロードアシスタンス運営者は、利用対象者か
らの申し出により、代替交通機関および宿泊施設の紹介や手配を行い
ます。
� 宿泊費用

利用対象者１名につき１万円限度（１泊分に限ります。）
� 移動費用

利用対象者１名につき２万円限度（合理的な経路および方法に
よるものに限ります。）

（注１）代替交通機関および宿泊施設の紹介や手配は、走行不能
となった地、時間帯等によっては提供できない場合があり
ます。

� 宿泊移動サポート（ロードアシスタンス宿泊移動費用特約が付帯されている契約に限ります。）
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（注２）代替交通機関とは、タクシー、バス、レンタカー、電車、
飛行機、船舶等をいいます。

（注３）タクシー、レンタカー費用については、１台につき２万
円を限度とします。

（注４）宿泊費用、移動費用については、「ロードアシスタンス
宿泊移動費用特約」の宿泊費用、移動費用として支払いま
す。

（注５）この共済契約に「ロードアシスタンス代車費用特約」ま
たは「事故・故障時代車費用特約」が付帯されており、こ
れらの特約により共済金が支払われる代車費用がある場合
は、その代車費用については支払対象外となります。

■ 利用対象者の
負担となる費用

・１万円を超える宿泊費用および２万円を超える移動費用に相当する
費用（ロードアシスタンス運営者が紹介・手配を行った場合を含み
ます。）

・飲食費用等、宿泊または移動以外の目的でのサービス料金
・謝礼金または謝礼のための贈答品の購入費用等
・移動の手段として利用対象者がタクシー、バス等以外の自動車（家
族、友人等の自動車、レンタカー等）を利用した場合の燃料代また
は有料道路料金

・事故、故障またはトラブルの発生前に利用・宿泊を予定していた宿
泊施設等を利用する場合にかかる宿泊費等

■ 提供条件 被共済自動車が、燃料切れにより自力で走行できない状態となるこ
と。

■ 内 容 共済期間中１回に限り、ガソリン（レギュラー、ハイオクに限りま
す。）または軽油を最大１０リットル※まで無料で提供します。
（注１）高速道路のサービスエリア内等、利用者自身で調達可能

な場合はサービスの対象外となります。
（注２）サービス実施者によっては運搬容器等の都合上、１０リッ

トル※まで提供できない場合があります。
（注３）ガソリン、軽油を燃料としない電気自動車、燃料電池自

動車等の場合は、充電または燃料補給が可能な場所までの
レッカーけん引のみを行います。（３０km限度）

（注４）自宅での燃料切れは対象外となります。
（注５）専用デスクへ事前に連絡がなく、利用者自身で調達した

場合の費用については、支払対象外となります。
（注６）利用対象者が JAF会員である場合は、原則として JAF

に取次ぎを行います。
※ ロードアシスタンス超過費用特約が付帯された契約の場合
は、最大２０リットルとします。

■ 利用対象者の
負担となる費用

・ガソリン、軽油を燃料としない電気自動車等の充電代、燃料代等
・JAF入会金、年会費

� 燃料切れ時の給油サービス
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■ 提供条件 積雪のある路面または凍結した路面において被共済自動車を使用す
ることにより、タイヤのスリップまたは走行が困難となる状態（以下
「スタック等」とします。）が生じ、脱出作業を要する状態となるこ
と。ただし、被共済自動車が雪道用スタッドレスタイヤまたは雪道用
タイヤチェーンを装着している場合に限ります。

■ 内 容 スタック等からの脱出作業（引き出し）を行います。
（注１）専用デスクへ事前に連絡がなく、利用者自身で作業を手

配した場合の費用については、支払対象外となります。
（注２）利用対象者が JAF会員である場合は、原則として JAF

に取次ぎを行います。

■ 利用対象者の
負担となる費用

・被共済自動車が雪道用スタッドレスタイヤ、雪道用タイヤチェーン
を装着していない場合の「スタック等引き出しサービス」にかかる
費用（サービスカーの出動料、現場での作業料等、本サービスの実
施に伴い発生する費用の全額が利用対象者の負担となります。）

・JAF入会金、年会費

� スタック等引き出しサービス

第６条（ロードアシスタンスの提供を行わない場合）
（１）ロードアシスタンス運営者は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、ロード
アシスタンスの提供を行いません。
� ロードアシスタンスの提供を希望する対象車両が被共済自動車でない場合
� 被共済自動車が日本国外にある場合
� 被共済自動車の自動車検査証に記載された有効期間が満了している場合
� 廃車を目的とした車両搬送等、事故、故障またはトラブルに起因しない車両搬送の場
合

（２）ロードアシスタンス運営者は、次の�から�までのいずれかに該当する事由によって生
じた被共済自動車の事故、故障またはトラブルに対しては、ロードアシスタンスの提供を行
いません。
� 利用対象者の故意または重大な過失
� 被共済自動車にメーカーの示す仕様と異なる改造、整備を加えていた場合（違法なエ
ンジンの改造、違法なローダウン車、違法なエアロパーツ装着車等を含みます。）

� メーカーが発行するマニュアルおよび車両貼付の注意・警告ラベル等に示す取扱いと
異なる使用または仕様の限度を超えて使用された場合
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変
または暴動
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 核燃料物質もしくはこれによって汚染された物の放射性、爆発性その他有害な特性の
作用またはこれらの特性
	 �に規定した以外の放射線照射または放射能汚染

 �から	までのいずれかの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱
に基づいて生じた事故
� 差押え、収用、没収、破壊等、国または公共団体の公権力の行使。ただし、消防また
は避難に必要な処置として行われた場合を除きます。
� 詐欺または横領

 被共済自動車を競技もしくは曲技のために使用すること、または、競技もしくは曲技
を行うことを目的とする場所において使用すること。
� 被共済自動車を次のアからエまでのいずれかに該当する路面等において使用するこ
と。ただし、被共済自動車に走行不能の直接の原因となるべき損害が生じていない場合
に限ります。
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ア．積雪のある路面または凍結した路面。ただし、被共済自動車に雪道用スタッドレス
タイヤまたは雪道用タイヤチェーンが装着されている場合を除きます。

イ．降雨、降雪、融雪等による一時的な水たまり、ぬかるみ
わだち

ウ．轍
エ．砂地、湿地、沼地その他これらに類する軟弱な地盤
� 被共済自動車の盗難。ただし、被共済自動車の部分品または付属品のみの盗難を除き
ます。
� 自宅における被共済自動車の鍵の紛失
� 被共済自動車の燃料切れ。ただし、「燃料切れ時の給油サービス」の対象となる場合
を除きます。

（３）ロードアシスタンス運営者は、次の�から�までのいずれかに該当する間に生じた被共
済自動車の事故、故障またはトラブルに対しては、ロードアシスタンスの提供を行いません。
� 利用対象者が法令に定められた運転資格を持たないで被共済自動車を運転している間
� 利用対象者が道路交通法第６５条（酒気帯び運転等の禁止）第１項に定める酒気を帯び
た状態またはこれに相当する状態で被共済自動車を運転している間
� 利用対象者が麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー、「医薬品、医療機器等の品
質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条（定義）
第１５項に定める指定薬物等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で被共
済自動車を運転している間

（４）ロードアシスタンス運営者は、次の�から�までのいずれかに該当する場合は、ロード
アシスタンスの提供を行いません。ただし、利用対象者が前条の費用を自ら負担した場合は、
第１１条（特約による共済金の支払い）に従い取り扱います。
� 利用対象者が専用デスクへ事前の連絡なしに、レッカー業者、修理業者等の各種業者
を手配した場合。ただし、やむを得ない事情により、利用対象者が専用デスクへ事前の
連絡ができなかったものと当組合が認めた場合を除きます。
� 利用対象者が、正当な理由がなく、次条に違反した場合
� 一部の離島、地域等、サービス実施者が出動できない場所または造成地、私有地、レー
ス会場等でサービス実施者が立ち入ることができない場所である場合
	 ロードアシスタンス運営者またはサービス実施者が、次のアからウまでのいずれかに
該当すると判断した場合
ア．地域、時季、気象、道路状況（注）等により、ロードアシスタンスの提供・実施が
困難であること。

イ．一般的なレッカー車、けん引車において技術的にロードアシスタンスの実施が困難
であること。

ウ．ロードアシスタンスの内容、趣旨等に対し、ロードアシスタンスの提供が不適切で
あること。


 航空機、船舶による輸送期間中の場合
� ロードアシスタンス提供時に第三者の所有物に損害を与えることが想定される場合
で、その第三者の承諾が得られないとき
� ロードアシスタンスの提供を希望する対象車両の状況により、作業時およびレッカー
けん引時に、車体へ損傷を与えるおそれがある場合において、作業に関する同意を利用
対象者から得ることができない場合

（注）凍結道路、未除雪道路、未整地地域、海浜、河川敷等、自動車の運行が極めて困難
な状況をいいます。

第７条（利用対象者の義務）
利用対象者は、ロードアシスタンスを利用する場合は、次の�から�までの義務を負うも

のとします。
� 事前に専用デスクに利用申込みの連絡を行うこと。
� ロードアシスタンス運営者およびサービス実施者の指示に従い、必要な協力を行うこ
と。
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� 道路交通法その他の法令、交通規則を守り、他人に迷惑を及ぼすような行為を行わな
いこと。
� 人身事故等、警察に届け出が必要な事故に関しては、警察へ届け出を行い、ロードア
シスタンスの実施について警察の許可を得ること。
� ロードアシスタンス運営者またはサービス実施者の判断により、共済証書、運転免許
証、自動車検査証、その他本人確認資料等の提示を求められたときは、それらを提示す
ること。
� ロードアシスタンス提供時において被共済自動車に高価な品物、代替不可能な品物ま
たは危険物等が積載されている場合は、その旨を事前にサービス実施者に通知するこ
と。なお、その事前通知を行わなかった場合で、ロードアシスタンス提供後にその積載
物に損害が生じた場合、またはその積載物に起因する事故が生じた場合であっても、当
組合、ロードアシスタンス運営者およびサービス実施者は、一切その責めを負わないも
のとします。

第８条（利用対象者の費用立替・費用負担）
（１）宿泊移動サポートを利用する場合は、利用対象者はそのロードアシスタンスにかかる費
用を現場で立替え、後日当組合に対して、費用の立替えの事実を立証できるものの提示をもっ
て、費用精算の請求を行うものとします。
（２）第５条（ロードアシスタンス提供条件と内容）の「■ 利用対象者の負担となる費用」
に定める費用は、利用対象者が自ら負担するものとします。
（３）利用対象者都合により次の�または�の費用が発生した場合は、その費用は利用対象者
が自ら負担するものとします。
� サービス実施者が現場で待機した場合の現場待機費用
� ロードアシスタンスの利用をキャンセルする場合のキャンセル費用

（４）（２）および（３）の費用をロードアシスタンス運営者が立替えている場合は、利用対
象者がその費用をロードアシスタンス運営者に支払うものとします。
第９条（ロードアシスタンス提供時の責任）
（１）ロードアシスタンスは、サービス実施者の責任において行われるものとし、提供したロー
ドアシスタンスに起因する車両損傷、人身事故、その他損害等については、当組合およびロー
ドアシスタンス運営者は一切その責めを負わないものとします。
（２）ロードアシスタンス提供後の車両の修理、整備および保管等については、利用対象者と
受入れ工場等との間の契約であり、その契約に起因する車両損傷、人身事故、その他損害等
については、当組合、ロードアシスタンス運営者およびサービス実施者は一切その責めを負
わないものとします。
（３）ロードアシスタンス提供時において、被共済自動車に高価な品物、代替不可能な品物ま
たは危険物等が積載されている場合は、ロードアシスタンス運営者およびサービス実施者
は、その判断によりロードアシスタンスの提供を行わないことができるものとします。また、
これを原因として、当組合、ロードアシスタンス運営者またはサービス実施者に損害が生じ
た場合は、利用対象者はこれを賠償するものとします。
（４）ロードアシスタンスの提供を行わない場合、またはロードアシスタンスの提供が遅延し
た場合であっても、当組合、ロードアシスタンス運営者またはサービス実施者は、これを金
銭的補償で代替することは行いません。ただし、第１１条（特約による共済金の支払い）の規
定による場合を除きます。
第１０条（利用対象者が JAF会員である場合の特則）
（１）利用対象者が JAF会員である場合は、次のとおり取り扱います。

� 利用対象者が「レッカーけん引」、「応急処置」、「燃料切れ時の給油サービス」または
「スタック等引き出しサービス」の提供を受ける場合は、ロードアシスタンス運営者は
原則として JAFに取次ぎを行います。

� 利用対象者が「応急処置」の提供を受ける場合において、修理・作業を受けるときに
消耗品や部品代にかかった費用については、共済期間中１回に限り、７，０００円を限度に
当組合がその費用負担を行います。
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� 「燃料切れ時の給油サービス」の提供は、共済期間中２回を限度とします。
（２）（１）の�および�の規定は、利用対象者が直接 JAFを手配した場合は適用しません。
ただし、JAFによるロードアシスタンスの作業開始前に利用対象者が専用デスクにロードア
シスタンスの利用申込みの連絡を行い、当組合またはロードアシスタンス運営者の利用承認
を受けた場合は、（１）の�および�の規定を適用します。

第１１条（特約による共済金の支払い）
当組合は、ロードアシスタンスが提供対象外となる場合であっても、「ロードアシスタンス

特約」または「ロードアシスタンス宿泊移動費用特約」の補償対象となるときに限り、特約の
共済金を支払います。
第１２条（ロードアシスタンスの提供期間、中止または変更）
（１）ロードアシスタンスは、共済期間内に第５条（ロードアシスタンス提供条件と内容）�
から�までに定める「提供条件」に該当する事象が発生した場合に提供します。
（２）共済期間の中途で共済契約が失効もしくは解除となった場合または補償内容の変更を
行ったことによりロードアシスタンスの対象外となった場合で、その日以降に第５条�から
�までに定める「提供条件」に該当する事象が発生したときは、ロードアシスタンスの対象
となりません。この場合において、ロードアシスタンス運営者またはサービス実施者が既に
ロードアシスタンスを手配または提供していたときは、その費用を利用者に請求することが
できます。
（３）共済期間の中途で補償内容の変更を行ったことによりロードアシスタンスの対象となっ
た場合は、その変更日よりロードアシスタンスの対象となります。
第１３条（個人情報の取扱い）
（１）利用対象者は、共済証書の記載事項およびロードアシスタンスの提供に必要とされる情
報が、ロードアシスタンス運営者に登録されることに同意するものとします。
（２）ロードアシスタンス運営者が取得した個人情報は、当組合の業務遂行上必要な範囲内で
利用することがあります。
（３）ロードアシスタンス運営者は、共済証書の記載事項およびロードアシスタンスに必要と
される情報を、サービス実施者との間で共同利用できるものとします。
第１４条（代 位）
（１）当組合は、ロードアシスタンスの費用を第三者に損害賠償請求として請求することがで
きる場合は、提供したロードアシスタンスに対する費用を上限とし、かつ、利用対象者の権
利を害さない範囲内で、利用対象者が有する権利を取得します。
（２）当組合は、被共済自動車の故障によりロードアシスタンスを提供した場合であって、そ
の原因が自動車メーカーの無償修理等の対象であったときは、ロードアシスタンス提供にか
かった費用を自動車メーカー等に請求する場合があります。
第１５条（訴訟の提起および準拠法）
（１）本規定に関して紛議が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所
とするものとします。
（２）本規定に定めのない事項については、日本国の法令によります。
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西日本自動車共済協同組合 事務所一覧

１ 本部・事業部・支部・支局
（平成３０年１月１日現在）

事務所名 住 所 電話番号 ファックス番号

本 部 福岡市博多区東比恵２丁目１５番２５号 ０９２‐４４１‐５９０１ ０９２‐４４１‐５９０７

近畿事業部
大阪市中央区安堂寺町２‐１‐１０
安堂寺第１７松屋ビル４３０

０６‐６７６５‐９５８０ ０６‐６７６５‐９５７７

鳥取県支部 鳥取市田島６６５ ０８５７‐２７‐５２１０ ０８５７‐２７‐５２４０

島根県支部 松江市西津田５‐１‐７ ０８５２‐２６‐５２７０ ０８５２‐２６‐７７９２

岡山県支部 岡山市北区西古松２３７‐１２６ 松本ビル３Ｆ ０８６‐２４６‐３３５５ ０８６‐２４６‐３３７５

広島県支部 広島市南区段原南２‐３‐２７ ＹＫビル２Ｆ ０８２‐２６１‐８４３０ ０８２‐２６１‐８４４６

福 山 支 局 福山市光南町３‐２‐６ ０８４‐９２３‐７９８０ ０８４‐９２３‐８０７８

山口県支部 山口市葵１‐５‐５８ ３Ｆ ０８３‐９３２‐５５２２ ０８３‐９３２‐５５５３

香川県支部 高松市西内町４‐６ 神原ビル２Ｆ ０８７‐８２２‐６３０９ ０８７‐８２２‐６５０５

徳島県支部 徳島市徳島町２‐５９ 仁田ビル５Ｆ ０８８‐６５３‐５１６０ ０８８‐６５３‐５１６２

高知県支部 高知市杉井流５‐１０ エスポワール杉井流１Ｆ ０８８‐８８０‐１７８８ ０８８‐８８０‐１７５５

愛媛県支部 松山市井門町４５４‐４ ２Ｆ ０８９‐９０５‐１１９５ ０８９‐９０５‐１２２７

北九州支局 北九州市小倉北区三郎丸１‐１１‐１１ ０９３‐９５１‐６７１１ ０９３‐９５１‐６１７２

福 岡 支 局 福岡市博多区東比恵２‐１５‐２５ ０９２‐４８１‐１７８１ ０９２‐４８１‐１７６０

筑 後 支 局 筑後市山ノ井９８８‐１ ０９４２‐５３‐８７１１ ０９４２‐５１‐１２３７

福岡県支部 福岡市東区千早３‐９‐２３ ２Ｆ ０９２‐６８１‐７１６６ ０９２‐６８１‐７１６６

佐賀県支部 佐賀市高木瀬西３‐１‐３０ ０９５２‐３１‐３０７２ ０９５２‐３４‐１７３６

長崎県支部 長崎市勝山町３７ 長崎勝山３７ビル７Ｆ ０９５‐８２７‐７７５２ ０９５‐８２７‐７７９８

熊本県支部 熊本市東区東町４‐１４‐３６ ２Ｆ ０９６‐３６５‐２６７２ ０９６‐３６５‐２６３９

大分県支部 大分市大州浜２‐１‐３１ ０９７‐５５８‐７８３８ ０９７‐５５８‐７４５３

宮崎県支部 宮崎市本郷北方鵜戸尾２７３５‐２６ ２Ｆ ０９８５‐５１‐１５７０ ０９８５‐５５‐１５５８

鹿児島県支部 鹿児島市谷山港２‐４‐１０ ２Ｆ ０９９‐２６２‐０２２６ ０９９‐２８４‐６２９３

沖縄県支部 那覇市松島１‐１５‐９ Ａｊｉビル２Ｆ ０９８‐８８２‐２２７０ ０９８‐８８２‐２２７１
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２ サービスセンター
（平成３０年１月１日現在）

事務所名 住 所 電話番号 ファックス番号

近 畿
大阪市中央区安堂寺町２‐１‐１０
安堂寺第１７松屋ビル４３０

０６‐６７６５‐９３７９ ０６‐６７６５‐９５７７

兵 庫
神戸市中央区下山手通６‐３‐２８
兵庫県中央労働センター３Ｆ

０７８‐３６７‐６８０５ ０７８‐３６７‐６８０８

鳥 取 鳥取市田島６６５ ０８５７‐２７‐５２１０ ０８５７‐２７‐５２４０

島 根 松江市西津田５‐１‐７ ０８５２‐２６‐５２７０ ０８５２‐２６‐７７９２

岡 山 岡山市北区西古松２３７‐１２６ 松本ビル３Ｆ ０８６‐２４６‐３３５５ ０８６‐２４６‐３３７５

広 島 広島市南区段原南２‐３‐２７ ＹＫビル２Ｆ ０８２‐２６１‐８４３０ ０８２‐２６１‐８４４６

福 山 福山市光南町３‐２‐６ ０８４‐９２３‐７９８０ ０８４‐９２３‐８０７８

山 口 山口市葵１‐５‐５８ ３Ｆ ０８３‐９３２‐５５２２ ０８３‐９３２‐５５５３

香 川 高松市西内町４‐６ 神原ビル２Ｆ ０８７‐８２２‐６３０９ ０８７‐８２２‐６５０５

徳 島 徳島市徳島町２‐５９ 仁田ビル５Ｆ ０８８‐６５３‐５１６０ ０８８‐６５３‐５１６２

高 知 高知市杉井流５‐１０ エスポワール杉井流１Ｆ ０８８‐８８０‐１７８８ ０８８‐８８０‐１７５５

愛 媛 松山市井門町４５４‐４ ２Ｆ ０８９‐９０５‐１１９５ ０８９‐９０５‐１２２７

北 九 州 北九州市小倉北区三郎丸１‐１１‐１１ ０９３‐９５１‐６７１１ ０９３‐９５１‐６１７２

福 岡 福岡市博多区東比恵２‐１５‐２５ ０９２‐４４１‐５９２５ ０９２‐４４１‐５９２９

筑 後 筑後市山ノ井９８８‐１ ０９４２‐５３‐８７１１ ０９４２‐５１‐１２３７
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